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序章 まえがき

 日本特有の経営システムによって経済成長を続けてきた日本経済は、バブル崩壊とともに、

現在新たな問題に直面し、変革を迫られている。この経済危機に対し政府は、公共投資を中心

とした景気安定のための財政政策を行ってきた。しかしながら、この景気安定政策は、目に見

える成果を上げられず、日本経済に景気回復の兆しが見えないまま、ただ景気低迷による税収

減と景気対策としての公共支出増によって、政府の財政を危機的な状況に追い込む結果となっ

ている。なぜなら、政府も企業と同様、急激に変化する経済状態に対応できない構造上の問題

を抱えているからである。

 今後活力ある経済を復活させるためにも、無駄のない財源調達及ぴ公共支出を効率的に行う

政府に生まれ変わることが必要であり、政府システムを見直す財政構造改革の必要性が叫ばれ

ている。そのためには、財源面と支出面から本質的な問題点をチェックし、財政システムを抜

本的に改革することが不可欠である。財源面では、バフル崩壊後変わりつつある経済状態を考

慮し、いかなるものに負担を求めるべきであるのかを再検討する必要がある。また支出面から

は、政府による市場経済への介入が市場メカニズムを通じて経済にいかなる影響を及ぼしてい

るのか、住民はどのようなサービスを望んでいるのかを検討すべきである。

 そこで本論文では、経済低迷が続く日本経済において新たな政府の役割が必要とされている

状況をふまえ、理論的な分析に加え日本のデータを用いた実証分析を通じて、現在の社会経済

問題や将来生じるであろう問題を考慮し、新たな視点から最適財政システムのあり方を分析す

る。本論文を2部構成とし、第1部（1－5章）では最適な課税システムのあり方を、第2部（6－9

章）では公共政策としての支出と規制のあり方を検討する。

 まず、前半の第1部では財源のあり方の分析として、最適課税理論を中心とした既存の分析

をふまえて、現在残されている課題や、時代の流れと共に新たに注目されてきている点を考慮

し、自発的社会貢献に対する税制のあり方、地方分権下における財源調整のあり方や高齢化時

代における年金のあり方を検討し、これから到来する時代にふさわしい課税システムを提示す

る。

 以下では、各章の内容を簡単に紹介しよう。第1章では、政府の財源をどのように徴収する

ことが望ましいのかという観点から、最適言果税論の歴史的展開をまとめ、日本のテータを用い

た実証分析の結果を通じて、今後の税制改革のあり方を議論する。

 第2章では、現在重要視されている個人の社会貢献活動に着目し、その活動に対する政府の

役割としての寄付税制のあり方を、第1章で展開された最適課税論のフレームワークを用いて

分析する。利他的動機だけではなく利己的動機をも考慮した一般的モデルから、最適な寄付税

制が満たすべき条件を提示し、社会貢献活動が持っ利他主義などの特性が、その活動に対する

政府の最適な役割のあり方に大きな影響を与えることを明らかにする。それぞれの社会貢献活

動が持つ特性を把握することが重要となる。

 第3章では、第1章で展開された最適課税論のフレームワークを、地方分権時代における中

央政府の役割のあり方に適用し、中央政府による地方間の財源調整方式を検討する。各地方政

府が独自に供給する地方公共財が他地域へのスピルオーバー効果をもつとき、社会厚生を最大
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にするような中央政府による地方公共財への補助及びその財源の徴収システムを、検討する。

中央政府の地方公共財への補助率を決定するためには、各地域によって供給される地方公共財

が他の地域に及ぼす外部性を的確に認識することが重要となる。

 第4章では、高齢化社会を目前にむかえ人々の寿命に影響を与える食物や行動に関心が向け

られるようになってきている社会状況をふまえ、高齢化問題への新しい視点として、健康投資

によって寿命が影響を受ける点を考慮し、最適年金課税システムの理論分析をおこなう。その

結果として、健康投資は最適水準に比べ過大になること、また、健康投資に税金をかけて年金

を調達することによって（寿命は短くなるものの）効用が増大する可能性があることを示す。

 第5章では、課税に変わる財源調達手段として考えられる、公債による資源調達の効果を検

討する。人口移動が存在する地方レベルでの公債に関しても課税との代替的中立性が成立する

可能性を指摘する。

 後半の第2部では、支出面と規制面から日本の公共政策のあり方を検討する。まず、公共支

出に関する分析として、公共財の評価及び、財政負担が異時点に及ぶ公共政策における住民の

期待形成と政策の効果に着目する。次に、規制に関する分析として、賃貸住宅市場における規

制及び政府内の権限配分にかかわる規制をとりあげる。

 第6章では、公共政策のあり方を分析する上で重要な公共支出の評価を試みる。住民が地域

を選択するとき、公共財に対する住民の評価は、各地域の賃金率と地価の差に反映される。こ

れらの経済変数から、各地域の公共支出及び社会環境に対する評価額を逆推計し、各地域の社

会環境のランキングも導出する。

 第7章では、住民の将来負担に対する期待形成に着目して、異時点間にわたる公共政策の効

果を実証的に分析する。日本の地方交付税制度は住民の公的負担を曖昧にしており、その公的

負担に対する住民の期待形成が公共政策の効果に大きな影響を与えていることを明らかにする。

 第8章では、賃貸住宅市場における規制の効果を検証する。安くて良質な住宅を供給する上

で現在話題になっている問題が、借地借家法の有効性である。大阪府の個表データを用いて、

現行の借地借家法における正当事由制度が、賃貸住宅供給に対し抑制効果を持つことを示す。

 最後に、第9章では、政府内の規制問題をとりあげ、現在盛んに議論されている地方分権問

題の一つである中央政府と地方政府間における公共政策の決定権限の配分のあり方を検討する。

興味深い結論として、中央集権の下では国は最適な水準以上に地方の政策決定に過剰介入し非

効率性が生まれること、またこの非効率性が大きい場合には、たとえ国主導のプロジェクトの

価値が大きいとしても、地方分権が望ましい場合があり得ることなどが示される。



第1章 最適課税論 展望一現実との接点を求めて一

策1節はじめに

 外部性などの市場の失敗を伴う社会においては、政府の介入が必要となる。政府が公共財や

公共サービスを提供するためには、何らかの形でその財源を徴収しなければならない。この行

使は社会厚生の改善につながるものでなければならず、社会の厚生が出来る限りそこなわれな

いような手段を持ってなされるぺきである。しかも、社会厚生に及ぼす影響を経済主体の利害

を超越した立場から判断することは許されず、個々の主体の合理的な行動を前提として判断さ

れるべきである。

 経済学の分野では、ある財源が必要となった場合、各主体の合理的な行動をふまえた上で、

どのような形でその財源を徴収することが社会的にのぞましいのかを議論してきた。徴収時に

資源配分の歪みを引き起こさない税としては一括税が望ましい。また資源配分の効率性の問題

に加えて、異質的な個人が存在する一般的な世界において所得配分の公平性を考慮に入れるな

らぱ、タイプの異なる個人ごとに差別化された個別一括税を課すことが最適となる。

 しかしながら、実際の社会を念頭に置く場合、このような個別一括税の実現性は乏しく、実

現可能性のある税システムの中から、最適な課税システムを探る必要性に迫られた。そこで、

実行可能な、消費税や所得税などの課税方法に分析対象を絞り、いかなる形で課税を行うのが

社会的にもっとも望ましいのかを分析しているのが、最適課税論である。最適課税論は、以下

で説明されるように、大きく2つに分けることが出来る。一つは、消費税を中心とする間接税

最適課税論であり、この分析は、Rl㎜sey（1927）の古典的論文をもとに展開している。もう一つ

は、所得税を中心とする直接税最適課税論であり、Mirr1ess（1971）の分析を出発点としている。

1970年頃からの20年間に飛躍的発展を遂げた最適課税論は、規範的な分析として最適な租税構

造に関するいくつかの命題を導いたものの、実際には測定が困難である変数に基づく議論も多

く、これらの結果を現実の課税システムに適用するという意味での実用性は、現在のところ乏

しい。

 本章では、最適財政システムの経済分析の出発点として、最適課税論に焦点を当て既存の理

論的分析を紹介するとともに、現実の租税制度にその理論をどのように役立てるかを念頭に考

えながら、現実との接点を探る。

 次節では、今までの最適課税論の成果であるいくつかの基本命題を整理する。第3節では、

現実との接点という観点から、理論モデルにおいて導出される最適税制がどのようなものであ

るか、また、現実に可能な制度が最適性とどのくらいかけ離れているのかをシミュレーション

分析から得られた結果を通して吟味する。第4節では、以上の結果を踏まえ、現実の税制度、

また税制改革の方向が、最適課税の観点からどのように評価されるのかを議論する。最後に第

5節では、近来の最適課税論の展開を踏まえ、今後最適課税論が果たすべき役割が述べられる。



第2節 基本命題の整理

 本節では、最適課税論の理論的展開の中で得られた重要な命題を整理する。最適課税論は、

間接税としての代表である消費税に関わるものと直接税の代表である所得税を個別に取り上げ、

社会の厚生を最大にするような最適な税のあり方を議論してきた。その後、消費税と所得税の

両方が存在する下で、税の組み合わせのあり方が分析されてきた。はじめに、古典的とも言え

る、最適な税の満たすべき条件を示しておこう。

● 砺繧搬の公平性

   各家計の社会的重要度で評価された所得の限界効用がすべての家計で等しい。

● 篇源配分の効率性

   各家計の消費と公共財に関する限界代替率の和が、労働と公共財の曄界転形率に等しい。

   （Samue1sonノレーノレ）

 これら2つの条件を満たすような課税システムを構築することが最適課税論の目的となる。

第1節でも述べられたように、一括税はあらゆる税システムの中でもっとも望ましい形の課税

システムであり、個別一括税とその特殊ケースである均一一括税とに分けられる。個別一括税

は、その名の通り各個人に個別の税を課すものであり、個別補助金または、個別定額税と呼ん

でもいいだろう。また、均一一括税は、すべての個人に同じ一定の額の税を課すものであり、

人頭税と’致する。この点を踏まえて、それぞれの一括税の持つ特性を見れば、以下となる。

命題1－1燭彫一括撹の停螢

   最適な個別一括税を採用すれば、 「資源配分の効率性」と「所得分配の公平性」を同時

   に達成することが可能であり、ファーストベストの状態が達成できる。

各個人に個別の税を課す一括税は、効率と公平のトレードオフを引き起こすことなく、ファー

ストベストな解を達成する。これは、一括税が、なんら歪みを引き起こさない税であるからで

ある。すなわち前節で述べたように、ここでの結論は、厚生経済学の第2基本定理をサポート

していることになる。

命題1－2λ須撹伸一一姫紛の待姓

   人頭税は、 「資源配分の効率性」を阻害しない。しかし、所得分配の公平性は達成でき

   ない。

一

本章は、最適課税論と現実の日本の租税制度との接点を探ることに重点を置いているため、命題の導出に関わる細

かい計算方法は提示せず、直感的な理解を与えるにとどめる。また、均衡解の存在問題にも立ち入らない。導出方法

や解の存在に関しては、各種のサーベイ論文に整理されているので、そちらを参考にしていただきたい。たとえば、

Miπ1es5（1971）、S㎜dmo（1971）、Atkins㎝＆Stiglitz（一980）、AuGrbach（1987）、Stiglitz（1987）を参照。邦文の文献としては、

福島（1991〕、本問（1982）、入谷（1984〕、本間、橋本（1985）、山田（1988）、小西（1989）がある。
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人頭税は、労働量に関わらず一定の額を徴収する一括税の一種であるから資源配分の効率性を

阻害しないのは当然のことである。すべての個人に同じ額の税を課すことに気づけば、所得分

配の公平性を達成するような所得再分配政策を人頭税によって行うことは不可能であることが

わかるであろう。

 以下では、一括税のもつ特性を踏まえたうえで、一括税の非実現性を考慮して、資源配分に

対し撹乱的な税を前提とした最適課税論の命題を整理する

2．1最適消費税モデルの基本的構造と命題

 最適消費税に関する議論は、Ramsey（1927）により提示された。そのため、ラムゼイ型の最適

課税問題とも呼ばれる。この議論は、同質の家計のみが存在する世界を想定して考察されたも

ので、Samue1s㎝（1951），Dixit（1970），Atkinson＆Stigi1itz（1972），Anderson（1972）などの貢献によ

り、構造が解明された。また、複数の家計が存在する世界を想定した分析は、Diamond＆

Mirrlees（1971），Stig1itz＆Dasgupta（1971），Diamond（1975），Mirrlees（1975．1976），Atkinson＆

Stig1itz（1976）らによって展開されている。最適消費税問題においては、政府によって課すこと

ができる租税体系は、線形の消費税体系であるという制約が課される。周知のごとく、税は価

格に影響を及ぼし、その価格を通して各家計に一様に影響を及ぼす。この消費財体系は、資源

配分に対して撹乱的である。この制度を前提としている点で、セカンド・ベストの問題を解い

ていることになる。

 政府は、一定の税収を確保するという制約の下で、家計の行動を前提と’して、各家計の効用

からなる社会的厚生を最大にするような、消費税率を決定する。消費税は線形であるという制

約の下では、ある一つの財に対して、一つの税率が適用される。すなわち、政府がとる行動は、

多数の財に関して差別的にどのような税率を訳せぱよいかを決めることである。以下では、満

たすべき必要条件としての消費税に関するルールが示される。それらは、どのような性質を

持った財にどのような率で課税すればよいかを示している。以下では、基本モデルを構築し、
                    2
いくつかの重要と思われる命題を紹介する。

 一般的に複数の家計が存在するモデルを考えよう。なぜなら単一家計での分析は、このモデ

ルの特殊形として扱えられるからである。経済の構造は次のようである。

＊所得及ぴ選好が異なるH種類の家計が存在し、それらをん＝1，．．．，∬として表す。

＊ノ種類の民間財が存在し、それらをノ＝1，．．．，ノとして表す。また、第ん家計によって需要さ

   れる民間財消費ベクトルを、汐）＝（x㈹，．．．，x”），．．．xJ（片〕）と表す。，

2

モデルの展開には、ヒックスの補償需要関数を使ったものと、通常のマーシャルの需要関数を使ったものがあるが、

それらは、同等の命題を導出する。通常の需要関数には、分析の途中でスルッキー分解を用いるところがポイントで

ある。本章では、明示的にわかりやすい通常需要関数を用いる。ここでの展開は、本間（1982）に基づいている。
，

以下では、統一して変数の表記を次のように定義する。上付き文字は財の番号を、括弧でくくられた上付き文字は



＊各家計が供給する労働（初期保存財と考えてもよい。）を第O材とする。また、第ん家計の

   労働供給量をxo（片〕と表す。

＊G種類の公共財が存在し、それらをg＝1，．．．，Gとして表す。公共財は、家計にのみ影響を

   及ぼす。また、それらそれぞれの財の供給される量を、Z＝（Z1，．．．，Z9，．．．，Z6）で表す。

＊各家計は、労働から負の効用を、民間財、公共財から正の効用を得る。そのとき、第ん家計

   の効用関数は、mω＝”（x㈹，x（＾）；Z）で表される。

＊K種類の企業が存在し、それらをん＝1，．．．，Kとして表す。また、それらの企業が、労働を

                         4
   需要し、複数の公共財および民間財を生産する。それぞれの企業が需要する労働量を、
   γξで、また、政府に販売する公共財の産出ベクトルをZ（止）＝（Z㈹，．．．Zル），．．．ZJ（｝））で、

   民間財の産出ベクトルを、y（止）＝（γ㈹，．．．ノ㈹，．．．γ”））と表す。

＊労働の価格を一般性を失うことなく1に正規化し、民間財および公共財の価格ベクトルを、
   ρ＝（ρ1，．．．〆，．．．〆）と戸＝（戸1，．．．戸，．．．〆）で表す。

＊政府は、第O財（本章では、労働）を除くすべての民間財に個別に線形の消費税を課すこと

   によって、一定の税収を確保する。個別消費税ベクトルをC＝（C1，．．．〆，．．．〆）で表すと、

   家計の直面する民間財の価格は、

   g＝（ρ1＋C1，＿〆十〆，＿〆十〆）＝（g1，．．．〆，．．．〆）で表される。すなわち戸が第ノ

   財の価格であり、戸が第ゴ財一単位あたりの税である。

 第一の段階では、これらの条件で表される競争市場において、政府の操作変数である各財に

関する消費税率の関数として、各財の需給が均衡する競争均衡が導かれる。それぞれの主体の

行動と市場均衡式は、以下のようになる。

 ＜家計＞ 予算制約式グx（刎＝xψ〕を前提にして、効用関数を最大にするように、労働の供

      給量と、民間財の需要量を決定する。

 ＜企業＞ 企業は、技術的制約F㈹（γ㈹，γ（k）；Z（生））≦0を前提にして、企業利潤

              〆止〕＝一γ㈹一←グγ（幻十戸1Z（止）

      を最大にする投入産出ヘクトルを選択する。

 〈政府〉 政府の予算制約式は、次式で表される。

                  〃
ΣCψ＝戸’Z

                 ＾＝一

     この第一の段階では、政府による消費税率は一定の値となっている。

＜市場均衡＞ それぞれ、労働市場、民間財市場、公共財市場の均衡式は、次式で表される。

家計の番号を、また、下付き文字は、その変数が、下付き文字の変数によって微分されたことを示す。すなわち、

xチ＾）は、家計あによって需要された消費財。が財。によって微分されたものを示丸

4

’次回次の生産技術を仮定する。規模に関する収穫一定の仮定は、生産者の利潤をなくし、利潤に関する分析を省

くことができる。またこのときには、もともとラムゼイのモデルで仮定されていた価格一定の時と同じ課税ルールが

得られることが知られている。利潤が存在するときの分析も行われているが、この分析に関しては捨象する。



H       κ       H      κ          K

Σ〃〕＝Σγo㈹、Σx（カ〕＝Σγ（止）、Z＝ΣZ㈹

＾＝1       正；1      此昌1      止＝1          此＝1

 第二の段階では、政府は、社会的厚生を最大にするように、各財に関する消費税率を決定す

る。このとき指標として用いられる社会的厚生関数は、バーグソン・サミュエルソン型
（〃＝豚（〃（1〕，．．．，〃（”））、m（ム）は第ゐ家計の効用を表す。）である。また、第一の段階の家計

の効用最大化行動の結果として導かれる労働供給及び、民間財需要ベクトルは、
x㈹＝xψ）（g；Z）及ぴx（カ）＝汐）（g；Z）として表されるので、各家計の効用は、間接効用関数

を用いると価格と公共財の関数としてザω：7（お〕（g；Z）と表される。本章では、公共財の産

出量を一定としているのでそれを省いた間接効用関数を社会的厚生関数に代入すると、社会厚
生は価格の関数として”＝豚（7（1〕（g），．、．，7（”）（g））と表される。企業の生産関数に対し規模

に関する収穫一定の仮定をおいているため、企業の主体的均衡条件、および、市場均衡条件に

よる価格決定の側面を考慮せずに分析を行うことができる。したがろて、制約となる式は、労

働供給及ぴ民間財需要ベクトルを代入した政府の予算制約式だけとなる。すなわち、問題は、

消費者の最大化行動を含んだ次の政府の予算制約式

                〃
                Στ’κ（片）（9）：戸’Z

                加1

を制約として、」 ﾐ会的厚生関数

              m＝豚（γ（1〕（9），．．．，γ（”）（9））

を最大にするようなgすなわちτを求めることになる。このときラグランジュ式は・

                        〃
        工…豚（グ（1）（9），…，グ（κ）（9））十μ｛ΣC’x（此〕（9）一戸’Z｝

                       ’1＝1

と表される。ここで、μは政府の予算制約式に付随したラグランジュ乗数であり、政府の支出

額すなわち税収が一単位増加することによる社会的限界効用を表している。この式を、各消費

税率〆で微分することにより、

          〃                J
         一Ση仙〃）＝μ（xj＋Σc，x二）， （ノ＝1，…，J）

          加1              ’白1

           ∂γ（片） ． κ ．    ． H∂x㈹  ”∂γ㈹
を瓢ここで・り刎・∂、…」一喜・”）および・1＝看勿・＝脂・帆上

                        冴
式に、り此）＝一〃）x”）（ロイの恒等式）とx二＝・二一Σx㈹γ簑此）（スルッキー方程式））を

                        仙1
代入して整理すれば、

           J   1”      J
          Σ〆∫二＝一Σ｛κ、。、〃十μ（Σ〆x隻此））一μ｝x”）    （1刈

          J＝1   μ加1        1＝1

となる。ここで、”）は各家計の所得の限界効用を表すラグランジュ乗数であり、また、s二は
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代替項であり、効用を一定に保ったときの第ノ財の価格変化による第ゴ財の需要変化の量をす

べての家計で足しあわせたものである。さらに4＾）は所得項に対応し、所得の変化による需要

の変化を示している。この式が、基本命題を導く式となる。

2．1．1単一の代表的家計が存在するケース

 単一の代表的家計が存在するケースには、添字の力は必要がないので省き、 （∬＝1と考え

てもよい。）（1－1）の両辺をx”）で割ると、右辺はノに依存しない形となる。これをαと表すと

次の命題を得る。 （αの意味は、複数の家計が存在するケースで議論する。）

命題1－3 比例陛命留傲貨羅嚢灘鋤 （R㎜sey（1927），Samue1s㎝（1951））

   最適消費税体系は、すべての財の補償的需要が同一の比率で減少するように定められる。

   すなわち

             ψ十．．．十S二〆
                ， ＝一α（に1，…，J）
               x

と表すことが出来る。

左辺の分子は、すべての財の税率を少し変化させたときの第ゴ財の需要の変化を示しており、

左辺がその変化率を示している。上式は、その変化率が各財で等しいことを示している。また、

この命題をHa曲（1993）は、次のように解釈している。『最適税率が成立したとしよう。そのと

き、その最適税率をごく僅か同率変化させたときに起こる補償された需要量のパーセント変化

率は、すべての財の間で等しい。』この解釈によって、現実の消費財体系が最適であるかどう

かを分析する事が出来る。しかしながら、実際に最適性を吟味するためには、補償需要を測定

しなければならない。補償需要は、効用を一定としたときの需要であり、測定は困難である。

そこで、市場で簡単に観測可能なマーシャルの通常需要を用いた形で表すことが出来るのであ

れば、その命題の実現性は高いであろう。通常需要と補償需要を区別するために、スルッキー

分解を使って、∫を次のように分解しよう。

                        ■                 s ＝x ＋x x
                  9   9   ”I

ここで、s、，xg，x、，x，は、それぞれ、補償需要関数の価格に関するヤコビアン行列、通常需要

関数の価格に関するヤコビアン行列、通常需要関数の所得に関する行列、そして通常需要関数

行列の転置行列を表している。これより、x （需要関数の価格に関するヤコビアン行列）が
                   ”

対称であれば、命題1－3から次の命題を得る。

●  κ雛鯛㈱漱鰍  （H如a（1993））

  需要変化の行列（需要関数の価格に関するヤコビアン行列）が対称であれば、最適消費

  税体系は、すべての財の通常需要が同一の比率で清少するように定められる。すなわち、

            XfC1＋．．．十X二〆
                、 ＝一β （～＝1，・・，ノ）
               x
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と表される。ここで、β＝α十x，lfである。

上記の命題は、需要関数に仮定をおくことによって導出されているが、需要は効用関数に基づ

いて導出されるものであるから、需要関数ではなく効用関数に関して仮定をおいた命題を導こ

う。上と同様にして

          ψ十＿十x二〆：一肌L㍑’。。（1：1，．．．，∫）

を得る。ここで、7＝c’xであり、政府の税収である。税収が十分小さければ、通常需要関数

に関しても、制約なしで命題が成立することがわかる。もし効用関数が相似拡大的であれば、

x〃：θに（θはスカラー）が成立するので、γ…α一7θとおけぱ、次を得る。

● 比勿牲鯛‘逓筋綴数、荷以拡大繍鰍
効用関数が相似拡大的（homothetic）であれば、最適消費税体系は、すべての財の通常

需要が同一の比率で減少するように定められる。すなわち、

         x’cl＋．．．十x’〆

          1 ，J：ブ （1＝1，…，ノ）
            x

と表される。

 これらの命題は、課税によってすべての財が同一の比率で減少しなければならないので、価

格弾力性が小さい財には、高い税率が課されなければならないことを示している。もし、各財

の需要が他の価格と独立であれば、財の変化は自己の価格弾力性のみに依存すると想像できる。

この関係は、次の命題にまとめられる。

命題1－4逆弾力姓勃雪傲蔵羅要灘数、循貨羅嚢麗顯

第1財（労働）を除く残りの各財の需要が相互に独立的（すなわち、財の需要が他の財

の価格の変化に対し変化しない）ならば、最適消費財体系において、ある財の税率は、

その財の自己価格弾力性に逆比例する。すなわち

                 〆 一α

                 9’ η：

   と表される。

      s’
ここで、4＝子ゲであり、第’財の補整的自己価格弾力性である。左辺は、第ゴ財の税率に
      s
相当する。この命題は、s二＝0とηの定義に気づけば、命題1－3の関係式から簡単に導かれる。

仮定から通常需要関数の価格に関するヤコビアン行列の交差代替項はゼロであり、この関数は

対称となる。よって、通常需要関数に関しても成立する。また、このとき、補整的弾力性の性

質から、砿十η：＝O（ゴ＝1，＿，〃）であることに気づけば、次の命題を得る。

●  縦倉彫ク螢鯛徽騰鰍ジ （Hicks（1947），Blshop（1951））
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第1財（労働）を除く残りの各財の需要が相互に独立的（すなわち、財の需要が他の財

の価格の変化から独立）ならば、最適消費財体系において、ある財の税率は、その財の

賃金弾力性に逆比例する。すなわち

                〆 α

                9’功

と表される。

財の数が3財の経済に関しては、よりわかりやすい命題が得られる。3財経済では、命題1－

1の関係式は以下の形で表される。

               1      2               c    c
             4丁・4万＝一α（H，2）
              9   9

              ’この式を、それぞれの税率（÷）について解き、坑十4＋4＝0（5：1，2）の性質を用いる
             9

と、次の命題を得る。

命題1－5 3励蟹浮の勿移蒐カ姓劫窟（DlamondandMmlees（1971），Anderson（1972））

   3財（労働（非課税）と2つの消費財（課税））のみが存在する経済において、非課税

   の財（労働）に関して低い補整的交差弾力性を持っ財に対して、より高い税率が適用さ

   れなければならない。すなわち、
                  1
                  土

                  g㌧4＋ゲ十4

                  二吠・㎡・払
                  g2

   と表される。

 最後に、消費税の体系として実現性が一番高い、すべての財に一律の税を課す均一消費税が、

最適となる状態を考えてみよう、以下の命題が得られている。

命題1－6均一澄茅瀞仁鯉ナる劫雪j（Corle位andHague（1963－4），Sadka（1977））

   財の労働に対する補整的弾力性がすべての財に関して同じであれば、そのときに限り、

   最適消費税は、均一消費税となる。 すなわち

                  功＝…＝功…＝砿

   と表される。ここで、功は、第ゴ財の労働に対する補整的弾力性である。

この命題は、均一消費税が最適となるための必要十分条件が、補整的弾力性の同’性であるこ

とを示している。3財のケースには、命題1－5の結果から、容易に想像がつくであろう。次に

は、どのような条件のもとで、補整的弾力性が等しくなるかに興味は移るであろう。以下の命

I0



題が存在する。

命題1－7 身一搬魂に灘ナる命暫2 （Deaton（1976），Sandmo（1976））

   上記の命題1－6の仮定に加えて、財の部分のエンゲル曲線が線形であるならば、最適消費

   税は、均一消費税となる。

すなわち、効用関数がホモセティックであれば、最適消費税体系は均一消費税となり、同値性

から、線形所得税を訳せば十分であることになる。また、3財経済において、近似的に以下の

命題が成立する。

命題1－8均一撹茅醐こ厨ナる命衡3 （H舳a（1993））

   3財経済において、消費財である2財が強く代替的であれば、最適消費税は、ぽぽ均一

   消費税となる。

これは、命題1－5において、消費財の交差弾力性を十分大きくするとき右辺が1に近づくこと

によって理解できる。

               5
2．1．2複数の家計が存在するケース

 複数の家計が存在するケースには、分配上の問題が生じるため、左辺は、ノに依存した形と

なる。基本となる（1－1）に対して次の有益な概念を導入しよう。まず、以下のように定義する。
                       J
              〃≡ηω〃十μ（Σ〆が）

                       ’＝i
第一項は、各家計の所得の限界効用を限界社会的重要度で評価したものであり、第二項は、μ

の定義に気づけば、各家計の所得の増加によって生ずる需要構造の変化がもたらす各家計の消

費税負担を通しての公共部門の税収増に伴う社会的限界効用を意味していることになろう。

よって、〆）は、第ん家計の所得の社会的限界効用を表している。次に、

                   ”1  x”）
                ♂…Σ＝（〆＾）τr）

                  加17   X
             1”
と定義帆ただし・ア・万びは・各家計の所得の社会的限界効用の単純平均であり・

x”〕

ニアは第ノ財の総需要にしめる各家計の需要構成比を表している。つまり、各家計の所得の
x

社会的限界効用を各家計の需要構成比で加重平均を取り、それを所得の社会的限界効用の平均

値で除したものであり、aゴは、第ノ財の分配特性と理解できるであろう。また、所得の社会

的限界効用の高い家計が相対的に多く消費する財貨ほどこの分配特性の値は大きくなり、その

財が社会的にどのように評価されているかを示している。もちろん、Atk㎞s㎝md Stig1itz

（1976）的にaL1を第ノ財の消費と所得の社会的限界効用の共分散と呼んでもいいだろう。こ

，

このケースでの命題に関しても、上と同様に通常需要関数に関する表現も可能であるが、ここでは捨象する。導出

はほぼ同じであるので、読者にゆだねることにする。

11



れらの概念を用いると（1－1）は、次の命題の形で表される。

命題1－9凌教家計アでの消費撹体系備1繍 （Atkmson㎝dSt1911tz（1976），Boadway

（1976））

   最適消費税体系は、各財の補整的需要の変化率の差が、分配特性と1との乖離幅に対応

   するようにように定められる。すなわち

           ∫f〆十．．．十s二〆 アーμ ア

              、 ＝  十 （♂一I） （1＝1，…，∫）    （1－2）

             x     μ  μ

   と表される。

この命題の意味を考えてみよう。第一項のアは、民間部門に購買力を振り向けた場合の平均的

な意味での社会的限界効用を表していると理解できるので、第1項は、民間部門と公共部門の

いずれで購買力を行使した方が社会的に見て効率的であるかを示していることになろう。第二

項は、上で述べたように、各財の分配の公平性を示していることになろう。つまり、この命題

における第1項と第2項は、政府の政策目標である「資源配分の効率性」と「所得分配の公平

性」を表している。経済の消費者がすべて同一であるときには、♂の値は、すべての財に対

して1の値をとり第2項は消滅する。すなわち、所得分配の問題はなくなり、右辺はノとは独

立した形で表され、命題1－3が得られる。ここでの第1項が、命題1－3のαにあたるわけである。

しかし、複数の消費者が存在するこのケースでは、資源配分の非効率性を最小限にとどめなが

ら、所得分配の公平性を配慮して税率を決めなければならないのである。

2．2最道所得税モデルの基本的構造と命題

 本節では、利用可能な税体系が所得税に限定されている世界を考える。最適課税論の基本的

骨格は、ほぼ同じである。すなわち、政府は、一定の税収を確保するという制約の下で、家計

の行動を前提として、各家計の効用からなる社会的厚生を最大にするように、所得税率を決定

する。所得が外生的（すなわち一定）であるときには、所得税は一括税と同じになる。しかし

ながら、現実には、課税がなされた場合には、労働や余暇の選択を通じて、所得は変化するで

あろう。この点を考慮して、一括税ではない所得税を考えることが最適課税論の特徴である。

すなわち、労働や余暇を考慮することによって、所得税の課税対象となる所得を内生化する。

また消費税論と違う点は、税体系が線形に限定されないことである。現実に非線形体系の所得

税が採用されていることからも、様々な形を含んだ非線形での所得税論を行うことが必要であ

ろう。最適所得税論の基本的構造は、Miπlees（1971）によって提示された。しかし、明確な結

論が得られたわけではなかった。その後より厳密な形で最適所得税論を構築する事が試みられ

た。 この議論の系統は、大きく2つに分けられる。すなわち、議論を線形の所得税論に限定

したもの（Sheshinski（1972），Itumi（1975），Bmome（1975），Helpman＆Sadka（1978），Ihori（1987））

と、より一般的な形の非線形体系を前提に議論するもの（Phe1ps（1973），M㎞1ees（1976．1986），
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Sadka（1976），Brito＆Oak1ミ㎜d（1977），Seade（1977．1982），Dixit＆Sandmo（1977），Cooter（1978），

L0111ver＆R㏄het（1983）参照）である。以下では、まず、最適線形所得税論のモデルを展開す

る。このモデルは、最適消費税モデルとほとんど並行的に展開できる。より一般的な最適非線

形所得税論に関しては、その自由度から、あまり明確な結論は得られていないので、命題とい

う形で、整理するにとどめることにする。

2．2．1最適線形所得税論

 まず、所得税の税構造を線形所得税に限定し、複数の消費者が存在するモデルを展開しよう。

消費税モデルと同様の定義を用いて消費者の行動は、以下の形で表される。第乃家計の効用関

数は、

               m（勿＝〃（此〕（xo（此），x（｛）；Z）

となる。所得税論では、単純化のため消費財を一財と考えるとき、消費者の予算制約式は、

                ・（ム）二（1一τ）w（＾〕x㈹

となる。ここで、w＾は、第ゐ家計にその能力に対応して払われる労働一単位あたりの賃金率

である。消費者は、この制約式を下にして効用関数を最大にするように行動する。このとき、

労働供給は、賃金率（1－C）w（句と公共財水準Zに依存して、xo（此）＝x㈹（（1一τ）w（＾），Z）と表

される。また、同様に、消費財需要も決定される。これらを効用関数に代入することによって、

次の形の間接効用関数が得られる。
               γ（此）＝γ（此）（（1－C）w（＾），Z）

このとき、消費者の最大化行動を考慮した政府の予算制約式は、

              ”
CΣw㌦ζ（（1－C）w此，Z）＝戸’Z

              加1

となる。政府の直面する問題は、この予算制約式を前提として、社会的厚生関数

         豚＝豚（γ（1）（・），．．．，7（危）（（1－f）w（几〕，Z），．．．，γ（刷（・））

を最大にするような。を求めることになる。ラグランジュ式は、

                          〃
工≡灰（7（’）（・工＿，7（片）（（1－c）w㈹，＾＿，7㈹（・））十μ｛CΣw（此）xo（勿（（1－f）w（勿，Z）一戸Z｝

                          ＾＝1

となる。ここで、μは、政府の予算制約式に付随したラグランジュ乗数であり、政府の支出額

すなわち税収が一単位増加することによる社会的限界効用を表している。

 まず、この式を、所得税率。で微分することにより、

           〃
           Σ（卯〕κ㈹十〃㈹x㈹十μw（＾）が））＝0， （ノ＝1，…，ノ）

           ＾＝1

           ∂γ（＾）  ∂XO（の
を得る。ここで、κ（＾）＝   ，ぺ＝   である。

            ∂c    ∂c

I3



 次に、上記の式に消費税モデルと同様の変形を行おう。間接効用関数から導かれる性質であ
るκ（＾）＝一λ（片）W（免）X0㈹と、Xタ（片）＝一W（＾）S㈹一WωXO（此）X桑片〕（スルッキー方程式）を代入し

て整理すれば、

        ”       1”
        ΣC（W（ム〕）2∫（ム〕＝一一Σ（〃〕〃十μW（”）が）一μ）W（｛）X㈹   （1■）

        ｛。1       μ仁1

となる。ここで、∫（あ）は、代替項であり、効用を一定の保ったときの所得税の変化による第ん

家計の労働供給量の変化である。また堵カ〕は所得項に対応し、所得の変化による労働供給の変

化を示している。

 さらに、消費税モデルと同様の概念をこの所得税モデルに導入しよう。まず第ん家計の所得

の社会的限界効用は、〆ω…豚㈹λ｛）十μw（ム〕㌶＾）で定義される。次に、分配特性は、

・・乏単で定義舳ただ！・♂）・μwお1ぴ1・姥・〕であ1・そ
  ＾一’ 7          Σw（＾）x㈹

                     ＾＝1

れぞれは総所得にしめる各家計の所得のしめる割合と、所得の限界効用の平均を表している。
                        w（カ）∫（＾〕
これらの定義と、労働供給の補整的弾力性メ比）≡（1イ） 以、）を利用して（1－3）を変形すれば、
                         x

消費税の基本条件に対応した次の式を導出できる。

              舟
            cΣメム）w（片〕x㈹  一 一
              ・・1”   ＝μ‘7＋∠（1一∂）     （1判
            1イΣw（の洲〕 μ μ

               片＝1

この式は、最適消費税モデルにおける命題I－9に対応しており、第一項は効率性を、第二項は

分配の公平性を表している。

 以上、線形の所得税を対象として、最適税率を検討した。最後に、より一般的な非線形最適

所得税論にふれておこう。

2．2．2最適非線形所得税論

 ここでは、非線形な形の所得税制が利用できるときの最適体系を議論しよう。主な結論は、

以下の命題にまとめられる。

命題1－10屍百腰塀瀞卒吸ぴそ0上腰と万鰍こ蔚ナる綱（Seade（1977）〕

  効用関数において、労働と消費の交差効果が非正であるとき、最適限界税率は、能力が

  上限と下限に相当する家計に関してゼロになる。また、それ以外の家計に関しては、正

   となる。

最適な所得税体系の下では、横軸に所得を、縦軸に税額をとった最適租税関数は、S字型にな

ることがわかる。最適な所得税率が、能力に関して上限と下限に相当する家計に対してゼロに

なる理由は、次のように理解できる。上限にいる家計がもう一単位所得を増加させる時に直面
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する限界税率を0にしたとしよう。そのとき、その家計は効用を上昇させることができる。し

かも、そのときには政府に入る税収額が以前より減少することはない。なぜなら、その家計以

上に所得を稼いでいる家計はないからである。同様のことが下限の家計にも成立するため、最
                              6
適課税体型における限界税率は、上限と下限においてゼロになる。 このように、一般的な非

線形所得税に関しては、どのような形の税を課せばいいかに関して、あまり明確な結論は得ら

れていない。ただこの命題から言えることは、完全に累進的な税は、最適な税の範囲から除外

されるということである。

 以上本節では、それぞれの税のみが存在するときの最適な税の構造を命題の形でまとめてき

た。次節では、これらの税体系同士の比較を行うことにする。

2．3最適な税の構成に関わる基本命題

 前節では、消費税と所得税を個別に取り上げ、それぞれの税のみが存在する経済を想定して

きた。しかし、現実には、それらの税は共存している。つまり、現実にどのような税体系が最

適であるかを議論するためには、それぞれの税が他の税と比べどのような違いがあるのか、ま

た、いくつかの税の内、どの税が最適であるのかを議論する必要があろう。本節では、いくつ

かの税が利用可能な経済において、最適な税の構成を検討する。ここで、比較の対象とされる

税体系は、以下である。 （別の呼び名がある場合には、括弧の中に示した。）

一括税：個別一括税（個別補助金、個別定額税）

    均一一括税（人頭税）

所得税：非線形所得税

   ：線形所得税

消費税：個別消費税（個別物品税、差別的物品税）

   ：均一消費税（均一物品税、一般消費税）

これらの内、理論的に一番優位な税体系は、第2節命題1－1で議論されたように、個別一括税

である。個別一括税は、資源配分のゆがみを引き起こさず、政府の政策目標であるr資源配分

の効率性」と「所得分配の公平性」を同時的に達成する。しかし、この税は各個人に個別の税

を課すことを意味しており、現実性や実務性の観点から見れば、実行可能性は低いと思われる。

したがって、次に優位な税を考えてみよう。この税体系以外には、完全に両方の目標を達成す

る税体系は存在せず、優劣を論じるにはいくっかの条件を課すことが必要となる。第2節の命

題1－2の議論から、所得分配の公平性がほぼ達成されている経済においては、人頭税が最適な

税体系となる。なぜなら、人頭税は資源配分の効率性を達成するからである。

‘

常木（1990）第6章参照。
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2．3．1一括税と消費税

 一括税と消費税の両方が可能な経済における最適な税の構成を考えてみよう。第2節の結果

から、撹乱的な租税手段である消費税以外の手段が利用できない状態では、最適な消費税体系

は、「資源配分の効率性」と「所得分配の公平性」というジレンマに陥ることがわかった。ま

ず、消費税を補完する体系として個別一括税が利用可能な時には、（1－2）において、ア＝μと

♂＝1が同時に達成される、したがって、最適な消費税率に関して、次の命題を得る。

命題1－11鰍一盾繊槻下での湛茅沸体系

   個別一括税が利用可能であれば、最適な消費税体系では、すべての消費税率は0となる。

消費税率が0となる理由は、個別一括税がそれのみで最適な状態を達成できるために、消費税

の必要性がなくなるからである。（命題1・1参照）

 次に、一括税は利用可能であるが、その使用範囲が限られているケース、すなわち分割予算

の問題に関わる命題を提示しよう。

命題1－12 一般化された比砺性論留傲貨震鰍 （本間（1982））

   分割予算制度の下で所得分配部門に関してのみ個別一括税が利用可能であれば、最適消

   費税体系は、すべての財の補整的需要が同一の比率で変化するように定められる。すな

   わち、

              ψ十．．．十8二〆一アーμ
                 ， 二  （に1，…，・）
                x     μ

   と表される。

個別一括税が、所得分配面の調整をするために、消費税体系は、もっぱら資源配分の効率性を

達成するように定められればいいわけである。す往わち、（1－2）で、♂＝1が達成されるため、

この命題の式が導かれる。この命題は、明らかに命題1－3の複数消費者版になっており、一般

化された比例制命題と呼べるだろう。また、左辺のヤコビアン行列の値は、負であることに気

づけば、ア＜μが得られる。すなわち、ファーストベストの観点からすれば等しくなるべき効

率性であるが、撹乱的な性質を持つ消費税制度を用いるときにはこれを達成することは最適で

はない。すなわち、セカンドベストの問題になっていることがわかる。

 では、一括税の中でも、均一一括税すなわち人頭税のみが利用可能な状況を考えよう。この

状況では、命題1－2からわかるように、資源配分の効率性は人頭税によって達成される。この

とき、以下の命題を得る。

命題1－13λ須㈱下での撹竈財体系 （本間（1982））

   分割予算制度の下で人頭税が利用可能であれば、最適消費税体系は、すべての財の補整

   的需要の変化率が、分配特性と1との乖離幅に対応するように定められる。すなわち

            s’cI＋．．．十s’〆I

             一 、’I＝♂一1 （1＝1，・，〃）
               x
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   と表される。

人頭税が利用可能であれば、資源配分の効率性が達成され、アとμの均等化、すなわち家計部

門と公共部門での社会的限界効用が等しくなる。このとき、命題1－9の第一項はなくなり、消

費税の役割は、所得分配の公平性を追求することになる。

2．3．2一括税と所得税

 まず、個別一括税が利用可能なときには、命題〕と同様に、所得税の必要性もない。すな

わち、次の命題を得る。

命題1－14 働彫一拷繊槻アで冴袴税体系

  個別一括税が利用可能であれば、最適な所得税体系では、すべての所得税率は0となる。

個別一括税が利用可能であるときには、（1判においてア＝μと♂＝1が同時に達成され、最

適所得税率はOとなる。

 次に、人頭税のみが利用可能である状態を考えよう。この状態は、非現実的ではなく、ごく

’般的である。なぜなら、現実の所得税体系で利用されている所得控除が導入された状態と同

じであるからである。所得控除額が所得に関わらず一定である場合には、所得控除は一括税と

同じであり、人頭税である。このときには、命題1－13と同様にμ＝7が達成され、（1・4）より、

                 〃
               cΣ6～（＾）x㈹

                加I     ＝1－a
              1－c H
                 Σwω〃）

                 卜I
となる。ここで6｛）＞0であり、また余暇が正常財であれば、1〉aが言えるので、最適所得

税率Cが0くfく1を満たすことがわかる。Cについて解げば、各個人のεが大きいほど、ま

たaが大きいほど最適税率は小さくなることがわかる。εは、定義から代替項の増加と共に増

加するため、代替効果が大きいほど最適税率は小さくなることもわかる。労働供給の弾力性の
うち最大のものと最小のものを〆酬…maX（メ比）），グi血≡min（メ乃））と定義すれば、以下の命
                  ＾             ’一

題を得る。

命題1－15屍菌硬塀撹靭こ蔚ナる励雪

   最適な人頭税（一括税）が採用できるとき、最適限界税率は、

                  1－a   ．  1
               0く      くCく
                1－a＋グ挑   1＋グ皿

   の範囲に限定される。さらに、各個人のεが同じであれば、最適税率は、

                 ．  1一ゴ
                 c＝
                   1－a＋ε

となる。
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2．3．3消費税と所得税

 個別一括税が利用不可能なときには、消費税や所得税の必要性があることがわかった。では、

どちらの税がより望ましいのであろうか。所得税と消費税の比較に関して、以下の命題が得ら

れている。

命題1－16脇碗粥撹と均一茄艀税の局値
                  7
線形所得税と均一消費税は同一である。

この命題は、均一消費税が最適であるならば線形の所得税を訳せば十分であり、消費税は必要

ではないことも示している。また、消費税と所得税の優劣に関して以下の命題が得られている。

命題1－17茄腸脇静撹と鰯琢消費税に餌ナる励留 （Atkinson㎝d Stig1itz（1976））

   個人が同一の効用関数を持ち、個人の違いは賃金のみからなる経済において、効用関数

   の中で、労働とその他の財の間の関係が弱分離可能であれば、非線形所得税は、個別消

   費税よりも優位性を持つ。すなわち、消費税は必要ではない。

分離可能の意味するところは、財の間の限界代替率が労働供給の変化によって影響を受けない

ということである。したがって財の間の限界代替率と労働供給の関係が十分小ざければ、所得

税の優越性が生じることになる。

 以上本節では、各税体系の優位性を比較しできたわけであるが、どのような税体系の組み合

わせが最適であるかに関して、明確な結論は得られていない。これらの明示的な形は、現在の

ところシミュレーションによってのみ見ることができる。次節では、個別消費税と均一消費税

の議論も含めて、既存のシミュレーション分析の結果から最適な税体系を考察することにする。

2．3．4利子課税（動学的な視点）

 本章ではこれまで一時点のみを対象にした静学的なモデルを扱い、最適な課税のあり方を議

論してきた。しかし、現実には、異時点間に関わる禾1j子等にも課税される。現在、議論の対象

とされている包括的所得税は、賃金税と利子税を組み合わせたものであり、動学的な視点から

最適な税体系を分析することも必要である。ここでは、今までの最適課税論の議論のフレーム
                     8
ワークを用いて税のあり方を探ることにする。

 第2節では、静学的なモデルを構築したが、このモデルは、以下のように動学的なモデルに

も応用することができる。同一的な個人が2期間生存する簡単なモデルを考えよう。第一期に

7

長時点を含んだ動学的モデルを考えるときには、この同値性は成立しない。

8

動学的な視点から最適課税のルールを議論した主なものに、Au6rb3ch（1979），A－kin50n amd S㎜dmo（1980）がある。彼

らは、’括税が利用できない次善的な問題において、もはや黄金率は成立せず、修正したものになることを示した。

しかし、Ihori（一981）は、貴金率が成立するケースを示している。
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労働を内生的に供給し、その対価として受け取る所得を第一期の消費と貯蓄に振り分ける。第

二期めには、労働は供給せず、貯蓄から生まれる利子も含めて、第一期に貯蓄したものをすべ

て消費する。消費財は一つであり、価格は1とする。生まれる前には全く資産はなく、死後も

全く資産を残さないとする。このとき、消費者の直面する行動は、予算制約式：

              ・〔！〕十・＝〃・。，・（2）＝（1＋・）・

を制約とし、効用関数：

                ・＝・（・。，・（一），・（2））

を最大化する問題としてとらえられる。ここで、∫及び7は、貯蓄とその利子率を、またX（1〕

及ぴX（2）は、第一期と第二期の消費量を表している。予算制約式から、∫を消去すると、’つ

          X（2）
の予算制約式：X（1）十一＝帆。を得る。税金が課されるときには、この予算制約式が変更
          1＋κ

される。

 最適な課税方式を見る前に、現在議論されている各種の税体系が、動学的な2期間モデルで

でどのような形で表されるのかを見ておこう。それぞれの税制度の下での予算制約式は、以下

のようになる。

＊賃金税（τ”）：賃金のみへの課税

                  X（2〕
               ・｛1）十一：（1一τw）wγ。

                 1＋7

＊消費税（ゲ）1消費のみへの課税

                     κ（2）
              （1一〆）（x（1〕十一）＝帆。
                     1＋7

＊利子税（〆）、賃金税（τw）：賃金と利子への課税

                  X（2）
             ・（一）十   ＝（1一τ”）w・。
                1＋r（1一〆）

＊利子税（〆）、消費税（ゲ）：消費と利子への課税

                     X（2）
            （1＋〆）（x（一）十     ）＝帆。
                   1＋r（1一〆）

＊包括的所得税（〆”）：賃金と利子の合計に一律課税

                  X（2）
            X（り十   ＝（1一戸”）WX．
               1＋r（1一戸”）

＊支出税（〆）：所得から貯蓄を引いたものに課税

                1    X（2）
                  （・（’〕十一）＝wπ。
               1一〆    1＋r

                   1    ．  1
ここで想定している単純なモデルでは、   ＝1＋〆＝   と考えれば、賃金税、消費
                  1一τ”     1一〆

税、支出税は同じ効果をもつ。また、利子税（〆）十賃金税（τ”）のケースと利子税（〆）十消費
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税（ゲ）のケースも同値となる。

さらに、包括的所得税は、利子税率（〆）と賃金税率（τw）が同じである特殊なケースであると

理解できる。したがって、上記の税の内、税の構成として比較対象となるものは、以下の3つ

の制度にまとめられる。

（1）1消費税（ゲ）（＝賃金税＝支出税）

（2）：利子税（〆）、消費税（ヂ）（＝利子税、賃金税）

（3）：包括的所得税（〆”）

これら3つは、消費税が存在する状況において利子税をどのように設定するかという点から、

区別される。 （1）は、利子税をゼロとしたものであり、（3）は、消費税の逆数に対応する

賃金税と、利子税が等しく課されるという制約をおいたものである。自由度の大きさからは

（2）が優れているが、実務上の費用を考慮する場合には、必ずしもそうではない。よって以

下では、消費税と利子税の組み合わせとしての最適課税体系を議論するとともに、どのような

ときに（1）や（3）が最適であるのかを議論することにしよう。

 第2節で構築した最適課税論のフレームワークを用いて、利子税のあり方を議論してみよう。

利子税が課される（2）のケースを考えるとき、予算制約式は、

                 gl・（1〕十92・（2）＝W。

         一   。  1＋ゲ
となる。ここで、g＝1＋ゲ，g＝      と定義すると、上記のモデルは・最適消費税
                 1＋κ（1一〆）

モデルにおいて消費財を2財に固定したもの、すなわち、労働を含めた3財モデルと平行な形
                        一  。 1
で議論できる。税が課されない時の元の価格は、ρ＝1，ρ＝一である。第2節における
                             1＋7

価格弾力性命題1－5において、〆≡ゲー戸（ゴ＝1，2）なので、ρ及びgの定義を代入して整理

すると、

                （1＋7）ゲ  ㎡十イ十批
                      ＝                 （1－5）
               （1＋7）ゲ十〆 功十㎡十4

を得る。この式は、最適課税のための必要条件であり、この式と政府の予算制約式から、消費
              9
税率、利子税率が決定される。ここから、次の関係を得る。

              〆≧0⇔功≧4  （複合同順）

すなわち次の命題を得る。

9

このモデルでは同一的個人を仮定しており、第2節と同様に公共支出を一定においているときには、賃金税や所得

税のみを課する場合、政府の予算制約式から税率が一意に決まってくる。また、一意に決まってくる消費税率が最適

でないときには、政府の要求する公共支出額分の収入を得るように利子税と消費税を組み合わせることによって、最

適状態を達成する。
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命題1－18勅テ撹0必男性

   3財（労働（非課税）と各期の消費（課税））のみが存在する経済において、第一期消

   費と第二期消費において労働に関する補整的交差弾力性が等しいならぱ、利子税は必要

   ではない。また、（利子税の税率に制約を課さないとき）第一期消費の弾力性が第二期

   の弾力性に比べ大きい場合には、利子税を導入することによって最適性を達成できる。

   逆の場合には、負の利子税が必要となる。

弾力性が同じ時には、同じ率で課税すればいいため、利子税の必要性は存在しない。つまり、

上記の（1）のケースが最適を導くのである。しかし、弾力性に差がある場合には、利子税が

必要になる。逆弾力性命題1－4は、より弾力性の低い財に重課する事を示していた。つまり第

一期消費の弾力性が第二期の弾力性に比べ大きい場合には、第二期消費に重課されるべきであ

るが、利子税の導入はまさに第二期消費に重課していることに対応している。

 （1－5）を利子税について解くと

                 1   批一端
              〆＝（一十1）〆
                 ・  栃十㎡十砧

となる。利子率の上昇は、利子税率を絶対値で減少させることがわかる。また、利子税率は、

通常Oから1の間の税率でのみ課税可能であるので、その条件を考慮すれば、

              州1＋1）〆。材一か・

               （1＋γ）〆

を得る。つまり弾力性の差が、利子率、消費税率からなるこの式の範囲内にあるときにのみ利

子税は威力を発揮するのである。

 では次に、 （3）の包括的所得税が最適となるような条件を考察してみよう。これは、所得

と利子をひとまとめにして税を課す制度で、賃金税と利子への税が同じ率で課される。つまり、
          1    1
この問題に1＋τ。＝   ＝    という制約がかかったものであると理解できる。この
         1＿τ『 1＿τ”

とき、この関係式を〆について解き、（1－5）に代入すれば、

                1＋r   栃十㎡十砧
                     ＝                  （1－6）
             1＋r＋γ（1一〆”） 材十㎡十批

となる。この式は、最適課税のための必要条件である。政府の選べる徴税手段は、包括的所得

税率のみであるので、政府の予算制約式から導出される包括的所得税率がこの式を満たしてい

るときに限り、包括的所得税が最適となる。しかし、そうなる可能性は低いであろう。また、

必要とされる公共財の供給水準が、0でない限り税率は正となるため、左辺は必ず1よりも小

さい値をとることになる。すなわち、第一期消費と第二期消費において労働に関する補整的交

差弾力性が等しい時には、この税によって最適性を導くことは不可能であることがわかる。こ

こから、次の関係を得る。

                0＜〆”く1⇒砧＞栃
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すなわち次の命題を得る。

命題1－19 包撮繍榔こよる歳葱菌成の可誰螢

   3財（労働（非課税）と各期の消費（課税））のみが存在する経済において、第一期消

   費と第二期消費において労働に関する補整的交差弾力性が等しいならば、包括的所得税

   は最適性を達成できない。また、包括的所得税がOと1の間の税率でのみ課税可能であ

   るならば、第一期の消費の弾力性が第二期の消費の弾力性よりも大きい時に限り、包括

   的所得税が最適性を導く可能性がある。

両消費財に対する弾力性が等しい時に、包括的所得税が最適性を達成できない理由は、次のよ

うに理解できる。まずこのとき、仮定の下で命題1－18から禾1」子税は不要となることがわかる。

しかし、公共財の供給は必要であるため、当然ながら、消費税率は正である。次に、包括的所

得税は、消費税率の逆数として求められる所得税率と、利子税率が等しいという制約をおいた

ものであるから、この制約を満たしながら最適性を達成することは不可能なのである。

 以上、動学的な視点から、消費税の組み合わせとしての利子税のあり方を、利子税の必要性

および包括的所得税の最適性の点から議論してきた。弾力性の間に特殊な関係がない限り、自

由度の一番高い（2）のケースすなわち、利子税と消費税の差別的併用が必要であることがわ

かった。

第3節 最適な税体系のシミュレーション分析

 前節の議論では、どのような税体系の組み合わせが最適であるのか、また、税体系の比較に

おける優劣の大きさが、厚生の観点からどのくらいのものであるのかに関して明確な結論が得

られたわけではなかった。そこで、本節では、それを明示的な形で示したシミュレーション分

析を紹介する。周知のごとく、シミュレーション分析では関数形が特定化されある特定の状況

の下での結果を示すことしかできない。よって、理論的に求められたものに比べ、一般性は劣

ることになる。しかし、最適な税率を明確に示すことができるため、現実の状況との比較がで

きるであろう。

 本節では、まず消費税、所得税のそれぞれのみが存在する経済において最適税率を求めた文

献をサーベイする。その後、より現実的な設定として、所得税と消費税の両方が存在する状況

の下での議論をサーベイする。この議論によって、直間比率という現実の問題との比較が初め

て可能になるのである。

 シミュレーションの方法には、二つある。一つは、効用関数のパラメーターに関して、ある

決まった数値を代入し、それぞれの数値を変更させて人々の嗜好度の変化による最適税率の変

化を見る方法であり、これは、モデル内の分析となる。もう一つは、実際に現実のデータから

得られたパラメーターを代入する方法であり、実証分析に近い形となる。前者の方法は、消費

者のいろいろな嗜好の変化に対する最適税率を言十算できる反面、実際にどの税率が最適である
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か議論できない。つまり、比較静学的分析になる。一方後者では、現実に最適な税率を求める

ことができるが、パラメーターの推定に関する誤差が生じる。本章では、現実との接点を探る

ことを目的としているため、日本のデータを適用した後者の結果をサーベイする。

                    10
3．1消費税に関するシミュレーション分析

 消費税のみが存在するケースのシミュレーション分析を考察しよう。日本のデータを用いて

最適税率を求めたものに、山田（1988、第6章）がある。山田（1988）は、家計調査を用いた

（StOm－Geary）型の効用関数の推計結果（Suruga（1980））を用い、所得5階級別、7種の財（主食

品、嗜好食品、住居、光熱、衣料、医療および交通、教育・娯楽）に関する分析を行った。
一1

1986年のデータに関する最適消費税率の結果が、表1に表されている。表における1／は、各

個人の加重和で表される社会的厚生関数におけるパラメーターであり、小さいほど、より所得

分配の公平性への要請が高まることになる。

 この表から、以下のことが読みとれる。第一に、1ノが小さくなるにつれ、所得分配の公平性

が強調され、主食品、嗜好食品や光熱に対しより低い税率（表でのマイナスの税率は補助金を

表す。）が課され、住居、衣料、教育・娯楽に高い税率が課されている。一方、yが大きくな

り効率性が強調されるにつれて、弾性値の小さい主食品や嗜好商品に高い税率が課され、住居、

衣料、教育・娯楽には低い税率が課されていることがわかる。ただし、6番目の医療・交通は、

パラメーターと関係なく、ほぼ一定の値を取っている。第二に、7＝0．5のときに、最適税率

が均一税に近い。これは、社会的厚生や、ジニ係数を見ることによっても確認される。第三に、

7＝0．5の前後で、ジニ係数の課税前後での大小が逆転していることである。これは、社会的

厚生関数の設定の仕方によっては、全く社会的不平等を変える必要のない場合、すなわち、所

得分配の必要性のない場合が存在することがわかる。また、社会的厚生関数の設定の仕方に

よっては、もっと不平等度を増加させるべき状態と、減少させるべき状態が存在し、その度合

Io

消費税に関するシミュレーション分析の先行文献としては、Deat㎝（19η），H6ady＆Mi血a（1980）がある。また、税

率の推定よりも均一消費税と個別消費税の比較という点も論点となっている。Aω皿s㎝＆Stig－i位（1972）は、アディ

ログ型効用関数を用い、最適税率を推定した。その結果は、均一税とは甚だしく異なるものであった。また、Haπis

＆Maokinm㎝（1979）は、LE S型の効用関数を用い推定した。その結果は、効用関数に用いるパラメーターによって

最適税率の構造がかなり違ってくることを示していた。Fu㎞s阯ma＆Ha胞（1989）及び福島（1991）では、A此in5㎝＆

Stig1屹（1972）で用いられた仮定から生ずる労働供給の弾力性値が過大になっていることを指摘し、正しい税率が求め

られている。それらの結果は、均一税に近いものになっており、均一税を課すことの厚生的ロスは少ないことを主張

している。また、福島（1991）は、複数の消費者が存在する下で、個別消費税、均一消費税、線形所得税の厚生比較

を行っている。

H
ここで用いられた関数形は、非線形の所得税が存在するもとでは、消費税の必要性がなくなる関数形であることに

注意しておくべきである。
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いに応じて消費税の差別化が必要になってくることをしめしている。

 また、As㎝o and Fukushima（1994）は、1980年から1990年の家計調査のデータを下に、AIDS

（A㎞ostIdealDemand System）を用いて最適個別消費税率、および、最適均一消費税率を導出し、
                      12
最適状態を導く一括税と厚生比較を行った。彼らの推定によると、労働供給の賃金弾力性は、

0．27でありもっともらしい推計結果を得ている。その下で計算された個別消費税と均一消費税

の厚生格差は、租税収入のハーセンテイジにして、たかだか、0．25％であり、最適税制として

の均一消費税の可能性を主張している。

                     1〕3．2所得税に関するシミュレーション分析

 所得税に関する分析として、n次近似法を使用して非線形の所得税体系を求め日本の現実
                                14
データに照らし合わせたものに、入谷（1984、第8章）がある。 入谷（1984）は、シミュレー

ションにおけるパラメーターとして、1978年の日本のデータを用い、日本に適した最適税率を

求めた。結果は、表2に示されているように、ぽぽ現実の制度に近いものとなっている。ただ

し、ここで求められた税率は、所得税のみが存在するという仮定の下での税率であり、パラ

メーターの導出の際には、間接税、法人税も含んだ値を導入していること、また、モデルでの

公共財支出が所得再分配のみに使用されていることに注意しなければならない。

 また、山田」（1988、第5章）は、所得税体系が線形に近似できると仮定して、線形の所得税体

系の推定を試みた。就業構造基本調査の個表データから家計の労働供給行動を分析した島田地

（1981）の推計をモデルに合う形に調整して用いている。もっとも基本的なケースの結果を表3

に示している。この表から、以下のことが読みとれる。第一に、社会的厚生関数と最適税率お

よび最適定額部分との間に、単調な関係があることがわかる。社会的厚生関数が公平性をより

強く要請するにつれ、最適税率および最適定額部分が増加する。逆に、総産出量は減少してお

I2

彼らの分析は、山田（1988）とは遠い、個人は同一的であることを仮定しているので、効率面からのみの分析である

ことに注意するべきである。また、彼らの用いた関数形は、非線形の所得税が存在するもとにおいても消費財の存在

を許す一般的な形であることがメリットでもある。

I］

非線形の所得税体系の推定に関しては、Min－lees（1971〕．S16m（1976）およびTuoma1a（1984〕がある。Milτlees（1971）

は、線形に近い結果を得ている。しかし、TuOm1a（1984〕は、非線形性は強いと主張している。

14

入谷（1984）は、国民の嗜好や所得格差の変化の効果も検討している。結果から、以下の観察をしている。第．に、

各個人の所得獲得能力の格差が減少していくとき、最適所得税は、線形所得税から非線形所得税にうつり、最後に、

無税となっていくことを示している。これは、格差が解消されるにつれ、所得税の役割である所得再分配の必要性が

なくなっていくことから理解できるであろう。

 第二に、各個人の効用における比重が余暇から消費に移るとき、最適所得税が線形となる範囲では、限界所得税率

は減少していく。消費への負担を減らす面から、減税が望ましい。また、余暇への犠牲をあまりいとわなくなるので

あるから、税収はあまり変化しないであろう。その両面から、この結果は理解できるであろう。
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り、効率と公平の間のトレードフ関係が明確に読みとれる。第二に、税率の値に関しては、社

会的厚生関数のパラメーターに依存して、10％以下から50％以上へと大きく変化することが読

みとれる。社会的厚生が効用の単純和で表されるベンサム流の厚生関数は、7＝1の状態で表

されており、このときの税率は、25．5％である。

3．3消費税・所得税存在下でのシミュレーション分析（直間比率の分析）

 以上本節では、消費税や所得税のみが存在するという仮定の下で、日本の実際のデータを下

に最適税率の構造を検討してきた。しかし、実際には消費税、所得税を代表として、様々な税

制度が存在している。ここでは、税制度を大まかにとらえることによって消費税と所得税で代

表されると仮定し、分析を行う。これら二つの税制度を導入することによってはじめて、直間
            15
比率の議論が可能になる。

 本間（1991、第6章）は、1982（昭和57）年家計調査の所得17階層別データからCES型効用関数を

推計し直問比率の検証を行った。結果は、表4にある。社会的厚生関数が公平性への要請を強

めるにつれ、直接税の比率が大きくなる。また、それとともに、所得分配の不平等度を表すタ

イル尺度の指標は小さくなり、直接税が所得再分配の機能を果たしていることがわかる。逆に、

効率性を重視するときには、間接税の比率が大きくなり、不平等度は増大する。すなわち、こ

こでも効率と公平のトレードフが存在していることが読みとれよう。ここで得られた「対象と

する経済によっては、消費税の必要性がある」という結論に対して八田（1989）は、次のような

反論を述べている。ここで用いられた効用関数は、レジャーに関して分離可能の形をしており、

第3節の命題の仮定に当てはまるから、非線形の所得税を仮定する限り消費税率はOとなる。

ここで得られた消費税の必要性の議論は、所得税率を線形に限定するなどの仮定をおいたため

である。確かに、非線形の所得税を許すなど仮定をゆるめる限り、Atk㎞s㎝andStiglitz（1976）

の結論が当てはまり、消費税率は0となる。しかし、現実には完全にフレキシブルな非線形所

得税を課すことは不可能であり、．現実的な線形の所得税のみが課される場合における直間比率

を議論することは、出発点としては有益であると思われる。今後の研究としては、まず、一般

的な形の効用関数（分離可能でない効用関数）を用いてこの分析をすることが望まれよう。

（上記で紹介したAsano andFukushima（1994）は、消費税のみにおいてこの関数形を推計した例

である。）さらに、日本の所得税体系が累進的であることも踏まえて、完全な非線形ではなく、
                                          16
現に存在する所得税体系を踏まえた非線形所得税を用いた分析を行うことも必要であろう。

 また、橘木、市岡、中島（1991）は、現実の経済を下に応用一般均衡モデルを構築し、直接税

1j

前節では、税体系の優位性を議論し、ある特別な仮定の下では所得税のみで十分であるとの結論を得た。しかし、

一般的なケースでは、二つの税制度の存在の余地がある。実際のところ、どのような要因からそれぞれの税が存在し

ているのか、すなわち、どうして二つの財が必要なのかを深＜考える必要があろう。

冊

この点に関して、最適直間比率が存在するかという観点から整理したものに、小西（1989）がある。
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を間接税で置き換えたときに、全家計の等価変分で測定された厚生効果の総和と、ジニ係数に

よる所得分配の不平等度を計測した。厚生効果は、直間比率が0．63のところで最大となること

が示されている。厚生効果の定義から、社会的厚生が功利主義の立場であるときには、この数

字が最適直間比率となる。しかし、ジニ係数は、間接税の上昇に伴って上昇しており、トレー

ドオフが観察されている。

 以上本節では、日本のデータを用いて最適な税制度を追求した実証分析を考察した。すべて

に共通している論点は、最適税率は対象とする社会的厚生関数の形状に大きく依存することで

あった。また、効率と公平のトレードオフが存在することも確認された。ここでの分析は、正

確に日本の制度を踏まえたものではなく、税制度に強い仮定が置かれているものの、前節まで

で導出された最適税制の構造を数字で見ることができ、問題の解明に役立ったことは確かであ

ろう。

第4節 最適課税論の立場から見た日本の税制度に関する考察

本節では、実際の日本の租税制度が、前節までの最適課税諭の観点からどの様に評価される

のかを検討することである。最適課税論の示す意味を再考しながら、現行の日本の租税制度と

の関係を考察する。

4．1消費課税

 理論から導かれた消費課税に関する命題1・3によれば、経済が代表的家計からなるとき、税

率の変化による補償需要の変化率がすべての財で等しくなるように課されるべきである。この

命題の意味するところは、税率の変化すなわち価格の変化に対する需要の弾力性の大きい財に

は低く、小さい財には高く課税することを示唆している。各財の需要が相互に独立であるとき

に導出される逆弾力性命題を見れば、より明らかであろう。なぜなら、そうすることによって、

資源配分上の歪みを最小限にすることができるからである。また、命題1－6，1－7，1－8に示されて

いるように、均一消費税で十分なケースを存在する。財ごとに差別的な課税を行うことに関わ

るコストが大きいならば、均一消費税が正当化されるであろう。

 1989（平成元）年より、5％から30％で課されていた物品税と入場税、砂糖消費税、トランプ税

などが廃止され、原則的にすべての消費に一律3％の消費税が導入された。さらに、1997年よ

り税率は、5％に引き上げられている。物品税では、その名が示す通り通常弾力性の低いと考

えられる食料晶には課税されておらず、その面からも効率的であったとは言えない。今回導入

された消費税が均一的な税であり、徴税のコスト面や、弾力性が低いと考えられる食料品にも

課税されていることを考えると、消費税導入は最適課税論の面から正当化されるかもしれない。

 これまでの議論は代表的家計からなる経済を想定しており、効率性の観点からの議論であっ

た。しかし、所得分配の公平性も一つの重要な要素である。効率的な観点から見れば、通常、
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必需品は弾力性が小さく贅沢晶は弾力性が大きいと考えられるため、必需晶により高い財が課

されることになる。所得の低い家計は主に必需品を消費しているため、このような課税は、公

平性の観点から考えるとき逆進的となる。所得分配の公平性を議論の対象に加えるとき、食料

晶などの必需財に課税することが望ましいとは限らない。消費税導入以来、このような観点か

ら、食料品にも同じ率で課せられる均一消費税の改革に関わる議論が生じている。

 このように、消費税改革の議論が絶えないのは、公平性と効率性のバランスが曖昧であるか

らである。公平性と効率性をどのように評価するかによって最適な税体系は大きく変化するた

め、最適課税論の見地からも結論を導出する事は容易ではない。最適な税体系を議論するため

には、公平性と効率性のバランスを明確にすることが重要となるであろう。

4．2所得課税

 ここでは、所得課税の体系に関して、最適課税論の見地から考察する。現在の所得税体系は

非線形であり、限界税率が階段的に上昇する形になっている。最適課税論では、非線形な所得

税の体系に関して、明確な形の結論は得られていない。線形所得税での税率は、効率性の問題

が解決されているときには、命題1－14から、労働供給の補償弾力性に関係する形で導出される。

一方、現実的には、近年の所得税減税により、累進性は弱まり線形に近い形になり、また平均

税率も小さくなってきている。現実の所得税体系を線形に近似できるとしよう。そのとき、労

働供給の補償弾力性が近来上昇してきているのならば、所得税減税は最適課税理論の立場から、

正当化できるであろう。

 また、現行の所得税制度は、非線形所得税に関わる命題1－lOを見る限り、最適な形をしてい

ない。しかし、命題1－lOが意味するところは、所得が最高の個人に対してのみ税率が0になる

ことであり、すべての個人に個別的な税率を課すような完全な非線形所得税の実行が不可能で

あるかぎり、現行のシステムを否定することは出来ないであろう。

4．3消費課税と所得課税のバランス（直間比率）

 最適課税論では、所得税と消費税の課税のバランス（すなわち、直間比率）に関して、明確

な結論は得られていない。直間比率に関する希少な文献として本間（1991）があるが、最適な比

率は対象とする社会構成がどのようなものであるかに大きく依存することが示されている。す

なわち、課税バランスの議論は、モデルの構造に大きく依存しており、確定的な結論を導くご
        17
とは困難である。

1？

たとえば、単純なモデルでは、一律消費税は線形所得税で置き換えられるため、一律消費税が採用される世界を考

える限り、直間比率は決定されない。また、非線形的な所得税体系が実現可能なモデルでは、消費税が必要ないケー

スもある。（命題I・16）このように、どのような経済を想定するかによって、課税のバランスは大きく変化するのであ
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 最近の実際の議論では、消費税へのシフトの理由の一つとして、直間比率が国際的に見て高

いことが主張される。しかし、直間比率は、その捉え方により大きく異なり、国際的に見てい
               18
まだ低いという議論も存在する。 理論的に明確な結論が得られない現段階において、国際比

較は有力な手段であるが、各国の直面する社会状況を考慮するなどのより厳密な議論がないか

ぎり、、説得力は乏しい。

 近来、直問比率という言葉が税制改革の一つの指標として持ち出されることが多い。しかし

ながら、重要なことは、直間比率の数字ではなく、高齢化などの社会問題をふまえて、目標と

する社会構成がどのようなものであるか、効率性と公平性の問題をどのような形で融合させる

かを明確にすることである。その基準の下で、とられるぺき税制度が決められ、その結果とし

て直間比率が決まるのである。

4．4利子課税

 利子税のあり方に関して、最適課税論の見地からは、命題1－19や命題1－20の結果が得られて

いる。命題1－20によれば、包括的所得税の正当性は低いと考えられる。しかしながら、現実の

利子税が最適かどうかを分析する前に、次のことに注意しておく必要がある。第一に、理論モ

デルでは、消費者が同一的個人であるという仮定をおいており、分配の公平性に関わる議論を

捨象していた二包括的所得税は、所得全体に税を課すという観点からも、分配の公平性を達成

するのには大きい効果を持つと考えられる。そのため、実際の社会において、分配の公平性の

面からは包括的所得税も意味があるかもしれない。第二に、貯蓄が投資として企業に及ぼす影

響も考慮しなかった。投資が資本蓄積を通じて経済成長に及ぼす影響を考慮するならば、利子

税への税率は低くなるであろう。

 分配の公平性や資本蓄積への影響が無視できるとしても、現存の利子税が最適であるかどう
                                     19
かを議論するためには、異時点間の補整的交差弾力性の実証的計測が必要である。

4．5税制改革の厚生評価

 ここまでは、現存する制度が最適課税論の見地からどのように正当化されるのかを検討して

きた。ここでは、最適課税論の見地から、税制改革がよりよい方向でなされたのか、また、ど

のように評価されるのかを検討してみよう。1989年から実施された竹下税制改革に関して、最

適課税論のフレームワークをもちいた厚生分析が、いくつか試みられている。それらを展望し、

る。

18

八因、西岡（1994）参照

19

利子課税のあり方を提案したものにハ田（1994〕がある。
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                20
税制改革を評価することにしよう。

 税制改革の厚生分析をしたものとしては、本間、跡田、橋本（1989）、橋本、林、跡田（1991）

及び、超過負担を計測したものとして、金子、田近（1989）、小西（1990）がある。本間、跡目ヨ、

橋本（1989）では、2期間多財のモデルを下に、社会的厚生関数と所得分配不平等度をはかる一

般化されたエントロピー指数を用いて、竹下税制改革の厚生分析を行った。効用関数としては、

弱分離可能な形に特定化され、また、社会的厚生関数は、功利主義的なものから、ロールズ主

義的なものをも含んだウエイト付きの関数を想定している。厚生分析の結果から、次の結論が

得られている。社会的厚生関数において、所得の低い者の重要度が大きくなるにつれ、税制改

革の厚生の増分は、プラスからマイナスに変化する。消費税は、逆進的な性格を持っているた

め、実質的に増税となる低所得者層を重視する時には、社会全体の構成はマイナスの方向を示

すのである。エントロピー指数からも、低所得者層を重視するときには、不平等度が増大する

という結果が得られている。第二に、社会自勺厚生関数を用いた分析には、税負担の軽減による

スケール効果と、ディストーション変化による相対効果が含まれている。そこで、ディストー

ションによる効率性の変化を取り除くために、減税規模が等しくなるように各階層間に同額の

補助金を与えたケースを考察したところ、全体的に厚生変化は増大する。このことから、今回

の税制改革は、税負担軽減によるプラスの効果と効率性の悪化によるマイナスの効果を及ぼし

たと考えられる。また、減税規模を今回の税制改革と同様に保つような代替案も検討し、次の

結論を得ている。第一に、もし所得控除額を調整できるのであれば、消費税率を引き下げて所

得控除額を引き下げるような改革の方が望ましい。第二に、もし利子税率を調整できるのであ

れば、消費税率を引き下げ、利子税率を引き上げるような税制改革が望ましい。第三に、税率

構造を税制改革前に戻し、控除のみを引き上げる形で、同等の減税を行った方が望ましい。

 また、金子、回近（1989）は、効率性の面から所得税と間接税の超過負担を計測し、消費税導

入の効果を分析した。この分析においても、同様に、消費税の導入による超過負担の減少は、

税収の減少すなわち税負担の軽減によるものであることが示されている。このことは、消費税

を3％にして、税収を’定に保つように所得税を調整するとき、超過負担は増大することから

も理解できる。小西（1990）では、世代別の効率面と所得階層別の所得分配面から税制改革後の

超過負担の計測を行っている。どの世代に関しても、税制改革は超過負担の減少を引き起こし

たことがわかる。また、税率の微小な変化に対する超過負担の変化を表した限界超過負担から、

税制改革によって世代間の限界超過負担のばらっきは改善されたことがわかる。所得階層別の

分析においても、超過負担の減少が見られる。

！0

竹下税制改革の影響に関する実証分析は、税負担の公平性や資源配分の効率性への影響のみを議論するpOsitiv6

㎜釦ySlS（実証研究）と、最適課税論のフレームワークを用いて、効用関数や社会的厚生関数というツールとともに

厚生経済学的に分析を行うnomatiV6ma－ySiS（規範分析〕に分けられる。本章では、その目的から、規範分析に関わ

る研究を対象とするが、どちらの分析も必要不可欠である。これらの展望論文に関しては、本問、中井、小西（1993）

を参照。
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 このように、最適課税論のフレームワークを用いることによって、税制改革が効率面及ぴ公

平面から望ましいものであったか、今後どのような税制改革が望ましいかを考察できるのであ

る。上記の実証分析から、税制改革は厚生を増大させるという点で、よりよい方向にむけてな

されたという結論を得ている。しかし、この恩恵は、減税による税負担の軽減によるところが

大きく、一消費税の導入が正当化されているわけではない。 （同じ減税を補助金の形で行った方

がより高い厚生が得られている。）これらのモデルでは、政府の財政規模すなわち公共財供給

の水準が及ぼす影響を考慮しておらず、減税が厚生をあげる形になっていることに注意が必要

である。推計モデルは、他にも大きな制約を抱えており、消費財の導入に関して確定的な結論

は得られないが、税制改革への方向を考察する助けとなるであろう。

第6節 むすび

 本節では締めくくりとして、最適課税論が今後どのような役割を担って行くべきかを議論す
                                         21
る。最近の研究は、より現実的世界に近い前提の下での最適課税論を議論している。 しかし、

モデルが複雑になることはさけられず、それゆえ明確な結論が得られることは少なくなってい

る。現実への適用性という観点からみれば、現実に近づいたとは言い難い。そこで最後に、現

実への適用性という観点から、最適課税論が担っていくべき役割を議論してみよう。

 第一に、現実への適用性を高めるためには、実証分析が必要となる。そのためにも、実証分

析に対して順応的なモデルを構築することが望まれる。実証分析はモデルの形によっては大き

く違う結果をもたらす可能性を含んでおり、確定的な結果を導くためには、現実的でありしか

も、理論上において結論を導くことのできるモデルを構築できるかがポイントとなる。

 第二に、現在の税制改革のポイントとなっている部分を織り込んだモデルの構築である。本

2I

 最近の研究されている分野は、以下のようにまとめられる。第一に、市場の不完全性を考慮したモデルである。近

年の研究は、市場の失敗を明示的に考慮し、そのときの最適な課税のあり方を分析している。たとえば、不確実性を

考慮したモデル（Bu舳。－z（1991）〕、生産部門において独占・寡占の存在を考慮したモデル（K㎝ishi（1990），De1i測a

etc．（1992），K岬etc。（1992），）がある。

 第二に、労働市場における需要・供給の不一致を考慮したものがあげられる。たとえば失業、契約を考慮したモデ

ル （Bordw町etc一（1991），Musg冊v6（1992））がある。

 第三に、動学的モデルに各種の税や経済状態を導入したモデルである。たとえば、資産課税、贈与’相続税、イン

フレーションの分野において、Ao6rb田。h（1991．1992），Arb鵬z（1992），And6rs㎝（1992），肋舗m（1991），Brito（1991），

G胞v6u6（1991），P町k（1991）Kimbmug11（1991） がある。

 没後に、消費者と政府の間にゲーム的要索を考慮したモデルである。実際には、税金は完全に政府が予定したよう

に徴税できるとは限らず、消費者と政府との間に戦略的な行動が含まれている。脱税できる状態にある人々を前提と

して、いかなる誤税制度が最適であるかが議論されている。 （Kaplow（1993），Ch町i㎜d K61oe（1993））
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章でも述べたように、直間比率を議論するためには、少なくとも直接税と間接税が必要である。

また、日本の直接税の高さは、法人税の高さに依存していることからも、直接税を所得税のみ

でとらえることも危険である。つまり、現実の制度、税制改革の議論に即したモデルから、い

かにして確定的な結論を導くかがポイントである。税制改革における政治システム要因を織り

込むことは難しいにしても、現実の直接税と間接税での実務面や徴収面などの違いを織り込ん

だ議論は必要であろう。
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第2章 最適課税理論から見た寄付税制
一社会貢献活動の分析への応用一

第1節はじめに

 前章では、最適課税理論を用いて、主に所得税や消費税のあり方を検討してきたが、この理

論を適用すれば、さらに個々の特別な税制のあり方を議論することができる。そこで、本章で

は、近来社会的に注目を浴びている社会貢献活動（フィランソロピー）に対する政府の役割と

しての税制に注目する。

 社会が成熟化しているにもかかわらず、豊かさに対する実感がわかない理由は、どうしてだ

ろうか。これまで、官と民は、人々の二一ズが均質的な成長過程において、日本型経済システ

ムを作り上げ、官主導の画一的な意思決定は国民の合意を得て、経済成長を達成してきた。し

かしながら、近来、その状況は変化してきた。社会が成熟化するにつれ、社会の二一ズは多様

なものとなる。長年培ってきたシステムは社会の二一ズの多様化に対応できず、過大な公共投

資や過剰な行政の市場介入などの非効率的な意思決定は、真の豊かさの実現を妨げている。

 このような成熟した社会においては、日本型経済システムとして構築された官民の役割分担

システムは一定の役割を終えたと考えられ、今、新たな時代に向けた役割分担が模索される時

代に来ている。新たな方向としては、第一に、規制緩和により市場の精度を高め、社会の変化

にすみやかに対応できる市場を整備すること、また第二に、多様化されたさまざまな二一ズを

満たすことができる個々の主体を育て、その主体の存在を活かすような社会が必要となる。阪

神大震災以来、社会二一ズに対する政府の対応の遅れが批判されると共に、他の主体による対

応の必要性が再確認された。また、この社会現象を背景に、第二の方向性として、従来の民間

セクターでも公共セクターでもない第三の新しいセクターとしての非営利組織による社会貢献

活動が必要であり、この三者の融合により、新しい多様な二一ズに応え、真の豊かさを実現す

る新たな社会の構築が可能になると考えられる。1

 官と民の中間に位置するセクターに関する経済学的分析は、Feldsteh（1980．1987）を契機とし、

1980年代以後注目を浴び、その活動の意味や活動に対する政府の役割などが議論されてきてい

る。まず、問題とされたのは、政府によっても行うことが出来る社会貢献活動であっても、消

費者を通じて実施させることがより望ましいのかということであった。Fe1dste㎞（1980）は、社会

貢献を一単位増やすためにかかるコストを、政府による直接的な支出と補助を通じた民間によ

る支出との問で比較し、補助が直接的な支出よりも効率的であるケースを導き出した。L方で、

一非営利組織の社会貢献活動を促進するためのNPO法案が1998年］月に可決され、第三のセクターの存在意義が社

会的に広く認められるようになってきている。

ユこの結論に関して、Dri6ss㎝（1987）は、結論は内生変数に関するいくつかの仮定に依存しており、必ずしも成立しな

いと批判した。
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Warr（1983）は、社会的貢献活動が持つ特徴である利他主義に注目し、興味深い結論として、「利

他主義が完全である限り、所得再分配は資源配分に全く影響を与えない」ことを証明した。3言

い換えれば、所得分配を行ったとしても、ある消費者の寄付活動の変化は、他の消費者の寄付

活動の変化によって完全に相殺されるということである。Warr（1982）及ぴRobe血（1984）によっ

て示されたように、この中立性命題は、補助を通した個人の貢献と政府による直接貢献の間の

関係にも応用できる。すなわち、政府による直接貢献が個人の社会貢献活動を阻害する可能性

が指摘された。

 一般的に、社会貢献は、利他的な要因だけではなく、利己的な要因からも生み出されている

と考えられる。社会貢献が利己的な要素を持っているならば、自分自身の社会貢献は別の要素

として効用に影響を与える。And㈹ni（1989）は、第三のセクターが持つ固有の特徴として、社会

的貢献活動の利己的な部分に着目し、利他的な要因と利己的な要因の両方を含んだモデルを展

開し、所得分配の中立命題と利他的な要因の程度との関係を、明確に導出した。4

 利己的な要因（egoism）と完全ではない利他主義（imp㎜re altmism）の存在は、理論的な結論を大

きく変え、政府が採るべき手段に影響を及ぼす。それゆえ、社会的貢献活動を分析するときに

は、利己主義と利他主義の両方の効果を含んだ一般的なモデルを構築し、分析することが必要

となる。

 既存文献では十分に分析されていないもう一つの重要な点は、政府の最適行動である。政府

の役割を分析した既存文献では、社会的貢献活動の増加は効用を上昇させるということが暗黙

的に仮定されていた。しかし、実際には、資源的な制約が存在するために、消費を犠牲にして

まで活動を行うことは、社会的に望ましくない。すなわち、社会的貢献活動にも最適なレベル

が存在する。この点に着目して、本間（1994）は、最適課税理論のフレームワークを採用するこ

とによって社会的貢献活動への補助制度を分析した。しかしながら、彼の分析は、利他主義を

考慮しない単純なモデルの分析にとどまっている。一方で、井堀（1995）及ぴ111ori（1996a，1996b）

は、政府の最適なあり方を分析したが、社会貢献の個人間の利他主義は完全（PureAltruism）であ

ると仮定されている。これらの分析は、個人の非営利活動の実態を明確にとらえているとはい

えない。

 本章では、第三のセクターとしての個人による非営利活動の実態をモデル化するにあたって、

利己主義と不完全な利他主義を考慮し、その活動が社会にどのような影響を及ぼすのかを分析

すると共に、最適財政システムの一つとして、個人の社会貢献活動をサポートする最適な税制

，本章と所得分配の中立命題との関係については、Akai㎜d Homm日（1997）を参照。所得分配の中立性に関するさらな

る識胎に関しては、B6rgs血。m6t刮．（一986），B6mhGim（1986），B6mheim㎝dBagw611（一988）及ぴBo対way6ω．（1989）を参

照のこと。

4Ro比血（1987）は、政府による直接貢献と補助を通した個人による貢献を比較し、消費者が活動に対して利己的な要素

を持っているならば、その厚生比較は曖昧になることを強調した。
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システムを導出する。特に、議論の背景を明確にするために、社会貢献活動として、寄付を対

象にした議論を展開する。5

 本章は、次のように構成されている。第2節では、個人による活動がどのような要素によっ

てなされているか、また結果として社会活動のレベルがどのように決定されるかを分析する。

第3節では、社会貢献に対する実質価格が変化したときに、社会活動がどのような影響を受け

るのかを分析し、その効果を通して、結果として達成される均衡配分がどのように変わるのか

を分析する。個人による合理的活動をふまえ、社会厚生を最大にするような最適税制に関する

ルールが、第4節で導出される。結論は、第5節で述べられる。

第2節 消費者による効用最大化行動

 本節では、社会貢献活動に関して利他的要素と利己的要素を考慮した消費者の行動をモデル

化する。消費者が利他的であるとき、その程度は個人間で異なるのが通常であろう。そのとき、

異質的な個人を考慮したモデルを用いて分析することが重要である。また、フィランソロピー

g一つの機能として、高所得者から低所得者へのトランスファーとしての自発的な所得再分配

機能を考えるときにも、異質的個人の設定は必要である。消費者の数は2人であるとする。

 寄付活動の大きさは、次の二つのチャンネルを通して効用に影響を与えると考えられる。’

つは、利他的な社会活動としてであり、また一つは、個人の私的財としてである。寄付活動を

行う消費者は、その活動が社会的に活発になれば、その社会現象から効用を得るであろう。こ

れは、利他的な効果によるものである。つまり、消費者は、誰がその活動を行ったにかはかか

わらず、社会におけるその活動の総レベルから影響を受ける。一方で、活動が利己的な要素を

備えているのであれば、各個人が独自に行った活動のレベルに応じて、私的財としての満足を

得る。これらは、一般的に、別のタイプの影響を及ぼすと考えられるので、別の要素として、

考慮されなければならない。また、効用関数は、寄付活動に加えて、労働量、私的消費財の消

費量、政府の公共財のレベルにも依存すると考えるのが一般的である。そのとき、消費者の効

用関数は、以下のように表される。

             σ・・（X’ρ’，一プ，H（か，Dj）；G），6．   （2－1）

，ボランティア活動も同様のフレームワークで分析できる。なぜなら、ボランティアは労働時間を犠牲にして供給さ

れるものであるから、理論的には、貸金に等しい価格を支払って膿入する寄付財と同じである。ただし、異質的な個

人を考える場合、直面する価格はその個人の機会費用としての貸金であるから、個人間で異なったものとなる。

‘効用関数のi般性を保つために、次のみを仮定する。効用関数は、すべての要素に関して、二回微分可能、強く増

加的・強く準凹であ1・さらに・X’・D’・一Z’は・拙。・γ＝叫出。・か・叫．胆。叱・刈

の性質を持っているとする。ここで、・。1は、・がx’によって偏微分されたことを示して1・る。ここで、特に

’

mD’を一次の矧勉的蝪稟と呼ぶ。
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ここで、それぞれの変数は、以下のように定義されている。

        x’1消費者fによって需要された私的消費財の量

        D’：消費者’が需要する寄付の量

        z’消費者！による労働供給量（利用可能時間が一定であるときには、イは、

          余暇の代理変数とみなされる。）

        ”他の消費者が行う寄付活動の量

        H：本人の寄付と他個人の寄付によって生み出された社会活動

        G：政府の公共財の量

要素がは、本人の寄付活動のみが効用に影響を与えているので、利己的要素とみなされる。一

方で、要素Hは、各個人の寄付から構成される合成財であり、利他的要素とみなされる。既存

文献では、利他主義の程度は他の変数に依存せず一定であった。しかし、実際には、生活環境

や生活水準が変化するにつれ、社会貢献活動に対する意識も変化してくると考えられる。本章

のモデルは、利他主義の程度が他の財の需要量に依存して変化することを許している。もし、

”が各個人の寄付活動に関して線形であるならば、Hは各個人の寄付の加重和になり、特に、

利他主義が完全であるならば、HはD’十かと表すことが出来る。このとき、利他主義の程度

は他の変数に依存せず一定となる。また、政府の規模についての議論を省くために、政府が供

給する公共財の量（G）は先決されており一定であると仮定する。

 また、消費者は単位賃金Wの下で労働を行い収入を得るとする。簡単化のために、消費者の

収入は労働所得のみであるとする。そのとき、消費者は、通常の私的財の消費を行うか、社会

貢献として寄付を行うかの決定をする。財の数に関しては、一つの私的消費財と一つの社会的

寄付財が存在すると仮定する。寄付活動に関わるコスト（寄付財の価格）をgとする。また、

企業の行動の分析をさけるために、単位賃金及びすべての財価格は、一定であると仮定そのと

き、予算制約式は以下のように表される。

                 X’十ψ㌧〃’一τ’       （2－2）

ここで、τ’は、消費者’が政府に支払う税負担の総量を表している。

 次に、税システムを考えてみよう。政府が、第三のセクターとしての個人の非営利活動を促

進しようとするならば、τ所得税制として寄付の総額の一部を所得から控除できるシステムを採

用すると考えるのが’般的である。線形所得税8を考えるとき、税は、次のシステムのもとで徴

収される。

                 τ㌧C（WZ㌧ηか）       （｝3）

7実際には、政府の役割は活動のレベルを社会的に望ましいレベルに請整することである。もしある主体の活動が他

の主体にプラスの影響を及ぼす場合には、その主体による活動レベルは社会的に過小になることが知られており、そ

のときには、活動を促進することが望ましい。

・ここで、所得税の課税最低限は0であると仮定する。正の課税最低限を考慮した一般的な分析はA㎞i㎝d Homm

（1997）を参照。
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ここで、f，αはそれぞれ、所得税率及び寄付に対する控除率を表している。

 （2－3）を考慮すれば、消費者が直面する予算制約式（2－2）は、

                X’十ρD㌧（1－C）wプ       （2－4）

と書き換えられる。ここで、 ρ…（1－fα）gは、寄付に対する実質価格である。このような所

得控除システムがあれば、αが正の時には寄付活動に対する実質価格は表面的な価格（g）よ

りも小さくなる。

 以上から、消費者の効用最大化行動は、次のように表される。

            M〃 ひ＝μ（X’，D’，4，∬（D’，が），G）
           x’，D．，z’

                    S吻eαCO

                 X’十ρD’：（1－f）wZ’．

効用最大化行動の下で、次の一階の条件式が導出される。

               〃，一λ＝O
                x

               ・か一価・0

               叱’’（一1）イ（1－C）w＝0

ここで、λは所得の限界効用を表すラグランジュ変数である。また、

   励’ ’ 励’ 励’捌’   〃
・γ≡ A・”か≡萩十”捌・叱・…久．プ）と定義されていいを消去す汕其これら

の条件式は次のようにまとめられる。

                ’        ’
                〃      〃
               早・ハ羊・（1－f）w      （ム5）
                〃      “                xj     x’

                      μ’
さらに、私的消費財と寄付財との間の限界代替率ユを派として、また、私的消費財と余暇と
                      〃’
                       パ

        が
の間の限界代替率二⊥をM「として定義するとき、次を得る。
        m’
         x’

              火（X’，D’，一プ，H（か，Dノ），G）＝ρ     （2－6）

            M（X’，か，一Z’，∬（D’，Dノ），G）＝（1－f）w．    （2－7）

消費者は、（2－6），（2－7）及び予算制約式（2－4）を満たすように、私的消費財、寄付活動及ぴ労働供給

量を決定する。もし、内点解が存在するならば、消費者の行動は、次のように表される。

                が＝か（ρ，‘，Dノ，G）

                X’＝X’（ρ，C，Dj，G）       （2－8）

                 Z㌧プ（ρ，C，が，G）

と表される。それぞれの需要量は、他人の寄付活動の量、寄付財の実質価格、所得税率及ぴ政

府の公共財の量に依存して決定される。

 では、各個人の寄付活動は一般的にどのように決定されるのであろうか。（2－8）は他人の寄付

活動の関数として表されるので、他人が寄付活動の量を変化させる毎に、本人の寄付活動のレ

40



ベルも変化する。また本人の寄付活動の変化は、他人にも影響を与える。均衡が存在するなら

ば、それは、すべての消費者に関して（2－8）が成立する状態で表される。これは、ある消費者の

他の消費者行動に対する期待が、他の消費者の現実の行動と’致する均衡であり、ナッシュ均

衡と呼ばれるものと一致する。均衡における寄付活動の量は一般的に次の関数として表すこと

が出来る9

                  DI＝Dl（ρ，C，G）

                                         （2－g）
                  D2・D2（ρ，C，G）

 次節では、この関数がどのような特性を持つのかを議論する。すなわち、各個人の寄付活動

がどのように決定され、また税制が変化したときに、その活動がどのように変化するのかを分

析する。

第3節 寄付活動に対する所得控除率（実質価格）の変化がその規模に及

ぼす効果

 政府が寄付活動に対する所得控除率（α）を変更するとき、寄付活動に対する実質価格（ρ）

が変化する。その関係は、実質価格の定義式（ρ≡（1－cα）g）から

               φ a（1－fα）9
               一＝      ＝一τg＜0
               ゴα   aα

と表され、負の関係があることがわかる。すなわち、補助率の下落（上昇）は、実質価格の上

昇（下落）を引き起こす。以下では、簡単化のために、実質価格の変化が及ぼす効果を分析す

る。この効果は、所得控除率の変化の効果と完全に対応する。

 以下では、寄付活動の実質価格の変化が各消費者及ぴ社会の寄付活動のレベルに及ぼす効果

を分析する。（2－6）と（2－7）に（2－2）を代入して、方程式体系は次のように表される。

   R（（1＿f）〃’＿ρD’（ρ，C，G），が（ρ，C，G），＿Z’，H（が（ρ，f，G），Dノ（ρ，C，G）），G）＝ρ

                                        （2－6）’

 M（（1＿C）〃’一ρが（ρ，c，G），D’（ρ，c，G），＿プ，H（D’（ρ，C，G），Dj（ρ，斤，G）），G）＝（1＿C）w

                                        （2－7）’

を得る。すべての消費者においてこの方程式が成立するときに、均衡における各個人の労働供

給量及ぴ寄付活動量が決定される。

 本章では特に寄付活動への効果に着目しているので、それを容易に解釈するために、（2－7）’を

労働に関して解げば

                  〆＝1（D’，か，ρ）       （2－lO）

の関係を得る。一〇これを（2－6）’に代入すれば、

○この均衛の存在は、次節で議論される。均衛の安定性問題に関しては、Akai㎝d Homma（一997）を参照。

1o
ﾚしくは、付録2－1を参照。
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      R（（1－C）〃I（D1，D2，ρ）一ρか，DI，一11（Dl，D2，ρ）；H（DI，D2），G）ソ （2－l1）

      火（（1－c）〃2（D2，D1，ρ）一ρD2，D2，一12（D2，D1，ρ）；H（D2，D1），G）＝ρ （2－12）

（2－u）及ぴ（2－12）に見られるように、内生変数は寄付活動D’のみであるので、この二式により、

実質価格の変化が寄付活動に与える効果を議論することが出来る。両氏を各個人の寄付活動D’

と価格ρによって全微分することによって、以下を得る。

／“㌫㍑納r’）〃雌㌶（1機1〕ぼl／
                       －／｝lll112㌶榊φ

                                         （2－13）

      叔’ 叔’研’
ここで沢’，≡一十    と定義されており、限界代替率は本人の寄付活動の変化によっ
    ・’棚’ 研か

        扱’        荻’搬’
て利己的な部分（一）と利他的な部分（    ）の二つから影響を受けるため、両効果
        棚’        ”6D’

                        叔’
を足しあわせたものと定義している。また、沢 ≡一と定義されており、私的消費財の変化
                      x’∂ズ

が限界代替率に及ぼす効果である。また、限界代替率に影響を及ぼす外部的な効果（x’）を
                                        〃一

二次の棚幽搬栗と呼ぶことにする。lI

 次小節では、実質価格の変化における寄付活動への効果を分析する。この効果は、本人の消

費や労働との関係から生み出される直接効果と他人の寄付活動の変化によって引き起こされる

間接効果を通じて生み出される。これらの二つの効果を区別して、議論を進めることにしよう。

3．1実質価格変化による寄付活動への直接的影響

 直接効果を求めるために、（｝13）において、利他的効果を0と仮定する （すなわちR㌧＝O及

ぴM「’＝0）と、次を得る。
  が
          棚’ ・ 1＋R。’（D’一（1－c）〃二）十足’’z二

          一…D二＝             （2－14）          φ   ～｛（1－1）〃ら一P｝十島十足’み（一1）

 まず、労働供給が非弾力的になされるケースを考えよう。そのとき・Zρ＝0，ZD＝0なので・

以下を得る。

l1
ﾁ費者行動の変化は、二次の利他的効果のみによって生み出される。たとえ、一次の利他的効果が正であったとし

ても、二次の利他的効果が0であるならば、行動は影響を受けない。第5節で見られるように、一次の利他的効果は、

最適財政システムにのみ影響をあたえる。
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              6D’   1
              一＝   （1＋～”）＜0
              φ 礼一μ人1

このケースには、通常の財と同様に、価格の上昇は寄付活動を消極的にさせ、直接効果は負と

なる。これは、効用関数の形から明らかである。

 しかしながら、一般的なケースには、消費者は労働供給量を選択することが出来る。労働供

給の価格弾力性に依存して、（2－7）は正になる可能性も存在している。そのとき寄付財はギッフ

ェン財となる。しかし現実にはそのようなギッフェン財的な状況が寄付活動に関して起こり得

ると考えることは困難であるので、このギッフェン財のケースを省くために、次の2つの仮定

を導入することにしよう。

（A1）労働供給量が固定された下で、本人の寄付活動の変化が、私的消費財と余暇の間の限界

代替率に及ぼす全影響は、非正である。

この効果は、次の2つの効果からなる。寄付活動の変化から生じる直接効果と、予算制約式を

通じた私的消費財の変化から生み出された間接効果である。この仮定は、この効果の合計が非

正であること、すなわち、Mら一ρMx’≦0である事を示している。12

（A2）寄付活動が固定された下で、余暇の変化が、私的消費財と寄付財との間の限界代替率に及

ぼす全影響は、非負である。

全影響は、余暇の変化によって生み出される直接効果と、所得の変化を通じた私的消費財の変

化によって生み出される間接効果からなる。余暇が増加しているときには、間接効果は、負と

なる。しかし、直接効果は不明である。この仮定は、直接効果が正で間接効果よりも大きいか

等しいことを表している。すなわち、沢．’’一Rx’（1－C）w≧0である。1コ

 2つの仮定の下で、（2－8）の分子は正に、また分母は負になることがわかる。それ故、

棚’

一く0を得る。すなわち、仮定（A1）と（A2）の下で、寄付財の実質価格が上昇するとき、寄付
φ

財への需要は減少する。14。

12この仮定は、（2付において、労働供給量と寄付財需要は正の関係にある（Z’，≧0）ことを保証している。
                             D

日1の仮定川において労働供給1寄付財需要は非正の関係にある（・二一（’イ）”グ足…）

                                  五Dl一μグ

ことを保証している。

14またここでの結果は、他人の寄付活動が与えられているとき、本人にとって効用を最大にするただ’つの選択 （一

意解）が存在することも示している。この直感的理解は以下である。仮定（A1）は、（2－3）’において、労債供給と寄付活

動との関係は非負である（1二j≧0）ことを示している。一方で、仮定（・・）は、（・・1において・労働供給と寄付醐

との関係は非正であること（D二≧0）を示してい乱よって・この2式を満たす労働供給量と寄付活動の■1は・

ただ一つ存在する。
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3．2他人の寄付活動の変化による利他主義を通じた間接的影響

 3．1と同様に、利他主義による。他人の寄付活動が変化したときの本人の寄付活動への間接的

効果は、行列式においてφ＝0をセットすることによって次のように求められる。

        棚’ 。  沢。’（1－1）〃二。十沢．、ん（一1）十礼、

        一…D二。：            （ム15）        が    五パ（1一∫）〃二rρ1＋沢二’十五．、ノニ1（一1）

 この符号は、一般的には確定せず、利他主義がもつ特性に依存している。そこで、個人の寄

付活動が他人に及ぼす影響としての利他的効果をいくつかの種類に分類しよう。利他的効果は、

他人の寄付活動の変化が本人における寄付活動と私的消費の間の限界代替率沢及び寄付活動

と労働の間の限界代替率Mに及ぼす効果の度合いによって、エッジワース反応関数の意味で、

次のように分類することができる。

定義2－1

● （補完的利他主義）他人の寄付活動と本人の限界代替率との間に、礼＞O及ぴM㌧＞0

  の関係が成立するとき、本人の寄付活動は他人の寄付活動と補完的関係にある。

● （独立）他人の寄付活動と本人の限界代替率との間に、灰’＝O及ぴ”＝Oの関係が成
                            が        〃I

  立するとき、本人の寄付活動は他人の寄付活動と独立的関係にある。

● （代替的利他主義）他人の寄付活動と本人の限界代替率との間に、Rレく0及びMレ＜0

  の関係が成立するとき、本人の寄付活動は他人の寄付活動と代替的関係にある。

 ここでは、他人の寄付活動が限界代替率へ与える影響を用いて、利他主義の場合分けをした

が、この場合わけを用いれば、既存のモデルが想定している利他主義を分類することが出来、

既存文献のモデルは本稿の一般的なモデルの特殊ケースとなる。 （付録2－2を参照。）

 また、ここで定義した利他主義の特性は、消費者間の寄付活動の反応の方向性を直接決定す

る。そのことを理解するために、例として、労働供給量が一定である時を考えよう。そのとき、

他人の寄付活動の変化による本人の寄付活動への効果の度合い、すなわち反応関数の傾きは、

（2－15）より、

               棚’     ＿1
               一   ＝   ”       （2－16）
               か、心μ、礼一ρ㌦が

                                一1
と表される。準凹関数の仮定から・～＞0，佑＜0となるので、     は正とな乱し
                              礼一ρ～

たがって、沢’の符号（他人の寄付活動が本人の限界代替率に及ぼす影響）が、まさに、労働
      〃’

供給量がi定の下での反応関数の傾きの符号を決定する。これが、個人間の利他的効果の分類

をするために、反しの符号を用いている理由であ乱

 同様に、他人の寄付活動の変化による本人の労働供給への効果も議論でき、本人の寄付活動
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の変化を考慮しないという意味での直接的効果は、M二∫の符号に依存している。 （付録2－1参

照）

 したがって、定義2－1、付録2－1及ぴ（2－15）より、反応関数の傾きに関して次の補題を持つ。

補題2－1

● 繍地主義が存在ナるならば砿鰹数の解きぽ正である。

● 棚勉的効果の鰯係が漉一立であるならば臓数の衡きは水平また佐垂厘である。

● κ蔀㈱主義が存在ナるならば友広灘数の衡きは貞である。

 ここで、寄付活動に利己的な要素がなく、労働供給量も固定されているケースにおける反応

の方向性（反応関数の傾き）を考えてみよう。このとき、反応関数は（2－15）で表され、利己的効

果はないので灰㌧＜O15となり、D二。は必ず負になる。よって、利己的要素が存在せず、労働

供給が固定されているならば、反応関数は常に負の傾きを持つことになる。このことは、固定

された労働供給や利他的な要素のみを分析してきた既存文献は、反応関数の傾きが負である範

囲のみを分析対象にしていたことを示している。しかしながら、労働供給が弾力的であったり、

利己的な要素が存在するならば、反応関数の傾きは負になるとは限らない。本章のモデルでは、

反応関数が負以外の符号を取ることを許しており、この点で一般的である。

3．3利他主義による間接的影響を考慮した全効果

 これまでは、実質価格の変化による直接効果、及び消費者間の寄付活動の反応の方向性を分

析した。ここでは、他人の寄付活動に与える効果を考慮して、寄付の実質価格が変化したとき

に新たな均衡として達成される寄付活動量に与える全効果を導出する。前小節で使われた表現

を用いて、実質価格が変化したときの寄付活動への全効果は、（2－13）より、以下のように表され

る。

                  棚j D二・D脾
                  一＝                                      （2－17）

                  φ 1－Dい二’

これは、二つの効果からなっている。すなわち、他人の活動を一定として解いた直接効果と利

I，限界代替率火は次のように書き換えられる。

           沢（（1－f）〃’一ρD’，一戸，H’（D’，Dゴ）；G）＝ρ．

準凹関数の仮定から、礼・0であり、また、礼・R。郁及び礼＝灰。札なので・以下を鰍

                    ∬’．
                 Rトが㌧＜0

                     D

よって、寄付活動に関して全く利己的な要素が存在しないならば、利他的効果の凹係は常に代若的となる。
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他的効果から生み出された間接効果である。これを確認するために、（2－17）を次のように分解す

れば、次を得る。

               棚’ 一 1
               万＝D二十声（D二十明）  （｝’8）

                        1
ここで・ノ…1■孔巧と定義されている離た・ブは・均衡における消費者間の反応度を調

整する項である。消費者の数が2人のケースでは、適応的期待の仮定におけるナッシュ均衡の
安定性は・ノ・0（すなわち1・lD二〃つで表される。悌・項は、一まさに前1」櫛で議論された

直接効果である。第2項は、利他的効果によって生み出された間接効果である。第2項の括弧

の中の前者は、実質価格変化が他人の寄付活動に与える影響であり、一方後者は、本人の寄付

活動の変化に対する他人の寄付活動の反応である。よって第2項括弧内は他人の寄付活動の変

化を表しており、第2項はそれが本人に与える影響を表している。

 実質価格が変化したときに、均衡で生じる寄付活動の量がどの様になるのかを検討しよう。

寄付活動に対する実質価格が変化するとき、利他的効果の特性に応じて、均衡として決定され

る寄付活動の量は変化する。その結果は、以下の命題としてまとめられる。

命題2－1寄付活動の実質価格上昇（所得控除率の下落）が寄付活動に与える影響

1．利他的効果の関係が独立ならば、寄付活動の変化は、他人の寄付活動を考慮しないときの

  直接効果に等しくなり、負となる。

2．達成される均衡が安定であり、消費者がもつ利他主義の特性が補完的（強く代替的）であ

  るならば、寄付活動は減少（増加）する。

3 ある1人の消費者がもつ利他主義の特性が代替的であり、もう1人の消費者がもつ利他主

  義の特性が補完的であるならば、補完的な利他主義を持つ人の寄付活動は減少する。

 寄付活動に対する実質価格（コスト）の上昇は、活動の意欲を阻害し、結果として達成され

る寄付活動量は減少するという通常の結果が導かれている。しかしながら、興味深い結論も導

かれている。それは、均衡が安定であり、強く代替的な関係の利他主義が存在するケースであ

る。このケースでは、寄付活動に対するコストの上昇は活動を阻害するものの、他人の寄付が

減少したとき、本人の心の中で自分が寄付活動をしなければいけないという使命感が増大し、

結果として、以前よりも多くの活動を行うのである。

 これらの結果は、一般的な利他的効果を考慮することによって導かれている。消費者が持つ

         荻’ 淑’
帖内部効果の優越性（ 怩ｭ万〕が満たされるときには・ナッシー均衡は局所的安定と肱詳しくは・舳i

㎜dHomma（1997〕参照。
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利他主義の特性によって、価格が変化したときの寄付活動に及ぼす影響が大きく変化する。こ

のことは、政府が寄付の実質価格に影響を及ぼすような制度（本章では、所得控除システム）

を採る場合には、各消費者が持つ利他主義の特性をふまえて制度をテザインしなければならな

いことを示している。

 次節では、寄付活動に対する最適補助についての必要条件を導出する。

第4節 最適税制

 第3節では、寄付税制としての所得控除率の変更によって生じる寄付活動の実質価格の変化

が、均衡として達成される寄付活動にどのような影響を及ぼすのかを分析した。本節では、こ

れらの効果を考慮した上で、政府は寄付活動に対してどのような所得控除システムを設定すべ

きかを検討する。

 政府は、消費者が効用を最大にするように寄付活動を行うことを考慮し、政府の予算制約を

満たしながら、それぞれの消費者の効用から構成される社会的厚生関数豚（〃1，〃2）を最大にす

るような税制システムを構築する。本章では、最適税制システムの導出に着目するために政府

が供給する公共財のレベルは先決されていると仮定しているので、政府がとる行動は、所得税

率fと寄付活動の所得からの控除率αを、社会厚生が最大になるように操作することである。

すなわち、政府の目的は、政府の予算制約式

              C（WZl一岬D1）十C（WZ2一ψD2）＝島G    （2－19）

を制約として社会厚生
             豚（・1（ρ（α，1），C，G），・2（ρ（α，f），C，G））

を最大にすることである。ここで、易は、公共財供給のコストであり、一定であるとしている。

公共財の供給レベルは一定であるので、政府は収入を一定にしながら、消費者の行動をふまえ

て所得税率と補助率を決定する。

 政府による社会的厚生の最大化問題を解くために、次のラグランジュ関数を定義しよう。

        Z…豚（・1，・2）・μ｛〃1・舳2一物（D1＋D2）一島G｝

ここで、μはラグランジュ変数であり・政府税収の変化が社会厚生に及ぼす限界効果を表して

いる。2次条件が満たされるならば、1τこの最大化問題の解は、それぞれの消費者に関して次の

二つの1階の条件式18

17この問題の解であることを保証するための十分条件（二階の条件）はzとして定義された関数が。とαに関して、

全域で凹であることである。しかしながら、本章では十分条件はチェックされていない。この節での議論は、二階の

条件が満たされている経済に限定されている。

lIこの式は、以下のように導出される。まず、控除率αと所得税率fで微分する。次に、その式を、消費者の効用

最大化行動の条件を用いて書き換える。さらに、補助率または所得税率によって全微分された予算制約式を代入すれ

ば、（2－IO）及び（2－11）を得る。
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                  aD2         棚1
        ”（ψ1）・川ゴ、・”2（ψ2）・～万

                                        （2－20）
            〃 〃2       棚1棚2
        ＋μ｛〃（十 ）十（イψI一ψ2）一物（一十一）｝＝0
            aα  aα                aα  aα

                  棚2           棚1
     ”（ψ一γ1）・叫〃・ア肌2（ψ2一γ2）・豚2略7

                                        （2－21）
                       〃I〃2  aD1棚2
     ＋μ｛（〃1＋〃2一ηが一岬D2）十〃（十 ）一物（一十一）｝＝O
                       〃  〃      ”   〃

                            ”
と政府の予算制約式を満たすように決定される。ここで炉≡一は、消費者fの効用の限界
                             励’

的変化が社会効用に及ぼす限界効果であり、消費者の社会的重要度であるとみなすことが出来

る。（2－20）は、最適控除率が限界的に上昇するとき、消費者の効用の増加を通じた社会効用の増

加分と、労働供給や寄付活動の変化によって引き起こされた政府税収の減少を通じた社会効用

の減少分が等しくなるように、最適な税制が決定されることを示している。（2－21）も所得税率の

変化に対して同様に解釈することが出来る。

4．1社会貢献活動に対する最適な所得控除率（α）

 （2－20）の経済的意味を解釈するにあたって、所得控除システムが持つ特徴を整理することが必

要である。以下では、制度上の非効率性を生み出す代替効果と、所得効果に着目して、それら

に関わる効果を整理することから始めよう。

所得控除システムが持つ非効率性（代替効果）

 本章で分析している所得控除システムを採用すれば、寄付活動に対する実質価格が変化し、

地方公共財が変化する。このとき、超過負担としての制度上の非効率性が発生する。最適な控

除率は、この非効率性の大きさを考慮して設定されなければならない。まず、この制度が持つ

非効率性を明示的に表すことにしよう。実質価格が変化したときに生じる非効率性は、寄付活

動量のタームで、代替項D星として表される。この項は、負であると仮定する。19直接効果（D’一）
                                         ’，
に対して、代替項」Dξ及び所得項D三（＞0）を用いてスルッキー分解を施せば、それは

巧一Dξ一D’Dlと表さ帆この表現を用いて・寄付の所得控除率が変化したときの寄付活

動の変化を書き換えると、

Io
繿ﾖ効果は次のように表される。

                     一σ。
           D壬＝
              R。（ひ。一ψ．’〕z。）一（R。一べ．’）zD）σ。．

労働供給が固定されている場合には、この効果は常に負となる。しかしながら、内生的な労働供給がなされていると

きには、この効果の符号は不明である。本節では、この効果は負であると仮定して議論を進めることにする。
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豊・芳塞・千（・1一・・1・・用一〃・1））
（2－22）．

となり、明示的に制度上の非効率性が表される。

 同様に、所得控除率の限界的な変化の労働供給に与える影響の中にも、制度上の非効率的な

部分が存在する。労働供給は、（2－4）における価格と寄付活動との関係から、次のように表され

る。

           〃’（が，Dノ，ρ） 〃’aD’ 〃棚ゴ
              ∂α ＝〃。α十〃∂α十Zl（一ω  （ふ23）

ここで、左辺のそれぞれの項は、本人の寄付活動の変化による代替効果（第1項）、他人の寄

付活動の変化による間接効果（第2項）、価格変化による直接効果（第3項）を表している。

（2－23）に対し、（2－22）を挿入すれば、労働供給量の変化にも制度上の非効率性が含まれているこ

とがわかる。また、所得効果の表現を用いて、直接効果はZ二＝D7三と書ける。20

 これらの労働供給量及ぴ寄付活動量に対する制度上の非効率性をまとめて、次の表現を導入

しよう。第一に、実質価格の変化による寄付活動の補整的変化 （ω’）は、利他的効果を考慮

して代替項の部分を集めれば、次のように表される。
                    1
                 ㎜’≡フ（Dl・D岬31    （｝24）

また、利他的効果を明示的に導出するために、補整的変化を、利他的効果によって生み出され

る間接的補整変化と、直接的補整変化に分解しよう。寄付活動に対する直接的補整変化と間接

                1 ．  。 1
的補整変化は・それぞれ・叫≡戸・叫…フD岬と表さ帆さらに・各変化におけ

る全消費者の和を㎜止≡㎜三十㎜三，（ん＝a，α）と表す。

第二に、寄付活動への補整的変化の定義を用いて、労働供給の補整的変化（△z’）は、同様

に次の形で表される。

           ・・一÷／ψ榊・1ル・測  （ム2、、

             ＝z二’ω’十z二。ωノ

労働供給の補整的変化は、本人の寄付活動による交叉効果（第1項）、他人の寄付活動の変化

による交叉効果（第2項）の二つから生じている。22また、つけ加えて、労働供給に対する直接

20J働関数における代替効果はOとなる。なぜなら、J’は実質価格が変化するとき寄付活動を’足として導出された

                     ρ

ものであり、歪みをもたらさないからである。

         荻’ 荻’
2I内部効果の優越性（一く一〕および補完的特性を持つ利他的効果の下で、△び （寄付活動に対する補
         aDj 棚’

整的変化〕の符号は負となる。また、内部効果の優越性条件の下では、△D（社会全体の寄付の総量に対する補整的

変化）の符号も負となる。詳しくは、A㎞i㎜dHomma（1997〕を参照。

22内部効果の優越性条件と補完的特性を持つ利他的効果の仮定の下で△Djは負になり、また、仮定（A1）より

49



的補整変化と間接的補整変化は・△’二≡㌃ω’，△z二≡㌃㎜Jと表され乱さらに・各変化に

おける全消費者の和を△z”≡△z二十△’；，（ん＝a，o）と定義する。

所得効果の整理

 次に、所得効果の部分に着目して、次の表現．を導入しよう。消費者’の所得の社会的限界効

用（〆）は、次のように表される。

・・〃・仏バーψ）・1・・1バー岬）剛・㌦

         1
     ・炉んフ（D｛・ゆ1）

それぞれの項の直感的理解は、次である。第1項は、所得の限界効用と各個人の効用の社会的

重要度から構成されているので、消費者の所得が上昇したときの効用の増加を通じた社会的限

界効用を表している。’方で、第2項は、所得の上昇による寄付活動や労働供給量の変化を通

じた政府税収の変化から生じる社会的限界効用を表している。最後の項は、’次の利他的効果

を通じた、他人の寄付活動の変化からの社会的限界効用である。すなわち、定義（2－28）は、消費

者の所得の変化によって生み出された社会的限界効用を表している。それゆえ、所得の社会的

解界効研と呼ぶ。

 ここで、税システムの特性を示すために、利他的効果がなく労働供給が固定されているケー

スを考えてみよう。D二∫＝0及ぴZ二F㌃＝Z二＝0を仮定すれば、所得の社会的限界効用は次

のようになる。

                〆…〃炉一μψD三，

ここで、第1項の符号は、正である。一方、消費者の所得の増加は寄付活動を増加させ、補助

額の増大を通じて政府の税収は減少し、第2項は負となる。通常の税制モデルでは、財への税

率は正であるので、財の需要の増加は、税収を増大させる。しかしながら、本章では、正の税

率ではなく、負の税率を持った補助システムを採用しているので、たとえ、労働供給が固定さ

れ利他的効果がないとしても符号は定まらない。さらに一般的には、所得の社会的限界効用の

符号は、労働供給の弾力性や利他的効果の度合いを考慮して吟味しなければならない。

 また、全効果から他人の寄付活動からの利他的効果を区別するために、所得の社会的限界効

用の効果を、所得の社会的限界効用の直接効果（れ）及び間接効果（7二）とに区別する。そ

れらは、次のように表される。

             ・1・〃・μ［÷1（・い）・ll・・lll （…）

’二’＞Oであるので、第1項は負となる。一方で、利他的効果の特性が補完的であるならば、定義ふ2と（ん｝1）より

1二。・0となる。それゆえ、第・項は正となる。労働供給量の補整的変化の符号は、これら・つの効果から決定され

る。
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・1一μ［÷／ψ（・い・1一岬剛1・叫（・1・ψ1）（…）

最適補助率の条件式（2－20）の解釈

 これまでのところで、準備段階として所得控除システムが持つ非効率性である代替項の部分

と、所得項に関わる部分に関して意味のある表現を定義した。以下では、これらの表現を用い

て、（2－20）の最適補助率の条件式を解釈してみよう。上記の表現を代入することによって、（2－20）

は以下の様に書き換えられる。
豚1 ｬg（ω5・㎜2）・〃2・二Ilg（叫・ω！）・μ（一物）／岬（ω、・ω。）一W（△い△4）／

             一Σ｛（γ二十γ二一μ）D伽

’＝1

（2－29）

さらに、上式は次のように書き換えられる。

舳二。（ω5・ω三）・肌2・二I（㎜｝・叫）・μ（一1）／ψ（ω、・ω”一W（△い△4／

                    （が十D2）

          ＝（ん十γ。一μ）十7d（Ωター1）十7。（Ω3－1）

                                       （2－30）

ここで万一・三十パ，φら一、”、，Ω1一・二φム：燃（けα）と定義されてお1，

       2   D＋D     れ
7書，7二，ん，γ。，φら，Ωダ，Ω3は、それぞれ、所得の社会的限界効用の直接効果、所得の社会的限

界効用の間接効果、直接効果の平均値、間接効果の平均値、消費者’による寄付活動の総寄付

活動にしめるシェアー、寄付活動の直接的分配特性、及び間接的分配特性である。

 まず、左辺の分子は、寄付活動に対する所得控除率が変化したときに生み出される制度上の

非効率栓を、社会厚生のタームで評価したものであり、社会的な効用の補整的限界変化である。

したがって、左辺は、寄付活動量に対する、補整的変化の割合を示しており、所得控除率の変

更が社会にどのくらいの歪みを引き起こしているかを示している。本章では、現実問題を的確

に捉えるために、一般的な仮定として、一括税は使用できないと仮定した。23次善策としての所

得控除システムを導入すれば、制度上の非効率性としての補整的変化が生じ、左辺は一般的に

0とならないのである。

次に、右辺の第一項を解釈してみよう。右辺は、公共部門から民間部門に購買力を振り向け

て所得が一単位増加したときの各家計の社会的限界効用の個人間平均（7）と、税収を’単位

増加させたときの社会的限界効用（μ）の差を表している。つまり、公共部門と民間部門のど

ちらに、購買力を配分することが社会的に見て効率的かを表している。ファーストベストの資

月一括税が使用出来るならば、非効率性は生じないため補整的変化は0となり、左辺は0となる。
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源配分の下では、24これらの効率性パラメータは等しくならなければならない。したがって、右

辺第1項（フ／〃十7。一μ）は、利他的効果を考慮した不効率性の度合いを表しており、一般的

な効率性のタームと理解できるであろう。25もし、公共部門の予算規模が上昇するとき政府税収

の社会的限界効用が減少するならば、右辺第1項は、公共部門の予算規模が最適なレベルより

も大きくなるにつれ、Oよりも大きくなる。すなわち、右辺第1項の符号は、公共部門の予算

規模が過大（符号は正）か過小か（符号は負）を示していることになる。

 ’方、右辺第2項に表されているΩは、消費者の需要のシェアーで調整された所得の社会的

限界効用の合計であるから、高い所得の社会的限界効用を持つ消費者が受容する財に対して、

相対的に高くなる。Ωは、分配特性と呼ばれ、財の公平性の指標である。分配特性は、の分配

特性は、この指標は、配分が完全に平等であるならば1となる。それ故、右辺の残りの項は、

公平性を表す項であるとみなすことが出来る。具体的には、第2項は直接効果における公平性、

また第3項は利他的効果を通じた間接的な公平性を表している。

 したがって、右辺は、効率性のタームと公平性のタームで構成されていることになる。本章

では、現実問題を的確に捉えるために、一般的な仮定として、各個人に同一の所得控除システ

ムしか設定できないという制度上の限界を導入した。この限界により、一つの所得控除率に公

平性の調整という役目も課されているのである。

 （2－30）と同棒の表現は、本間（1984）で示されているが、本質的な違いは次である。本間（1984）

のモデルには、私的財に対する最適な課税方式を導くことを目的としていたため、利他主義を

通じた外部性の効果は含まれていなかった。本章で導入された利他主義の存在は、最適な所得

控除率の決定にあたって、影響を及ぼしている。その効果は、（2－30）の下付き文字αのついた項

で表される。利他主義の存在は、左辺の補整的変化、右辺の効率性及ぴ公平性を変化させてい

ることがわかる。最適な所得控除率は、これらの利他主義が生み出す効果を考慮して決定され

なければならない。利他的な効果が大きいほど、この条件式は大きく変化し、最適な控除率の

値も、その効果がないときに比べ、大きく調整されなければならない。現実問題として、寄付

が他人に対してどのような影響を及ぼしているのか、つまり、どのような利他主義が寄付活動

に備わっているのかを考慮し、その効果によって調整された形で最適な控除率が決定されなけ

ればならないのである。

公平性を調整した効率性のタームによる表現

 （2－30）はさらに次のように書き換えられる。

24たとえば、この配分は、個別一括税によって達成される。詳しくは、第1章を参照。

・外部性が存在しない場合には、7二一μによって、効率性が示される。しかし、外部性があるときには、外部性が

ある分だけその条件が補整され、外部性を考慮した所得の社会的限界効用を政府税収の社会的限界効用と一致するこ

とが効率的となる。
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豚1・工1（ω3・㎜二）・豚2・二I（ω二・ω！）・μ（W（△1、・△4）一岬（㎜、・ω。））

                                        ．（2－31）
    ＝（7二十7二）Dl＋（73・7二）D2一μ（が十D2）

左辺の第1項及ぴ第2項は、一次の利他的効果によって生み出された社会的限界効用の補整的

変化分である。また左辺の第3項及ぴ第4項は、政府税収の変化によって生み出された社会的

限界効用の補整的変化分である。一方で、右辺は、各消費者の寄付活動の大きさによって調整

された、消費者の所得の社会的限界効用の和（左辺第1項及び第2項）と政府税収の社会的限

界効用（左辺第3項）との差である。寄付活動の大きさを考慮することにより、公平性のター

ムは調整され、新たな効率性のタームのみで表現される。右辺は、寄付活動の大きさで調整さ

れた効率性を表していると解釈することが出来る。したがって、次の命題を得る。

命題2－2最適所得控除率

寄付活動にガナる最適控勝率は、社会酌腰タ効帰の補整敵変化が、静〃温動貴によって調整さ

れた公共筋戸9と昂肩9筋戸9との肩9の動ミ率，墜の…善／こ害しくなるよラ！こ決められな！プれ！オなら在レ㌧

所得控除システムの正当化

 次に、所得控除が社会的に正当化される状態、すなわち、正の控除率が最適となる状態を考

えてみよう。（2－31）を書き換えれば次を得る。

         1
     α＝   ｛（γ二十7主）D一十（73＋7；）D2一μ（D1＋D2）
       μ9（一㎜）

・舳二。（一㎜2）・商二I（一㎜1）・μW（一〃）1

 したがって、ある条件の下では、寄付活動を促進すべきであること、すなわち、正の所得控

除率を正当化できる。次の命題を持つ。

命題2－3正の所得控除率

  寄付温動の所得控除率が最酋なレベノレから燭界肋こ変化したとき、らし次の3つの条件が

  蕨足されているならば最遊な控除率は正でな！プれぱならなレ㌧

∫一 公共筋戸9の予算鍔獲万撮遊な予算麗槙よク邑過大である。 cフ！二十7二＞μノ

λ 実質砺猪変化の寄付活動への補整豹変化が貞てある。 C△D’＜0／

3． 実質砺猪変化の労働供給量への補整豹変化ヵ項である。 C△”〈0ノ

現実的にはこれらの補整的変化を計測することは困難であるが、たとえば、均衡が安定であり

寄付活動がもつ利他主義の性質が補完的であれば条件2は成立することが知られている。26

㎜条件2は、内部効果の優越性条件と利他的効果が補完的であれば、成立する。詳しくは、Akai㎜d Homma（1997）

を参照。
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すなわち、寄付活動の利他主義の特性によって、条件2や3における補整的変化の符号は変化

する。したがって、この命題は、寄付活動がどのような利他的性質をもっているのかを考える

ことが寄付控除の是非を間う上で重要であることを示唆している。

4．2最適所得税率（C）

 政府は、寄付活動の所得控除率だけではなく所得税率も操作することが出来る。ここでは、

最適所得税制を検討しよう。同様の計算によって（2－10）を書き換えれば、最適所得税率が満たす

べき条件式は次のように表される。27

叫（ψ・・2一ψ2）・～（岬㎜㌧ψ1）・μ［（一ψ）1ψ（ψ一州1・1ψ（ψ）一州）ll

η（D1＋D2）イLγ2

       ＝（74＋γ。一μ）十ん（Ω二一ψD－1）十7。（Ω二一ψ一1）

                                          （2－32）

ここで△D’及ぴ△z’は、寄付活動の実質価格を一定として、所得税率が変化したときの賃金率

の変化の効果のみを通じた、寄付活動と労働供給量の補整的変化を表している。また新しい変

数は次のように定義されている。

   φヂ岬、一 プーψ Ω㌻ψ一・二φガψ；淋卿・，（1一価）

        γI一ψ1・γ2一ψ2－    7

ここでφシ．ψ，Ω二一ψ，Ωζ一ψは、それぞれ、消費者ゴの課税べ一スのシェアー、課税べ一スの

直接的分配特性及ぴ間接的分配特性を表している。

 寄付活動の実質価格はρ＝（1－cα）gなので、所得税率の変化は可処分所得に加えて、寄付活

動の実質価格にも影響を与える。それゆえ、所得税率の変化が、消費者ゴの寄付活動に与える

     棚’ 棚’φ 棚’
全効果は、一＝    十     28となる。第2項として表される所得税率の変化によ
      ”  φδ ”。、，ノエ。”．

る効果も非効率性を生み出し、その補整的変化は下付き文字。で表されている。

 条件式の各辺を簡単に解釈してみよう。まず左辺の分子は、所得税率が変化した時の課税べ

”この導出に関しては、付録2・3で与えられている。

加この効果は、具体的には、

芋・一ヂ／4一〃・1・ψ1一〃・1）1・÷1へ一舳1・・州一舳i）1

と表される。右辺第1項は、実質価格の変化を通した効果を表している。この効果は、上で述べた控除率の変化の効

果に似ている。また右辺第2項は貸金率の変化の効果を表す新たな項である。所得税率の変化が寄付活動に及ぼす効

果を分析するためには、これら二つのチャンネルを通した影響が分析されなければならない。

54



一スにおける補整的変化を表しており、分母は全体の課税べ一スである。それゆえ、左辺は、

全課税べ一スにおける補整的変化の割合とみなすことが出来る。一方で、最適控除率の条件と

同様に、右辺の各々の項は、効率性を表す項（第1項）、直接的な公平性を表す項（第2項）、

間接的な公平性を表す項（第3項）とみなすことが出来る。最適な所得税率は、利他的効果を

考慮した効率性、公平姓及ぴ利他的効果を通じた間接的な公平性を考慮して決められなければ

ならない。寄付活動に対する所得控除率だけではなく所得税率も、寄付活動のもつ利他主義の

特性によって、変化するのである。

最適税制システムの満たすべき条件式

 最後に、最適控除率及ぴ最適所得税率に関する2つの条件を合わせることによって最適税制

システムが満たすべき条件を導出しよう。2つの条件は、次のようであった。

舳二。ω2・商工Iω1・μ（w△1川ω）＝（7土・71）D1・（72・7二）D2一μ（D1・D2），

                                        （2・31）’

商二。（ψ㎜2一ω戸）・商工I（ψ㎜1一㎜、1）・μ1（一岬）（η㎜一W△1）切㎜、一W△41

   ＝（7二十γ二）（ψか一γI）・（γ3＋γ二）（ψD2一γ2）一μ（ηD1一γI＋卿D2一γ2）．

                                        （2－32）’

（2－33）’にαgをかけて（2－34）’から両辺を引げば、次のように書き換えられる。

一商ニュω7一商工1ω、1・μ1ψ（ω、）一・（△4）1・（7二・γ1）γI・（7言・7二）γ2一μ（γ1・γ2）・

この式の解釈は、（2－33）の解釈とほぼ同じである。この条件式は、寄付活動の実質価格を一定と

したときの、賃金率にのみ影響を与える最適所得税率の役割を示している。ここでは、所得控

除率のシステムから生じる非効率性は存在しないが、所得税システムが持つ非効率性を通して、

労働量と寄付活動の量に歪みが生じる。 （それらの歪みは左辺に表されている。）それゆえ、

民間と公共のセクター間の効率性の差がその歪みを調整するように、所得税率が決定されなけ

ればならない。すなわち、次を得る。

命題2－4最適税制システム

最適搦傲システ〃ま、実質砺椿一定の下で＝の所得税率の変〃こよって生み出されたを会酌腰界

鯛の痛鰍変倣が、砺碍によって鰹された民矧筋戸9と公共那9の効率享姓一のえ善に箏一しくな

るよラ！こ離されな！プれ！ゴならなク㌧

第6節 むすび

 本章では、社会貢献活動（フィランソロピー、寄付、ボランティア）に関する一般的理論を

構築し、その活動に対する最適な取り扱いとしての所得控除率を検討した。社会貢献活動は、

私的な財とは違い、利他的な要因に基づいて行われる。そのとき、寄付活動の量は、他人の寄

付活動に依存して変化する。結果として生じる活動の量は、各々の消費者がお互いにさらに活
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動量を変化させたくないと予想するところで決定される。 （ナッシュ均衡）また一般的には、

社会貢献活動は利己的な要因にも基づいている。

 前半部分では、これらの二つの要因を考慮した一般的な状況の下で、利他的効果の度合い、

利己的効果の度合い、労働供給量の弾力性などから、寄付活動に対する所得控除が消費者の行

動に与える影響を分析した。後半部分では、前半部分での影響を考慮して、社会的厚生が最大

になるような、寄付活動に対する所得控除システムを分析し、様々な非効率性（効率性に関連

した歪み、公平性に関連した異質的個人の存在、利他的効果、労働供給の内生化）によって調

整された最適な所得控除率及び所得税率を導出した。

 現実には、モデルで導出された最適税制に関わる条件式は利他主義の効果から大きな影響を

受けることを考慮し、寄付が他人に対してどのような影響を及ぼしているのか、つまり、どの

ような利他主義が寄付活動に備わっているのかという点から、寄付活動における利己的な部分

と利他的な部分の効果をふまえた形で寄付活動に対する税制としての最適所得控除率が決定さ

れなければならない。

 本章では、最適税制システムの枠組みに焦点を当てるために、消費者の数は2であると仮定

した。しかし、このモデルは、〃タイプの消費者が存在するモデルに拡張することが出来る。

また、本章では、一つの社会貢献活動をあつかった。社会貢献活動は寄付を行うという形の金

銭的なgiiだけでなく、金銭ではなく時間を供給するというボランティアg形もあり得る。ボ

ランティア活動に関する分析は、理論的には本章のモデルと同じように分析できる。しかし、

もし金銭的寄付とボランティアから得られる利己的な価値が違う可能性がある。たとえば、寄

付活動は、ボランティアに比べて、活動対象とした主体とのコミュニケーションが薄くなりが

ちである。また、余暇以外の時間を考える場合、寄付活動はいつでも可能なのに対し、ボラン

ティア活動には仕事場の理解が必要である。これらの理由から、消費者は、両者の方法を選択

しながら、活動を行っていると考えられる。より一般的には、寄付活動とボランティアの両者

を同時に考慮し、両者の選択を可能とするモデルを展開することが望ましい。将来的には、こ

の点を考慮して最適税制システムが議論されるべきである。

ん2．1付録2－1労働供給量と寄付活動との関係

 （2－3yは、三つの内生変数”，D’及ぴDノを含んでいる。実質価格が変化するとき、それぞれの

内生変数は変化する。価格変化後の形もまた、（2－3）’を満たしていなけれぱならないので、（2・3）’

から、3つの内生変数に関する関係を導くことが出来る。実質価格の変化によって寄付活動が

変化したときに、（2－3）’を満足するためには労働供給量がどのくらい変化しなければならないか

を導出しよう。（2－3）’を労働供給量と寄付活動によって全微分して、次を得乱

             ♂  ・   ”が一ρMx1
             萩…ト（1－f）・M、一外、、

準凹関数の仮定より、Mx＞0，Ml．’）くOなので・分母は正とな乱分子の符号は・寄付活動
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の変化による限界代替率の変化MDに依存している。もしMDが正でないならぱ、ZDは正とな

る。そのとき、労働供給量の変化の方向は、寄付活動の変化の方向と同じになる。

 同様に、本人の寄付活動を一定として、他人の寄付活動の変化による本人の労働供給量の変

化の効果は、次のようになる。

           ♂           M
           萩がw…い（1－f）・Mプヘ、  （”’）

（2－3）’において、本人の寄付活動の変化を考慮しないときの、他人の寄付活動の変化による本人

の労働供給量への直接効果は、他人の寄付活動の変化による限界代替率への効果M二、に直接的

に依存している。また、実質価格の変化の効果は、次のように表される。

           ♂        D’〃．
           万かw…Z二＝（1－f）外す、＞0  （んぶ2）

この直感的意味は次の様である。今、寄付活動を固定した下で労働供給への価格変化の効果を

導出している。予算制約式をx＋（1イ）w（一z）＝一ρDの様に書くとき、右辺は一定である。

実質価格の上昇は、右辺を減少させるので、私的消費財の量を減らすか余暇の量を減らすかを

しなけれぱならない。効用関数の準凹の仮定より、最終的には、労働供給量は増加する。

 上記で述べられた関係より、（2－3）’は、次の労働関数として書き換えられる。

                  Z㌧1（D’，Dノ，ρ）       （A－2－3）

A．2．2付録2－2利他主義の特性による既存文献における寄付活動の分類

 前節では、寄付活動に対する実質価格の変化が与える影響は、効用において他人の寄付活動

をどの様にとらえているか、すなわち、利他的効果の特性に依存して決まってくることが示さ

れた。本節では、既存文献における社会貢献活動の利他主義に関する設定が、本章で展開され

ている一般的理論の特殊ケースとして分類されることを示す。

 他人の寄付活動によって生じる利他的効果の特性を用いて既存理論を分類しよう。Feldsteh

（1975），L㎞dsey（1985）及ぴHomma（1994）は、利他的効果を考慮しないモデルを構築した。言い換

えれば、彼らのモデルにおける寄付活動は完全な私的財になる。これらの文献では、1次の利

他的効果も2次の利他的効果もOとなる。このケースは、本人の行動が他人の寄付活動の変化

によって影響を受けないと言う意味で、礼jとMレの両方ともが0となる特殊ケースとみなす

ことが出来る。それゆえ、これらのモデルは、本章の定義に従えば、利他的効果の特性として

独立的性質を持ったモデルに分類することが出来る。たとえ、一次の利他的効果があったとし

ても、二次の利他的効果がない限り、独立的な特性となる。独立的特性を持つ効用関数は、一

般的に、次の弱分離可能型関数として表すことが出来る。

              び＝・（・（X’，D’，一Z’，G’）；か，G）．     （2－9）

 また、Feldstein（1980．1987），Warr（1982），Roberts（1984．1987），Driessen（1987）及ぴIhori（1995，

57



1996a，1996b）などは、他人の寄付活動が本人の限界代替率に影響を与える二次の利他的効果を

考慮したモデルを構築した。彼らは、効用に影響を与える変数として、本人の寄付活動ではな

く、それぞれの個人の寄付活動の加重和を導入した。この種の効用関数は、次のように表され

る。

               び＝〃（X’，一プ，D’十αDj；G），

ここで、パラメータαは、他人の寄付活動を本人の寄付活動と比べてのどのくらいに評価して

いるのか、すなわち、他人の寄付活動による利他的効果の度合いを表している。この種の効用

関数は、本章の一般的効用関数に対して、「利己的な要素が存在せず、利他的要素として、本

人の寄付活動と他人の寄付活動が、その程度を表すパラメータαで線形関係にある」というこ

とを仮定することによって導かれる。パラメータσが正（負）ならば、他人の寄付活動は、自

分の効用に正（負）の利他的効果を与えている。パラメータ。＝1としよう。そのときは、本人

の寄付活動は関係なく、社会全体の寄付活動の総量のみが効用に影響を与える。（Anホeoni（1989）

は、このケースを純粋な利他主義（PureAltruism）と呼んだ。）これは、本人の寄付活動と他人

の寄付活動との間に完全な代替関係が存在することを意味している。言い換えれば、消費者は、

寄付活動に対し、全く利己的な要素を持たず、完全に禾1」他的な動機のみを持っているといえる。

パラメータ。が正（負）ならば、五㌧は正（負）となる。それゆえ、このモデルは、パラメー

タ。が正（負）ならば、本章の利他的効果の定義に従って、代替的性質（補完的性質）を持っ

た特殊ケースに分類される。もし、労働所得が固定されているならば、そのとき、この関係が

反応曲線の傾きを決定する。

 つけ加えて、Ihori（1995）は、私的消費財と他人の寄付活動との間に完全代替の関係があるケ

ースを分析している。このケースは、

               ぴ＝〃（X’十Dj，一Z’，D’；G）．

と表すことが出来る。このケースには、”＞0となることを証明できる。それゆえ、このケ
                    〃’

一スは、本章の利他的効果の定義に従って、補完的性質を持ったケースに分類される。29

本節で示されたように、本章のモデルは、既存文献のモデルを利他的効果の定義によって分類

ユ9 �ｶ文献では分析されていないが、各個人の寄付行動の相対的な額のみが効用に影響を与えるケースを考えると、

このときには、効用関数に各個人の寄付活動の絶対額ではなく他人との相対額のみが入ってくる。このケースの効用

関数は、

                        D’
                  ぴ＝〃（X’，一；G）
                       DJ

と表され、みは正となる。それゆえ、このケースには、本章での利他的効果の定剃こ従えば、補完雌質を持っ

た利他的効果と分類される。またこのケースは、より一般的に、次のように書くことが出来る。

                び＝μ（X’，D’（Dj）”；G）

もしパラメータ。＝一1ならば、本文で述べた、相対的なケースとなる。また、パラメータα＞O（＜0）ならば、

X二’く0（＞0）となるので、α＞0（くO）を持つ関数は、補完的性質（代替的性質）を持つケースに分類される。
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することが出来るという意味で、一般的である。

A．2．3付録2－3 （2－32）の導出

付録2－3では、最適所得税率が満たすべき条件式を導出する。所得税率の変化は、寄付活動の

実質価格と賃金率に影響を与える。実質価格への効果は、第3節で述べられた控除率の変化の

効果と同じであるので、まず、実質価格を一定としたときの賃金率の変化を通じた効果を導出

する。その後、その効果を実質価格の変化の効果とあわせることによって、（2－34）を導出する。

 寄付活動とその実質価格を一定としたときの労働供給量に与える効果は、（2－3）’を所得税率と

労働供給量とに関して全微分して、

          夕        M〃
          一      …1Z＝          ＞0
          8か。、、、。冊ノエ。” ’（1－f）wM。一μ．’工

となる。また、（2－I1）と（2－12）を、実質価格を一定として全微分して、次の行列を持つ。

／R机続身（狐’）沢沽㌶｝劣（1機、〕ぼ1〕

                      一／機1111幾朴

この行列から、寄付活動への効果は、次のように計算される。

                〃    4＋Dレ4
                ・     ＝                        （A－2－4）
                〃     1＿D’Dノ
                  ρふル〃．     〃一 か

ここで・4はR二j＝0と㌃＝Oを仮定することによって得られた・利他的な効果を通じな

い直接効果であり、次のように定義されている。

      旦 、∬、一叶”十（1－C）”’）十沢二・ηく0
       δ、心伽。久 ’五二｛（1－1）〃ニトp｝十礼十R二、ん（一1）

この効果の符号は、仮定（A1）及ぴ（A2）の下で導出される。スルッキー分解の表現を用いて、

4＝Dξ一”D三と分解できるので、（ん｝4）は、次のように書き換えられる。

        等 ・÷1（ぺ一州叫（哨一〃・剛

          ρ’』力説4。

また、労働供給に与える効果も次のように得られる。

        〃（が，が，ρ）   〃’棚’ 〃’棚j 1
                  ＝    十    十4（一αg）
           〃       aD’〃  4Dノ〃
               ρ＾■’た‘㎡．

労働供給の効果に対するスルッキー分解は、4＝冬一W”二の様に表される。4．1で述べられた

定義と同様の定義をすることによって賃金率の変化による寄付活動の補整的変化は次のように

定義される。
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      1

ω∫≡1一蜥（Dξ十似）

また労働供給量の補整的変化は、

        ・11≡、．貞、r／帆・榊・1川・帆）／・仏

          ＝z二j㎜ノ十㌃∠の！十名

となる。上記の定義と本文での定義を用いて、（2－21）を書き換えると、次を得る。

           凶L・（仰ω2一ψ）・w2・三1（ηωLψ）

・μ［（一岬）1岬（㎜1・ω2）一以・lI・・12）／・／岬（叫ψ2）一州・州1・

            2
          ＝Σ｛（れ十7二一μ）（ηDL〃’）｝

               ’；1

左辺は、寄付活動の実質価格の変化を通した効果と賃金率の変化を通した効果から構成されて

い乱労働供給と寄付活動の社会的な補整的変化をω、≡㎜’十ω戸，△4…△4＋△42と定義

して、最適所得税率の条件（2－32）を得る。
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第3章 最適課税と補助金制度
分権下における中央・地方政府間関係の分析一

第1節はじめに

 社会の成熟化とともに、住民の二一ズは多様化してきている。現在の中央主導の集権的意思

決定を行う財政システムの下で、それらの二一ズを満たすことは限界に来ている。このような

現状をふまえれば、財政システムは、中央政府主導の体制から、地方政府が権限を持つ地方分

権システムに移っていく必要があろう。しかしながら、地方政府が独自に政策を執行する分権

システムにおいても全くの問題がないわけではない。地方分権下において生じる問題点を考慮

して、地方間の財政調整のあり方を真剣に議論する時期に来ている。

 本章では、第1章及ぴ第2章で分析された最適課税論のフレームワークを用いて、地方政府

への補助の問題を分析する。前章では、寄付行為に代表される社会貢献活動の特性に応じて、

政府がどのような補助を行うべきかを分析した。消費者を地方政府とみなせば、同様のフレー

ムワークで地方に対する中央政府の補助の問題を分析することが出来る。前章で分析された寄

付行為は、ある個人の行動が別の個人の行動に影響を与えるという意味での外部性を持ってい

た。一方、地方公共財も、国が供給する公共財とは性格を黒とし、地域間の境界を越えて他の

地域住民の効用に影響を及ぼす。前章との本質的な違いは、個人的社会貢献活動（寄付）に対

する補助システムは全国画一的になされるのに対し、地方政府に対する補助は地域別になされ

るという点である。

 地方分権下において、中央政府に残された役割は、地方政府間で引き起こされる問題を解決

することである。中央政府は、地方政府の財政調整を地方公共財への補助及ぴ課税システムに

よって行うと考えるのが一般的である。そのとき、最適なシステムは、それぞれの地方の公共

財が他の地域住民にどのような効果を及ぼしているのかをふまえて、決定されなければならな

い。1これらの問題は、地方政府が、他の地域にも影響を及ぼすような公共財を自発的に供給す

るモデルを用いて分析することが出来る。

 外部性を含んだ財の自発的供給モデルに関しては、社会貢献活動の分野で個人間のトランス

ファーが資源配分に対して中立になるケースや、社会貢献は政府によって直接行われるべきな

のかそれとも補助制度を利用して民間によって自発的になされるべきなのかを議論したものが

ある。2

1たとえば、ある地域の地方公共財が他の地域住民に正の外部効果を与えているならば、その地域の公共財に補助を

与え、その地方公共財の供給を促進することは、経済全体の効用を増大させるという意味で、望ましい。一方、負の

外部性を持つ場合には、補助よりもむしろ課税することがいいかもしれない。

！中立命題に関する議論は、W酊u982．1983）によって提示され，Rob舳（1984），Bergs吐。mGta11（1986）及ぴ㎞d爬㎝i

（1989）などによって一般化がなされている。また、国が直接的に公共財を供給すべきかどうかに関しては、F61dst6in
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 それらの議論を地方間や国際間の問題として取り入れたものに、Boadwayetal．（1989）、Gord㎝

（1983）及ぴIhori（1994．1996）］などがある。しかしながら、既存文献は、地域間での地方公共財が

様々な影響を与えている現状をふまえれぱ、妥当な仮定の下で国の最適な役割を十分に議論し

ているとはいえない。Boadwayetal．（1989）は、各地域で供給される公共財に対して国が補助を

おこなっているときでも、所得再分配が各地域の効用に影響を及ぼさないことを導出するとと

もに、補助率の変化が各地域の効用に及ぼす影響を分析し、最適な補助率が満たす条件も導出

したが、彼らの分析は、他地域の公共財と白地域の公共財が完全代替であるケースに限定され

ていた。しかし、地方公共財の場合には、経済全体で同一の公共財を供給するのではなく、独

自の公共財がスピルオーバーするため外部性を持つことになるため、白地域の供給する公共財

と、他地域の供給する公共財は一般的には、完全代替ではないと考えるのが普通であろう。’

般的な関係での定式化は、lhori（1994）に見られるが、地方公共財全体での合成財の形を取って

おり完全に一般的ではない。一方、Gord㎝（1983）は、中央政府が地域を完全に統括する集権化

経済での最適条件と、地方政府が独自に統治する分権化経済での最適条件を、一般的なモデル

から導出し、中央政府と地方政府の最適な関係を考察しているが、明確な結論は得られていな

い。 （Oates（1994）は、これらに関する最近の流れをまとめている。）したがって、各地方政府

が、一般的な外部性のある地方公共財を自発的に供給するときの、中央政府による最適な補助

システムを厳密に分析する事が必要である。

 本稿では、これらの既存文献が持っ問題点を踏まえ、さまざまな影響を及ぼしあう地方公共

財を考慮した一般的な効用関数を設定し、中央政府の最適な役割を議論する。その結果、以下

の結論が得られる。第一に、中央政府が行う補助及ぴ課税の効果は、各地域が供給する地方公

共財が持っ特性に大きく依存し、最適な政府の介入は、その特性をふまえて決定されなければ

ならない。また、政府の介入システムが持つ非効率性を考慮するだけではなく、地域間の公平

性にも考慮しなければならない。最後に、その特性によっては、政策が180度転換する可能性

があることも示される。

 本章の構成は以下のようになっている。まず、第2節において、モデルのアウトラインを述

べる。第3節では、政府の提示する補助システムの変化がおよぽす地方公共財の実質価格の変

化が、均衡値に与える影響を分析する。第4節では、最適な補助のあり方が導出される。最後

に、結論が第5節で述べられる。

第2節地方政府の地域効用最大化行動

（1980．1987），Dri鮒㎝（1987）及ぴRob舳（1987〕を参照

，IhOri（1994）は、’般的なスピルオーバー効果を持つ地方公共財を想定し、所得の増加が効用を減少させるような靱乏

化成長を導く条件を提示した。また、lhori（1996）では、国際公共財のフレームワークで、生産性（公共財の限界コス

ト）が違うときのトランスファ＾の効果や生産性格差が拡大したときの効果を分析した。しかしながら、Ihori（1994．

1996〕では、中央政府の最適な役割に関しては分析されていない。
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 各地方政府は、各地域に存在する代表的個人の効用を最大化するように地方公共財を供給す

るとしよう。また、住民は地域間を移動しないとすれば、そのとき、地方政府の行動はその地

域に住む代表的個人の行動として表すことができる。まず、効用関数として、地方公共財の持

つ特徴であるスピルオーバー効果を考慮して、より一般的に、白地域の地方公共財だけからで

はなく、他地域の地方公共財からも影響を受ける関数を考えよう。さらに、地方公共財以外に

私的財や中央政府が供給する公共財からも効用を得るとすれば、効用関数は、以下のように表

現される。

                  σ＝・（X’ρ’；D一’，G）      （3－1）

ここで、添え字1は地域を表している。簡単化のために、地方政府の数は2とする。また、X’

は、私的財の消費量を、かは、白地域の地方公共財の供給量を、D一’は、他地域の地方公共財

の量を、Gは、中央政府による公共財のレベルを、それぞれ表している。4また、他の地域の地

方公共財が白地域の効用に与える直接的影響（〃’．、）を一次の外斑燈と呼ぶことにする。地方
                       D

の代表的個人が需要する私的財の数、公共財の数は、それぞれ一つとする。

 次に、地方政府が直面する予算制約式を考えよう。予算制約式は、以下のように表される。

                 x’十ψ’＝γLτ’

ここで、g，γ，rは、それぞれ、地方公共財の価格、各地域の代表的個人が受け取る所得合計（地

域の総収入と考えてもよい。）、各地域の代表的個人が中央政府に支払う税額（地方政府が支

払うと考えてもよい。以下、各地域の代表的個人を地方政府と呼ぶことにする。）を表してい

る。所得と価格は一定であるとする。

 次に、政府の税徴収および、各地域への補助システムを考える。本章では、簡単化のために、

先にも述べたように、この徴収システムを課税最低限Oをもった線形所得税に限定する。地方

公共財の供給額に応じて、中央政府からその一定割合の補助金が配布されるとしよう。5そのと

き、各地方政府から徴収する実質税額は、地方政府の所得と地方公共財の供給額に依存した形

で、

                  τ㌧1γ’一α’ψ’       （3－2）

と表される。ここで、c，α’は、それぞれ、線形所得税率（全ての地方政府に共通して一定）と

4この関数に関して、一般性を保つために、以下のことだけを仮定する。効用関数は、すべての要素に関して連続2

階微分可能であり、私的財と白地城の地方公共財に関して強く準凹な増加関数であるとする。また、私的財や白地域

の地方公共財の量が0に近づくとき、それぞれの限界効用は、無限大になるとする化すなわち、

担0・ゲ叫幽。・ゲ◎o帆ここで…は・効用㈱をX’で鰍分したことを表してい

る。

，日本の実際のシステムと照らし合わせてみると、ここでのシステムは、定率補助の国庫支出金に該当する。また、

現在の国慶支出金の大部分は定率であることから、本章の分析は、国庫支出金のあり方に関わる分析と考えることが

出来るであろう。
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よび中央政府によって供給された公共財水準が与えられたとき、均衡が存在するとすれば、地

方公共財の供給量は

                D㌧D1（ρ，C，D2，G）
                                         （3－8）
                D2＝D2（ρ，1，D1，G）

が同時に成立するように達成される。6その結果、（3－8）が同時に成立するような解として、地方

公共財供給の均衡値は次のように求められる。

                 Dl＝か（ρi，r，G）

                                         （3－9）
                 D2・D2（ρ2，C，G）

第3節 補助率の変化に対する地方公共財供給量への影響

 本節では、地方分権下における最適な中央政府の役割を分析するために、中央政府の補助の

変化が、地方政府の地方公共財の供給などの行動にどのような変化を及ぼすのかを議論してみ

よう。分析は、第2章と同様の手順でなされる。

 補助率の変化は、実質価格を変化させ、その変化の効果は、以下に示されるように、実質価

格の変化と負の関係にある。

                  φ
                  一＝一9く0
                  aα

以下では、補助率の変化を分析する手法として、実質価格の変化の効果を考えることにする。

 予算制約式（3－3）を私的財需要について解き、前節で得られた各地方政府の行動式（3－6）に代入

すれば、条件式は以下の式に書き換えられる。

             R（（1－C）γ」ρlD1，D1；D2，G）＝ρ1

             R（（1イ）γ2一ρ2D2，D2；D一，G）＝ρ2

この二式をみたすように、各地方政府の地方公共財の供給量が決定される。この体系式を全微

分することによって、以下を得る。

／㍗礼沢｛犬Jはl／－／’十ザ1、えが／／隻1／帥）

 以下では、地方公共財供給に関わる実質価格の変化がその供給量に与える効果を、直接的効

果と、外部性を通じた間接効果に分けて分析する。

3．1価格変化の直接効果

実際には、均衡における地方公共財供給量は、価格の変化を通じた直接的な影響とその価格

‘この均衡は、ナッシュ均衡と一致し、他の地方政府の予想する地方公共財の量が、本地方政府が行う供給量と一致

する状態である。 （解の存在は、次節で議論される。〕
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変化によって引き起こされた他地域の地方公共財供給の変化による外部的影響の2つの影響を

受ける。まずはじめに、地方公共財のネット価格がその地域の地方公共財供給に与える直接効

果を導出してみよう。

 この効果は、上記のマトリックス（3－2）において、外部性がゼロであると仮定することによっ

て求められる。すなわち、Rレ＝0とおいて、次を得る。

               ∂D’   1
           巧≡一・  （1・㌃D’）く0   （・一11）
               φ’礼一ρ’礼

準凹関数の仮定から、外’＞q礼く0が得られるので、価格変化が地方公共財供給量に及ぼ

す直接的効果は、負になることがわかる。

 同様に、他地域の地方公共財供給の変化に対する白地域の地方公共財供給への影響は、

φ’＝0とおいて次のように求められる。

                  棚’   ＿1
              外≡一＝   Rら一、     （3－12）
                 棚■’R二rρ’礼

       一1
ここで、       ＞Oに気付けば、反応曲線の傾きは、他地域の地方公共財供給量が自
    ”D」〆五㌦1

地域の限界代替率に与える影響、すなわちRレの符号によって決定されることがわかる。Rレ

の符号は、外部性の度合いがいかなるものであるかによって左右される。そこで、この符号に

従って、エッジワース反応曲線の意味で、地方公共財のもつ外部性の特性を以下のようにクラ

ス分けすることにしよう。

外部性の特性分類

●  （代替的性質）もし兜．、〈Oならば、白地域の地方公共財は、他地域の地方政府による地
            D

  方公共財と代替的関係にある。

●  （独立）もし五レ＝Oならば、白地域の地方公共財は、他地域の地方政府による地方公共

  財と独立関係にある。

●  （補完的性質）もし五レ〉Oならば、白地域の地方公共財は、他地域の地方政府による地

  方公共財と補完的関係にある。

 同様に、価格変化が私的財の消費量に与える影響も以下のように導出される。

               荻’   ＿1
           巧≡一＝    （D’～十ρ’）
               φ’礼一ρ’R二’

              ∂ピ    1
          xレ…一＝    Rレ1ρ’＝一ρDレ
              が’礼一ρ’礼

価格変化の需要量に与える影響は、実質価格の大きさに依存しており、決定されない。また、

他地域の地方公共財供給の変化に対する影響は、外部性の特性とともに決定される。簡単にわ
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かるように、外部性の度合いに関係なく、他地域の地方公共財供給の変化に対する白地域の私

的財消費への影響（xレ）は、地方公共財供給量への影響（Dレ）と反対である。

3．2間接効果を含めた全体効果

 3．1では、直接効果のみを導出したが、実際には、実質価格の変化は、地方公共財の他の地域

への外部効果を通じた間接効果も引き起こす。本小節では、間接効果を含めた全体の効果を導

出する。

 まず、白地域における地方公共財の実質価格の変化が、均衡における白地域の地方公共財供

給量に与える全効果は、（3－10）より次のように表される。

           aD’   （1＋礼D’）（沢；1’一ρ町二1）

           一＝                   （3－13）
           φ’（R卜ρ’礼）（好一ρ’年’）一Rレ川

3．1で導出された直接効果は負であったが、間接効果を含めた結果、均衡値として達成される地

方公共財供給量への影響は、負であるとは限らない。（3－13）は、直接効果の表現を用いて書き換

えると、以下のようになる。

                  ” D’、
                       ρ                  一＝一                             （3－14）
                   φ’ H

ここで、すでに分子の符号は負であることを確認しているので、（3－14）の符号は、分母の符号で

決まることがわかる。（3－16）を、直接効果がわかるように分解すれば、

               3D’ 、 D’．
               万＝巧十茅（明）   （州

を得る。第一項は、直接効果そのものである。間接効果は、第二項に表されている。第二項の

括弧の中の後半部分（D’．）は、実質価格の変化による白地域の地方公共財供給量の変化を、
           ρ
また前半部分（D■；）は、その変化に対する他地域の地方公共財供給量の変化を表している。
        D
                     1
また・∬≡1－DレD，と定義されており・万は・各地域の反応の度合いを表すパラメータ

                   D’．
一である。したがって、括弧の前にかかる二2二一は、他地域の地方公共財供給量の変化に対応し
                    ∬

て、達成される白地域の地方公共財供給量がどのように変化するのかを表す調整パラメーター

である。フ

1ここ尽地域が・つのケースでは、賄のように均衡が安定ならば∬・0となる。（安定性は1・lD岬フ1に

よって保証される）すなわち・安定ならば・（礼一〃二）（沢；二一〆灯）一沢μプ・・と狐均衡

が安定であるかどうかに関する条件が、分母の符号を決定する。均衡の安定性の十分条件として、内部効果の優越性

条件が挙げられる。補論参照。
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 外部性特性の違いによって、補助率が下落（実質価格が上昇）したときの地方公共財供給量

に対する全効果を分析してみよう。得られる結果は、以下のようにまとめられる。

命題3－1 白地域の補助率の下落（実質価格の上昇）が白地城の地方公共財供給量に及ぼす

    全効果

均衡が安定であるならば、外部性特性に関わらず、白地域の補助率の下落（実質価格の上昇）

が白地域の地方公共財供給量に及ぼす全効果は負となる。

この命題における結果は、ある地域での地方公共財の補助率の下落が、実質価格の上昇を引き

起こし、地域の合理的な行動の結果として、その地域の地方公共財供給量が減少するという結

果を示している。

 次に、他地域の補助率が下落（実質価格が上昇）したときの白地域の地方公共財供給への効

果を導出してみよう。その効果は、（3－12）より、

           〃     生（1＋灯D一’）
          一＝                                                 （3－16）

          φ一’（礼一〆礼）（灰；二一ρ’灯）一Rレ勺

と表される。同様に、直接効果の表現を用いて（3－16）を書き換えると、次のようになる。

                 棚’ D’
                 万＝青（巧二）    （｝’7）

他地域の実質価格が変化したときに、まず、他地域の地方公共財供給を変化させ、その変化を

通して、白地域の地方公共財供給量が影響を受けることがわかる。この効果の符号を見てみよ

う。外部性の特性の逢いによって、以下の命題としてまとめられる。

命題3－2他地城の補助率の下落（実質価格の上昇）が白地城の地方公共財供給量に与える

    全効果

均衡が安定でかつ、各地域の地方公共財の外部性特性が補完的（代替的）ならば、他地域の補

助率の下落（実質価格の上昇）が白地域の地方公共財供給量に与える全効果は、負（正）とな

る。

命題3－1では、均衡が安定である限り、補助率の下落によって、その地域における地方公共財

の供給量は下落した。しかし、命題3－2で示されるように、他の地域で補助率が下落するとき

には、白地域での地方公共財の供給量に対する効果の符号は必ずしも確定しない。その効果は

外部性特性に依存している。命題3－2は、外部性特性が代替的であるならば、補助率が下落し

ているにもかかわらず、地方公共財の供給量が多くなるケースがあることを示している。

 また、価格が消費税の需要量に与える影響も同様な形で導出することが出来る。

               荻’   x’．
               万＝巧十す（D剛
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第一項は直接効果を、第二項は間接効果を表している。第二項の分子は、外部性の特性から、

また分母は、その特性を下にした安定性の議論から決定されるが、第一項の直接効果に関して

の情報はなく、全体効果に対する符号も決定されない。

 以上、第3節では、補助率の変化が実質価格の変化を通じて地域の公共財供給量に与える様々

な効果を、外部性の特性と関係漬け名がr、亜議論してきた。これをふまえ、次節では、最適

な補助率を検討してみよう。

第4節 最適課税体系

 前節までの分析において、地方公共財の補助率の変化を通じた実質価格の変化が均衡におけ

る地方公共財の供給量に与える影響を分析した。本節では、最適な課税や補助の仕方に注目し

てみよう。まず、徴税面に分析を絞るため、中央政府が供給すべき公共財水準は先決されてい

ると仮定する。そのとき、ある所得税率（r）および地方公共財補助率（α’）を前提とした下

で求められる均衡がどのようになるのかを知り尽くしているという意味で中央政府が全知全能

ならば、中央政府がとるべき行動は、社会的な厚生を最大にするように、所得税率と地方公共

財補助率を操作することである。

 社会的厚生関数を、バーグソン・サミュエルソンタイプの関数として次のように定義する。

                 肌＝肌（・’，・2）        （3－18）

一方で、中央政府の予算制約式は、

             fγ1一αψ1・げ2一α2ψ2＝島G     （3－19）

 となる。尾は、公共財の価格を表している。そのとき、中央政府のとるべさ行動は、政府の

予算制約式（3－19）を制約として、社会厚生（3－18）を最大にするように、補助率及ぴ所得税率を決

定することとなる。中央政府は、社会的厚生を最大にするという目的を持っているとする。そ

のとき、そのためには、最適課税体系（最適所得税率と最適補助率）はいかなるものになるか

を検討しよう。

 以下のラグランジュ関数をおく。

。αそ、・…豚（11・・2）十μ／fγ’十Cγ2一α1ψLα2ψ2）．島Gl

ここで、μは政府の予算制約式に付随したラグランジュ乗数であり、政府の税収が一単位増加

したときの社会的限界効用を表している。もし、二階条件が満たされるならば、最大化問題の

解は、以下の条件式を満足するように決定される。

     荻’ ．棚’ ．棚一’  ． ．6x・’  ．棚’’  ．〃’
～レ。α・十心万叫万）十円（μ∴万叫万十”量万）

                                      （ゴ＝12）
                  棚’   棚一’
         十μ｛（一9D’）一α’9■r7一α・’91＝r｝＝0

                  aα    aα

                                       （3－20）
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   1荻1 〃I 〃2   〃2  〃2 〃’豚1（・・■”十・二I7・小万）・豚2（・二・7外7・・二■7）
                                       （3－21）
                           棚I   棚2
                 ＋μ｛（γ1＋γ2一αIg一一α2g一｝＝O
                            〃     〃

      励
ここで、w’…一と定義されており、地域ゴの効用が一単位変化したときの社会的限界効用を
      励

表している。さらに、地方政府の効用最大化条件（3－4）から所得の限界効用（”）の表現で書き

換え、また、寄付活動の変数に着目するために、予算制約式を全微分したものを用いて私的消

費（X’）の表現を消去すれば、（3－20）及ぴ（3・21）は、

     dD一’  ．．ゴD’ ．、 ．     ．  、∂D’  ．6D一’
  ”小aα1＋舳；：万十”（ψ’）十μ｛（一ψ’）一的万一α一句万｝＝0（3勿

   棚2  棚1              〃1  〃2・1ｬ7・・2略万・ル1（一γ1）・λ2・2（一γ2）・μ1（γ1・γ2一α1・7一α2・Tl－0

（3－23）

4．1最適補助率

補助システムが持つ制度上の非効率性（超過負担）

 補助システムにおいて補助率が変化すると、地方公共財の実質価格が変化し地方公共財の供

給量が変化する。そのとき、補助システムは、制度上の非効率性を持つ。したがって、最適な

補助率は、その非効率性を考慮して設定されなければならない。まず、この制度が持っ非効率

性を明示的に表すことにしよう。そうすることによって、最適な補助率がこの日効率性をどの

ように考慮して設定されるのかを理解することが容易になる。補助率の変化を通じて実質価格

が変化したときに生じる非効率性は、地方公共財供給量のタームで、代替項Dξとして表される。

この符号は・負と帆値接効果（D二）に対して・代替項D1及び所得項Dl（・・）を用い

てスルッキー分解を施せば・それはD二一以一加1と表さ帆（・一1・）及ぴ（・一1・）で示された

補助率と地方公共財供給量の関係を用いて、補助率が変化したときの全効果は、代替項と所得

項の表現を用いて、

筈一”筈一ユ（μ一〃叫）
aα φ’aα H

（3－24）

及び

告・箭差；・榊一〃・1） （3－25）

と表される。

      一び、
・D二＝     x    く0と計算される。

   礼σ二’一礼へ
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所得の社会的限界効用

 次に、所得項の部分を経済学的に理解するために、所得の社会的限界効用 （〆）の概念を導

入しよう。それは、

           1  。 。   。 。 ．   。。  1  。 ．   ．  1
  プ…”一〃万（α’Dl＋α→D；：D二）十～（万D；二Dl）十へ（万Dl）（洲

と表される。まず、第一項は、所得の限界効用に各地域の社会的重要度を掛け合わせたもので

あり、地域の所得が一単位増加したときの地域の効用の変化を通じた社会的限界効用と考える

ことが出来る。一方、第二項は、各地域の所得が増加したときに、各地域の地方公共財供給量

の変化から生じる税収の変化による社会的限界効用の変化分を表している。また、第三項およ

び第四項は、地方公共財供給量変化の一次の外部性による社会的限界効用である。すなわち、

（3－26）は、所得の変化によって、地域の効用変化及ぴ地方公共財供給の変化から生じる政府の税

収変化を考慮した社会的限界効用の変化を表しており、一般的な意味での所得の社会的限界効

用を表している。

 では、次に（3－26）のそれぞれの項の符号を考えてみよう。まず第一項は、正となる。また、第

二項は、所得の増加による地方公共財供給の変化による税収の変化であり、二次の外部性の特

質及ぴ補助率に依存している。第三項および第四項は、一次の外部性の特質および二次の外部

性の特質に依存している。したがって、全体の符号は、外部性の特質、均衡の安定性、他地域

への補助率などによって決められる。9

 外部効果の部分を明示的に表すために、所得の限界効用の直接的効果の部分を7二とし、残り

の部分を間接的効果（外部効果）としてγ二と定義すれば、

                           1
                 7二≡加Lμα’9一（D三）     （3－27）
                           ∬

               1   。 一   ．．  1  ． 。   。 ． 1
        ・二…一μα→・万（D；二D三）十”小（万D；＝D二）十商Z（万D二）（州

となる。間接的限界効用の符号を考えてみよう。第2項及び第3項は、一次の外部性による社

会的限界効用であり、外部性が正である限り、正となる。しかしながら、地方公共財補助率が

正である限り、第1項は負となり、符号は確定しない。これは、外部性が社会的に望ましいも

のであっても、その影響により地方公共財供給量が増加するために、国からの補助額が増大す

g外部効果がない経済での符号を考えてみよう。Dレ＝0とおくと、そのとき、所得の社会的限界効用（3・26）は、

〆…ル’一μα’9D王となる。第一項は正である。通常、補助ではないケース（税金）では、αは負となり、

所得の増加は税収の増加を生み出すために第二項も正となり、所得の社会的限界効用は必ず正となる。しかし、本章

で検討する補助システムでは、所得の増加によって地方公共財供給が増加するために税収が減少し、その効果により

負となる。そのときには、社会的限界効用の符号は、確定しない。すなわち、補助システムが存在する下では、所得

が上昇したとしても、それが政府からの補助額支出を大きく増大させるときには、社会効用を減少させる可能性が存

在する。一般的には、さらに外部効果が存在するために、他地域の地方公共財供給行動を通じた間接効果が加わる。
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るからであり、その補助の増大が社会厚生を低めるときには、間接的な所得の社会的限界効用

は負になる可能性がある。

条件式の解釈

 これまでのところで、最適補助率の条件式を解釈するための準備段階として、補助システム

が持っ制度上の非効率性及ぴ効率的な部分として所得の社会的限界効用を考慮し、その符号を

検討した。そこでこれらの表現（3－24），（3－25），（3－27）及び（3－28）から、地方公共財補助率の条件式

（3・22）‘ま、

～（舌ψ1）・へ（舌・1）・μチ（αψ1・α抑・1）・（γ1・・1一μ）ψ

                                        （3－29）

と書き換えられる。（3－29）の左辺は、代替項に関わる非効率性の部分である。これらの非効率的

な部分を解釈するために、地方公共財供給の外部効果を考慮して実質価格が変化したときの白

地域と他の地域における地方公共財供給量の補整的変化分（ωi、及ぴωプ）は、
                             ρ       ρ
                      1
                  ㎜’、≡一D二        （3－30）
                   ρ ∬
                     1
                 ωフ≡万D；二以         （3■I）

と表される。均衡が安定であれば、㎜’一（実質価格の上昇による白地域の補整的変化分）の符
                  ρ

号は負となる。また、均衡が安定であり、かつ外部性の特性が補完的（代替的）であれば、

△D’’（実質価格の上昇による他地域の地方公共財の補整的変化分）の符号は負 （正）となる。
 〆

 また、実質価格の変化が、社会全体の地方公共財の変化を通して総補助額に与える補整的変

化を△∫、と定義すれば、それは、
   ρ
               心、…α’9ω、十α一’9ωブ      （3－32）
                ρ        ρ         ρ

と表される。また、この符号に関して次を得る。均衡が安定であり、かっ外部性の特性が補完

的であれば、△∫、の符号は負となる。
       ρ
 ここで、補整的変化の表現（（3－30），（3－31），（3－32））を用いて、（3－29）を整理すると

       〃’小（9）ωノ・w一㌦；1（9）ωレ・μ（一9）㎜、1 、 、

                              ＝η十γ。一μ  （3－33）
                  ψ’

となる。まず、右辺を解釈してみよう。右辺は、民間部門に購買力を振り向けて所得が一単位

増加したときの各家計の社会的限界効用（直接的（7二）、間接的（7二））の平均と、公共部

門に購買力を振り向けて税収を一単位増加させたときの社会的限界効用（μ）の差を表してい

る。つまり、政府と民間のどちらに購買力を配分することが、社会的に見て効率的かを表して

いる。完全に効率的であれば両者は一致することから、右辺は、不効率性の度合いを表してお

り、絶対値の値は効率性のロスの大きさと理解できるであろう。Io

1o外部性が存在しない場合には、7〃一μによって、効率性が示される。しかし、外部性があるときには、外部性が
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 また、左辺の分子第1項及ぴ第2項は、地方公共財補助率の変化によって引き起こされた地

方公共財供給量の補整的変化の一次の外部性を通じた民間の社会的限界効用であり、第3項は

地方公共財補助率の変化によって引き起こされた総補助額の補整的変化を通じた政府税収の社

会的限界効用を表している。また、分母は、地方公共財供給額を表していることに気付けば、

次の命題を得る。

命題3－3

繊骸助率’は、春地域の鮒公撤媒緒姦アと、織率の；変化が夕／き産にナ杜三会酌鯛の繊ク

変化と〃ク比率功ゴ、 動ミ率性のタ書／こ等；しくなるよラ／こ炭定き’れる。

つまり、最適な地方公共財供給に対する補助率は、効率性の差に等しいような社会的効用の補

整的変化が起こるように、決められなけれぱならないことを示している。すなわち、左辺は制

度が持つ非効率性であり、その部分を考慮した公共部門の効率性と、民間部門の効率性を等し

くするように、補助率は設定されるのである。また、第2章と比較すれぱわかるように、補助

率の決定に際して公平性のタームは問題とはならない。なぜなら、補助率は、各地域の地方公

共財に差別的に個別に設定されているからである。

4．2最適所得税率

4．1では、地方公共財補助率に関する条件式を解釈してきた。所得税率に関しても同様に理解

できる。所得税率が両地域の地方所得に影響を及ぼしていることに気付けば、税率変化に対す

る地方公共財供給量への全効果は、次のように所得の変化の効果の和として表される。すなわ

ち、

          dD’   aD’  a（1－C）γ’

           〃 3（1－c）γ’ 〃

                1
             ＝1一・凧帥二叫（■門7）｝

と表される。

 地方公共財補助率に施したのと同様の方法によって、所得税率に関わる条件式（3－23）を、所得

の社会的限界効用の定義を用いて変形すると、
                 2
              0＝Σ（γ二十γ1一μ）（一γ’）        （・判

                仁一

となる。この式において、最適補助率の条件式（3－33）と違い左辺（補整的変化分）が0になる理

ある分だけその条件が補整され、外部性を考慮した所得の社会的限界効用を政府税収の社会的限界効用と一致するこ

とが効率的となる。
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由は、本章における所得は’定であり所得税は一括税と変わらないからであり、徴収時に補整

的変化、すなわち効率性の1コスが生じないからである。一方で、外部性が存在する本章のモデ

ルにおいて、ファーストベストの資源配分状態は、れ十7二＝μが達成されている状態Hであり、

所得税の条件式は、その状態とは一致しない。この所得税体系が非効率性の問題を引き起こさ

ないにもかかわらず、ロスのない所得税によってこの状態が達成できない理由は、設定される

所得税体系がすべての地域に関して同’であり、公平性の問題を解決できないからである。二

地域が同一ではなく、両地域に同一の課税しかできない状態では、最適な所得税体系は、公平

性と効率性のトレードオフに直面し、両方を埋め合わせる形で所得税が課されることになる。

 このことは、（3－34）を以下のように書き直すことによって、確認できる。

           0』十ん■μ・γ・（Ω1－1）・ム（Ω1－1）   （…）

                μ    μ      μ

万・γ4・（／一肌1・プモ戸・Ω1・γ㌣φ亨ん・ψ定義1れて

いる。ここで、フ／二，7二，7〃，フ・、は、それぞれ個人’の所得が変化したときの、直接的社会的限界

効用、外部効果を考慮した間接的社会的限界効用、所得の直接的社会的限界効用の平均、所得

の間接的社会的限界効用の平均を表している。また、、糾，Ω二，Ωζは、それぞれ、全所得に対す

る地域ゴの所得のシェアー、所得の直接的分配特性、及び所得の間接的分配特性を表している。

 補助率の条件式と同様に、第一項は、4．1で述べられた効率性のタームである。一方、第二項

は、地域所得の外部性を考慮しない直接的な分配特性が1とどのくらい乖離しているかを表し

ている。直接的分配特性は、その定義から、各地域の所得の直接的社会的限界効用を各家計の

需要構成比で加重平均したものであるから、所得の直接的社会的限界効用の高い家計が相対的

に多く消費するほど直接的分配特性は大きくなる。完全に平等に需要されている場合には、分

配特性は1となり、この項は消滅する。よって、この項は、地方公共財の直接的な不公平性を

表しており、直接的な公平性のタームと理解できるであろう。一方、第三項も同様に理解すれ

ば、外部性効果の公平性のタームと理解できるであろう。すなわち、第二項及ぴ第三項は、そ

れぞれ直接的及び間接的な地域所得の公平性のタームと理解することが出来る。したがって、

j暴蜥≠宇撹ミ率〆ま、効率…佳と所チ箏の公平栓を考慮して、 C3－3りを滅たラ』よ’う！こ決定き一れな’プれタコな

らなレ㌧

              r       月
さらに・（｝34）は・（・，・γ二）γ1、戸・（7二・・1）γ1。月一μと書きかえら紙そのとき

次の命題を得る。

lIこの状態は、各地城の個別の所得税を課したときに達成することができる。個別の所得税は、個別i括税と同じで

あり、これは、厚生経済学の第二基本定理と対応している。

75



命題3－4

最適所得税体系は、所得のシェアーで調整された所得の社会的限界効用が、政府税収の社会的

限界効用に等しくなるように決定される。

 上で述べたように、ファーストベストな状態は、所得の社会的限界効用と政府税収の社会的

限界効用が等しくなる状態（れ十7二＝μ）で達成される。しかし、異質な二地域が存在する

下で、所得税率は一つに定められなければならない世界では、公平性の問題を調整することが

出来ず、ファーストベストな状態は達成できない。効率と公平の両面を考慮した次善の意味で

の最適な所得税率は、上記の様に所得シェアーで調整された家計部門と政府部門の限界効用を

等しくするものとなる。

4．3補助率と外部性

 これまでの分析では、最適な所得税率および補助率が満たすべき条件を一般的に論じてきた。

以下では、最適所得税体系が設定されている下で、より具体的に、補助をすべきか課税をすべ

きかという政策が、外部性の存在によってどのように変わるのかを検討してみよう。（3－34）から、

所得に格差がある限り、二地域の内、ある地域において政府予算の規模が最適な状態よりも過

大に（γ二十γ二＞μ）、もう一方の地域において過小（れ十γ二＞μ）になる。

 ここで、一般性を失うことなく、第1地域で政府が過小に、第2地域で政府が過大になって

いると仮定する。以下では、少し制約を導入し、一次の外部性（心’）が十分小さいとしよう。

そのとき、補助率の最適条件式（3－33）から、

                 △3，〉0，△∫，く0             （3－36）
                  ρ       ρ

を得る。所得税が最適に設定されている下では、最適補助率は、政府予算の規模が最適な状態

よりも過小（過大）な地域で、総補助額の補整的変化が正（負）になるように決められなけれ

ぱならないことになる。

 また、補整的変化の定義（3－36）に（3－30），（3－31）及ぴ（3－32）を代入して、ψ二く0で除せば、

            α1＋α2助く。及ぴα2＋α一Dレ〉。

               ∬         ∬

を得る。ここで、補助率の符号に関して次を得る。

（3－37）

命題3－5

ガ筋艦が存在しないピD’．＝0ノなら！式第エ地妨C嫉鰍j週4・ノにぼ漉Cα1く0ノを
           D’

課し、第’2地域C中央鰍j過メ＝ジには徽ピα2＞Oノを与えることが1最澄である。

この結論は当然の結論である。このことは、効率的観点から見て中央政府が過小になっている

地域には税を課し、資源を中央政府に吸い上げ、過大になっている地域には補助を与えて中央
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政府に資源をまわすように、補助率が決められることを示唆している。

 しかしながら、外部性が存在するケースにはこのような結論は一般的に得られない。外部性

が存在するケースに関して、補助のあり方を考えてみよう。一般性を失うことなく、（3－37）を以

下のように書くことにする。

                 α1・α2D二I

                       ＝■0           （3－38）                   H

                 α2＋α1D」ろ

                    H

ここで、αおよぴろは、正の数である。（3・38）及ぴ（3－39）を補助率に関して解くと

                 αI・一（・・ω二I）

                  α2・αDLユ・ろ

となる。容易に、次の命題を得る。

（3－39）

命題3－6

各地域の外筋螢の停僅が鵜肋（Dレ〉0）であれ！式第ノ地物こは碗を潔しCα1く0ノ、第

2地助こ倣補助をナるCα2＞0ノペきで；ある。

αI

3－39）

一39）一39）

（3・38〕

z

安定の場合に1 Hは負となり、代替的なので（3－38）式

すなわち、外部性の特性が補完的である限り、補助をするか課税をするかは、外部性がない場

合と同じである。一方、外部性の特性が大きく代替的であるケースには、α1＞0，α2く0とな

る解も考えられる。そのときには、過大な地域にさらに中央政府を大きくするような税を課し、

過小な地域にさらに中央政府を過小にするような補助を与えることが最適になる可能性がある。

以下では、図を用いてそれを確認しよう。（3－38）及ぴ（3－39）は、以下のように表される。

          1

（3・38）

α2

安定の場合にl Hは負となり、代替的なので（3－38）式及ぴ（3－39）式におけるα1軸との交点は、

いずれも負となる。どちらの交点が大きいかはわからないため、（3－39）式に関して3種類の直線

を引いている。このとき、ありうる均衡点はノ（αI＞0，α2＞0），3（α1＞0，α2〈O）及び

，C（α1く0，α2く0）であり、均衡点ノは、外部性がない世界で得られた結論と同じであるが、

均衡点3，Cは、補助と課税が違ってくる。すなわち、外部性の影響によって、どの地域に補助

をし課税をするかは、違ってくるわけである。
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 以上では、外部性の特性によって、補助率の符号が変化する可能性を見てきた。以下では、

所得税率と補助率の条件式を組み合わせて、地域間の補助率の大きさを比べることにする。

4．4補助率の大小比較

 最後に、補助率の大きさを比較する。前小節と同じように、一次の外部性が十分小さいとき、

政府の選択変数（地方公共財補助率と所得税率）に関する2つの条件式（3－5）および（3－6）は以下

のようにまとめられる。

                 （・9）心、1ん十γ1一μ
                     ＝             （3－33）’
                  ψ’   μ

                   2
                0＝Σ（れ十71一μ）（γ’）       （3■・ア

                  ’自、

以上の二式から、次を得る。

                  雌1 △∫。
                   ρ 十  ρ 二0             （3－40）
                 ／剖／剖

（3－40）は、最適体系は、各地域の地方公共財のシェアーで調整された各地域の実質価格変化によ

る補助額の補整的変化分の和がゼロになるように決められなけれぱならないことを示している。

 また、（3－32）を（3－40）に代入して

叫芸卑）・竿一・
を得るので、各地域への補助率の比は、次のように導出される二

                   △D2、 ω2，
                1  ργ1＋ ργ2

               α2 ωI． ω1，

すなわち、

              α＿  D－  D2
              α2

となり、各地域への補助率の大小は、各地域の公共財供給量、所得、代替効果、及び外部性の

度合いによって決まることになる。各地域への補助率の絶対値について次を得る。

命題3－7

グ縦破糾こ馳て0くD山1・1くD二1棚立ナ肋蝋1α11・1α21と紙
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先に述べた第1地域と第2地域を用いて表現すれば、0くD二・く1くD二Iのような外部性があ

るときには、第1地域から第2地域への外部性が相対的に大きいために、第1地域への補助シ

ステムを通じた政府の介入が第2地域への介入よりも大きくなる。

第5節 むすび

 地方公共財は、中央政府が供給する防衛のような通常の公共財と違い、地方間のスピルオー

バー効果を通して外部性を及ぼしあう。そのときには、地方公共財供給の均衡状態はある補助

率及ぴ所得税率を所与として、お互いの地方公共財供給に関する予想が一致する均衡（ナッシ

ュ均衡）として求められる。政府は、補助率及ぴ所得税率の結果として生ずる均衡のセットの

中から、最適な均衡を導くような補助率パラメーターを設定する。

 本章では、地方分権的な経済における、中央政府による地方公共財への補助金のあり方に着

目し、補助率の変更が引き起こす地方公共財の実質価格変化に伴い、均衡として達成される各

地域の地方公共財供給量や総補助額がどのように変わるのかを、地方公共財が互いに持つ外部

性の特性をクラス分けする事によって一般的に論じたあと、最適な補助政策が満たすべき条件

を導出した。この条件は、通常の公平姓及び効率性の条件に加え、外部性から生ずる効果をも

考慮して、最適な補助率が設定されなければならないことを示している。また、外部性の特性

によっては、外部性がないときに比べて反対の政策（つまり補助に対して、課税）がとられる

可能性があることが示された。

 今後の分析として、以下のような拡張が期待されるであろう。第一に、本章では、焦点を絞

るために、2タイプの個人のみが存在するケースを考えたが、本章のフレームワークを用いて、

より一般的なηタイプの個人が存在するケースヘと拡張することも可能であろう。第二に、各

地方政府は地域住民の効用最大化を達成するように地方公共財を供給したが、他の目的を持っ

ているケースも考えられ、そのような場合の最適補助システムを探ることも必要であろう。第

三に、所得を一定であると仮定した。最適課税諭の分野では、課税において労働供給の変化が

課税方式に大きく影響を与えることが知られている。本章のフレームワークに従えば、中央政

府のシステムが各地域の地方所得に影響を与える可能性が考えられる。また、労働供給が内生

化されるならば、他の地域の地方公共財の外部性が労働供給に与える影響も考慮しなければな

らないであろう。これらの点は、今後の課題としたい。12

補論

1， 謔P章及ぴAkai㎝dHomma（1996）では、寄付理論（社会的貢献活動）の立場から、労働供給に与える効果の分析を

行っている。
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本文では、均衡の安定性の仮定の下で議論を展開した。ここでは、均衡の安定性が達成され

る十分条件を提示する。

仮定：直接（内部）効果の優越性

● 任意の地域の地方公共財供給の直接（内部）効果（各地域の限界代替率に与える地方公共

  財供給の効果）は、他地域から受ける間接（外部）効果（各地域の限界代替率に与える他

  地域の地方公共財供給の効果）よりも絶対的な意味で優越的である。すなわち、すべての

  ’について

                    荻’
                1州く万九一州

が成立する。

この仮定の下で、次の補題を得る。

補題3－1

直接（内部）効果の優越性の下で、均衡は安定となる。

証明

      一1
外一  生であるので、仮定よりlDレ1く1となる。ナッシュ均衡が安定である
    礼一ρ礼

ための必要十分条件は、1ルDブ1く1で表されること1こ気づけば、安定性は満たされる。／／

証明終わり

 次に、この仮定の下で、補助率の変化による社会全体の総地方公共財供給量への影響も導出

することが可能である。以下の補題が得られる。

補題3－2

直接（内部）効果の優越性の下で、ある地域の補助率の下落（実質価格の上昇）が総地方公共

財供給額に与える影響は、外部効果の特性に関わらず、負となる。

証明

総効果は、

        坐棚’棚一’1     1
        砂＝φ十φ＝万（巧十D〃＝万（1＋D，）巧

                        棚
と帆仮定よ1得られるlDプ1・’lDlく・よ1・万・0を瓢／・醐終わ1
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第4章 最適年金課税の分析
     一健康投資存在下における理論分析㌧

第1節はじめに

 高齢化社会が到来するにつれ、将来の年金・医療に代表される社会保障システムのあり方が

注目されている。最適な財政システムを考える上で、どのような社会保障システムを構築する

のかということも、重要な要素である。財源面に焦点を当てるときには、増大する社会保障シ

ステムの費用をどこに求めるかということは、最適な課税の問題として分析することが出来る。

本章では、最適な財政システムとして、年金問題に焦点を当て、最適年金課税のあり方を分析

する。

 年金問題を考えるためには、各個人が老後をどのように考え、その上で異時点問の最適化と

して若年世代の消費をどのように行うかとを知ることが必要である。その中でも、寿命は、個

人の行動を決める上で、重要な要素である。近年、若年世代の生活スタイルが寿命に影響を与

えていることは、医学的にも注目されている。年金問題を分析する上で、寿命が何歳であるか

という問題だけではなく、それらはどのくらい不確実なのか、また若年世代の生活スタイルを

通してどのくらい内生的に決定されているのかということも、分析段階で考慮しなければなら

ない。若年世代の行動が寿命に影響を与えるという最後のポイントは、理論的に十分には分析

されていない。

 Davis andKu㎞（1992）は、寿命に影響を与える行動があるときの社会保障の効果を分析した。

彼らは、利子率が外生的に与えられた下での2期間モデルを用いたが、そのようなセッティン

グでは積み立て式年金モデルしか分析できない。ほとんどの国の年金は、賦課方式に近い形に

よってファイナンスされていることからも、賦課方式を考慮したモデルを分析することが必要

であろう。

 そこで本章では、寿命に影響を与えるような健康投資を独自に行うことが出来るモデルにお

いて利子率を内生化し、最適な財政システムの一つとして、賦課方式の最適な年金システムを

分析する。その結果、以下の結論を得る。まず、DavisandKu㎞（1992）では仮定されていた競争

均衡と社会的最適配分の存在を証明し、競争均衡が持つ、以下の3つの性質を示す。第一に、

貨幣均衡で達成された資源配分は、若年世代に一括税を課してファイナンスされた社会保障シ

ステムと同じ配分となること、第二に、貨幣や一括税で徴収された年金システムの導入は、最

適資源配分を達成できないこと、第三に、競争均衡では、平均寿命は最適なレベルよりも長く

なることを示す。さらに、本章では、最適資源配分を達成するために、一括税以外の年金シス

テムを分析し、年金をファイナンスする手段として健康投資税か消費税を導入することによっ

．本章は、Maeda㎜d A㎞i（1995）を加筆修正したものである。均衡の詳しい存在証明は、M舵da㎝d A㎞i（1995）を参照

していただきたい。
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て、最適な資源配分が達成されることを証明する。

 本章は以下のように構成されている。まず第2節では、健康投資を考慮したモデルを構築し、

最適な資源配分と競争均衡で達成される資源配分を特徴付けする。第3節では、競争均衡で達

成される資源配分は最適な資源配分と一致しないことが示される。第4節では、固定一括税に

よってファイナンスされた年金システムは、非効率的な資源配分状態を改善するこができない

こと、また、競争均衡において達成される健康投資量は、最適なものよりも過大であることが

証明される。第5節では、最適資源配分を達成するために、年金システムをファイナンスする

手段として健康投資税と消費税を検討する。結論は第5節で述べられる。

第2節 モデル

2．1環境

まず本節では、個人が毎期誕生する世代重複モデルを考える。毎期誕生する世代の人口を一定

とし、それを1に正規化しよう。各個人は、最大で2期間生きることが出来るとする。しかし、

寿命は不確実であり、何らかの理由によって、第1期末に亡くなる可能性が存在するとしよう。

Ic期に誕生する個人の効用は、〃（c’（c）十βε［〃（o、（’斗1））］で表される。ここで、o、（∫）は、第’

世代の第s期での消費を表す。βは、Oくβ≦1の範囲にある主観的割引率である。μは連続的

であり、その要素に関して強く増加的、強く凹であり、2階微分可能であると仮定する。世代C

の若年期における健康投資量をゐ（f＋1）としよう。本章では、寿命に影響を及ぼす健康投資を導

入するので、彼が第2期（すなわち、老年州期）まで生き延びる可能性をその健康投資量に依

存した形でρ（仰十1））と表そう。ρも同様に、その要素に関して強く増加的、強く凹であり、

2階微分可能であると仮定する。そのとき、生涯的効用は、〃（C、（C））十座（乃（C＋1））〃（C’（C＋1））に

なる。

 この市場には、ただ一つの非耐久財が存在し、若年期にのみこの財を〃個配分され、老年期

には配分されないとしよう。2このW個の財は、若者（若年期の人）の消費、老人（老年期の人）

の消費及び若年期の健康投資量に配分される。そのとき、市場における実現可能性条件は、

I寿命の不確実性を考慮した既存分析は多数存在する。Y倣i（1965）が、この観点から社会保障の役割を分析した最初

の文献である。Lεvhπi㎜dMiman（1977），She舳ski andWeiss（1981）及ぴHu（1986）もまた不確実な寿命を考慮した

分析を行っている。Kotlikofraod Spivak（1981）は、年金市場として家計を考慮した分析を行っている。Abel（平985）は、

異質的個人が存在するモデルにおける寿命の不確実性の効果を分析した。また、寿命の予想形成に関する分析に関し

ては、H2mem6sh（1985）を、生活と健康に関わるリスクに関するサーベイについては、Visicusi（1993）を、死亡確率を

考慮した王朝マクロモデルに関しては、Boit6r（1988〕を、それぞれ参照のこと。

2簡単化のために、所得は固定であると考えている。Akai日nd Maeda（1996）は、生産を明示的に考慮して、同様の分析

を行っている。
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             C、（r）十ゐ（C＋1）十ρ（ゐ（C））C’．一（‘）＝W

と表される。ρの採りうる範囲は、［0，1］であり、〃。ρoも強く凹であるとする。つけ加えて、次

の境界条件を設定する。すなわち、 1imμ’（c）二〇〇，1imρ’（ゐ）＝oo，μ（0）〉0とPω＞o．

                c→0    ん→0

2．2．社会的最適資源配分

 はじめに、社会的に最適な資源配分の特徴を記述する。以下では、すべての。期において

C、（f）＝CO，C、．1（C）＝01そして乃（C）＝月となる定常均衡状態のみを議論する。社会的最適資源配分

は、次の問題の解として表される。
                maX〃（0。）十座（乃）〃（0一）
                C。，弓，乃

                   SuI＝jeCt tO

                C。十わ十ρ（乃）01＝W

これより、社会的最適資源配分は、

                  ・’（δ。）
                      ＝β，          （4－1）
                  〃，（弓）

                〃（δ1） 1＋ρ’（ん）石1
                   ＝       ＿    ，                            （4－2）

                〃’（δ。） 座’（ん）

                δ。十カ十ρ（ゐ）ζ＝w        （4－3）

によって、特徴付けされる。

とが出来る。

ここで、この社会的資源配分の均衡が存在することを証明するこ

命題4－1

を会酌最澄爵源配分何，弓，ん｝が存在ナ6。

詳しい証明は、本章の基礎となった論文MaedaandAkai（1995）を参照。

2．3競争均衡

 次に、各消費者が効用最大化行動を行うことを前提として、競争均衡を提示し、競争均衡で

達成される資源配分の特徴を記述する。若年世代が第2期に資産をトランスファーする事を望

む世界においては、貨幣が存在する。］消費財のタームではかった貨幣の価格をmとしよう。

，本章のモデルに、actu町ial mtesを導入したとしても、結論は変化しない。a舳町ial notosの利子率は、讐幣の利子率と

同じになる、すなわち、ψ〃になる。本章で、actuarialmtesの代わりに貨幣を用いた理由は、本章での結論をS㎝皿1s㎝
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また、各若年世代による貨幣の需要をmωとしよう。若年世代は、mωの貨幣を購入するために、

mmωの消費財を支払う。もし、彼らが第2期まで生き延びるならぱ、保有している貨幣を使

うことによってψ十ηmωの消費財を購入することが出来る。ここで、ある。期末に亡くなる個

人の貨幣は、政府によって没収され消滅すると考えよう。4このとき、貨幣供給量は毎期変化す

るけれども、財の・実現可能条件は影響を受けない。社会的最適均衡と同様、若年世代が毎期同

じ量の貨幣を需要し、mmωが時間を通じて一定であるような同質的定常均衡のみに焦点を当

てる。すなわち、g（f）m（C）＝g（f＋1）m（’十1）となる。’期での貨幣供給量を〃ωであるとしよ

う。若年世代の人口を1に正規化しているので、貨幣市場での需給均衡条件は、m（C）＝M（C）と

なる。生存確率は、ρ（乃（c＋1））なので、第f＋1期での貨幣供給量は、

M「（f寺1）＝ρ（ん（C＋1））M（∫）になる。したがって、次を得乱

        9（r＋1）＿m（f）一M（c）＿ M（f） ＿ 1
            一        一         一               一                   （4－4）

         9（C） m（f＋1）M（C＋1）ρ（ゐ（’十1））M（C）ρ（ん（C＋1））

                         1
それゆえ、貨幣均衡では、貨幣の利子率は、     になる。
                       ρ（乃（f斗1））

 そのとき、各個人の予算制約は、次のようになる。
               c’（C）十ん（f）十Z（C）十9（C）m（f）＝w

                                             （4－5）
               c、（け1）＝7（f＋1）1（f）十9（C＋1）m（f）

ここで、z（c）は、私的な貸借を表している。また、7（c＋1）は・その利子率を表してい乱

 貨幣均衡においては、裁定条件と（4－4）より、

                    9（c＋1）  1
               7（C＋1）＝  ＝           （4－6）
                     9（’）  ρ（乃（f＋1））

が成立する。o’（C）：oO，C、（f＋1）＝Cl，ん（C）＝ゐ，〆（C＋1）＝7となるような定常均衡を考えよう。

このセッティングにおいて、最適問題は次となる。

                  maX〃（0。）十雄（ゐ）〃（01）

                     Su句eCtt0

（1958）の結論と比較するためである。

4この仮定をおくことによって、貨幣の役割はアクチェアリアルノーツ（aOtu町ia1noteS）と同じになる。 （アクチェア

リアルノーツとは、その個人が死亡したときにその価値が自動的になくなる証券である。アクチェアリアルノーツに

関しては、Kami㎜dZilcha（1986．1989）を参照のこと）遺産動機がないときには、もしアクチェアリアルノーツが利用

可能であるならば、個人はレギュラーノーツ（reg”1町mt65）を持とうとはしない。

 Y捌一i（1965）によって述べられたように、個人の生存期問が不確実であるモデルでは、2種類の保険を導入すること

が出来る。すなわち、アクチェアリアルノーツとレギュラーノーツである。これゆえ、アクチェアリアルノーツを膿

入することは、年金受給権を購入することと同じである。この個人は生きている限り利子を受け取ることが出来る。

一方で、アクチェアリアルノーツを発行することは、生存保証型のローンにはいることと同じである。この個人は、

生きている限り利子を支払わなければならないが、死亡と同時に、支払いの義務から解放される。それ故、アクチェ

アリアルノーツを導入することによって、生活保障システムと年金システムの両方を導入することが出来る。
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・。・乃・Lw
                      7

したがって、貨幣均衡で達成される配分［Cポ，C㍗，ん”｝は、次の式によって特徴付けされる。

                 ・I（・ポ）

                     ＝β，          （4－7）
                 ・■（・㍗）

                ・（・㍗）  1
                   ＝    ，               （4－8）
               〃’（c㌘）助’（ん”）

              ・8・カM・ρ（ん”）・㍗＝W       （49）

 貨幣均衡が存在するならば、この均衡によって達成される配分は、上の式を満たす。ここで、

少なくとも、政府の介入がないときには、確実に貨幣均衡が存在することを証明する事が出来

る。

命題4－2

貨幣均衡が存在す’る。

詳しい証明は、本章の基礎となった論文Maeda㎝dAkai（1995）を参照。

第3節 競争均衡の非効率性

 競争均衡における資源配分と最適な資源配分を比較してみよう。ここで、若年世代への固定

一括税によってファイナンスされた年金システムによって達成される競争均衡を特徴付ける条

件式は、（4－7）から（4－9）で表されている。一方で、最適な資源配分を特徴付ける条件式は、（4－1）

から（4－3）で表されている。明らかに（4－2）と（4－8）は一致しない。よって達成される均衡も一致し

ない。以下の命題を得る。

命題4－3競争均衡の非効率性

歳過配分は、麗争均衡においてな蝕されなレ㌧

 最適配分が若年世代への固定一括税によってファイナンスされた年金システムでは達成され

ない理由は、健康投資に外部牲が存在するからである。各個人は、消費を繰り延べることのコ

ストと期待寿命を増加させることのベネフィットを比較して、健康投資の量を決定する。各傭

人が、この投資を決定するとき、達成される利子率は所与である。しかしながら、実際には、

健康投資が大きくなると、老年期まで生き延びる人の数が増加することによって利子率が減少

し、老年期に受け取ることができる額が減少する。この変化を考慮せずに、各個人は行動する。

これは、社会的観点から見れば、負の外部性である。それゆえ、資源配分には歪みが存在する。

では、その歪みは、競争均衡で達成される健康投資水準に、どのように影響を与えているので

86



あろうか。ここで、以下の命題を得る。

命題小4競争均衡における過大な健康投資

競争均衡における健康投資量は、最適な水準よりも過大となる。

証明

（4－1）と（4－7）より、次の二つの可能性を持つ。（A）島く。ポ，弓くψか（B）弓＞Cポ，ζ＞ψが考え

られる。まず、（A）のケースを考えてみよう。（A）のケースには、次が成立する。

              1  〃（ψ） 玖ζ）  1  ζ
                ＝     ＞     ＝   ＿ 十一
            雄’（〃）〃（cκ）〃（ら）座I（ゐ）β

これは、乃く”を意味している。実現可能性条件より、次が成立する。

            cポ十〃十ρ（〃）cκ＝w＝島十ゐ十ρ（乃）ζ

しかしながら、ρ’（ゐ）＞0なので、るく乃Mから、ρ（乃）＜ρ（ゐ”）となる。また、

δOくC8，ζくCκの条件より、左辺が大きくなる。よって、この条件は満たされないことがわか

る。実現可能性条件が成立しないので、ケース（A）はあり得ない。

 これゆえ、残された可能性は、ケース（B）である。このケースは、競争均衡で達成された消費

が、最適なレベルよりも小さいことを意味している。実現可能性条件より、んく〃を得る。

これは、競争均衡における健康投資量は、最適な水準よりも過大となることを示している。証

明終わり。

 各個人は貯蓄に対し将来生まれる利子率を所与として健康投資を行うが、実際には、健康投

資の増加は、寿命を長くし老年期の人口を増加させ、利子率の下落を通じて一人当たりの受取

額は減少する。その効果を考慮するならば、健康投資を行い、寿命を長くするというメリット

は小さくなる。しかし、競争均衡においてはその効果を考慮しないために、過大な健康投資が

行われるのである。5この結論は、健康投資を行って寿命を長くすることは、必ずしも厚生を高

めない事を示している。寿命を長くしようとすれば、若年期及ぴ老年期の消費量を少なくしな

ければならない。消費の減少による効用に対する負の影響が大きければ、たとえ寿命が増大し

たとしても効用は下落する。充実した生活を送ることが大切である。次節では、一括税による

年金システムを考えてみよう。

第4節 一括税タイプの年金システムの導入

，Davis㎜dK㎜㎞（1992）は、よく似た結果を導出している。彼らは、医療サービス、食物治療、運動やシートベルトな

どを含む動作をモデルに導入した。これらの動作は、本章のモデルで仮定されたように、寿命を延ばす。しかしなが

らD冊isandKu㎞（1992）のモデルでは、喫煙などの寿命を短くする動作も導入した。それゆえ、彼らが用いた財の範囲

は、本章のものよりも一般的である。
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固定一括税でファイナンスされた年金システムを考えてみよう。そのとき、各個人の予算制約

は、次のようになる。

            o、（r）十ゐ（f）十Z（C）÷9（C）m（C）＝w一句（C）

            c、（C＋1）＝r（’十1）’（C）十9（’十1）m（C）十匂（ゴ十1）

ここで、’（c）は、私的な貸借を表している。また、7（c＋1）は、その利子率を表している。

々（c）は、年金システムをファイナンスするための固定一括税であり、匂（c＋1）は、老年世代へ

の年金額である。第2節と同様に、すべての1において匂（C）＝あ。，々（C＋1）＝句となり、

o、（f）＝CO，C’（f＋1）＝C1，ゐ（f）：ん，r（∫十1）二γとなるような定常均衡を考えよう。このセッティ

ングにおいて、最適問題は次となる。

                 maX〃（C。）十座（ん）〃（0I）

                     Su吋eCt t0

、。。ん。旦中島。旦

                     7         7

若年世代の人口は1、老年世代の人口はρ（乃）であるので、政府の予算制約は、

                    ρ（ん）ろ1＝ろ。

となる。（4－6）から7＝1／ρ（乃）なので、貨幣均衡で達成される配分［cポ，C㍗，”｝は、次の式によ

って特徴付けされる。

                  ・’（・κ）

                      ＝β，          （4－7）’
                  ・1（・㍗）

                 μ（・㍗）  1
                     ：         ，                             （4－8）’

                〃I（cポ） 雄’（ゐ”）

               ・κ十〃十ρ（ゐM）・㍗＝W       （4・9）’

政府の予算制約を満足する各政策（ゐO，4）に対して、貨幣均衡が存在するならば、この均衡によ

って達成される配分は、上の式を満たす。この3式は、明らかに（4－7），（4－8）及ぴ（4－9）と一致する。

ここで、ある年金システム（あ。，わ1）＝（ろ8，わ1■）≠（0，0）において貨幣均衡が存在すると仮定しよ

う。そのとき、 （ろ。，ろ1）＝（ろ♂，〆）によって達成される配分は、（ろ。，匂）＝（0，O）によって達成

される配分と同じであることを証明することができる。すなわち、貨幣均衡では、固定一括税

によってファイナンスされた年金システムは、意味がないことになる。67次の命題を得る。

‘社会保障システムの導入の効果は、政府債の変化の効果と似ている。現在世代と将来世代が遺産によってつながって

いるとき、社会保障システムの導入は、同量の貯蓄の減少によって相殺される。B㎜o（1974）を参照。それ故、社会

保障システムの最適レベルは、決定されない。その結果は、本章の結論とよく似ている。本章では、社会保障システ

ムの導入の効果は、貨幣という形の貯蓄によって相殺されている。

1固定一括税によってファイナンスされた公的年金と私的な貯蓄は、資源配分において同じ役割を果たす。しかし、

その二つの問を区別する様々な方法がある。K趾niandZilch列1986）は、年金が公正でない環境を導入した。Di㎝㎝d

（1977）は、パターナリズムを考慮した。She5hinski and Wεiss（1981）は、寿命の不確実性を導入した。
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命題4－5一括税タイプの年金徴収システムにおける無効果

貨幣均衡で！太者巨金システムj（6o，わ1）＝（b♂，印）≠（0，0）によって違窒成される均衡！其

（ろ。，勾）＝（0，0）によって違械される均衡／こ箏一しク㌧

証明は、補論を参照。

 一括税によってファイナンスされた年金システムが、経済的に意味を持たない理由は、その

効果が貨幣の存在によって完全に相殺されるからである。命題4－3及び命題4－5から次の命題を

得る。

命題4－6一括税タイプの年金徴収システムにおける非効率性

最鯉分は、若年世κへの厨庄一審激こよってファイナンスされた年金システムでは達成され

なハ

 Samuels㎝（1958）は、財を将来の期まで保存しておくことが出来ない世界において、二つの結

論を導出している。一つは、貨幣の導入は社会保障システムと同じ役割を果たすという事であ

る。貨幣は、将来期の財の保証をするものであり、個人の貯蓄となり、異時点問の最適化を可

能とするからである。もう一つは、賦課方式の年金システムを導入することによって、非効率

な資源配分から、生物学的な利子率を持った最適資源配分状態に移ることが出来るということ

である。ここで、生物学的な利子率とは、人口の成長率に依存して導かれる利子率である。彼

の興味深い結論は、効用関数における各期（若年期や高齢期）に対する選好にかかわらず、定

常均衡を導く一つの解は、利子率が人口の成長率に等しいことである。8そのとき、各個人は最

適な貯蓄を各期で残すことが可能となり、厚生を最大化することが出来る。

 本章では、まず命題4－5に表されているように、一つ目の結論に対しては、Samuels㎝（1958）

と同じ結論を得る。すなわち、貨幣均衡で達成された資源配分は、若年世代に一括税を課して

ファイナンスされた社会保障システムと同じ配分である。しかしながら、もう一つの結論に関

しては、命題4－6に示されているように、Samue1s㎝（1958）とは違った結論を得る。これは、一

括税でファイナンスされる年金システムも、貯蓄と同様に非効率性を持つからである。

 その直聞は以下である。年金システムが存在する下で個人が健康投資を行うとき、若年期に

支払う固定一括税と老年期に受け取る年金額は所与である。しかしながら、健康投資が大きく

なると、老年期まで生き延びる人が増加し、年金支払いのための税が大きくなるか、年金支払

額が小さくなる。各個人がこの効果を考慮せずに行動するとき、外部性が発生し、非効率的に

一この利子率に基づいて各個人が行動するとき、各期での貯蓄は、ある’時点での各世代の貯蓄と一致する。これは、

定常均衡にほかならない。
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なる。年金システムも非効率性を持つため、その導入によっても最適な配分は達成できないの

である。

第5節 最適システム

 前節において、一括税によってファイナンスされる年金システムは、最適な資源配分を達成

しないことを観察した。では、どのような形で年金システムをファイナンスすれば、最適な資

源配分を達成することが出来るのだろうか。本節では、徴税システムとして、2つの税システ

ム（健康投資税と消費税）を考える。はじめに、健康投資への税を考えよう。ここで、健康投

資への税率をτ＾とすれば、各個人の最適問題は、以下の形で表される。

                maX〃（0。）十肋（ん）m（C1）

                   Su句eCt tO

                      C1  ろ
               C。十（1＋τ。）ん十一＝W＋一

                       7      γ

また、政府の予算制約は、

                   τψ＝ρ（乃）う

となる。貨幣均衡は、次の一階の条件式によって、特徴付けされる。

                  〃’（C。）
                     ＝β，          （4－lO）
                  〃．（C1）

                 ・（C1）1＋τ。
                   ＝       ，                              （4－11）

                mI（C。）座一（ん）

            ・。斗（1＋τ片）ゐ十ρ（ゐ）・1＝W＋ρ（ん）ろ      （4－12）

税のレベルと年金給付量をτヵ＝ρI（ゐ）ζとろ＝ρ’（ん）ψ／ρ（ん）の様にセットするとき、（4－lO）一

（4－12）‘ま、

                  〃’（C。）
                      ＝β，
                  〃I（01）

                 〃（cl） 1＋ρ’（ん）ζ

                          ，                 〃’（oo）  βo，（ん）

               一       ρ（ん） 一
          ・。十万十ρ’（乃）δ1糾ρ（ん）・1＝W＋＿ρ’（ん）ψ

                          ρ讐）

となる。（4－1）一（4－3）を参照して、上の式から得られる弓，弓，石の値は、最適資源配分の値と一致

する事がわかる。それゆえ、次の命題を得る。

命題4－7健康投資税タイプの年金徴収システムよる最適配分の達成

最適配分は、健康投資税によってファイナンスされた年金システムによって達成される。
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 健康投資に税をかけることによって、最適な資源配分が達成される理由は、以下である。年

金システムがないか、そのシステムが一括税で徴収されている場合には、競争均衡において、

健康投資の量は歪みを持っている。この歪みをとり、消費者が最適な選択を行うためには、健

康投資に対する実質価格を変化させることが必要である。健康投資に対する税はその役割を果

たす。最適な健康投資税は正であり、そのとき健康投資に対する実質価格は上昇し、過大であ

った健康投資量は最適なレベルまで引き下げられるのである。

 次に、消費税によって年金をファイナンスする方法を考えよう。消費税率をτ。とすれば、最

適問題は、以下の形で表される。

                maX〃（C。）十雄（乃）〃（C1）

                   Su切eCt t0

（1。㌔）。。。ゐ。（1＋㌔）o」。。皇

                      7         7

また、政府の予算制約は、次となる。

               τ。（0。十ρ（ゐ）C1）＝ρ（ん）わ

そのとき、均衡は次の3式によって特徴付けされる。

                  〃I（C。）
                     ＝β，         （4－13）
                  〃I（cl）

               〃（cl）   1
                  ＝               ，                         （4－14）

               ・I（o。）（1＋τ。）座’（ん）

          （1＋τ。）・。十月十ρ（乃）（1＋τ。）・1＝w＋ρ（ん）う     （4－15）

となる。消費税と年金給付を㌔一1 @1とろ一市十之（ん）ζ）の様にセツ1する。

                1＋ρ’（乃）ζ      ρ（ん）

そのとき、（4－13）一（4・15）は、

                   〃’（C。）
                      ＝β，
                   m’（C1）

                〃（cl） 1＋ρ’（ゐ）司

                          ，                ・’（・。） 雄’（乃）

                          ρ（乃）    一
      0。十万十ρ（乃）C1＋τ。（・。十ρ（ん）C1）＝〃十 ＿τ。（ら十ρ（ゐ）δ一）

                          ρ（ん）

となる。（4－1）一（4－3）を参照して、上の式から得られる島，弓，刀の値は、最適資源配分の値と一致

する事がわかる。それゆえ、次の命題を得る。

命題4－8消費税タイプの年金徴収システムよる最適配分の達成

最適配分は、消費税によってファイナンスさ札た年金システムによって達成される。

 最適な資源配分が消費税によっても達成できる理由は、以下である。競争均衡において、健

康投資量に対して歪みを引き起こす原因は、健康投資と消費との間の相対価格に歪みがあるか
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らである。よって、健康投資に対する実質価格を引き上げる代わりに、消費に対する実質価格

を引き下げることによっても、相対価格の変化を通じて、最適な資源配分を達成させることが

出来る。提案した消費税は負（τ。〈0）であり、そのとき消費に対する実質価格の減少を通じ

て消費が刺激される。またこれは、老年世代から若年世代へ負の年金が支払われている（わく。）

ことになる。したがって、最適な財政システムとしての、年金徴収システムは、以下のように

表される。

命題4－9最適な徴収ルール

最適配分は、健康投資と消費との間に存在する相対価格の歪みを取り除くように年金をファイ

ナンスすることによって達成される。

第6節 むすび

 本章では、寿命を本人の健康投資によって変化できるモデルを分析している。本章の主な結

論は以下である。第一に、健康投資による外部性のために、競争均衡での健康投資量は最適レ

ベルよりも過大になることが示されている。第二に、固定一括税は、競争均衡にまったく影響

を与えない。言い換えれば、固定一括税は、健康投資によって引き起こされた非効率性を取り

除くことができないのである。第三に、社会的最適配分は、健康投資に対する税か消費税によ

って相対価格を変化させることによって達成される。この結論は、寿命を短くするような政策

によって、効用が増大する可能性を指摘している。現在採られている政策は、寿命の増大を望

ましいものとして受け入れ、その上で政策を行っていると考えられるが、本章で示された結果

を考慮すれば、寿命が短くなる可能性をもつ政策も含めながら、社会保障政策を考えて行くべ

きであろう。

 本章では、毎期誕生する個人が持つ資源の初期保有量は一定であると仮定し、生産を考慮し

なかった。このモデルは、生産に関する資本蓄積を含んだものに拡張することができる。資本

蓄積を含んだ標準モデルには、資本レベルに関しての非効率性が存在すると言われている。 （た

とえば、Burbidge（1983a，1983b）を参照）このモデルは、AkaiandMaeda（1995）で分析されている。

本章で採り上げたモデルには、健康投資に非効率性が存在しているので、資本蓄積を考える場

合には、2つの非効率性を取り除くシステムを考えることが必要である。

補諭

命題4－5の証明

年金システムが存在しないとき（（あ。，ち）：（0，0））の配分を（c♂，イ，パ）とし、年金システムが

存在するとき（（ろ。，ろ1）＝（ろ♂，ろr）≠（0，0））の配分を（o8，of，が）とする。そのとき、各シス

テムにおける貯蓄は、それぞれ、sノ＝w－c8一パ及びs3＝〃一わ8－o8一がと表される。
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この表現を用いれば、各システムにおける配分の決定する条件式は以下のように表される。

（年金システムが存在しないケース）

               〃’（w一パー一）
                       ＝β，                      （A－1）
                m’（〆〆）

             m（〃一パーsλ）  1
                      ＝    ，              （A－2）
               〃’（〆〆）  肋’（ゐ”）

               ・㌘・〃十ρ（んM）・㍗＝W       （A－3）

（年金システムが存在するケース）

            〃I（w一あ8一バーsハ）
                        ＝β，                      （A－4）
              〃’（わ18＋〆S月）

          〃（〃一ろ8一パー∫月）  1
                      ＝    ，              （A－5）
            ・’（帥十＾”） 肋I（んM）

               ・κ十〃十ρ（ゐ”）・㍗＝W       （A－6）

                                     わ8
ここで、予算制約式は同じである。また、政府の予算制約式より印＝   であり、
                                    ρ（ゐB）

、㌧1、、・一1である。貯蓄を∫㌧∫・。わ8となるように変化させるとき、条件
   ρ（パ）   ρ（が）

式から、両システムにおける配分は同じになる。すなわち、（o8，イ，パ）＝（c8，of，パ）を得

る。よって、年金システムの存在は資源配分には影響を与えない。証明終わり。
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第5章 課税と公債
      一財源獲得手段としての税と地方債の代替性は成立するのか一

策1節はじめに

 財的な財政システムを考える上で、税と同等に重要なもう一つの財源調達手段は、公共債で

ある。税が、必要な額のすべての負担をその期の消費者に課するのに対し、国債や地方債など

の公共債は、その負担を将来の多数の期に分散して課するという点で、資源の異時点間の調整

を行う時には、欠かせない手段である。一定の支出が必要なときにも、公共債を発行すれば、

その期の税を減税することが出来る。この観点から、前章までの最適な税システムの検討に加

え、他方の財源獲得手段としての公共債のあり方を検討する事も必要である。

 財源面に焦点を当てるとき、問題となるのは、公共支出が同じであるときに税による財源調

達と公共債による財源調達の違いが社会にどのような影響を及ぼすかということである。公債

と課税の代替性に関しては、有名なリカードの命題が存在する。リカードの中立命題とは、租

税による財源のファイナンスと債券によるファイナンスとの間の政策の変更が、公共支出を一

定とした場合に、住民の消費量と独立であるということである。一これに対し、債券が地域的な

場合、すなわち、地方債の時には、地域住民の移動を通じて地方債のただ乗り問題（フリーラ

イダー問題）が生じるため、中立命題は成立しないと言われている。ここでただ乗り問題とは、

地方債が発行されているときにその地域に住み、増税が行われるときに他の地域へ移動するこ

とによって増税の痛みを味あうことなく減税の恩恵にただ乗りする行動を示している。

 しかしながら、本当に、この問題が必ず生じるのであろうか。地方債に関しては、リカード

的な中立命題は成立しないのであろうか？この疑問に対し、Da1y（1969）は、もし住民が土地を

持っているならば、地方政府の政策変更が完全に土地に反映される限り、ただ乗り問題は生じ

ないということを提案した。この議論に従って、野口（1981）は、ただ乗り問題が生じるという理

由から地方債の発行を規制することに対して批判をした。しかし彼らは、モデルに基づいた明

確な議論をしていない。Tsuneki（1985）は、モジリアーニ・ミラー定理をこの問題に適用し議論

を行ったが、住民の地域間移動を明示していない、また、政府による増税手段は所得税ではな

く土地税になっているが、現実には、所得税を用いることが妥当であろう。

 これらの既存文献の問題点を考慮し、本章では、住民の地域間移動と固定資産としての土地

を明示的に導入し、住民が移動し、所得税によってファイナンスされるときでさえ、ただ乗り

問題が生じないことを示す。これは、地方政府の政策変更が、住民の消費行動に影響を与えな

い、すなわち、地方債に関してもリカードの中立命題が成立することを示している。この結果

は、予算制約式に関する議論から導けるため、人々がいかなる効用関数をもっていようとも成

立するという点で、より一般的である。

1最近のサーベイ論文としては、S6at剛i993）がある。
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 第2節では、まず、土地を明示的に考慮したモデルが構成される。第3節では、地価の決定

メカニズムが導出される。第4節では、住民の2つの行動、すなわち、同じ地域に住み続ける

行動と別の地域に移動する住民の予算制約を比較することによって、住民のただ乗り行動が回

避され、リカードの中立命題が成立しないことが示される。結論は、第5節で与えられる。

第2節 モデル

 本節では、住民の行動をモデル化するが、特に地方債の発行が予算制約式に与える影響に着

目する。なぜなら、支出が一定である限り、地方債の発行は、予算制約式を通じてのみ人々の

行動に影響を与え、もし予算制約式が変化しないのならぱ、効用関数に関わりなく人々の行動

は変化しないからである。

 無限期問生存する住民を仮定する。この仮定は、異世代間の問題を捨象するための仮定であ

る。2また、住民は選好や資産に関して完全に同一であるとする。地方債を発行する前の時点で

同一の複数の地方政府が存在し、所得税（＝一括税）によって地方公共財のファイナンスを行

っているとする。本節では、地域に固有の資産として、土地市場を導入する。簡単化のために、

すべての利用可能な土地は、住民の誰かによって完全に所有されているとする。また、地域の

土地の総量は期問を通じて一定であるとする。住民は、土地を生産のインプットとして所有し、

その一単位の土地から毎期一定の収入（o）を得る。そのとき、ある‘期での代表的住民の予算制

約式は、

             （1＋7）∫’．一十耳十〇，z’一τ’＝q＋∫’，

となる。ここで、rは利子率を表しており、時間を通じて一定とする。γは土地以外からの所得

である。∫は各期末での貯蓄の総量である。zは、住民一人当たりが所有する土地の量である。

τは、地方政府が政策を変更する前に（地方債が発行される前に）課されている所得税である。

Cは、消費量である。また、γとγは外生とする。各変数の下付き文字は、時点を表す。

 地域住民は効用が最大になるように、消費量の流刑を選択する。合理的な個人は、各個人の

予算制約式だけではなく、地方政府の予算制約式も考慮に入れているとしよう。そのとき、地

域住民は、ある時期での政策の変更に対し、地方政府の予算制約式を通じて、将来の政策の変

更を予想することが出来る。

次に、地方政府が、歳出を一定として、財源のファイナンスの方法を税から地方債に変更する

政策をとるとしよう。第1期に新規の地方債を発行し、その時期の所得税を減税し、第2期に

この地方債が償還をむかえるので、その支払い分を所得税の増税によってファイナンスする。

発行される地方債の額を3，C期の人口をM、、一定の支出額をqと定義するとき、第1期の地

方政府の予算制約式は、M1司十3＝G1となる。ここで、ζは地方債発行後の。期の一人当た

り地方税額であり、地方債発行前の税（τ、）を用いれば、司＝巧一B／Mlと表される。3が大

2異世代間の問題を含んだリカードの中立命題は、Bam11974）以来、いろいろな文献で議論されている。
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きいほど地方税額は小さくなる。一方で、第2期には、地方政府は地方債の償還をしなければ

ならないため、地方税額が上昇する。地方政府の予算制約式を通じて、第2期の一人当たり地

方税額は、ち＝τ2＋（1＋7）B／M2となる。

第3節 地価の形成

 本節では、後節での議論を分かりやすくするために、地価がどの様に決定されるのかを示す。

‘期での地価をρ’としよう。土地を持つ地域住民は、各期の期末に、その土地から収入。を得

る。oは、時間を通じて一定とする。コまた住民が、他の地域に移動したいならば、次期のはじ

めに土地を売って移動することが出来る。もし、第1期のはじめに住民が土地を売って金融市

場でその売り上げを投資するならば、彼らは、土地一単位あたり、（1＋r）ρ1の収入を得ること

が出来る。一方で、第1期に土地を所有し、第2期のはじめに土地を売るならば、土地一単位

あたりσ十伽の土地収入とρ2を得る。両方のケースの収入が同じになるとき、土地の均衡価格

が達成される。土地市場の均衡条件は、次の式で表される。

                （1＋r）ρ1＝（1＋r）0＋ρ。

この式は、金融市場と土地市場の裁定条件を表している。同様に、次期の裁定条件は、

                （1＋7）ρ。＝（1＋7）0＋ρ。

となる。これら2つの式から、ρ2を消去して、

                     α   ρ3
                ρ1＝0＋  ＋
                    1＋7（1＋r）2

を得る。この操作を繰り返すことによって

                 α   α       ρ’。1
            ρ1＝＝α十’十    十   十                1＋・（1＋・）2．．’’．’’．．（1＋7）’

を得る。この式は、地価が、その土地からの収入の割引現在価値で表されることを示している。

              αcを無限大にして、ρ1＝（1＋7）一となる。
              r

第4節 住民の地域間移動の存在

 リカードの中立命題を議論しているほとんどの文献は、国債を念頭に置いているために、消

費者は他の地域へ移動しないと仮定されている。国際間の問題を考えるときには、この仮定は

妥当であろう。しかし本章では地域間の問題を考えているので、住民の移動を許す。地方債の

等価性を示すために、消費者は同一であるが、2種類の予算制約式を考慮しよう。一つは地域

を変えない住民のものであり、もう一つは地域を変更する住民のものである。これら2つの予

算制約式が同一であれば、人々の効用最大化行動は地方債の発行によって全く影響を受けない

］例としては、一定の土地から得られる農作物のようなものを考えると良い。
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工2を分離して、次を得る。

       （1＋・）∫1＋ち十・Z1＋・（エゴエ1）一（τ。十（1＋・）3／M。）

                               ＿        （5－6）
         ＝C2＋∫2＋｛（1＋7）o／7｝（Z2－Z1）一｛（1＋r）3／工｝（一島一Z1）

（5－3）を用いて、（5－1）及ぴ（5－6）より、∫1，M1及ぴM2を消去して、

      （1＋7）｛（1＋r）∫o＋耳十αZ1一τ一一C1｝

                                        （5－7）
        ：一石一αZI＋τ。十C。十∫。十（（1＋・）o／ト。）（Z。一Z1）

を得る。この式は、地方債の発行量（3）から独立である。しかし、もし地方債の発行が人口移

動を引き起こすのであれば、地方債の発行は、第2期の人口や土地保有量を通じて予算制約式

に影響を与えるかもしれない。しかし、第2期の人口の変化は全く影響を及ぼさないことを示

すことが出来る。それは、右辺の最後の項は、異時点間の予算制約式で消滅することから導か

れる。なぜなら、五一からZ2への土地の保有量の変化は、各期においてα（Z2一工1）の収入の変

化を生み出す。よって、この土地の保有量の変化による将来の収入額の割引現在価値は、

｛（1＋r）α／r｝（Z2－Z1）となる。よって、無限期までの予算制約式を、貯蓄を消去することによ

って統合すれば、｛（1＋7）α／7｝（ZブZi）が左辺に現れる。一方、右辺には、（5－7）の

｛（1＋r）αノr｝（工2一工1）があるため、それらは相殺される。すなわち、最後の項は消滅する。そ

のとき、異時点間の予算制約式は、第2期の土地保有量（工2）、また（5－3）より、第2期の人口

（M2）からも独立となる。よって地方債の発行額は、予算制約式から完全に独立となる。たと

え、地域の人口が変化したとしても、同じ地域に住み続ける住民にたいしてリカードの中立命

題が成立する。

4．2地域を変更する住民（別の地域に移住する住民）

 地方政策を変化させない地域での地価は、毎期の土地からの収入がαである限り、μ十づ〃

となる。他の地域に移住した住民は、地価。∫切〃で、他の地域に土地を買うことが出来るとし

よう。このことを考慮して、他の地域に移住する住民の予算制約式を考える。第1期には、そ

れは、

           （1＋・）∫。十耳十αZl一（τr3／M1）＝C1＋∫1    （5－8）

となる。第2期には、住民は、地方債が発行された地域での土地を地価（I＋7）／（o／7一”Z）

で売り、他の地域で地価σ切〃で土地を買う。第2期に他の地域で購入する土地の量は、他の

地域の大きさと人口に依存するが、Z2としよう。 （これは、必ずしも、4．2ものと一致する必

要はない。）そのとき、第2期の予算制約式は、

   （1＋・）∫1＋ち十・工。一τ。十（1＋・）（α／・一”Z）工r｛（1＋・）・／・｝Z2＝C。十∫。。．（5－9）

となる。左辺の第5項は、土地を売却することによる収入、第6項は他の地域で土地を購入す

るために支払われた額を表している。
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 （5－3）を用いて、（5－8）及ぴ（5－9）より、（5－7）と同じ式を得る。5よって、他の地域へ移住する住民

の異時点間の予算制約式は、同じ地域に住み続ける住民のものと一致する。それ故、たとえ地

方債の負担を回避するために第2期のはじめに他の地域へ移住したとしても、その住民の効用

は全く変化しない。住民は、たとえ他の地域へ移住したとしても、彼らが土地を所有している

限り、ただ乗り（フリーライダー）は出来ないのである。

第5節 むすび

 本章では、住民の地域間移動の存在が、住民の消費行動に影響を与えないことを示し、地方

債に対するただ乗り問題は生じないことを示した。地域に固定的な資産が存在するとき、地方

政府の財源調達手段の変更は、その地域に固定的な資産の価値に影響を与える。本章では、住

民は、土地としての固定的資産を所有しなければならないと仮定しているので、政策変更によ

る効果は、完全に土地を通じて住民に反映される。それ故、どの住民もフリーライダーになる

ことは出来ないのである。これは、たとえ住民が他の地域へ移動しても、リカードの中立命題

が成立することを示している。したがって、住民の地域間移動によるフリーライダー問題を指

摘する事によって地方債を規制することは、再考されなければならないであろう。

 ただし、本章の結論に関して、以下の点に注意すべきである。第一に、本章では、従来の中

立命題の議論にしたがって公共支出を一定とし、財源獲得手段の変化のみに着目した。しかし

ながら実際には、減税を目的とした公共債（赤字国債）だけではなく公共支出の増加を目的と

した公共債（建設国債）も発行される。そのときには、人々の行動は公共支出からも影響を受

けるため、支出面に関わる新たな議論が必要である。第7章ではその点を考慮した実証分析を

行っている。第二に、地価が伸縮的に変化し、将来の税負担が完全に反映される状況を仮定し

た。しかしながら実際には地価に関して規制が存在するので、その仮定は完全には成立しない

であろう。今後は、これらの点を考慮した理論分析に加えて、地価の伸縮性などに関する実証

分析が必要であろう。
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第2部 公共政策の経済分析（支出と規制）

第6章 社会資本の評価
一地域間における生活環境格差の実証分析一

第1節はじめに

 公共政策を通じて整備される社会資本が本当に必要なものに配分されているのかということ

は、長年議論されて来ている重要な問題である。本来、社会資本整備は、住民にとってより必

要なもの、住民がより望ましいと願うものから、重点的に実行されなければならない。しかし

ながら、明確にその必要性を順位づけることは出来ない。なぜなら、公共政策の効果は、直接

的には、金銭的に計測出来るものではないからである。的確な公共政策を行うために、社会資

本の評価を客観的にかつ正確に行うことが望まれている。本章では、公共政策のあり方を考え

る第2部の出発点として、社会資本の評価の問題をとり上げる。

 国民生活白書（1992年）以来、地域環境をもとにして生活の質に関する地域間比較を行った

研究は、数多くある。特に社会資本の評価や各地域の生活の質を求めることは、公共支出をど

のように行えば良いかという問題を解くヒントになるため、各自治体でも盛んに行われている。

これまでの研究では、様々な地域環境を示す変数を世論調査を基にしたウェイトをもとに加算

していくという社会学的ブローチを用いることが多い。しかし、このウエイトは、アンケート

等から求められたものであり、指標の客観性に問題があろう。また、地域環境を示す指標のう

ち、何を実際の指標に選ぶかという基準が曖味でもある。

 これに対し、経済学における補償賃金格差や土地の資本化の理論を用いると、社会資本に対

する評価額を客観的に計測することが可能になる。また同様の手法から、社会資本以外の地域

環境に関してもその評価を金銭的に導出することが出来る。Iいま、人々がコストなく自由に

効用の高い地域に移動できるとしよう。この場合には、長期均衡状態において各地域の効用水

準は等しくなる。そのとき、賃金や地代は、地域環境の差をちょうど埋め合わせるように調整

される。したがって、地域環境の評価は、各地域の賃金と地代（家賃）に反映される。この考

え方に基づいて、各地域の賃金と地代から地域環境：の評価を逆算しようとするのが経済学的な

＊本章は、94年度理論・計量経済学会での発表論文をもとに加筆・修正したものである。本章の作成にあたって、チ

ャールズ・ホリオカ氏（大阪大学〕、加藤尚史氏（金沢大学〕から有益なコメントを頂いた。また、大阪大学でのセ

ミナーに出席された方からも貴重なコメントを頂いた。ここに記して、感謝の意を表したい。また、本研究は、文部

省科学研究費およびリスクと情報の経済学講座（東京海上〕より援助を受けている。

1すなわち、人々の生活の質を考える際に消費と共に重要な要素となっている住環境や職場環境を含めた地域環境

（地域環境には、気候や地形のように人問の手によって変えられない自然条件と、学校、医療、道路に代表される地

方公共財が含まれる。〕まで分析の対象を拡大することが出来る。
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アプローチである。このとき、どのような地域環境を変数として用いるぺきかについては、賃

金や地代の格差を説明するものを選ぶことにより、ある程度の恣意性は除去できるため、この

アプローチはより一般的と言える。2

 環境評価額を経済学的なアプローチで研究した研究は、Rosen（1979）によって始められた。Ro

sen（1979）では、賃金を地代で除した実質賃金の格差から、地域環境の評価を計測している。

これに対し、単純に賃金を地代で除すのではなく、両方の効果を考慮した評価額を理論的に導

出したのが、Roback（1982）である。まず、Roback（1982）では、地域環境の評価額とアメリカ

の83都市の順位を導出している。ただし、賃金は各地域の物価で調整すべきであるが、物価に

関する地域データが少ないため調整はなされていない。その後、より現実的な仮定を用いた理

論とデータを詳細にするという方向で研究が進展し、］Blomquist（1988）は、気候条件や公害の

情報を生活環境に加えて、アメリカの253の都市に関して順位を求めている。Gyourko二Tracy

（1989）では、Blomquist（1988）と同じデータを用いて、より厳密な統計手法を用いることと順位

の推定精度に関する分析を行っている。この分析では、急速に進展した公共部門の労働組合の

組織化の効果や地方税率や公共サービスに関する分析を行っていることが新しい。

 日本での研究は、加藤（1990）によってなされた。1985年のデータを用いて、全国都市の内、

職住一致人口割合が75％以上である336都市に関して環境評価額と順位を求めている。また、

加藤（1991）では、1975年の県別データを下に、環境評価額と順位をもとめ、同じデータを下に、

社会学的手法に依って求められた真継（1980）の順位と比較している。一方、赤井（1993）では、

図を用いて環境変化に関する賃金、地代への影響の方向を求めた後、1988年の県別データを用

いて同様の研究を行っている。また、企業の影響も含めた総合環境も導出している。

 しかしながら、これらの日本の分析は、賃金や地代に関して都市別や県別といった集計され

たデータを用いているため、各個人や各地域の特性によってデータがゆがみを持っている可能

性がある。たとえば、賃金、個人の人的資本や勤務状態を含めた会社の特徴などに依存して変

化すると考えられる。また、地代は建物の特徴に影響を受けると考えられる。これら個表デー

2

 二つのアプローチの間で、生活環境の範囲に対する捉え方が違っている。社会学的アプローチでは、生活の質の一

つに所得を含めている。これに対し、経済学的アプローチでは、所得や消費を省いた地域環境そのものの質を求めて

いる。なぜなら、完全な地域間移動を前提とすると、所得・消費・地域環境を総合的に考慮した効用水準は、地域間

で等しくなるはずだからである。言い換えると、社会学的アプローチでは、現在の経済が不均衡状態であり、全体と

しての生活環境に地域ごとに差があると仮定する。所得や消費水準も含んだ総合的な生活環境に地域間で差はあるが、

何らかの制約があり、より総合的生活環境のよい地域に人は簡単には移動できないと仮定しているといえる。この地

域間移動を制約しているものとして心理的なものも含んだ移動コストの存在が考えられる。しかし、長期間にわたっ

て地域間の総合的な生活環境の不均衛が続く程、大きいか否かは検討の余地があろう。これに対し、経済学的アプロ

ーチは、現在の状態をほぼ均衡状態であると考又る。もし、地域間移動費用がゼロであれば、人々は効用水準が高い

地域に瞬時に移動するため、効用の低い地域には人々はいなくなると考えられる。現在、様々な地域に人々が住んで

いる状態は、効用にあまり差がないと考えることもできるであろう。本章では、全国の653都市の中で、効用が均等

化していると考えられる人口10万人以上（1984年現在）の189都市を研究対象としている。

3研究の発展に関しては、中野（1992）を参照。
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タが持つ特性が賃金や地代に与える影響は、地域環境のそれよりも大きいと考えられるため、

データ固有の特性を調整することが必要である。

 本章では、家賃のデータに関して、日本の1984年の『全国消費実態調査』のデータを、また

賃金のデータに関しては、『賃金構造基本調査（賃金センサス）』のデータを用いて、環境評
                                      4
価額と人口10万以上都市に関しての環境の質（環境格差）に関する順位を導出する。本章と

既存文献との違いは以下である。第一に、従来の日本の研究で扱われなかった個票データを用

い、各変数の個別特性を除去している。この種のデータを用いることによって、家賃に関して

は、建て方や建築時期などの住居の質を、また賃金に関しては、年齢や職業形態などの個人属

性をコントロールすることができる。第二に、日本の税制制度を考慮し、固定資産税評価率な

どを独自に計算し、変数として考慮している。第三に、評価額は就業状態や家計構成に応じて

変化すると考えられるので、所得が居住地域から影響をうけない年金生活者などの主体やパー

ト労働者に対する評価額も導出している。また家計の構成を考慮し、労働者が複数いる世帯に

関する評価額も導出している。

 本章の構成は、次のとおりである。まず、第2節では、環境評価額を導くためのモデルが説

明される。第3節では、推定に用いるデータの説明を行う。推定モデルの特定化と推定結果が、

第4節で示される。その結果を下に、環境評価額と各地域の環境格差に基づいた順位が、第5

節で求められる。第6節で、結論と今後の課題がまとめられる。

第2節 モデル

 本節では、補償賃金モデルと土地の資本化の理論を組み合わせて、これらの理論をもとに環

境評価を導くためのモデルを構築する。補償賃金格差（均等化差異）の理論とは、職場環境が

悪い場合にはその差を埋め合わせるように賃金が高くなるというものである。典型的な補償賃

金格差のモデルでは、同一地域に多くの職場があり、それぞれの職場は仕事の危険度やきつさ

が異なるが、労働者がそれぞれの職場環境も考慮して職業選択を行えば、職場によって異なる

賃金が成立することが示されている。本節のモデルでは、典型的なモデルとは異なって、各地

域には一つの企業しか存在しないが、地域によって地域環境が異なっているという想定をとる。

そのため、地域間賃金格差は、地域間の環境評価の差を示すことになる。一方で、地域問移動

を通して魅力的な地域に人々が移動し、その結果、その地域の魅力は地代（家賃）に反映され

る。これは、都市経済学の分野において、土地の資本化の理論と呼ばれている。したがって、

地域間の労働移動を考えるため、環境評価の差は賃金のみならず、家賃（地代）にも反映され

る。本章は、その土地の資本化の理論と補償賃金格差の理論を組み合わせて地域間の環境格差

を測定しようというものである。

 モデルを分析する上で、単純化のために、次の12の仮定を設ける。

4『貸金構造基本調査』を用いた推定結果は、大竹（1994〕に基づいたもσ）である。
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仮定1）各家計は、一人の労働者で構成される。

仮定2）労働者は、非弾力的に1単位の労働を供給し、賃金を得る。

仮定3）労働者は、住んでいる地域の中で働く。 （職住一致）

仮定4）労働者は、賃金からの収入を家賃と消費財の購入に充てる。

仮定5）労働者は、一単位の大きさの住居と消費財の消費量とその地域の環境から効用を得る。

仮定6）消費財の価格は1とする。

仮定7）各地域に一つの代表的企業が存在する。

仮定8）企業は、労働者と土地を投入要素として消費財を生産する。

仮定9）企業の生産関数は、一次同次であるとする。

仮定10）多くの地域があり、一つの地域での効用水準の変化は、長期の効用水準に影響しな

い。 （小地域の仮定）

仮定11）個人は、より効用の高い地域ヘコストなく移動できる。

仮定12）全ての地域の効用が等しくなっている状態を長期均衡と定義する。5

以上の仮定の下で、個人の効用最大化行動から、間接効用関数は次のように表すことができる。

γ＝γ（豚一R，∠） （6－1）

ここで、ηま達成された効用レベル、mま、賃金、灰は、家賃、λは地域の環境量を示すベク

トルである。また、企業の利潤最大化行動から、企業の利潤関数が導ける。

I1＝rI（η7，沢，ノ）＝0 （6－2）

生産関数は一次同次であると仮定しているため、超過利潤はなく利潤は0となる。

 また、長期均衡では、人口移動の結果全ての地域の効用水準は等しくなるので、次式が成り

立つ。

                   7＝7＊           （6－3）

ここで、γ＊は長期均衡で達成される効用水準であり、仮定から一定である。

 （6－1），（6－2）及び（6－3）を以Rについて解くと、長期均衡での各地域の叱Rはその地域の環

境レベルに依存して決定されることがわかる。

豚＝〃（ノ，バ） （6－4）

5長期均衡の動学的安定性については、赤井（1994）を参照。
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R：R（4，ザ＊） （6－5）

また、（6－3）に注意しながら、（6・1）を全微分すると、

㌦aw〃。炊十㌧M＝0

              γ
を得る。両辺を㌦Mで割り、」し＝一1を用いると、環境評価額Pは以下の式で表される。
              ㌦

P。ム。荻”
㌦ M M

（6－6）

                      ㌧
 ここで、Pを環境評価額と定義した理由は、一が、ある環境Aが変化したときに賃金がど
                      ㌦

れくらい変化すれば効用を一定に保つことができるかという程度を示しており、各々の地域環

境を人々がどのように評価しているのかを金銭的に表したものと考えることができるからであ

る。つまり、賃金のタームで計った環境の限界的な価値を示している。この各環境の限界的価

値は、地代（家賃）と賃金を様々な環境変数で説明した推定係数を求め、地代推定式の係数か

ら賃金推定式の係数を引いたものとして導出されることが分かる。この（6－6）が環境評価の基本

的な式となる。

第3節データ

家賃データと賃金データ

（6－6）の環境評価モデルを用いるためには、（6－4）と（6－5）を実際のデータを用いて推定する必要が

ある。まず家賃のデータについては、1984年の『全国消費実態調査』を用いた。推定に用いた

家賃のサンプルは、勤労者世帯のうち、町村に居住するものを除いたものである。具体的には、

全国市町村に住む勤労者32357世帯のうち町村に住む世帯のデータを省いた26241世帯のデータ

が得られる。また、地域別の物価水準に関するデータが、人口10万人以上（1984年時点）の都

市でしか得られないため、人口10万人以下の都市のデータは省かれた。このデータから、一月

あたり家賃（帰属家賃、支払い家賃）、住居特性を用いた。 （家賃データの調整に用いた変数

の詳細については、付録6－1を参照）。ただし、『全国消費実態調査』で推定されている帰属

家賃は、高山地（1992）で指摘されているように過小推定になっている。そのため、本研究で

は、持家世帯に関しては高山地（1992）の推定による帰属家賃のデータを用い、借家世帯につ
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いては支払い家賃を用いている。

 次に賃金のデータは、『賃金構造基本調査（賃金センサス）』から得た。ランダムサンプリ

ングした66970個のデータから、人口10万人以下の都市のデータを省き、公務員は省いた。賃

金は、決まって支給する現金給与にボーナスを加え、一月あたりにしたものを用いた。この他

に、個人属性を表す変数として、学歴、企業規模、産業、雇用形態、勤務状態、勤続年数、年

齢、労働時間のデータを得て、賃金を調整した。

 本章の理論モデルでは、職住一致の仮定を用いている。この仮定は、ある都市内に住む労働

者は、その都市内の企業に通勤し働くことを意味している。しかし、実際には、他都市へ通勤

しているケースもある。そのため、その誤差を補正するために、他県への通勤人口割合を変数

として含めている。6職住一致の仮定がもたらすバイアスを補正するために、通勤費5000円以

下でかつ、企業規模（企業で働く従業員の数）が300人未満の企業で働く労働者のみの賃金サ

ンプル、およびパートタイム労働者に限ったサンプルによる回帰分析も行った。

 以上の3つの賃金データを、以下の名前で定義する。

賃金（常用）．．、、、、男子、常勤、フルタイムの労働者のデータ

賃金（小規模）…．．常用労働者賃金のデータのうち通勤費が5000円以下でかつ企業規模が300人

以下の企業で働く労働者のデータ

賃金（パート）I．．．．．1男子・女子、及び常勤・臨時を含めたパートタイム労働者のデータ

地域環境データ

 地域環境を示す変数を説明しよう。まず、推定に用いられた変数の定義が表6－1に、また、

本章で用いられた地域環境データの出所が付録6－2に、さらにその記述統計量が付録6－3に説明

されている。1984年のデータが得られない場合には、線形補完あるいは近い年次のデータを使

用することでデータを作成したフ。すべての名目価格変数は、地域差物価指数で実質化した。

地域差物価指数に関しては、1982年と1987年のデータが得られるので、線形補完を行い1984年

の地域差物価指数を求めた。

 説明変数のグループとして、サービス・地方財政・教育・安全・生活・自然・公害・医療に

6現在は、通勤人口に関して細かいデータが提供されている。地域経済総覧｛東洋経済新報杜1993）参照。

7まず、1984年のデータが得られないデータの中で、1984年の前後3年以内でデータが得られるときには、その間で線

形補完を行った。また、前後のどちらかで4年以上のラグが有る場合には、比例的変化を仮定することは難しいと考

え、できる限り年代の近いデータを代用した。例えば、卸売り商店数と小売り商店数に関しては、1982年と1985年の

データが得られているので、この3年間に比例的に変化したと仮定し、1982年のデータに、2つのデータの差の2／3を

足したものを1984年のデータとした。スポーツ施設数に関しては、1980年のデータは得られるが、4年のラグがある

ことから、使用しないことにし、1985年のデータを用いた。
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関する指標をとり上げた。地域環境のデータのうち、社会資本の質を示す変数としては、デー

タが得られる限りアウトプット指数を採用したが、適切なものがない場合にはインプット指数

を採用している。

 サービスの指標として、卸・小売商店数、飲食店数、酒場数、都市公園面積、金融機関数、

スポーツ施設数を用いた。本来ならば、その他の都市型娯楽施設の情報があれば望ましいが、

都市別のデータが得られるものに限られた。

 公共サービスの指数に加えて、地方財政に関わる変数を導入しているのは、次の理由による。

地方財政が、その地域ごとに独自に均衡している場合には、地方財政に関わる変数と地方公共

財の供給レベルとの間に相関がおこり、これらの両変数を含めることは、多重共線性の問題を

引き起こす可能性がある。しかし、実際には地方交付税に代表されるような国からの補助があ

り、この相関は小さくなっている。8そこで、地域選択のコスト面を考慮して、地方財政に関

わる変数として、地方債発行額と固定資産税評価率を用いた。住民税や固定資産税の税率は、

地域間でほぼ同じであるので、より地域問の格差が反映されると思われる土地の固定資産税評

価率を含めた。固定資産税評価率の値は、固定資産税評価額と公示価格から付録6－4の手順に

従って求めた

 地域別の教育環境の指数の一つとして、生徒一人あたり教員数を用いた。学校数のデータも

得られるが、学校の規模に差があるため、教育の質を表すものを用いた。本来なら、学校教育

の質を示すアウトプット指数が望ましいが、適切なものは見つけられなかった。

 安全の指標として、火災、自然災害、交通災害を考慮した。また、生活の指標としては、通

勤、住居周りの交通、人口密度、離婚件数、水道料金を考慮した。9また、自然条件として気

候に関わる変数も考慮した。1。

 環境に関するデータの内、大気汚染に関するデータは、各観測所で観測されるので、全ての

都市で正確なデータが得られない。よって、その都市に最も近い（陸地の直線距離に関して）

観測所のデータを用いた。また、都市内で複数の観測地点がある場合には、住民は都市内の中

で移動しながら生活すると考えると、都市内の全ての地域の汚染に直面することになるため、

都市内の汚染がいちばん高い地点を考慮するという仮定を置き、その地点のデータを選ぶこと

にした。

 医療・福祉環境に関するデータについて、全ての都市について、施設数や病床数を得ること

81984年度について、都道府県別の人口あたり地方税収と地方歳出の相関を調べたところ、一0．1457という低い結果を

得た。

9水道料金は、非線形の料金体系が取られているために、料金を一つの数字で表すことはできない。本章では、料金

比較の際に使われることが多い〃〃3あたりの料金を算出し用いた。また、口径別に基本料金が設定されている地域

では、13個〃の口径に関する料金を用いた。

1O平均気温のデータを用いることには、気沮の変動を考慮していないという限界がある。このデータのかわりに、暖

房度同、冷房度日の数を用いることができれば、より望ましい。
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ができたが、よりサービスを反映していると思われるデータとして、福祉施設では定員数を、

また、他のデータに関しては、人口当たりの医者の数（医師数、歯科医師数）を用いた。患者

一人当たりのデータが望ましいと思われるが、患者数のデータは得られなかった。また、以上

の健康環境に関する指数は健康投資に対するインプット指数といえる。これに対して、健康環

境のアウトプット指数として、各都市の男女平均の平均寿命を用いた。この都市別の平均寿命

に関するデータは過去の研究で用いられたことはない。11

第4節特定化と推定結果

4．1推定モデルの特定化

 本節では、（6－4）、（6－5）を下に最小自乗法によって回帰分析を行う。推定を行うにあたって誤

差項の不均一分散を取り除くため、（6－4）を以下の対数線形式で特定化する。この時、地物に

住む個人’の賃金ηは、次の式で表される。

1nη：αo＋1nXαI＋1n耳α2＋1nZjα3＋〃ウ （6－7）

ここで、xぽ、個人の特性ベクター（年齢、家族構成）、γは、産業、職業調整変数ベクタ

ー、Zは、公共財を含めた地域環境の変数ベクターである。また、物～M（0，ω2）であると

する。また、家賃に関して、（6－5）を以下の形に特定化する。地物に住む個人’の地代馬は、次

の式で表される。

1n～：γo＋1n珂八十1nZ／72＋γウ （6－8）

ここで、∬は、住居の特徴ベクター（建築年代）である。また、㍉～M（0，σレ2）である。

11以上、用いられたデータには、それ自体が影響を与えるインプット変数と行動の結果として観察されるアウトプッ

ト変数が含まれている。これらは、より説明カのあるタイプの変数を選択した。また、同じ分野の環境に関して、両

タイプの変数を導入することは多重共練性の問題を引き起こすが、実際には様々な要因が考慮されるために完全な相

関は起こり得ない。あらかじめ相関が低いことを確認した後に、変数を選択した。また、ここで用いられた変数は、

回帰分析における有意性などにより吟味されたものであるが、データの利用可能制約などにより変数還択に恣意性が

あることも否定できない。これらに対処する方法として、主成分分析などにより関連する項をまとめる方法が考えら

れるが、以下の理由により本章では、生データを使用した。その理由とは、まず第一に、データ数が豊富にあるため、

主成分分析を用いるときにメリットとなる「変数を滅らナ」という必要性があまりなかったからである。第二に、主

成分分析により変数をまとめると、個別の変数が与える影響及びまとめられた項の持つ意味あいの解釈に窓憲性がさ

らに必要となる。一方、生データを用いるとその変数に対する環境評価額が明確に導出されるからである。
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4．2推定結果

 推定結果は、表6－2－1、表6－2－2に示されている。具体的には、表6－2－1には家賃と賃金（常用）に

関する回帰結果が、表6－2－2には賃金（ノ1・規模）と賃金（パート）に関する回帰結果が示されている。

（変数の説明は、表6－I参照）

 通常、家賃については、環境がよいとされる変数に関してはプラスの符号が、賃金について

はマイナスの符号が予想される。しかし、ここで用いた環境変数は、個人の効用関数に影響を

与えるだけではなく、企業の生産関数にも影響を与えるため、双方の効果が合わされば、個人

にとってプラスと考えられる環境変数が家賃に対してマイナスの係数を、また賃金に対してプ

ラスの係数をもつ可能性も排除できない。例えば、大気汚染は個人の効用にはマイナスの影響

をもつと考えられるが、企業にとっては空気のきれいなところに立地するためには、より多く

の公害対策費を支出する必要がますため、生産性を引き下げる可能性がある。この場合に、賃

金や地代の説明変数の係数は必ずしも、労働者の選好と一致しない。

 この点を留意して、推定結果を検討する。まず、家賃の推定結果を検討してみよう。家賃の

推定結果は賃金に比べて、予想される符号と一致した推定結果がより多く得られている。環境

がよいと考えられる変数はプラスの符号が推定されるはずである。実際、環境がよいと考えら

れる、飲食店数、酒場数、都市公園面積、生徒先生比率を表す小学教育、中学教育、図書冊数、

道路状況、交通整備、下水道普及率、歯科医師数、寿命といった変数はプラスの符号をとって

いる。これに対し、環境を低下させる要因と予想される、地方債、固定資産税評価率、火災件

数、風水害、少年犯罪、通勤時間、水道料金、離婚件数、一酸化窒素はマイナスの符号をとっ

ている。その他の環境変数である卸冗商店数、小売商店数、スポーツ、交通事故、公害苦情、

重要犯罪、交通犯罪、二酸化硫黄、二酸化窒素、浮遊粒子、医師数、老人福祉、児童福祉は予

想と逆の符号をとっている。

 人口密度に関しては、集積のメリットと混雑効果が存在するので、どちらの符号をとる可能

性もある。結果からは、集積のメリットがより大きいことがわかる。また、自然条件に関わる

気候などの変数も両方の効果が考えられる。気温・湿度はマイナスに、日照時間・降水量・降

雪量および海ダミーは、プラスの符号を示している。これらの変数は、単純に大きければ良い

という環境ではなく、評価額は二次曲線の形になると想像される。それ故、二次の項を含めた

回帰も行ったが、有意にはならなかった。

 興味深い点は、固定資産税評価率や寿命に見られる。資産評価率の上昇は、1％水準で有意

に負の効果をもっている。また、寿命も大きく有意に効いている。5％水準で有意な変数の内、

医師数、二酸化窒素、公害苦情を除いた他のすべての変数が予想通りの符号をとっている。

 都道府県のデータを用いた加藤（1991）の結果と比較してみよう。両研究の間で、使用され

た変数に差はあるものの、同様の変数に対する評価の符号は、ぽぽ同じである。同様の変数の

うち、符号が本章と加藤（1991）で家賃・賃金共に逆になっているものは、都市公園、中学教育、
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歯科医師数、金融機関の係数である。そのうち、中学教育、歯科医師数、金融機関は、本章の

結果の方が、直感に近い結果（家賃にプラス、賃金にマイナス）を得ている。また、本章では、

都市公園は家賃にプラス、賃金にプラスの結果を得た。賃金に対する効果が、家計から見た通

常の予想に反するのは、以下に書かれるように、公園という環境変数が企業の生産性に影響

（特に労働者の生産性を上昇させるという効果）を及ぼしているからと推察される。

 次に、賃金（常用）の推定結果をみることにしよう。環境がよいとされる指標のうち、予想通

り有意にマイナスの符号をとっているものは、酒場数、金融機関、下水道普及率、医師数、老

人福祉であり、環境が悪いと予想されるもので有意にプラスの符号をとっているものは地方債、

火災件数、交通事故、交通犯罪、一酸化窒素である。また、家賃に関する回帰結果に比べ、予

想通りの結果を得られた変数は少ない。この理由として、いくつかの可能性が考えられる。ま

ず、環境変数が個人の効用とは逆に企業の生産性に影響を与える可能性がある。つぎに、賃金

を説明する場合に、企業規模、産業、職業などの地域環境以外の職場環境を示す変数に加えて

中卒、高卒、短大卒、大学卒の4種類のダミーを用いて能力をコントロールしたが、これ以外

の個人の能力を十分にコントロールできていない可能性がある。さらに、職住一致の仮定が満

たされていない可能性がある。例えば、住環境がよいところに住んで、賃金の高い地域に通勤

するということが十分に考えられる。この場合には、環境がよい地域ほど、賃金額も高くなる

可能性がある。

 そこで、職住一致と企業規模の効果を考慮した賃金（小規模）の推定結果を検討しよう。有意

な変数は、賃金（常用）に比べ少なくなっている。符号は、ぽぽ同じ結果を得ている。一方、パ

ート労働者のみのデータで分析した賃金（パート）の結果を検討しよう。この結果は、賃金（常

用）の結果とは大きく異なっている。有意に予想通りの符号を付けた変数は、飲食店数、酒場

数、都市公園、金融機関、交通事故、通勤時間、浮遊粒子、老人福祉である。老人福祉に関し

ては、他の賃金で得られた結果と同じ結果を得ているものの、安全を示す指標に関して有意性

がなくなり、都市公園、浮遊粒子の評価額は、他の賃金に関する回帰結果とは逆に、予想され

る符号を有意に得ている。このことから、補償賃金格差の理論は、より短期に賃金設定が可能

なパート賃金に関して成立していることもうかがえる。

 家賃と3種の賃金のすべての結果において、公害の変数が、一部を除き逆の符号で推定され

ている。これは、企業の効果が大きな影響を及ぼしているためかもしれない。公害の少ない地

域では、厳しい環境基準を達成するために、企業の生産性を低下させなけれぱならないとしよ

う。その効果が個人の効用に与える影響より大きいならぱ、たとえ住民にとって負の効果をも

っている公害変数でも、企業の影響から正の符号をもつ可能性がある。また、公害の許容度が、

個人の所得水準によって影響を受ける可能性があれば、このような推定を行う場合には、非線

形性を考慮する必要があるかもしれない。以上、家賃の結果と賃金の結果を別々に検討してき

たが、両方の効果を考慮した有意性は、次の節の環境評価額の。値に表される。

第5節 環境評価額と都市の順位

112



 本節では、回帰式に用いた地域環境変数を人々が金銭的にどのくらい評価しているか（環境

評価額）を導出し、その評価額を合計することによって都市の順位を求める。

5．1環境評価額の計測

 前節で求めた係数をもとに環境評価額を計算する。ただし、前節では賃金に関して3種類の

回帰分析を行ったので、その3種類の賃金データを用いたときの環境評価額をそれぞれ求める。

その後さらに、各世帯内の労働者数を考慮した環境評価額を導出する。

3種類の賃金サンプルに関する環境評価額

 環境評価額Pは、先に示したように（6－6）で求められる。本章では、対数型の回帰を行ったの

で、回帰で得られた値を（6－6）に対応した形に修正して、環境が平均水準で1％変化したときの

評価額を求めることにしよう。

 （6－6）で求められた評価額は、環境の微少の変化に対するものであった。これに対し、平均水

準で評価した環境の1％変化に対する評価額は、環境量の平均値（ノ）を用いて、以下の式で

表される。

                 γ   ∂R  ゴ〃
               戸≡」一：
                 ㌦／割／割

       坐
   a1n五 亙
また、   ＝一なので、本章で用いた評価額の導出式は、以下のように表される。I2
   31n／ M
        ／

                a1n沢＿  a1n〃7＿
              P…  犬   豚         （6－9）
                a1n／    a1nノ

ここで、Rおよび〃は、それぞれ賃金と地代の単純平均をあらわしている。

 以下では、この式をもとに環境評価額を導出してみよう。前節での3種類の賃金データ（常

用，小規模，パート）に対応した環境評価額の値を、それぞれP（常用）、P（小規模）、P（パート）、

で表すことにしよう。P（常用）、P（小規模）、P（パート）の値は、表6－3－1に表されてい

る。各値の右にあるfの値は、それぞれ、P（常用），P（小規模），P（パート）に対する
                                     13
c値である。また、ご値を計算する際の標準偏差は、デルタ法によって求められた 。火災件

数、通勤時間、人口密度、老人福祉、寿命はすべてのケースについて有意であり、予想通りの

符号を得ている。通勤時間に対する評価額は、パート世帯が一番大きい。これは現実と合致し

12ただしダミー変数に関しては、ダミーの対象がOから1に変化したときの評価額を求めている。

13デルタ法については、Greene（1993）を参照のこと。
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ていると思われる。人口密度に関する評価額は、すべてのケースに関してほとんど同じである。

一方、老人福祉に対する評価額は、パート世帯の方が小さい。人口密度がプラスの影響を及ぼ

しているので、平均的な水準で評価する限り、混雑効果よりも集積の利益が上回っていると考

えられる。この分析で興味深いのは、寿命の評価額である。この推定係数によれば、寿命の

1％の伸びは、P（常用）に関して月あたり43万円の価値をもたらす。この値は他の環境評価

変数に比べて非常に大きい。寿命の1％の伸びは約0．8年を意味するが、全国での標準偏差がO．

6、最大と最小の差が3年であることから、1％の伸びは大きな意味を持っている。また、パー

ト世帯の方がその評価額は大きい。

 次に、分野毎に検討してみよう。サービス変数では、符号は様々であるが。飲食店数と金融

機関に関して、正の評価額が得られている。地方財政に関する変数では、有意性はないものの、

すべてに関して負の符号が得られている。教育の変数は、有意ではなく、符号もまちまちであ

る。安全を表す変数では、火災件数に加えて交通事故および重要犯罪に関して、負の符号が得

られている。生活に関わる変数では、通勤時間に負、下水道普及率に正の効果を表している。

自然（気候）変数では、ほぼ正の評価額を得ている。大気汚染に関わる変数は、本章で新しく

取り入れられたものであるが、符号は様々で統一性がなく、推定はうまくいかなかった。これ

らの変数は、観測所の位置が限定されているため完全には、都市とデータが一致していない。

公害に関する評価は、より細かいデータが望まれる。最後に福祉に関する変数は、医師数およ

び児童福祉を除いて、有意に正の結果を得ている。

各世帯内の労勤者数を考慮した環境評価額

 5．1では、各世帯内に一人の労働者がいるという仮定の下で、環境評価額を求めてきた。し

かし、世帯内に二人の賃金労働者がいる家計も存在する。そこで、本節では、年金生活者など

のような労働者がいないケースと労働者が二人いるケースを加えた3つのケースについて分析

することにする。また、賃金データとしては、実質賃金（常用）のデータを用いる。

 労働者の数（0人、1人、2人）に対応した環境評価額（P0，P1，P2）の導出式は、それぞれ

以下の式で表される。

                   a1nR＿
                P0…  火          （6－10）
                   alnノ

  a1n R＿  a1nη7＿
戸I≡   沢     〃

a ln／    a1nノ
（6－11）

               a ln R＿   a1nη7＿
             P2≡  灰一2  豚        （6－12）
               d1n∠     a1nノ

 これらの式は、片弾力性の形で表されており、各環境変数の1％変化に対する評価額を表し

ている。（6－10）は、労働者がいないケース（例えば、年金生活者の世帯）や職住が一致してい

ないケースなどに対応する評価である。働いていない人にとっては、全国どこに住んでいても
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同じ収入が得られると考えられるので、賃金からの影響は受けない。また、他地域への通勤が

可能であり、居住地域が働いている地碑と一致しなくてもいい場合には、賃金は地域効果から

は独立となるからである。（6一川は、職住一致の仮定のもとで、家計内に一人の労働者がいる

ケースにおける環境評価額を表している。この式は、（6－9）と同じである。また、（6－12）は、二

人の労働者がいるケースの評価額に対応する。なぜなら、二人の労働者が家計にいる場合、家

計の移動は、二人の労働者の賃金を合計した全賃金と家賃を考慮して行われるので、理論モデ

ルを書き換えることによって、（6－12）を得る。ただし、二人の労働者は、瞬時に同じ地域に移

動でき、その地域で雇用されることが仮定されている。

 推定されたP0，P1，P2の値は、表6－3－2に示されている。各値の右にある。の値は、それぞ

れ、P0，P1，P2に対する。値である。

 まず、家賃の推定式の結果のみを用いて評価を求めたP0のケースを分析してみよう。これ

は、言うまでもなく表6－3－1で示された家賃の結果と同じ符号をとっている。表6－3－1の所で述

べたように、多くの環境変数が予想される符号をとっている。年金生活者なども含まれるこの

ケースでは、寿命の1％の伸びは、月あたり77万円の価値をもたらす。この大きさは他のケー

スでの寿命に対する評価額を上回っている。

 つぎに、労働者が一人であると想定したときのP1と二人であると想定したときのP2の欄

を見てみよう。戸0に比べ、賃金の効果が加味されている。全てのケースにおいて予想通りの

符号を付けている変数は、飲食店数、酒場数、金融機関、地方債額、資産評価率、中学教育、

火災件数、通勤時間、離婚件数、下水普及率、歯科医師数、寿命である。そのうち全てにおい

て有意であるものは、酒場数、火災件数、下水普及率と寿命である。酒場数と火災件数につい

ては、賃金の効果を加味することによって評価の絶対額が大きくなっているが、寿命の評価額

は、小さくなっている。また、P0では、予想とは逆の符号を示していた交通事故と交通犯罪

の符号が、戸1やP2ではマイナスに変化し有意になっている。交通に関わる要素が、賃金に

含まれていることが分かる。さらに、人口密度はいずれのケースもプラスの影響があることを

示しており、混雑効果よりも集積の利益が上回っていると考えられる。

5．2都市環境格差の計測と都市の順位

 次に、表6－3－1および表6－3－2で求められたそれぞれの環境に対する環境評価額から、ある地

域全体の相対的な環境評価額を導出し、その額をもとに都市を順位付けしよう。

3種類の賃金サンプルに関する都市環境格差の計測と都市の順位

表6－3－1の結果を用いて、各都市の地域環境格差を導出する。地域環境の相対的評価額は、この

評価額にその環境の相対量を乗じ、各環境の額を足し合わせたものと定義する。それぞれの環

境評価額（P（常用）、P（小規模）、P（パート））に対する都市の環境評価額は以下の式で
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表される。

R（常用）一Σp（常用）ム・｛（4一石）／瓦｝

       止
R（小規模）一Σp（小規模）止・｛（4一石）／瓦｝

       正
R（パート）一Σp（パート）、・｛（4一石）／瓦｝

ここでkは、推定に用いた各環境を表しており、またλ女は、各環境の絶対量である。 容易

にわかるように、ここで導出される評価額は、各環境の単位からは独立となる。上式で求めら

れた評価額を大きいものから順に順位付けした結果は、表6－4－1から表6－4－3にまとめられてい

る。評価額の単位は円である。例えば、1位の米子の評価額は98807円であるが、これは、平

均的な都市に比べて一ヶ月あたり、金銭的に98807円分の価値だけ環境に格差があることを示

している。また、この順位付けに使われた都市の一覧は、付録6－5にある。表6－4－1、表6－4－2、

表6－4－3は、それぞれ、P（常用），P（小規模），P（パート）を用いて計算した結果である。

また、評価額の標準偏差をもとに乱数を10000回発生させてシミュレーションを行い順位の変

動を調べた。その際の変動の平均順位と標準偏差が示されている。また、TOP10およびTOP20

は、それぞれの都市の環境評価順位が10以内および20以内に入る確率を示している。

 まず、一般的な賃金（常用）を用いて求めた都市の環境格差R（常用）と都市の順位を示した表6－

4－Iを見てみよう。上位には、地方中堅都市が位置している。また、1位から10位までを見て

も青森から沖縄まで全国に散らばって分布している。上位の都市は、ほとんどが海に面してい

る都市である。上位10位までの都市が、平均的な都市に比べ5万円以上の格差がある。1O以内

や、20位内に入る確率を見てみよう。順位が上位10都市に入る確率が5％以上ある都市は、20

位以上の都市であり、20位以上に入る確率が5％以上あるのは約45位以上の都市である。した

がって、上位45位以上の都市は189都市の中で、地域環境が優れた集団であると理解してよい

であろう。

 では次に、評価額P（小規模）から求めた環境格差R（小規模）と都市の順位を示している表6

－4－2を見てみよう。若干の順位変化がおきている。弘前は、平均的な都市に比べlO万円以上の

環境が高く評価されている。弘前は表6－4－1よりも大きな値を得ているが、10位以内や20位以内

に入る確率は、小さくなっている。また、平均に比べて5万円以上の環境が高いと評価された

都市は順位が8位以上の都市であり、少し格差は縮まっている。順位が上位10都市に入る確率

が5％以上ある都市は、28位以上の都市であり、20位以上に入る確率が5％以上あるのは、70

位ぐらいまで広がっている。表6－4－1に比べ環境格差が小さく評価されているため、順位の分散

は大きくなっている。例えば、51位の伊勢崎は、10位に入る確立が29％もあり、l1位の鎌倉よ

りも大きい。また、大阪は、70位に位置しているものの分散が大きく、lO位以内に入る確率が

1O％もあり、23位の八代よりも大きい。

最後に、パート世帯にとっての評価した環境格差R（パ．ト）と都市の順位を示している表6－4一
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3を見てみよう。1位には、表6－4－1で187位に表6・4－2で51位にあった伊勢崎が位置している。

しかし、C値は低く、10位や20位に入る確率は、2位の武蔵野の方が大きい。一方、2位の武蔵

野は、表6－4－1や表6－4－2で、10位台にあった都市である。また、上位に来ている都市は、表6－4－

1と対照的に、内陸部の都市が多い。

各世帯内の労働者数を考慮した都市環境格差の計測と都市の順位

 表6－3－2の結果を用いて、各世帯内の労働者数を考慮した各都市の地域環境格差を導出する。

地域環境の相対的評価額は、この評価額にその環境の相対量を乗じ、各環境の額を足し合わせ

たものと定義する。それぞれの環境評価額（PO，ア1，P2）に対する都市の環境評価額は以下の式

で表される。

R0≡Σp0正・｛（4一石）／瓦｝

   比
況1…Σp1此・｛（4－4）／瓦｝

   k
火2≡Σ戸2上・｛（ノ止一石）ノ石｝

ここでkは、推定に用いた各環境をあらわす。

 上式で求められた評価額を大きいものから順に1頃位付けした結果は、表6－4－4にまとめられて

いる。評価額の単位は、円である。次1の結果は、表6－4－1と同じであるから省いている。まず

職住分離のケースである沢0を検討してみよう。この順位には、賃金の効果は入っていないた

め、住居特性を省いた後の家賃の順位と考えることができる。主に、大都市近郊の都市が上位

にきている。巨大都市の中心地（例えば東京や大阪）が必ずしもいいわけではないことが分か

る。これは、便利さ以外に、自然環境や教育環境など、その他様々な環境が人々の効用に影響

を与えているからであろう。平均的な都市との環境格差は、1位の都市でも4万円台であり格差

は小さくなっている。職住一致の仮定をおき、かつ労働者が各世帯に二人いることを想定した

ケースである五2では、格差が他のケースよりも大きくなっていることがわかる。また、これ

らの順位には、賃金の効果がより大きく反映されているため、R0の順位とは大きく違ってい

る。労働者が二人存在する場合には、賃金の少しの変化が、都市の環境評価及ぴ順位に大きな

影響を及ぼす。上位と下位の順位は、表6－4－1に示されているR1の順位とほぼ同じであるが、

中位の順位は大きく変わっている。順位を下げた都市では労働環境が悪いと思われる。

第6節 むすび

本章では、補償賃金格差の理論と労働移動による土地の資本化の理論から、賃金と家賃の両

方を考慮に入れ、地域環境の評価と環境格差の計測を行った。家賃と賃金の回帰分析によって
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得られた推計値を下に、地域環境に関する平均的な評価額および都市問の環境格差の指標を求

めた。

 まず、職住一致の仮定のもとで労働者が一人いるケースについて、3種類の賃金データから

環境評価を試みた。パート世帯では、環境に関する評価が大きく異なることが示された。また、

どのケースに関しても、火災と人口密度には敏感であることが分かった。注目すべきであるも

のは、寿命に関する評価であり、高い評価をしていることが分かった。 （もちろん、寿命変数

が様々な環境評価の代理変数となっている可能性はある。）社会資本に対する評価としては、

次の結論が得られた。都市公園はパート世帯によって高く評価された。地方財政に関わる指標

としての地方債額や資産評価率に対しては、どのデータからも大きく負の評価が見られた。教

育では、小学教育が小規模企業で働く家計やパート世帯に評価され、中学教育はパート以外の

世帯に評価された。これは、家計内の子供の構成に関係すると思われる。道路状況は、パート

世帯に高く評価された。下水道普及率も全世帯に評価された。老人福祉に対する政策は、高く

評価され、老人福祉施設の1％の充実は、1ヵ月あたりほぽ10000円の価値があることがわかっ

た。

 また、世帯内の労働者の数の違いによっても、評価が大きく違うことが示された。酒場数、

火災、寿命などは、どのケースでも大きく評価されている。世帯内労働者数の違いで社会資本

の評価は次のように違った。都市公園は、労働者数が少ないほど大きく評価された。労働の増

加は、都市公園を楽しむ時間を少なくするからであると思われる。道路整備は労働者が少ない

ほど評価されたのに対し、下水道普及率や老人福祉の評価は、労働者が多いほど高かった。こ

れらの結果は、生活スタイルの違いを表していると考えられる。

 最後に、それぞれの環境評価額をもとに都市の環境格差を測定した。やはり、パート世帯に

おける評価額から計測された環境格差は、他のものと大きく異なった。労働者がいないケース

（職住分離のケースに相当する）では、大都市が上位に1頃位付けされたものの、大都市の中心

都市ではなく、近郊都市の環境が高いことが分かった。また、労働者が二人いるケースでは、

賃金の効果が大きく現れ、一人のケースに比べ格差は大きくなった。

 今後の課題として、以下の問題点が残されている。回帰結果からは、家賃に関しては、ぽぽ

予想通りの符号が得られたが、賃金に関しては、予想とは逆の符号も得られた。これには、以

下の三つの問題点が残されている。第一に、個人の能力に関する情報として学歴変数を用いて

いるが、それ以外の情報があまり得られていないために、個人の能力に関する調整が十分にで

きていない可能性が存在する。ある地域で賃金が低いときに、その地域に能力の低い人が多い

ためなのか、環境がいいためなのかを十分に識別できていない可能性が高い。この区別ができ

ず、十分に能力の調整ができていない場合には、環境が悪いにも関わらず賃金の低い地域を、

環境のよい地域として順位付けしてしまうかもしれない。この点を克服するためには、地域間

労働移動の情報を含んだデータを用いて、地域間労働移動による同一個人の賃金変化を分析す

る必要があろう。第二に、家賃と賃金データの両方を考慮したときに発生する問題点として、

環境が人々の効用関数だけでなく企業の生産関数にも影響を及ぼすとき、企業への影響の度合
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いによっては、予想と逆の符号がでることが理論的に求められている。この効果を効用関数に

与える影響から分離する必要がある。第三に、本章で用いられたデータは、職住一致の仮定を

満たしていない可能性が高い。この点は大都市周辺の都市の環境評価を行う場合に問題となる。

本章では、この効果を分離するために3種の賃金データを用いたが、より細かな調整が必要で

あろう。
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変数名一 内容

表6－1

変数説明

サービス

卸売商店数 卸冗商店数（1982（昭和57）年と1985（昭和60）年の加重平均）

小売商店数 小売商店数（1982（昭和57）年と1985（昭和60）年の加重平均）

飲食店数 飲食店数（酒場除く）

酒場数      （酒場のみ）

都市公園 都市公園面積

金融機関 金融機関数

スポーツ スポーツ施設数

地方財政（地方政府）

地方債額 地方債額 1984（昭和59）年中

資産評価率 固定資産税評価率  （本章で計算：付録6－4参照）

教育

小学教育 小学校教員数／生徒数

中学教育 中学校教員数／生徒数

図書冊撃 図書館蔵書冊数総数

安全

火災件数 火災出火件数

交通事故 交通事故死者数。

風水害  ＊風水害による被害状況 （被害総額）

公害苦情 ＊公害苦情件数

重要犯罪 ＊認知件数：重要犯罪

交通犯罪 ＊    1交通関係犯罪総数

少年犯罪 ＊    ：少年犯罪総数

生活

通勤時間 通勤時間が30分未満の世帯総数／世帯の主な働き手が

     雇用者である普通世帯総数

道路状況 舗装道路に面する住宅数／住宅総数

水道料金 水道料金

人口密度 可住地人口密度（人口／可住地面積）

離婚件数 ＊離婚件数

通勤割合 ＊他県への通勤割合1（昼間人口／夜間人口）｝

交通整備 ＊道路整備率（道路統計年報）

公共下水道普及率 現在処理区域内入口／行政区域内人口

自然（気候）

平均気温 年平均気温

平均湿度 年平均湿度

単位

個＃

個＃

個＃

個＃

ha

個＃

個＃

千円＃

％

人

人

千冊＃

件＃

人＃

百万円＃

件＃

件＃

件＃

件＃

個

個

円

件＃

％

％

％

O．1度

％
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日照時間

降水量

降雪量

海ダミー

目照時間

降水量

降雪の深さ

海に面しているとき1

O．Iha

0．1mm

Cm

環境条件（公害）

二酸化硫黄

二酸化窒素

一酸化窒素

浮遊粒子

医療

医師数  医師数（地域医療計画基礎統計）

歯科医師数 歯科医師数

老人福祉 老人福祉施設定員数

児童福祉 児童福祉施設定員数

寿命   平均寿命（生命表）

PPm
PPm
PPm
     2
1／1000mg／m

人＃

人＃

人＃

人＃

才

ただし、＊は、県別データであることを示す。また、＃は都市人口あたりの数値であることを
示している。県別データに関しては、県人口あたりの数値となっている。
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説明変数   家賃

  表6－2－1

  推計結果

 被説明変数
t値   賃金（常用）  t値 P値

卸売商店数

飲食店数

酒場数

小売商店数

都市公園

金融機関

スポーツ

地方債額
資産評価率

小学教育

中学教育

図書冊数

火災件数
交通事故

風水害

公害苦情

重要犯罪

交通犯罪

少年犯罪
通勤時間

道路状況

水道料金

人口密度

離婚件数

交通整備

下水普及率

平均気温

平均湿度

目照時間

降水量’

降雪量

海ダミー

二酸化硫黄

二酸化窒素

一酸化窒素

浮遊粒子

医師数

歯科医師数
老人福祉

児童福祉
寿命

一0．0332＊

0．2010＊＊＊

0．0477＊＊

一0．0342

0．0107

0．0240

－0．0059

－0．0118

－011150＊＊＊

0．0763＊＊＊

0．0197

0．0144＊＊

一0．0906＊＊＊

0．0104

－0．0071＊＊

0．0461＊＊＊

0．0081

0．0096

－O．0175

－0．1866＊＊＊

0．1839＊＊＊

一0．0191＊＊＊

0．1007＊＊＊

一0．0222＊＊＊

0．0780＊＊

0．0148＊＊＊

一0．0912

－0．1675

0．3608＊＊＊

0．1310＊＊＊

0．0101＊＊

一0．0111

0．0270

0．0837＊＊＊

一0．0077

0．0031

－0．0540＊＊＊

0．0894＊＊＊

一0．0050

－0．0101

9．5758＊＊＊

一1．753

51294

2，653

－1．339

1．191

1，031

－0，567

－1，067

－6．331

3．399

1．060

2，300

－7．174

1，363

－2．247

2．965

0．288

0，394

－0，524

－6．757

2，790

－3．469

5，075

－2．647

2．118

4，871

－1，636

－1．033

2．832

4．274

2，122

－0．860

1．346

2，513

－0．461

0，132

－3．388

4，384

－0，543

－0．565

12．421

0．0146

0．0106

－0．0280＊＊＊

一0．0107

0．0169＊＊＊

一0．0479＊＊＊

0．0241＊＊＊

0．0100＊＊

一0．0023

0．0179＊

一0．0001

0．0081＊＊

0．0179＊＊＊

0．0107＊＊＊

一0．0075＊＊＊

0．0018

010133

0．0413＊＊＊

一0．0360＊＊

一0．0080

0．0313

－0．0330＊＊＊

O，0000＊

0．0014

0．0163

－0．0034＊＊

一0．0371

－0．2561＊＊＊

0．0144

－O．0103

0．0042＊

一0．0129＊

一〇．0128

0．0333＊

0．0242＊＊＊

一0．0503＊＊＊

一0．0180＊＊

一0．0095

－0．0252＊＊＊

0．0199＊＊

0．8036＊＊

1．407

 0．57

－2，803

－0．891

3，331

－3．957

4．296

1，696

－0，35

1，647

－0．013

2．293

2．751

2，754

－3．315

0．189

 0，96

3，229

－1，776

－0．574

0，905

－3．719

 1，88

0．324

1，225

－2，195

－1，309

－3．045

0，233

－0，603

L809
－1，899

－1．271

 1，81

2，831

－4，099

－2，011

’0，822

－4．738

2．195

2．027

0．159

0．569

0．005

0．373

  0

  0

  0

0，09

0．726

 0，1

0．989

0．022

0．006

0．006

  0

0，85

0．337

0．001

0．076

0．566

0．365

  0

0，06

0．746

0．221

0．028

0．191

0．002

0．816

0．547

0，07

0．058

0．204

0，07

0．005

  0

0．044

0．411

  0

0．028

0．043

決定係数

調整済み決定係数

サンプル数

F値

0．6201

0．6182

12582

314．374

0．6658

0．6649

24182

717．10

注：＊淋、＊＊、＊、は、それぞれ1％、5％、10％、の水準で有意であることを示す。

P値は、その変数がの係数が0と考えられる確率を表す。
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説明変数

         表6－2－2

 推計結果（賃金（小規模）、賃金（パート））

         被説明変数
賃金（小規模） t値  p値  賃金（パート） t値  p値

卸売商店数

飲食店数

酒場数
小売商店数
都市公園

金融機関

スポーツ

地方債額

資産評価率
小学教育

中学教育

図書冊数

火災件数

交通事故

風水害

公害苦情

重要犯罪

交通犯罪

少年犯罪
通勤時間

道路状況
水道料金

人口密度

離婚件数

交通整備

下水普及率

平均気温

平均湿度

目照時間

降水量

降雪量

海ダミー

二酸化硫黄

二酸化窒素

一酸化窒素

浮遊粒子

医師数

歯科医師数

老人福祉

児童福祉
寿命

一〇．0022     －0，13

0．0106    0，281

－0．0086   －0，454

－0．0478＊   一1．952

0．0139    1，296

－0．0095    －0．436

0．0465＊＊＊  4．025

0．0021    0，181

－0．0115    －0．887

0．0051    0．243

0．0381＊    1，724

－0．0046   －0．679

0．0082    0．645

0．0143＊    1，833

－0．0137＊＊＊ 一3．241

一0．0055

0．0145

－0．0005

－0．0557

0．0000

0．1289＊＊

一0．0213

0．0000

－0．0077

0．0273

0．0018

－0．0938＊

一0．303

 0．55

－0，019

－1．472

  0
1，962

－1，228

－O1327

－0．853

1．036

0，591

－1．785

一0．4019＊＊＊ 一2，608

－0．0163    －0．137

0．0072     0，225

－0．0003    －O．073

－0．0025    －O．187

－0．0272    －1．486

0．0190     0，55

0．0463＊＊＊  2，704

－010340    －1，401

－0．0066    －0，365

－0．0313    －11448

－0．0439＊＊＊ 一4．012

0．0160    0，877

－0．4208    －0．542

0．897

0．779

0，65

0．051

0．195

0．663

  0

0．857

0．375

0．808

0．085

0．497

0．519

0．067

0．001

0．762

0．582

0．985

0．141

  0

0，05

0，22

0．744

0．394

 013

0．555

0．074

0．009

0．891

0．822

0．942

0．851

0．137

0．583

0．007

0．161

0．715

0．148

  0

0．381

0．588

0．1414＊＊＊  3，734

－0．1366＊＊  一2，033

－010757＊＊   一2，26

0．0531     1，267

－0．0697＊＊＊ 一3，965

－0．1589＊＊＊ 一3．203

0．0378＊

0．0217

－0．0457＊

一0．0419

0．0331

0．0209＊

0．0134

0．0387＊＊

0．0047

0．0352

0．0715

0．0028

0．0075

0．0847＊

一010221

1．9n

 1．1
－1，882

－0．951

0．907

1．675

0．563

2．093

0．616

0．967

1．369

 0，06

0．101

1，709

－0．18

一0．1131＊＊＊ 一3．652

0．0000     0．177

0．0197     1．265

0．1296＊＊＊  2．669

0．0018    0．343

0．0781    0．773

一0．2623

－0．0754

－0．1042

0．0140＊

0．0524＊＊

0．0766＊

一0．1016

－0．0304

0．1053＊＊

0．0034

0．0302

－0．0436＊＊

0．0534

0．1124

一0，841

－0，323

－1．506

1．712

2．107

1，944

－1，514

－0．966

 2，44

0．119

0，724

－2．393

1．625

0．077

  0

0．042

0．024

0．205

  0

0．001

0．056

0．272

0，06

0．342

0．364

0．094

0．574

0．036

0．538

0．334

0．171

0．952

01919

0．088

0．857

  0

0，86

0．206

0．008

0．731

0，44

0．4C1

0．746

0．132

0．087

0．035

0．052

0，13

0．334

0．015

0．905

0．469

0．017

0．104

0．938

決定係数

調整済み決定係数

サンプル数

F値

0．5377

0．5338

7313

138．26

0．6773

0．6671

2245

66．16

＊榊、榊、＊、は、それぞれ1％、5％、10％、の水準で有意であることを示す。

P値は、その変数の係数がOと考えられる確率を表す。
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表6－3－1

説明変数

  賃金種類別環境評価額（単位：円）とt値

P（常用）  t値 P（小規模）  t値 P（パート） t値

卸冗商店数

飲食店数

酒場数

小売商店数
都市公園

金融機関

スポーツ

地方債額

資産評価率
小学教育

中学教育

図書冊数

火災件数
交通事故

風水害

公害苦情

重要犯罪

交通犯罪

少年犯罪
通勤時間

道路状況

水道料金

人口密度

離婚件数

交通整備

下水普及率

平均気温

平均湿度

日照時問

降水量

降雪量

海ダミー

二酸化硫黄

二酸化窒素

一酸化窒素

浮遊粒子

医師数

歯科医師数

老人福祉

児童福祉
寿命

 一8727．50＊   一1，909  －1903．89    －0，316 －17448．41＊＊＊ 一4 114

 11729，95     1．420  12530，92     0．958  30385．83＊＊＊  3．970

 15434．18＊＊＊  3．519   6721，82     1．027  11739．68＊＊＊  3．099

  1705，08    0．316  13356，46     1，572  －8285．16＊   一1，715

 －6156．55＊＊＊ 一2，768  －3823，55   ’1．039   8145．74＊＊＊  4．126

 21780．07＊＊＊  4．069   5106，38    0．677  18530．66＊＊＊  3，363

－10454．68＊＊  一4，235 一王6114．02＊＊＊ 一4，054  －4426．46＊＊  一1，985

 －5103．31＊＊  一1，957  －1659，88    －O．408  －3215．42    －1，431

 －8267．95＊＊＊ 一2，686  －5345．41    －11162  －4436．57    －1，515

 －1298．68    －0．268   4401，53     0．605  10500．86＊＊   2．122

  1639，33     0，341 －11237．95    －1，482  －1884．12    －0，460

 －2189．79    －1．421   2706，79     1，155  －1033．43    －0，740

－14689．99＊＊＊ 一5，094－10008．93＊＊  一2，286  －8661．37＊＊＊ 一3，225

 －3606．65＊＊  一2，089  －3963．40    －1，474  －3213．17    －1．583

  2546．74＊＊＊  2．615   4049．81＊＊＊  2，797  －1063．00    －1．266

  2933，70    0．699   5544，23    0．889     12，17     0，003

 －4868．52   －0，789  －4242．62   －0，463  －6824．93   －1，156

－16339．46＊＊＊ 一2．892    926，05    0．110    479，53     0．091

 13533，61    1，533  王7331，65     1，333  －2188．30    －0，267

－11618．04＊   一1，870－14950，62＊＊＊ 一6，757 －23805．02＊＊＊ 一4．225

  1766，30    0，116 －28646．42   －1．260  17046，79    1．229

 12157．57＊＊＊  3．279  5645，00    0．963  10290．74＊＊＊  3．149

  8062．83＊＊＊  5．074   8064．23＊＊＊  5．075   8063，82＊＊＊  5，075

 －2370．25   －1．217   811，49    0，261 －3835．38＊＊  一2，178

 －505．57   －0，081 －2939．83   －0，314  －7304．22   －1．244

  2603．00＊＊＊  3．774    571，12    0．534   1000．44＊    1．685

 8079，90    0．642  24273，45     1，330 －15474．65    －1．349

 92714．92＊＊＊  2．492 121848．53＊＊   2．279  14001，13     0．399

 22933．42    01831  34389，03    0．834  36791，31    1．391

14747．83＊＊ 1．975 8083198 0．73521396．67＊＊＊2，800
 －916．48    －0．891   910，74    0，642   －648．90    －0．695

 4438，74     1，483    －52．93    －0，012  －6370，90＊＊  一2．276

 7471．88＊    1．670  11320．67＊．   1，778  －5838，34    －1，321

 －7112．81   －0．880   319，64    0．027  17321．67＊＊   2，308

－10651．07＊＊＊ 一2，812－16208．17＊＊＊一2．739  2562，04    0．722

 21107．31＊＊＊  3．886  11685，00     1，394 －10762．69＊＊  一2．197

 3142，60    0，800  －2100．75   －0，337  －4678．33   －1．458

 11091．42＊＊   2．196  17688．61＊＊＊  2．375   4006，27    0．861

 10C34．14＊＊＊  4．317  14374．00＊＊＊  3．826   4155．96＊＊   2，033

 －9042．32＊＊  一2，253  －6179．64    －0，982  －6393．65＊   一1．718

434067．63＊＊＊  2．472 908815．48＊＊＊  3．387 755413．77＊＊＊  4．609

注： ＊＊＊，＊＊，＊は、それぞれ、 1％、 5％、 10％の水準で有意であることを示す。
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表6－3－2

世帯当たり労働者人数別環境評価額（単位：円）と下値

説明変数   P O t値   P1 tイ直    P2     tイ直

卸売商店数一265856＊
飲食店数 16105．58＊＊＊

酒場数   3823．33＊＊＊

小売商店数一2738．15

都市公園  855．04

金融機関  1919．88

スポーツ  一472．57

地方債額  一943．51

一1．753

5．294

2，653

‘1．339

1．191

1．031

一8727．50＊   一1，909 －14796．44＊   一1．689

11729，95    1．420   7354，33    0．470

15434．18＊＊＊  3．519  27045．03＊＊＊  3．217

1705，08    0．316   6148，32    0，604

－6156．55＊＊＊ 一2，768 －13168．15＊＊＊ 一3．083

21780．07＊＊＊  4．069  41640．26＊＊＊  4．079

一〇．567 －10454，68＊＊＊ 一4，235 －20436．80＊＊＊ 一4．328

■1．067

資産評価率一9216．66＊＊＊一6．331

小学教育

中学教育

図書冊数

火災件数

交通事故

風水害

公害苦情

重要犯罪

交通犯罪

少年犯罪
通勤時間

道路状況

水道料金
人口密度

離婚件数
交通整備

下水普及率

平均気温

平均湿度
1ヨ照時間

降水量

降雪量

海ダミー

二酸化硫黄

二酸化窒素

一酸化窒素

浮遊粒子

医師数

歯科医師数

老人福祉

児童福祉
寿命

6115．44＊＊＊

1578．89

1151．04＊＊

3．399

1．060

2．300

一5103．31＊   一1，957

－8267．95＊＊＊ 一2，686

－1298．68   －0．268

1639，33    0，341

－2189．79    －1．421

一9263．11＊

一7319．25

－8712．80

1699．76

－5530．62＊

一1，858

－1，303

－0．949

0，184

－1，871

一7261．36＊＊＊ 一7，174－14689．99＊＊＊ 一5，094 －22118．62＊＊＊ 一4．026

 836，50    1，363  －3606．65＊＊  一2，089  －8049．80＊＊＊ 一2，451

 －570．05＊＊  一2．247   2546．74＊＊＊  2．615   5663．53＊＊＊  2．985

 3690．91＊＊＊  2．965   2933，70    0．699   2176，49     0．268

 648，56    0，288  －4868，52    －0，789 －10385．60    －0．887

 772，64    0，394 －16339．46＊＊＊ 一2，892 －33451．55＊＊＊ 一3，104

－1404．97    －0．524  13533，61     1．533  28472．19＊    1，671

－14950．62＊＊＊ 一6，757 －11618．04＊  一1，870  －8285．46   －0，701

14732．07＊＊＊  2．790   1766，30    0．116 －11199．46    －0，384

－1531．96＊＊＊ 一3．469  12157．57＊＊＊  3．279  25847，10＊＊＊  3．504

 8063．92＊＊＊  5．075   8062．83＊＊＊  5．074   8061．73＊＊＊  5，074

－1776．94＊＊＊ 一2，647  －2370，25    －1，217  －2963．57    －0．797

 6247．80＊＊  2．118  －505，57   －0，081  －7258．94   －0．636

 1186．44＊＊＊  4．871  2603．00＊＊＊  3．774   4019．55＊＊＊  3，061

－7309．57    －1．636   8079，90    0．642  23469，38     0，981

－13422．41    －1．033  92714．92＊    2．492 198852．24＊＊＊  2．804

28903．09＊＊＊  2．832  22933，42    0．831  16963，75    0．324

10498．50＊＊＊  4．274  14747．83＊＊   1．975  18997，16     1．327

 810．74＊＊   2，122   －916．48    －0，891  －2643，70    －1，358

 －892．85    －0．860   4438，74     1．483   9770．33＊    1．711

 2166，37     1．346   7471．88＊    1．670  12777，40     1．502

 6702．72＊＊＊  2，513  －7112．81    －0，880 －20928．35    －1，351

 －614．11   －0，461 －10651．07＊＊＊ 一2，812 －20688．02＊＊＊ 一2．867

 251，08    0．132  21107．31＊＊＊  3．886  41963．54＊＊＊  4，054

－4327．02＊＊＊ 一3．388   3142，60    0，800  旦0612，22     1．408

 7162，67＊＊＊  4．384  11091．42＊＊   2．196  15020，18     1，549

 －402．85   －0．543  10034．14＊＊＊  4．317  20471，12＊＊＊  4，583

 －805．38    －0，565  －9042．32    －2，253 －17279．26＊＊  一2．262

767170．31＊＊＊ 12．421 434067．63＊＊＊  2．472 100964，94    0，302

注：＊淋，榊，＊は、それぞれ、！％、5％、10％の水準で有意であることを示す。

P0，P1，P2は、それぞれ、世帯内労働者数が0人、1人、2人である時の環境評価額であ
る。また、P O－T，P1－T，P2－Tは、それぞれの下値を表す。

125



                                表6－4－1

                              R（常用）の順位

           （賃金（常用）を用いて導出された環境評価額に基づく都市の順位）

順位都市番号都市名合計評価額 標準偏差  t値平均順位順位偏差 TOPlO

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

 9

10

11

12

13

14

15

16

I7

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

31202

2202

44202

3201

15201

46201

32201

24202

5201

47201

16201

45201

31201

13203

29205

43201

45203

18201

17201

16202

38201

15222

41201

2201

13100

42202

6201

2203

36201

I4204

44201

4202

13202

6204

24201

1204

39201

 1205

43202

14206

35203

19201

 1206

7203

米子
弓ム前

別府

盛岡

新潟

鹿児島

松江

四目市

秋因
男屑覇

富山

宮崎

鳥取

武蔵野

橿原

熊本

延岡

福井

金沢

高岡

松山

上越

佐賀

青森

東京都

佐世保

山形

ノし戸

徳島

鎌倉

大分

石巻

立川

酒田

津

旭川

高知

室蘭
ノし代

小田原

山口

甲府

釧路

郡山

98807．84

85324．43

74945．75

67637．49

64610．61

62929．02

58053．19

57913．23

57084．57

51661．07

47218．43

41505．86

41247．82

39994．92

39011．66

33953．49

31491．74

31268．84

29663．64

2823I．47

28210．92

26904．34

26676．05

26308．08

24528．00

24235．04

23893．25

23516．22

23124．93

23052．72

22251．58

20726．41

20197．44

19911．04

19647．83

18565．86

18424．99

18060．13

17282．61

16587．60

16282．75

I6047．26

15038．52

14843．93

23912．75

44642．43

12778．50

15086．71

I3382．72

13870．76

13379．15

20770．85

I1769．37

16916．70

14873．20

13889．52

13982．28

14126．08

10935．52

12334．77

13220．39

18186．72

15641．71

14047．00

7450．84

19621．94

10577．97

13819．46

25403．29

8378．46

11345．28

11365．97

12989．45

9381．19

7048．39

11130．59

I0593．14

12718．52

12759．05

I2761．22

14882．82

14192．21

13259．90

7306．29

9529．42

13039．90

15444．03

10037．40

4．132

1．911

5．865

4．483

4．828

4．537

4．339

2．788

4．850

3．050

3．175

2．988

2．950

2．831

3．567

2．753

2．382

1．719

1．896

2．010

3．786

1．371

2．522

1．904

0．966

2．893

2．106

2．069

1．780

2．457

3．157

1．862

1．907

1．566

1．540

1．455

1．238

1．273

1．303

2．270

1．709

1．231

0．974

11479

2．505

11．275

4．438

6．376

6．917

7．465

9．098

11．07I

9．184

12．629

14．395

17．557

17．919

18，913

I8．402

23．259

26．520

29．671

30．046

30．353

27．021

36．250

30．402

32．865

44．887

32．100

34．383

34．856

36．725

34．695

04．624

38．868

39．555

41．639

41．890

43．671

45．613

46．100

46．456

44．205

45．891

48．646

52．180

49，036

2．894

25．141

2．669

4．287

4．067

4．554

5．361

11．253

4．598

9．542

9，628

I0．750

11，155

I I．761

8．690

12．792

15．498

23．399

20．701

18．614

8．973

29．609

14．169

19．535

40．899

11，896

I6．692

17．281

20，325

I4．041

10．674

18．760

17．964

22．291

22．129

22．834

27．606

26．132

24．837

13．966

18．338

25．931

30．847

20．357

0．976

0．780

0．966

0．863

0．842

0．806

0．691

0．633

0．686

0．514

0．392

0．235

0．235

0．210

0．134

0．084

0．065

0．141

0．083

0．054

0．002

0．114

0．O14

0．036

0．I47

0．O02

0．OlO

O．009

0．018

0．O02

0．000

0．005

0．002

0．010

0．007

0．006

0．O15

0．011

0．006

0．000

0．OOO

O．O04

0．011

0，000

  TOP20

0．996

0．876

0．999

0．988

0．990

0．984

0．966

0．884

0．976

0．868

0．821

0．738

0．713

0．681

0．694

0．521

0．435

0，455－

0．404

0．352

0．252

0．374

0．260

0．301

0．366

0．149

0．203

0．200

0．212

0．137

0．063

0．139

0．l11

0．142

0．137

0．l19

0．160

0．137

0．l l0

0．015

0．040

0．094

0．118

0．033
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45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

84

85

86

87

88

89

90

91

92

93

94

 1203

20201

40130

12216

12204

20202

11204

24203

14100

40100

14201

 1202

33201

12221

24204

12201

34100

35205

14203

28100

27100

38202

14205

35206

35201

420｝

14130

13209

22201

14207

35202

7202

27222

45202

13210

35208

40202

17203

14213

15202

7201

23100

13204

12207

I207

12219

13201

7204

28202

34205

小樽

長野

福岡

習志野

船橋

松本

浦和

伊勢

横浜

北九州

横須賀

函館

岡山

八千代

松阪

千葉

広島

徳山

平塚

神戸

大阪

今治

藤沢

防府

下関

仙台

川崎

町田

静岡

茅ケ崎

宇部

会津若松

羽曳野

都城

小金井

岩国

大牟田

小松

大和

長岡

福島

名古屋

三鷹

松戸

帯広

市原

八王子
レ・わき

尼崎

尾道

14381．59

139－7．05

12490．68

10768．22

10522．92

10440．68

10429．14

9616．67

9610．76

8772．94

8331．86

8264．77

8229．20

6834．05

6318．10

6259．59

5776．84

5603．25

5233二88

5142．18

3461．46

3433．29

2981．35

2920．19

2718．97

2605．71

2355．40

2147．50

2051．68

 1444．31

  835．14

  769．04

  507．09

  290124

  －20．13

－724．22

－l l11．77

＿12I8．83

＿1344．84

＿2035．57

＿2127．10

－2194．99

＿2516．14

＿2949．43

＿3086．ll

＿3228．49

＿3292．28

＿3398．43

＿3553．03

＿4785．34

12861．36

 9072．34

11590．19

10274．50

11287．30

12626．98

 9722．36

 9733．48

14962．46

 8424．41

12226．07

I4367．82

 8607．22

 9653．58

9296．16

 9825．78

 8906，03

 9－528．O1

 8326．35

9237．15

25494．75

9433．37

8301．96

 8658．43

6272．I1

10500．52

14421．24

12053．46

9672．99

10393．84

8808．93

11155．30

12551．29

13860．93

12010．48

8064．79

8352．18

15276．58

9886．69

10626．63

9284．54

12487．68

12895．45

9851．13

15472．30

9062．96

11805．70

9094．32

10273．66

9338．95

 1．118

 王．534

 I．078

 11048

 0．932

 0．827

 1．073

 0．988

 0．642

 1．041

 0．681

 0．575

 0．956

 0．708

 0．680

 0．637

 0．649

 0．588

 0．629

 0．557

 0．136

 0．364

 0．359

 0．337

 0．434

 0．248

 0．163

 0．178

 0．212

 0．139

 0．095

 0．069

 0．040

 0，021

－0，002

－0，090

－0，133

－O．080

－0，136

－0，192

－O．229

－0．I76

－0，195

－0，299

－0．I99

－O．356

－0，279

－O，374

－0，346

－0．512

51．910

49．820

54．641

57．972

58．649

59．829

58．194

59．994

63．306

61．456

64．191

66．222

62．725

66．630

67．782

67．847

67．844

68．982

69．657

70．141

82．303

75．308

75．508

76．063

75．050

77．722

79．906

79．022

78．504

80．562

81．787

82．761

83．022

85．303

85．369

86．225

86．785

89．826

87．895

90．994

90．033

911151

92．613

92．266

93．787

93．028

93．980

93．879

94．174

97．860

26．550

18．708

24．969

23．424

25．594

28．218

22．434

22．814

33．766

20．603

29．038

33．556

21．122

24．192

23．440

24．796

22．636

24．316

21．524

23．972

53．237

251234

22．381

23．849

17．449

28．079

36．516

31．596

26．415

27．967

24．598

30．027

32．973

36．205

32．431

23．592

24．352

39．473

27．843

30．032

26．777

34．147

35．154

28．303

39．781

26．512

33．235

26．543

29．593

27．430

O．003

0．000

0．001

0．000

0．000

0．001

01000

0．O00

0．O04

0．000

0．001

0．002

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．028

0．O00

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．OO0

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

01000

0．000

0．000

0．000

0．000

0，000

O，068

0．O18

0．041

0．015

0．022

0．035

0．008

0．007

0．058

0．002

0．021

0．036

0．003

0．004

0．O02

0．004

0．001

0．O02

0．000

0．001

0．l17

0．001

0．000

0．000

0．000

0．OO1

0．016

0．O06

0．001

0．001

0．000

0．001

0．004

0．007

0．003

0．OOO

O．000

0．012

0．OO1

0．000

0．OOO

O．003

0．O03

0．000

0．008

0．O00

0．001

0．000

0．000

0．000
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95

96

97

98

99

100

101

102

103

104

105

106

107

108

109

110

111

112

113

114

115

116

117

118

119

120

121

122

123

124

125

126

127

128

129

130

131

132

133

134

135

136

137

138

139

140

141

142

143

144

22203

37201

28203

28210

21201

27223

29201

27205

10201

28214

25201

12203

27209

21202

26100

11219

11205

I4212

1100

11201

11230

11221

27215

28204

 1208

20203

27204

10205

11215

34202

12212

30201

8201

22202

42201

38205

27202

10203

22207

27201

11202

8203

27203

12222

I1203

10202

12217

282I7

11214

11208

沼津

高松

明石

加古川

岐阜

門真

奈良

吹困

前橋

宝塚

大津

市川

守口

大垣

京都

上尾

大宮

厚木

札幌

川越

新座

草加

寝屋川

西宮

北見

上田
池日ヨ

太田

狭山

呉

佐倉

和歌山

水戸

浜松

長崎

新居浜

岸和田

桐生

富士宮

堺

熊谷

土浦

豊中

我孫子

川口

高崎

柏

川西

春日部

所沢

 ＿4865．88

 ＿5I73．92

 ＿5658．77

 ＿5818185

 ＿6608．07

 ＿6727，43

 ＿6872143

 ＿7442．60

 ＿7449．14

 ＿7621．01

 ＿7692，65

 ＿79I9．46

 ＿7996．18

 ＿7998．57

 ＿8339．88

 ＿8794129

 ＿9000．53

 ＿9268．13

 ＿9644．18

 ＿9771．80

 ＿9851．15

 －9964．1O

＿10381．20

＿10408．45

＿10822．50

＿l1325．37

＿l1349．81

＿12132．62

＿12134．40

＿12678．77

＿12755，16

＿12788．70

＿12876．98

＿13411．44

＿13764．OO

＿13926．80

＿14548．66

＿14832．74

－15151．91

＿15359．68

＿15397．17

＿15816．15

－15878．36

＿15933．20

－I5959．11

＿16167．53

＿16235．73

＿16741．93

＿16906，49

＿17490．45

9120．96

10782．47

6761．40

7430．49

11854．87

13262．94

9976．26

12201．56

8683．28

10217．95

9009．l1

10124．27

14221．07

8732．42

11027．58

10364．31

10684．21

7769．42

11570．71

9029．82

11452．40

10281．54

54371．20

I0421．05

14056．66

10017．I9

9883．28

14103．18

10801．24

6616．30

11953．08

8570．21

11626．60

8573．l1

15771．61

7258．25

9119．70

7968．89

9062．99

10981．88

7295．29

12712．73

10840．35

11700．86

9778．56

7794．31

10528．81

10521．34

9685．35

I0829．98

一0，533

－0，480

－0，837

－0，783

－O．557

－O．507

－0，689

－O，610

－O．858

－0，746

－0，854

－0，782

－O．562

－0，916

－0，756

－0，849

－0，842

－1，193

－0，833

－1，082

－O．860

－0，969

－O，191

－0，999

－O，770

－1，131

－1，148

－0，860

－1，123

－1，916

一！．067

－L492

－1．108

－1，564

－0，873

－1，919

－1，595

－1，861

－1，672

－1，399

－2，111

－1，244

－1，465

－1，362

－1，632

－2，074

－1，542

－1，591

－1，746

－1．615

98，l19

99．126

100．304

100．901

103．730

104．359

103．950

105．868

106．277

106．570

106．188

106．461

106．789

107，451

I08．240

109．O19

109．868

111．249

111．825

112．276

112．106

113．236

106．397

113．717

114．846

116．996

117．285

118．469

119．222

121．538

120．691

121．421

121．250

123．489

121．621

124．811

126．549

128．026

128．041

128．439

129．426

128．532

128．943

128．785

130．11l

131．569

130．257

131．503

132．349

133．785

26．749

30．933

21．133

22．411

33．296

35．958

29．191

34．134

26．194

29．737

26．833

29．955

38．391

26．114

31．730

29．817

30．793

23．986

32．519

26．925

32．276

29．560

72．284

30．097

37．476

28．910

28．412

37．219

30．465

20．140

32．475

25．l02

32．083

24．834

39．703

21．549

25．794

22．833

25．301

29，482’

21．244

33．073

29．310

3I．098

26．854

21．848

28．336

28．471

26．230

28．I31

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．O00

0，000

・O．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．126

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．OOO

O．000

0．O00

0．000

0．O00

0．000

0．000

0．000

0．O00

0．000

0．000

0．000

0．000

01000

O．000

0．OOO

O1000

0．000

0．000

0．002

0．000

0．001

0．000

0．000

0．000

0．000

0．002

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．207

0．000

0．001

0．000

0．000

0．OO1

0．000

0．000

0．OOO

O．000

0．OO0

0．O00

0．O01

0．O00

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．O00

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000
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145 14211 泰野  一17870．14 9459．72

146 8202 日立  一18218．65 11242．64

147 40203 久留米 一18385．35 18220．55

148 12206 木更津 一18501．85 7414．39

149 12220 流山  一18867．26 12558．87

150 27219 和泉  一19814．58 10346．91

151 14209 相模原 一20326．53 8556．16
152    9208   ノ』、一」    一20798．87   10577．l 1

153 13206 府中  一20833．15 12823．56

154 27207 高槻  一20981．69 10408．75

155 27211 茨木  一21016．05 9144．17

156 28201 姫路  一21252．16 7573．08

157 27227 東大阪 一21253．86 13617．96

158 22204 清水  一21254．04 10246．05

159 28207 伊丹  一21798．01 8095．63

160 27220 箕面  一21955．60 11200．59

161 21213 各務原 一23232．64 9564．91

162 23201 豊橋  一24096．05 8969．66

163 27218 大東  一24141．89 10367．30

164  1213 苫小牧 一24442．68 22795．91

165 9201 宇都宮 一25085．13 8614．78

166 26204 宇治  一26090．35 8675．36

167 11222 越谷  一27421．67 9561．09

168 13208 調布  一28139．56 13008．62

169 24207 鈴鹿  一28190．65 10156．18

170 23207 豊州  一28368．73 8708．56

171 27217 松原  一28449．09 10601．61

172 22212 焼津  一29233．14 9541．56

173 11225 入間  一29903．30 10687．66

174 34207 福山  一30791．19 8429．68

175 27212 八尾  一31396．07 9700．80

176 33202 倉敷  一32391．29 7415．16

177 22214 藤枝  一34130．33 9832．29

178 27210 枚方  一35727．21 11087．76

179 22210 富士  一36480．67 10230．98

180 23203 一宮  一37131．77 8898．10

181 23212 安城  一37714．80 7568．60
182   23210   メI」谷    ＿38236．42    7106．28

183 23219 小牧  一44504．89 7741．47

184 23204 瀬戸  一44717．62 7074．65

185 23206 春日井一48482．63 8052．79

186 23202 岡崎  一53958．59 7049．29

187 10204 伊勢崎 一58120．23 47598．02

188 23211 豊田  一58733．54 8339．19

189  9202 足利  一64352．83  9446．20

一11889 135．378  25．318   0．000   0，000

＿1．620 134．674  29．246   0．000   0，000

＿1．009 130．999  42．091   0．000   01003

＿2．495 138．259  20．267   0．000   0，000

＿1．502 135．906  31．317   0．000   0，000

＿1．915 139．924  25．904   0．000   0，000

－2．376 142．098  21．747   0．000   0，000

＿1．966 141．945  25．969  0．000  0．OOO

＿1．625 140．672  30．704   0．000   0，000

＿2．016 142．546  25．381  0．000   0，000

＿2．298 143．172  22．820   0．000   0．OOO

＿2．806 144．996  18．884   0．000   0，000

＿11561 140．539  32．149   0．000   01000

－2．074 143．398  24．772   0．000   0，000

＿2．693 146．297  19．963   0．000   0，000

＿1．960 144．463  26．404   0．000   0，000

＿2．429 148．405  22．045   0．000   0，000

＿2．686 150．630  20．382   0．000   0，000

＿2．329 149．790  23．283   0．000   0．O00

＿1．072 140．079  44．887   0．000   0，005

＿2．912 153．051  18．966   0．000   0，000

＿3．007 155．l06  18．340   0．000   0．OOO

＿2．868 157．091  19．407   0．000   0．OOO

＿2．163 155．729  25．386   0．OOO   O．000

＿2．776 158．207  19．855   0．OOO   O．000

＿3，258 I59．812  16．599  0．000  0，000

＿2．683 158．324  20．447   0．000   0，000

＿3．064 160．635  17．980   0．000   0．OOO

＿2．798 160．624  19．523   0．000   0．O00

＿3．653 164．055  14．695   0．000   0，000

＿3．236 164．374  16．480   0．000   0，000

＿4．368 167．103  11．871   0．000   0，000

＿3．471 168．223  14．690   0．000   0，000

＿3．222 169．494  15．957   0．000   0，000

＿3．566 170．995  13．794   0．000   0，000

＿4．173 172．662  11．292   0．000   0，000

＿4．983 174．192   8．998   0．000   0，000

＿5．38I 174．985   7．966   0．000   0，000

＿5．749 180．196   6．011  0．000   0，000

＿6．321 180．560   51285   0．000   0．OOO

＿6．021 182．550   4．688   0．OOO   O．000

＿7．654 185．155   2．723   0．000   0，000

＿1．221 160．967  48．641  0．011  0，028

＿7．043 186．349   2．557   0．000   0，000

＿6．813 187．396   1．946  0．OOO  O．000

注：TOP10及ぴTOP20は、それぞれ各都市が、10以内と20以内にはいる確率を表している。
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                               表6－4－2

                            R（小規模）の順位

          （賃金（小規模）を用いて導出された環境評価額に基づく都市の順位）

順位都市番号都市名合計評価額 標準偏差  t値平均順位順位偏差 TOP10 TOP20

  1 2202 弘前  137653．32 63728，55 2．160 5．555 19．234 0．919 0．948

 2 44202 別府  61178．78 19659，12 3，112 9．280 9．143 0．723 0．910

 3 15201 新潟  60914．03 19748，84 3．084 9．427 9．427 0．720 0．910

 4 3201 盛岡  59761．97 22263，92 2．684 10．85012．654 0．678 0．877

 5 46201 鹿児島 55942137 20207，54 2．76811．760 11．986 0．627 0．854

 6 31202 米子  55585．55 37069，84 1．49922．01833．636 0．566 0．722

 7 18201 福井  50944．35 27240．47 11870 18．82324．473 0．520 0．727

 8 47201 那覇  50273．55 24976，36 2．013 18．19622．127 0．507 0．736

 9 43201 熊本  40228．20 18308，34 2．19721．696 18．755 0．301 0．628

10 24202 四日市 37366．49 28168，15 1．32732．21435．953 0．328 0．537

11 14204 鎌倉  36357．38 13109，98 2．77322．119 13．964 0．165 0．567

12 31201 鳥取  36183．14 20278，44 1．784 27．490 25．192 0．249 0．535

13 5201 秋田  35586．24 17308，30 2．05625．80120．932 0．212 0．528

14 13100 東京都 34702．30 38400，78 0．90443．31450．844 0．355 0．507

15 16201 富山  33513．58 21700，91 1．54431．39029．263 0．224 0．483

16 15222 上越  33078．l0 28257，91 1．17137．58839．668 0．278 0．478

17 13203 武蔵野 32473．63 20044，81 1．62031．11027．331 0．198 0．465

18 29205 橿原  31395．25 16117，88 1．94829．39421．533 0．133 0．425

19 32201 松江  30866．27 19676，36 1．56933．22928．170 0．165 0．426

20 45201 宮崎  29957．10 20393，60 1．46935．23530．430 0．165 0．408

21 36201 徳島  27983．83 19391，04 1．44336．82129．944 0．132 0．372

22 2201 青森  26617．26 20015，62 1．33039．21831．570 0．121 0．338
 23   43202   ノしイヤ     24860．67   19272，54   1．290  41．096  32．329   0．095   0．317

24 20201 長野  24330．78 13432，83 1．81137159622．424 0．034 0．231

25 6201 山形  24036．64 16331，83 1．47240．26927．624 0．062 0．264

26 27205 吹田  23758．59 17440，21 1．36241．51029．724 0．069 0．272

27 20202 松本  23697．97 18707．44 I．26742．67431．937 0．087 0．285

28 17201 金沢  23264．18 23016，85 1．01146．91639．558 0．128 0．313

29 13202 立」l1  20524．40 15513，25 1．323 45．142 28．708 0．034 0．189

30 40130 福岡  19705．17 17080，07 1．15448．25032．176 0．042 0．192

31 20203 上田  19198．58 14764，07 1．30047．53428．289 0．020 0．150

32 45203 延岡  18071．76 19099，53 0．94653．28237．567 0．050 0．192

33 14206 小日ヨ原 17319．19 11074，93 1．56448．14422．292 0．003 0．067

34 39201 高知   17023．88 22232，55 0．766 56．89842．591 0．073 0．223

35 41201 佐賀  16090．21 15376，32 1．04654．24831．805 0．O16 0，113

36 40100 北九州  16021．85 12697，60 1．262 51．81126．630 0．005 0．082

37 27222 羽曳野 15594155 18490，55 0．84356．40737．100 0．035 0．155

38 19201 甲府  15489．51 19343，90 0．80157．72238．635 0．039 0．168

39 13209 町田  14950．09 17127，13 0．87356．38734．912 0．025 0．130

40 2203 八戸  14635．82 16600，48 0．882 57．51334．680 0．018 0．112

41 38201 松山  14341．99 10596，16 1．35453．69822．990 01001 0．034

42 7203 郡山  14304．42 14401，40 0．99356．05330．718 01009 0．083

43 40203 久留米 14140．17 25588，47 0．55364．03148．358 0．079 0．214

44 16202 高岡   13902．43 20437，21 0．680 62．一80 42．029 0．042 0．156
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45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

84

85

86

87

88

89

90

91

92

93

94

1202

44201

33201

4201

24201

45202

10204

17203

35206

7202

8201

35203

11204

13210

 1204

 1203

40202

22201

13201

42202

 1206

34100

13204

28100

14207

27100

27204

35205

38202

12216

4202

 1207

11219

28214

15202

6204

29201

12207

25201

14212

35201

14205

7204

11230

14203

14201

12221

14213

23100

24203

函館

大分

岡山

仙台

津

都城

伊勢崎

小松

防府

会津著松

水戸

山口

浦和

小金井

旭川

小樽

大牟田

静岡

八王子

佐世保

釧路

広島

三鷹

神戸

茅ケ崎

大阪

池田

徳山

今治

習志野

有巻

帯広

上尾

宝塚

長岡

酒田

奈良

松戸

大津

厚木

下関

藤沢

し・わき

新座

平塚

横須賀

八千代

大和

名古屋

伊勢

13509．53

12653．61

12048．90

11183．08

11094．59

11018．39

10772．19

9920．89

9742．55

9547．21

8879．47

8302．32

8203．65

8065．48

7652．76

7462．67

7362．39

7017．59

6764．22

6622．88

4795．97

4758．31

4557．86

3930．90

3710．61

3668．24

3657．77

3582．82

3580．47

3433．90

3151．05

2730．17

2144．30

1163．84

1061157

 465．46

 426．23

 27I．47

  177．83

－156．33

－378．67

－511，40

－772．68

－853．84

－l066．40

＿I403．47

＿2010194

＿2237，47

＿2351．01

＿3182．77

21298．95

10110．05

12834．15

15497．30

19548．56

19990．44

71340158

22592．89

12723．97

16150．94

17756．95

13783．52

13952．68

16688．61

18427．75

19130．46

12100．94

13998．97

17623．37

12448．45

22665．69

13278．78

18485．34

13658．70

15091．79

37495．47

14288．67

13826．73

13413．07

14188．35

16116．15

22657．47

15293．91

14351．63

15168．34

18371．61

14778．14

13679．82

13371．16

11750．16

9274．69

11824．99

13239．91

16516．10

12662．95

17750．88

13531．42

14466．64

18424．73

14394．17

0．634

 1．252

0．939

0．722

0．568

0．551

0．151

0．439

0．766

0．591

0．500

0．602

0．588

0．483

0．415

0．390

0．608

0．501

0．384

0．532

0．212

 0．358

 0．247

0．288

0．246

0．098

0．256

0．259

0．267

0．242

 0．196

 0．120

 0．140

 0．081

 0．070

 0．025

 0．029

 0．020

 0，013

－0．O13

－0，041

－0，043

－0，058

－0，052

－O，084

－0，079

－0．I49

－0，155

－O．128

－O．221

62．355

57．666

60．757

64．216

67．149

67．057

85．533

70．865

65．426

68．249

70．971

69．728

70．173

71．754

73．602

74．456

70．982

72．538

75．514

72．898

81．550

78．064

80．925

80．555

81．104

87．727

80．539

82．032

81．065

81．442

83．316

85．254

85．471

87．629

87．159

90．357

89．661

89．745

89．828

90．081

90．235

90．903

92．176

93．145

92．775

941389

95．593

95．752

96．845

98．248

43．384

23．579

29．447

35．210

42．107

421916

76．922

46．799

30．436

37．222

40．563

331162

33．324

38．950

42．074

43．014

30．298

34．129

40．742

31．149

49．166

33．898

43．529

35．096

37．396

63．532

35．959

35．333

34．502

36．525

39．788

49．793

38．478

36．934

38．716

44．259

37．911

35．655

351237

32．072

26．l19

32．l15

35．467

41．683

34．136

43．176

35．619

37．469

44．390

37．083

0．044

0．000

0．002

0．007

0．025

0．026

01291

0．037

0．002

0．008

0．009

0．002

0．002

0．008

0．O12

0．013

0．001

0．002

0．009

0．000

0．024

0．001

0．O09

0．001

0．002

0．107

0．001

0．OO1

O．000

0．001

0．003

0．022

0．001

0．001

0．O01

0．004

0．001

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．002

0．OOO

O．002

0．000

0．000

0．003

0．000

0．166

0．016

0．040

0．065

0．114

0．122

0．366

0．135

0．027

0．064

0．073

0．029

0．030

0．057

0．071

0．076

0．014

0．026

0．057

0．O14

0．095

0．014

0．056

0．014

0．021

0．206

0．016

0．O12

0．O11

0．016

0．027

0．084

0．018

0．010

0．O16

01035

0．011

0．005

0．006

0．O02

0．000

0．002

0．006

0，O19

0．002

0．021

0．003

0．007

0．021

0．005
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95

96

97

98

99

100

101

102

I03

104

105

106

107

108

109

110

1I1

I12

113

114

115

116

117

118

119

120

121

122

123

124

125

126

127

128

129

130

131

I32

133

134

135

136

137

138

139

140

141

142

143

144

27211

13206

35202

11201

22202

27223

28207

12204

22207

11202

14100

24204

10202

14130

35208

9208

12201

11221

38205

26100

28217

34205

11205

27203

22214

22203

37201

14209

7201

10201

12219

27227

12203

10203

9201

 1205

 1208

12222

28210

27212

8202

12220

21201

11215

27220

34202

23207

30201

28202

8203

茨木

府中

宇部

川越

浜松

門真

伊丹

船橋

富士宮

熊谷

横浜

松阪

高崎

川崎

岩国

小山

千葉

草加

新居浜

京都

川酉

尾道

大宮

豊中

藤枝

沼津

高松

相模原

福島

前橋

市原

東大阪

市川

桐生

宇都宮

室蘭

北見

我孫子

加古川

八尾

日立

流山

岐阜

狭山

箕面

呉

豊川

和歌山

尼崎

土浦

 ＿3222．57

 ＿3266．38

 ＿3282．02

 ＿3334．70

 ＿3467．54

 ＿3739．33

 ＿3875．17

 ＿3897，40

 ＿3926．51

 ＿443I．17

 ＿4435．27

 ＿4513．57

 ＿4671．79

 ＿4887．32

 ＿4908．13

 ＿5354．21

 ＿5516．79

 －6117．l l

 ＿6743．74

 ＿6762．99

 ＿7913．78

 ＿8094．64

 ＿8393．76

 ＿8404．41

 ＿9097．50

 ＿9225．69

 ＿9239．47

 ＿9418．63

 ＿9509．04

 ＿9666．76

 ＿9767．96

＿10406．42

＿10555．36

＿10687．89

＿10849．92

＿10855．46

＿10953．39

＿10974．32

＿11031．72

＿11638．30

＿l1708．08

＿11737．96

＿11864．80

＿12364．11

＿12894．19

＿13084．13

＿13259．22

＿13385．43

＿13388．40

＿13939．40

13119．22

18918．83

13250．79

13331．45

12199．88

19645．19

11939．70

15904．43

13303．50

10888．99

21929．55

13823．21

11306．40

21438．67

11757．74

16089．30

14207．62

14804．38

101I6．44

16618．83

14910．89

13767．58

15783．39

15293．27

14887．l1

13317．08

15420．18

12495．55

13544．49

12676．86

13546．38

20632．09

13906．04

11385．21

13076．61

21163．52

20389．58

16571．55

11174．59

14134．54

17293．95

18150．27

17313．51

15899．69

16265．78

10052．19

13010．83

12782．72

15155．96

19521，83

一0，246

－0，173

－O，248

－O．250

－O．284

－O，190

－01325

－0，245

－O．295

－O．407

－0，202

－0，327

－0，413

－0，228

－O．417

－0，333

－0，388

－O．413

－0，667

－0，407

－0，531

－0，588

－O．532

－O．550

－O，611

－O．693

－0，599

－O．754

－O．702

－O．763

－O．721

－O．504

－O，759

－0，939

－O．830

－O．513

－0，537

－0，662

－O．987

－0，823

－O．677

－O．647

－O．685

－O．778

－O，793

－1，302

－1，019

－1，047

－0，883

－0．714

98．316

98．303

99．646

99．322

99．474

99．824

100．558

100．914

100．502

1021001

101．040

102．382

102．934

103．629

103．212

103．597

104．776

106．186

108．569

108．013

110．554

111．629

11I．265

111．954

113，214

H4．685

114．056

115．354

115．395

115．885

115．769

115．460

117．857

118．815

118．678

115．095

115．971

117．676

119．507

120．052

1181849

118．356

119．284

121．451

122．866

125．131

124．972

124．926

123．900

124．171

35．166

45．426

35．626

35．180

32．97I

461335

32．879

40．464

35．363

30．797

49．090

36．746

31．269

48．465

32．051

40．857

37．154

38．202

28．834

41．417

38．130

35．410

39．639

39．O16

38．008

34．583

38．752

33．028

35．408

33．575

35．109

46．723

35．242

30．284

33．704

47．417

46．013

40．415

30．136

35．486

41．330

43．007

41．452

38．672

38．676

26．785

33．099

32．585

37．162

44．215

O1000

0．002

0．000

0．000

0．000

0．004

0．000

0．000

0．000

0．000

01007

0．000

0．000

0．O05

0．000

0．001

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．OO0

0．OO0

0．000

0．000

0，OO0

0．002

0．000

0．000

0．O00

0．002

0．O02

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．OO0

0．OO0

0．O00

0．000

0．000

0．OO0

0．001

0．002

0．023

0．002

0．O03

0．OO1

0．027

0．001

0．008

0．002

0．OOl

O，038

0．004

0．000

0．032

0．000

0．007

0．004

0．003

0．000

0．007

0．003

0．001

0．004

0．003

0．O02

0．000

0．002

0．000

0．001

0．000

0．000

0．016

0．001

0．000

0．000

0．O16

0．013

0．O02

0．000

0．000

0．004

0．O06

0．O03

0．002

0．001

0．O00

0．OOO

O．000

0．001

0．009
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145

146

147

148

149

150

151

152

153

154

155

156

157

158

159

160

161

162

163

164

165

166

167

168

169

170

171

172

173

174

175

176

177

178

179

180

181

182

183

184

185

186

187

188

189

28204

11214

27217

 1100

27210

27219

26204

22212

28203

14211

27202

12217

10205

11208

42201

21202

11203

27209

12212

27207

21213

23203

13208

27201

27218

28201

33202

12206

34207

 1213

11225

23204

23201

23212

22204

11222

24207

23210

22210

23219

23202

23206

9202

23211

27215

西宮

春目部

松原

芥L幌

枚方
末口泉

宇治

焼津
明石、

泰野

岸和日ヨ

柏

太田

所沢

長崎

大垣

川口

守口

佐倉

高槻

各務原

一宮

調布

堺

大東

姫路

倉敷

木更津

福山

苫小牧

入間

瀬戸

豊橋

安城
？青水

越谷

鈴鹿
メ11谷

富士

小牧

岡崎

春日井

足利

豊田

寝屋川

 ＿14000．88

 ＿14259．96

 ＿14723．71

 ＿15222．55

 ＿15225．28

 ＿15785．20

 ＿15855．60

 ＿15979．27

 ＿16239．29

 ＿16505．19

 ＿16562．76

 ＿17300．57

 ＿18163，45

 ＿18273．32

 ＿18366．15

 ＿18494．02

 ＿19123．53

 ＿19451．03

 ＿20812．95

 ＿20883．22

 ＿21540．50

 ＿22979．82

 ＿23303．OO

 ＿23494，82

 ＿24064．00

 ＿25391．43

 ＿25458．48

 ＿25727146

 ＿26115．63

 ＿27460．93

 ＿27902，47

 ＿29303，87

 ＿31836．58

 ＿34072．58

 ＿34300．90

 ＿35243，73

 ＿36175．16

 ＿38770．30

 ＿39328．28

 ＿40124．36

 ＿44601．65

 ＿45043．16

 ＿45777．50

 ＿48925．41

＿143899，74

14974．18

13448．13

15161．43

17243．23

15651．34

15191．82

12421．91

14310．18

9517．44

14213．99

13660．87

14932．64

21581．07

15485．86

23936．42

12922．68

14351．17

21389．64

17048．51

14590．77

14339，29

13502．89

18682．46

15975．36

15231．40

11330．09

11023．58

11207．77

12225．05

36330．80

15976．82

10691．30

13352．41

11283．58

15211．53

13517．58

15129．87

10541．15

14866．83

11759．34

10761．99

11910．52

13821．57

12232．66

85509．45

一0，935

－1，060

－0，971

－0，883

－0，973

－1，039

－1，276

－1．l17

－1，706

－1，161

－1，212

－1，159

－O．842

－1，180

－0，767

－1，431

－1，333

－0，909

－1，221

－1，431

－1，502

－1，702

－1，247

－1，471

－1，580

－2，241

－2，309

－2，296

－2，136

－O．756

－1，746

－2，741

－2，384

－3，020

－2，255

－2，607

－2，391

－3，678

－2，645

－3．4I2

－4，144

－3，782

－3，312

－4，000

－1．683

125．337

127．450

127．418

127．184

128．821

130．645

132．077

130．690

134．225

132．808

132．787

133．530

130．669

135．034

130．473

137．621

137．657

134．010

139．484

141．552

142．693

146．460

143．597

146．094

147．753

153．053

153．379

1享3．944

153，451

136．453

153．961

160．719

162．767

167．418

164．414

166．975

167．023

173．493

170．971

173．829

178．480

178．212

177．722

180．741

178．615

36．734

33．122

36．075

40．141

36．981

35．788

30．195

34．141

24．168

33．357

32．495

34．266

45．048

35．317

48．212

30．003

32．704

44．036

36．521

31．860

31．058

28．435

37．317

32．472

30．746

22．293

21．877

21．669

23．493

56．107

29．089

18．394

21．363

15．979

22．831

19．121

21．020

11．805

18．486

13．048

9．375

10．374

12．467

81943

34．667

0．000

0．000

0．OOO

O．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．001

0．000

0．003

0．000

0．000

0．001

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．OO0

0．000

0．000

0．000

0．019

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．OOO

O．OOO

O．000

0．000

0．O11

0．001

0．000

0．OO1

0．003

0，OO1

0．000

0．000

0．OOl

O，000

0．OOO

O．000

0．000

0．008

0．OO0

0．017

0．000

0．000

0．005

0．OOl

OlOO0

0．000

0．000

0．001

0．OO0

0．000

0．000

0．OO0

0．000

0．OO0

0．047

0．000

0．000

0．OO0

0．000

0．000

0．000

0．OOO

O．000

0．000

0．000

0．OO0

0．OO0

0．000

0．000

0．018

注： TOP10及ぴTOP20は、 それぞれ各都市が、 1O以内と20以内にはいる確率を表している。
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                                表6－4－3

                              R（パート）の順位

           （賃金（パート）を用いて導出された環境評価額に基づく都市の順位）

順位都市番号都市名合計評価額 標準偏差  t値 平均順位順位偏差TOP10

 1

 2

 3

 4

 5

 6

 7

 8

 9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

10204

13203

 1213

）9201

24202

13210

12203

17201

11204

13206

3201

26100

27220

13208

27204

14201

28204

27205

14213

19201

28214

14204

31202

 1100

12207

28100

13202

27203

28207

12216

10205

11205

47201

21201

26204

27209

12221

11208

44202

27223

12217

13209

12204

11230

伊勢崎

武蔵野

苦小牧

奈良

四日市

小金井

市川

金沢
浦矛口

府中

盛岡

京都

箕面

調布

池田

横須賀

西宮

吹田

大禾口

甲府

宝塚

鎌倉

米子

木L幌

松戸

神戸

立川

豊中

伊丹

習志野
太日日

大宮

那覇

岐阜
宇亨台

守ロ

ノし千代

所沢

別府

門真

柏

町田

船橋

新座

80370．84

61855．81

52557．99

44643．58

38448．99

36363．35

33372．11

32793．69

32443．49

31717．47

31345．79

30924．78

30005．29

29025．10

29020．62

27675．70

27217．78

25871．32

25040．92

24465．33

23866．52

23231．84

23123．52

22536．52

22277．74

19394．60

19115．05

19023．43

18648．37

18343．55

18108．51

17966．02

16825．09

16712．20

16490．61

16428．55

15444．21

15342．46

15011．04

14753．59

14684．08

13852．06

12820．95

12593．33

48518．30

13250．31

20484．90

9063．32

19809．24

11249．93

9419．08

15034．40

8978．96

11943．72

13841．65

10204．58

10261．56

12121．31

9251．54

11350．09

9633．17

11339，87

9I67．58

12155．88

9434．74

8721．17

21149．20

10695．17

9124．36

8452．82

9884．76

10145．59

7538．78

9482．24

12651．92

9888．70

15656．66

11118．76

8051．55

12965．l1

8910．32

10029，27

1－553．60

12440．45

9749．57

11184．35

10444．66

10633．49

1．657

4．668

2．566

4．926

1．94－

3．232

3．543

2．181

3．613

2．656

2．265

3．030

2．924

2．395

3．137

2．438

2．825

2．281

2．731

2．013

2．530

2．664

1．093

2．107

2．442

2．294

1．934

1．875

2．474

1．935

1．431

1．8工7

1．075

1．503

2．048

1．267

1．733

1．530

1．299

1．186

1．506

1．239

1，228

I．184

13．235

3．136

8．715

7．345

18．750

14．099

16，I87

21．228

16．678

19．579

21．727

19．531

20．686

22．813

21．316

24．688

23．953

27．832

27．300

30．656

29．434

30．000

41．241

32．278

31．797

37．198

39．020

39．168

38．111

39．9I9

43．904

41．508

49．162

44．804

43．256

47．570

46．576

47．484

49．868

51．240

48．545

51．989

531870

55．823

32．817

2．958

14．207

51158

24．379

11．763

11．140

21．386

10．784

16．137

19．533

13．942

14．514

18．064

13．499

18．415

15．383

19．800

16．073

22．537

17．366

16．584

40．472

20．823

17．852

18．438

21．852

22．524

16．743

21．372

28．914

22．706

36．330

26．174

19．494

30．846

22．080

24．518

28．875

31．043

24．221

28．689

27．819

28．644

O．817

0．972

0．789

0．818

0．551

0．496

0．375

0．402

0．331

0．350

0．352

0．297

0．265

0．276

0．210

0．223

0．175

0．173

0．l16

0．163

0．095

0．075

0．267

0．101

0．063

0．026

0．042

0．043

0．O1l

O．033

0．072

0．035

0．106

0．039

0．009

0．063

0．O12

0．018

0．035

0．040

0．O14

0．025

0．015

0．O12

  TOP20

0．862

0．996

0．894

0．972

0．716

0．799

0．736

0．642

0．7I5

0．653

0．614

0．640

0．609

0．572

0．573

0．517

0．504

0．446

0．402

0．404

0．361

0．325

0．430

0．340

0．300

0．179

0．209

0．216

0．128

0．179

0．228

0．176

0．256

0．I75

0．095

0．200

0．092

0．120

0．145

0．156

0．096

0．120

0．089

0．084
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45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

84

85

86

87

88

89

90

91

92

93

94

13100

12201

11203

11222

23206

 1205

45201

27222

11215

28217

12222

12212

27207

11221

 1207

27217

11214

13204

27201

43201

13201

27210

16202

39201

25201

14100

18201

10202

2721 l

l1201

28202

14205

27227

5201

11219

23210

35203

15202

20203

15201

34100

28203

21213

20201

32201

14209

38201

12220

44201

41201

東京都

千葉

川口

越谷

春日井

室蘭

宮崎

羽曳野

狭山

川西

我孫子

佐倉

高槻

草加

帯広

松原

春日部

三鷹

堺

熊本

八王子

枚方

高岡

高知

大津

横浜

福井

高崎

茨木

川越

尼崎

藤沢

東大阪

秋田

上尾

刈谷

山口

長岡

上田

新潟

広島

明石

各務原

長野

松江

相模原

松山

流山

大分

佐賀

120I6166

11978．03

11646．84

10821．23

10736．74

10585125

10255．25

10045．02

9604．87

8912．81

7962．22

7897．75

7883．31

7882．05

7643117

7625．10

7566．73

7492．21

7242102

7104．75

6744．17

6600．55

6593．57

6582．47

6245165

5229．99

5079．07

4726．97

4515．33

4324．20

3771．94

3720．57

3495．09

3114．46

2972．61

2937．56

2761．3I

2747．33

2260．22

2222．43

1672．55

1645．15

1412．54

1402．75

1026．81

 486．60

 471．29

 354．78

－392．93

－870．23

23417．33

9160．27

9134．49

8814．98

7440．18

12876．33

13087．41

11486．28

10003．62

9728．56

10810．79

11043．34

9643．94

9487．38

14239．05

9863．86

8972．50

－2017．52

10233．04

11512．82

10918．69

10303．26

13613，ll

14223．60

8379．29

13898．25

17054．29

7308．77

8516．34

8378．62

9663．99

7692．74

12726．83

10951．44

9589．85

6525．19

9015．70

IOl14．54

9268．23

12492．61

8206．54

6271．07

8874．25

8397．61

12487．39

8031．89

6926．90

11636．78

6591．86

9692．87

 0．513

 1，308

 L275

 1．228

 1．443

 0．822

 0．784

 0．875

 01960

 0．916

 0．737

 0．715

 0．817

 0．831

 0．537

 0．773

 0．843

 0．623

 0．708

 0．617

 0．618

 0．641

 0．484

 0．463

 0．745

 0．376

 0．298

 0．647

 0．530

 0．516

 0．390

 0．484

 0．275

 0．284

 0．310

 0．450

 0．306

 0．272

 0．244

 0．178

 0．204

 0．262

 0．159

0．167

 0．082

0．061

 0．068

0，030

－0，060

－O．090

65．715

55．753

56．382

58．544

57．624

61．731

63．244

62．827

62．578

64．275

67．700

68．336

67．899

67．693

70．468

68．353

67．996

69．946

69．109

71．006

71．884

71．386

72．968

72．660

71．623

76．861

79．470

75．632

77．l10

77．974

80．059

79．850

81．439

82．743

82．084

81．878

82．824

82．715

85．073

85．176

86．167

86．127

87．093

86．783

89．310

90．327

90．303

90．516

93．036

94．43I

52．142

25．243

25．213

24．522

21．203

34．896

35．169

32．019

28．572

28．424

31．506

31．846

28．576

28．054

39．244

29．262

26．903

34．455

30．157

33．393

32．274

31．021

38．040

39．064

25．732

38．957

45．915

23．382

26．789

26．354

29．990

24．782

37．285

33．439

30．196

21．823

28．748

31．343

29．290

37．313

26．994

21．305

28．761

27．316

37．299

26．587

22．749

35．646

22．490

30．546

0．144

0．005

0．004

0．003

0．001

0．024

0．024

0．013

0．006

0．004

0．005

0．006

0．002

0．001

0．022

0．O02

0．001

0．009

0．002

0．O05

0．003

0．003

0．013

0．O17

0．000

0．O11

0．032

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．004

0．001

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．003

0．000

0．000

0．000

0．000

0．003

0，OOO

O．O00

0．001

0．000

0．000

0．258

0．053

0．044

0．034

0．O16

0．101

0．093

0．066

0．043

0．033

0．040

0．039

0．023

0．020

0．088

0．025

0．016

0．052

0．027

0．042

0．030

0．024

0．063

0．074

0．007

0．056

0．096

0．002

0．O04

0．004

0．008

0．002

0．031

0．O13

0．006

0．OO0

0．005

0．009

0．O05

0．025

0．OO1

0．OO0

0．002

0．002

0．019

0．OO1

O．000

0，Ol1

O．000

0．O02
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95

96

97

98

99

100

101

102

103

104

105

106

107

108

109

110

111

112

113

114

115

116

117

118

119

120

121

122

123

124

125

126

127

128

129

130

131

132

133

134

135

136

137

138

139

140

141

142

143

I44

27212

10201

27100

40130

6201

20202

22214

1208

35205

4201

14211

33201

I1202

14130

14207

12206

23100

2201

22207

21202

40100

23211

I6201

42202

29205

8201

22201

7203

14203

45203

22204

12219

14212

27218

22212

33202

4202

23219

23212

23207

22203

15222

7204

7202

10203

36201

35208

1204

27215

37201

八尾  一1115．12

前橋  一1340，92

大阪  一1587．22

福岡  一1905．55

山形  一2047148

松本  一2130．30

藤枝  一2161．83

北見  一2680．60

徳山  一2834．08

仙台  一2851．81

泰野  一2890．51

岡山  一2905．24

熊谷  一2932，21

川崎  一3005，22

茅ケ崎 一3272．50

木更津 一3339．68

名古屋 一3378．64

青森  一3864，92

富士宮 一4096．14

大垣  一4206．30

北九州  一4211．57

豊田  一4212．05

富山  一4513．17

佐世保 一5255，26

橿原  一6008．63

水戸  一6385．76

静岡  一7089．36

郡山  一7154．44

平塚  一7524．35

延岡  一7586，71

清水  一7657110

市原  一8173．13

厚木  一8480．91

大東  一855I．31

焼津  一8570．19

倉敷  一9204．61

石巻  一9271．46

小牧  一g408．35

安城  一m263．78

豊川  一10653．50

沼津  一10698．64

上越  一10711．54

いわき 一11562．43

会津若松一11696．77

桐生  一12731．73

徳島  一13784．70

岩国  一13971．15

旭川  一14063169

寝屋川 一15085．31

高松  一16779，77

9022．55

8005．73

23679．62

10605．59

10584．84

11470．54

9110．07

12903．13

8767．52

9622．77

8788．85

7958．82

6900．63

13127．20

9652．20

7085．72

11576．45

12688．63

8430．22

8296．78

7818．35

7682．91

14280．82

7811．83

9967．86

10759．23

9042．82

9318．86

7691．32

12687．32

9543．42

8448．37

7294．63

9667．67

8809．06

6945．07

10282．70

7103．81

713I．79

8066．71

8458．56

18873．34

8485．94

10288．54

7418．48

11929．69

7623．14

11760．67

46534．55

10177．36

一〇．124

－O．167

－O．067

－0，180

－O．193

－O．186

－O．237

－O，208

－0，323

－0，296

－O．329

－0，365

－O．425

－O．229

－O．339

－O．471

－O．292

－0，305

－O，486

－0，507

－O．539

－0，548

－O．316

－O．673

－O．603

－O．594

－O．784

－0，768

－O．978

－0，598

－0，802

－0，967

－1．I63

－0，885

－0，973

－1，325

－O．902

－1，324

－1，439

－1，321

－1，265

－0，568

－I．363

－1，137

・1，716

－1，155

－1，833

・1，196

－O．324

－1．649

95．568

95．866

96．508

98．018

98．182

98．406

98．797

100．289

100．658

100．956

100．879

100．576

101．736

100．800

101．783

102．336

102．043

103．165

104．876

105．160

105．168

105．614

104．604

109．155

110．311

111．967

113．871

113．830

115．732

113．913

115，485

I17，352

I19．054

118．283

118．507

121．673

120．360

121．815

124．352

124．982

124．907

119．432

127．724

126，326

I31．597

1311650

1341640

132．220

1141001

140．479

28．902

26．205

56．176

33．OI2

32．828

34．937

29．369

38．337

27．965

30．417

27．887

26．211

23．104

38．713

30．507

23．486

35．561

37．380

26．968

26．730

25．297

25．243

40．799

25．272

30．443

32．345

27．861

29．044

23．860

36．499

28．804

26．040

22．556

28．920

26．468

21．l l0

30．288

21．639

21．509

23．829

24．536

47．305

24．369

29．155

20．970

31．433

21．012

30．786

71．389

25，662

0．000

0．000

0．055

0．000

0．000

0．000

0．000

0．001

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．002

0．000

0．000

0．000

0．001

0．000

0．O00

0．000

0．000

0．003

0．000

0．000

0．000

0．O00

0．O00

0．000

0．001

0．000

0．OO0

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．O00

0．007

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．137

0．000

O．001

01000

0．111

Ol005

0．003

0．006

0．001

0．O10

0．000

0．001

0．001

0．000

0．000

0．O12

0．O00

0．OOO

O．005

0．007

0．000

0．000

0．000

0．OOO

O．O14

0．000

0．OO1

O．001

0．OO0

0．000

0．OO0

0．004

0．000

0．OO0

0．O00

0．OO0

0．000

0．OOO

O．001

0．OOO

O，OOO

O．000

0．000

0．024

0．000

01000

0．000

0，O00

0．000

0．000

0．187

0．000
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145

146

147

148

149

150

151

152

153

154

155

156

157

158

159

160

161

162

163

164

165

166

167

168

I69

170

171

172

173

174

175

176

177

178

179

180

181

182

183

184

185

186

187

188

189

45202

17203

11225

42201

23202

9201

24204

22202

14206

8203

24203

34202

1206

31201

6204

28201

23203

24201

720I

35201

8202

28210

23201

46201

23204

 1202

35202

27219

22210

30201

2203

38205

35206

 1203

38202

34205

24207

34207

43202

40202

9208

27202

40203

9202

2202

都城
ノ』・松

入問

長崎

岡崎

宇都宮

松阪

浜松

小田原

土浦

伊勢

呉

釧路

鳥取

酒困

姫路

一宮

津

福島

下関

目立

カロ古川

豊橋

鹿児島

瀬戸

函館

宇部
禾口泉

富士

和歌山
ノ㌧戸

新居浜

防府

小樽

今治

尾道

鈴鹿

福山

ノ㌧代

大牟田
ノ』・山．

岸禾口田

久留米

足利

弘前

＿16999．84

＿17063，99

＿17118．35

＿17235．82

＿17475．84

＿17822．52

＿17871．92

＿18421．50

＿19005．03

－19050．99

＿19294．63

＿20023．25

＿20251．06

＿20324．24

＿21143，99

＿21723．OO

＿22872．76

＿22926．85

＿23469．60

＿23472．17

＿23564，89

＿24555．26

＿25052．73

＿25947．84

＿26158．52

＿27824．66

＿28091．31

＿28455．27

＿28669．08

＿30039．49

＿30118．60

＿30593，80

＿31816．89

＿33090．33

＿33720．79

＿34593．12

＿35871．47

＿38309，61

＿38745．91

＿39373．70

－41190．98

＿43369．85

＿54403．10

＿59302．72

＿61209．35

13058．95

14640．39

9934．19

14618．I1

6525．53

7946．56

8846．34

7994．45

6755．70

11647．39

9145．02

6229．77

14080．76

12995．99

11889．66

7081．13

8279．05

11524．63

8643．40

5918．61

10375．55

6933．74

8534．63

13287．99

6513．53

13236．23

7799．55

9640．07

9593．82

7952．48

10448．90

6771．12

8150．90

11822．03

8777．06

8772．63

9768．54

7935．30

12454．61

7776．34

9771．88

8531．92

16537．82

8805．20

43719．80

一1，302

－1，166

－1，723

－1，179

－21678

－2，243

－21020

－2，304

－2，813

－1，636

－2，1I0

－3，214

－1，438

－1，564

－1，778

－3，068

－2，763

－1，989

－2，715

－3，966

－2，271

－3，541

－2，935

－1，953

－4，016

－2，102

－3，602

－2，952

－2，988

－3，777

－2，882

－4，518

－3，903

－2，799

－3，842

－3，943

－3，672

－4，828

－3．1l l

－5，063

－4，215

－5，083

－3，290

－6，735

－1．400

138．625

137．791

141．148

138．398

144．393

144．479

144．032

145．950

147．715

1441615

147．053

150．334

145，116

146．189

148．898

153．357

154．977

153．573

156．251

157．738

155．170

159．101

159．294

157．168

162．315

160．820

164．916

164．558

164．869

167．961

166．112

169．226

170．288

169．700

172．310

173．340

174．284

177．623

175．660

178．708

179．238

181．450

183．591

187．233

1671932

3I．929

35．204

24．672

35．249

15．828

19．354

2I．654

19．182

15．917

27．132

2一、071

14．222

31．698

29．341

26．339

14．891

17．O－5

23．567

17．325

1I．941

211123

13．311

16．211

25．369

11．780

23．434

13．151

16．059

15．930

12，204

I6．347

10．074

11．608

16．473

11．545

1I．148

11．438

7．963

13．511

7．155

8．572

6．217

9．490

1．892

42，646

0．O00

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．O00

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0，O00

0．O00

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．O00

0．000

0．O00

0．000

0．OO0

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．OOO

O．O13

OlOOI

O．OOl

O．OOO

O．00I

0．000

0．000

0．OOO

O．000

0．O00

0．000

0．OOO

O．000

0．OO0

0．000

0．000

0．O00

0．000

0．000

0．OO0

0．000

0．O00

0．OOO

O．000

0．OOO

O．000

0．OO0

0．000

0．000

0．000

0．000

0．OOO

O．O00

0．OOO

O．000

0．000

0．000

0，OOO

O．OO0

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．000

0．024

注：TOPlO及ぴTOP20は、 それぞれ各都市が、 lO以内と20以内にはいる確率を表している。
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            表6－4－4

           R OとR2の順位

（世帯内労働者が、O人である時の環境評価額に基づく順位（R0）

 と2人である時の環境評価額に基づく都市の順位（R2））

   R O

順位都市番号都市名 合計評価額

   R2

順位都市番号都市名 合計評価額

I

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

24202

13203

10204

13100

13210

27205

13208

13202

12203

14201

13206

26100

12207

27215

27220

14204

47201

17201

12216

27203

27204

28204

12217

11204

13209

12220

12221

12201

23100

12204

11208

28100

27100

14207

12222

14100

28214

11205

142I3

320I

27211

13204

四日市

武蔵野

伊勢崎

東京都

小金井

吹田

調布

立川

制11

横須賀

府中

京都

松戸

寝屋川

箕面

鎌倉

那覇

金沢

習志野

豊中

池田

西宮

柏

浦和

町田

流山

八千代

千葉

名古屋

船橋

所沢

神戸

大阪

茅ケ崎

我孫子

横浜

宝塚

大宮

大和

盛岡

茨木

三鷹

47017．323

4374I，835

43452．132

35101．866

32408．455

28201．774

27167．077

26935．509

26376．107

26328．976

25770．090

24536．394

24144．074

23805．132

23266．257

21893．838

21685．337

21220．720

19554．182

19319．296

19306．296

18328．907

18322．975

17733．587

17620．927

17483．527

17279．868

17139．734

15346．326

13680．605

13140．649

12834．481

12574．962

12351．122

12317．737

12298．029

11869．917

11784．953

11756．899

11730．287

11343．494

10593．441

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

31202

2202

44202

32201

46201

3201

5201

15201

31201

16201

29205

45201

47201

2203

45203

24202

42202

41201

1206

43201

2201

4202

38201

18201

24201

16202

I204

1205－

6204

15222

6201

1203

44201

43202

36201

7203

35203

17201

1202

14206

13203

20201

米子

弘前

別府

松江

鹿児島

盛岡

秋田

新潟

鳥取

富山

橿原

宮崎

那覇

八戸

延岡

四目市

佐世保

佐賀

釧路

熊本

青森

石巻

松山

福井

津

高岡

旭川

室蘭

酒囲

上越

山形

小樽

大分

八代

徳島

郡山

山口

金沢

函館

小田原

武蔵野

長野

227225．IO

169154．56

155982．29

131401．94

124387．29

123544．69

123428．3I

121263．98

92116．347

90793．562

85465．878

84375．625

81516．806

74884．872

74479．899

68809．133

64263．239

63883．242

61509．131

59742．915

59153．200

59044．883

5861L860

57991．l17

566I0．886

54880．176

53561．972

52691．414

52659．897

51338．363

51294．927

49260．429

48965．515

48905．928

47526．425

39600．216

39239．850

38106．550

37031．181

36855．997

36248．007

29872．775
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43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

84

85

86

87

88

89

90

91

92

34100

28207

14205

11230

22201

29201

 1100

13201

43201

15201

25201

39201

40130

27209

27223

11215

19201

23203

14212

11203

27207

27217

11201

27210

222I4

18201

26204

21201

1620I

14203

14211

22204

23206

37201

11214

10202

15222

12212

28203

232I2

16202

27212

2202

46201

14209

1122I

27227

20203

17203

28202

広島

伊丹

藤沢

新座

静岡

奈良

札幌

八王子

熊本

新潟

大津

高知

福岡

守口

門真

狭山

甲府

一宮

厚木

川口

高槻

松原

川越

枚方

藤枝

福井

宇治

岐阜

富山

平塚

泰野

清水

春日井

高松

春日部

高崎

上越

佐倉

明石

安城

高岡

八尾

弘前

鹿児島

相模原

草加

東大阪

上田

小松

尼崎

10360．934

9653．4275

9506．7236

9032．7043

8788．6212

8391．8082

8242．2I31

8211．9581

8164．0581

7957．2312

7240．8418

6999．3817

6918．9147

6850．8151

6767．8435

6681．6496

6313．0737

6253．7510

6194．3986

5866．8524

5643．2554

5447．5784

5I12．1320

4900．8689

4677．6683

4546．5536

4431．7704

3715．1705

3643．3032

3553．1487

3515．2150

3403．8155

3191．9102

2676．6395

2561．4232

2547．3795

2470．3104

2076．8513

2025．5259

1653．7454

1582．7630

1501．7167

1494．2925

1470．7456

1343．6004

1237．1261

873．59466

175．45099

57．758636

＿15．37336

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

70

71

72

73

74

75

76

77

78

79

80

81

82

83

84

85

86

87

88

89

90

9I

92

39201

24203

24204

20202

7202

19201

40202

40100

14204

35202

35206

7201

33201

45202

35205

38202

40130

35201

7204

13100

13202

4201

14130

34205

12204

14100

14203

42201

35208

11204

12216

34100

27222

1207

15202

28210

17203

28100

1208

12219

14205

12221

12201

10205

22201

27100

22203

30201

28202

8203

高知  29850，592

伊勢  28141，795

松阪  27235，642

松本  26909，972

会津若松26703．137

甲府  25781，451

大牟田 24833，509

北九州 24616，956

鎌倉  24211，604

宇部  24081，704

防府  22971，929

福島  22395．109

岡山  22086，641

都城  19939，920

徳山  19281，599

今治  18730，251

福岡  18062，447

下関  17834，261

いわき 16266，852

東京都 I3954，134

立川  13459，362

仙台  8781．2608

川崎  7681．2002

尾道  7372．7664

船橋  7365．2335

横浜  6923．4841

平塚  6914．6097

長崎  6470．3388

岩国  5213．7405

浦和  3124．6924

習志野 1982．2557

広島  1192．7430

羽曳野 1066．2321

帯広  一1338，481

長岡  一1650，550

加古川 一1672，868

小松  一2495，417

神戸  一2550，126

北見  一2974，765

市原  一3260，421

藤沢  一3544．O18

八千代 一3611，770

千葉  一4620，560

太田  一4658，524

静岡  一4685，269

大阪  一5652，046

沼津  一5697，488

和歌山 一6818，374

尼崎  一7090，695

土浦  一8069．283
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93

94

95

96

97

98

99

100

101

102

103

104

105

106

107

108

109

110

111

112

113

1I4

115

116

117

118

119

120

121

122

123

124

125

126

127

128

129

130

131

132

133

134

135

136

137

138

139

140

141

142

27222

28217

22212

11219

36201

45201

27201

11222

20201

38201

15202

23201

212I3

23210

14130

12219

21202

22202

6201

4201

14206

22203

10201

44201

23211

 1207

12206

23207

33201

11225

20202

11202

44202

22207

2201

35208

35203

23202

27218

40100

29205

35205

23219

 1213

24203

5201

31201

7203

28210

41201

羽曳野

川西

焼津

上尾

徳島

宮崎

堺

越谷

長野

松山

長岡

豊橋

各務原

刈谷

川崎

市原

大垣

浜松

山形

仙台

小田原

沼津

前橋

大分

豊田

帯広

木更津

豊川

岡山

入間

松本

熊谷

別府

富士宮

青森

岩国

山口

岡崎

大東

北九州

橿原

徳山

小牧

苫小牧

伊勢

秋田

鳥取

郡山

加古川

佐賀

＿52．05215

＿58．23108

＿487．8098

＿l157，366

＿1276，562

＿1363，903

＿1437，909

＿1996，484

＿2038．68I

＿2190．O13

＿2420，590

＿2449，147

＿2798，800

＿2820，215

＿2970，400

＿3196，559

＿3201，406

＿3216，549

＿3508，420

＿3569，840

＿3680，793

＿4034，279

＿4265，320

＿4462，354

＿4609，823

＿4833，738

＿5283，609

＿5552，353

＿5628，237

＿5899，759

＿6028，610

＿6084，625

＿6090，800

＿6264，728

＿6537，048

＿6662，180

＿6674，355

＿6697，317

＿6873，034

＿7071，079

＿7442，568

＿8075，106

＿8312，149

＿8883，259

＿89081463

＿92591164

＿9620，715

＿9912，361

＿9964，830

＿10531．14

93

94

95

96

97

98

99

100

101

102

103

104

105

I06

107

108

109

110

111

112

113

114

115

116

117

118

119

120

12I

122

123

124

125

I26

127

128

129

130

131

132

I33

I34

135

136

137

138

I39

140

141

142

38205

14207

1420I

10201

34202

27202

21202

37201

13209

28203

9208

 8201

14213

13201

13204

40203

11219

21201

10203

8202

23100

27223

11221

29201

25201

20203

27209

22202

22207

11201

1I202

14212

27219

28214

 1100

12212

11230

27201

28201

11205

12207

11215

12206

13210

28217

10202

11214

11203

9201

28204

新居浜

茅ケ崎

横須賀

前橋

呉

岸和田

大垣

高松

町田

明石

小山

水戸

大和

八三E子

三鷹

久留米

上尾

岐阜

桐生

目立

名古屋

門真

草加

奈良

大津

上田

守口

浜松

富士宮

川越

熊谷

厚木

和泉

宝塚

札幌

佐倉

新座

堺

姫路

大宮

松戸

狭山

木更津

小金井

川西

高崎

春日部

川口

宇都宮

西宮

＿8756，758

＿9462．5－O

＿9665，255

＿10632．96

＿12256．89

＿12435．93

＿12795．72

＿13024．48

＿13325．92

＿13343．06

＿13961．56

＿14310．25

＿14446．58

＿14796．52

＿15625．71

＿15654．32

＿16431，22

＿16931．31

＿17589．09

＿18513．96

＿19736．29

＿20222．70

＿21165．33

＿22136．67

＿22626．14

＿22826．19

＿22843．17

＿23606．33

＿24039．09

＿24655．73

＿24709．72

＿24730．66

＿26767．17

＿27111．93

＿27530．57

＿27587．16

＿28734．99

＿29281．44

＿29601．07

＿29786．01

＿30042，94

＿30950．44

＿3I720．08

＿32448．71

＿33425．61

＿34882．44

＿36374．40

＿37785．07

＿38289．66

＿39145．81
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143  8201

144   45203

145   38202

146  9201

147   23204

148   10203

149   35201

150  6204

151   27219

152   28201

153   34202

154   22210

155   43202

156   24204

157   32201

158   33202

159   42202

160   1204

161  1205

162   27202

163   34205

164   24207

165   35206

166   24201

167  4202

168   34207

169  8202

170  1208

171   30201

172   38205

173   45202

174   10205

175  1203

176  1202

177   40203

178   35202

179  7204

180  8203

181  7202

182  7201

183   40202

184  9208

185  2203

186   31202

187  1206

188   42201

189  9202

水戸  一11443．70

延岡  一11496．42

今治  一11863．67

宇都宮 一11880．58

瀬戸  一12066．29

桐生  一12076．39

下関  一12396．32

酒囲  一12837．80

和泉  一12861．99

姫路  一12903．25

呉一13100．65
富士  一13229．89

ノしイ犬    ＿14340．71

松阪  一14599．43

松江  一15295．56

倉敷  一15454．93

佐世保 一15793．16

旭川  一16430．25

室蘭  一16571．16

岸…1…口田  一16661．38

尾道  一16943．44

鈴鹿  一17128．74

防府  一17131154

津一17315．21
石巻  一17592，05

福山  一17819．59

員立  一17923．33

北見  一18670．23

和歌山 一18759，03

新居浜 一19096．84

都城  一19359．44

太田  一19606．71

小樽  一20497．25

函館  一20501．64

久留米 一21116．36

宇部  一22411．42

いわき 一23063，70

土浦  一23563．01

会津若松一25165．05

福島  一26649．30

大牟田 一27057．04

！』、■」」    ＿27636．17

人戸  一27852．42

米子  一29609，41

釧路  一31432．08

長崎  一33998．33

足利  一35374．67

143 24207 鈴鹿  一39252．56
144   14211

145  1213

146   26100

147   27218

148   14209

149   27204

150   12203

151   27205

152   27227

153  21213

154   34207

155   12222

156   27215

157   23201

158   22204

159   27207

160   11208

161   33202

162   12217

163   27203

164   23207
1－U5 11222

166  28207

167   27211

168   11225

169   12220

170   26204

171  22212

172   22210

173   27217

174   27212

175   27220

176   13206

177   22214

178   23210

179   27210

180  23212

181   23204

182   23203

183   23219

184   13208

185  9202

186   23206

187   23202

188   23211

189   10204

泰野  一39255．49

苫小牧 一40002．09

京都  一41216．16

大東  一41410．75

相模原 一41996．65

池田  一42005．91

市川  一42215．03

吹田  一43086．98

東大阪 一43381．32

各務原 一43666．47

福山  一43762．77

我孫子 一44184．13

寝屋川 一44567．53

豊橋  一45742．94

清水  一45911．89

高槻  一47606．63

所沢  一48I2I．54

倉敷  一49327．64

柏一50794．43
豊中  一51076．01

豊川  一51185．10

越谷  一52846．85

伊丹  一53249．43

茨木  一53375．60

入間  一53906．83

流山  一55218．04

宇治  一56612．46

焼津  一57978．46

富士  一59731．45

松原  一62345．76

八尾  一64293．85

箕面  一67177．45

府中  一67436．38

藤枝  一72938．33

刈谷  一73652．62

枚方  一76355．29

安城  一77083．33

瀬戸  一77368．94

一宮  一80517．28

小牧  一80697．63

調布  一83446．19

足利  一93330．99

春日井一100157，1

岡崎  一101219．8

豊田  一112857，2

伊勢崎 一159692．5

注：TOP1O及ぴTOP20は、それぞれ各都市が、1o以内と20以内にはいる確率を表している。世

帯内労働者が一人である時の環境評価額に基づくランク（R1）は、表6－4－1に示されている。
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付録6－1

調整変数一覧

家賃変数に関しては全国消費実態調査（1984）からデータを得た。また、その家賃のデータ

に関して、家計特性、個人特性、および住居特性の調整に用いた変数は以下である。

＊ダミー変数：

所有関係  1（持ち家）、2（民営借家設備専用）、

      3（民営借家設備共用）、4（公営住宅）、

      5（公団公社の住宅）、6（給与住宅）、7（借間）

建物の構造

建て方

建築時期

入居時期

1（木造） 2（耐火木造）、3（ブロック）、

4（鉄筋） 5（その他）

1（一戸建て）、2（長屋）、3（共同住宅1－2階）、

4（共同住宅3－5階）、5（共同住宅6一階）

1（1965年以前）、2（1966－70）、3（1971－1975）、

4（1976一）

1（1965年以前）、2（1966－70）、3（1971－1975）、

4（1976一）

＊変数

居住室数（室）

賃金変数に関しては、賃金構造基本調査（1984）からデータを得た。また、その賃金のデー

タに関して、以下の変数を調整変数として用いた。

＊ダミー変数：

学歴ダミー 1（中学卒）、

企業規模ダミー

産業ダミー

職種ダミー

2（高校卒）、3（短大卒）、4（大学卒）

1 （5＿9） 、 2 （10＿29） 、

3 （30－99）、 4 （100－299） 、

5 （300－499）、 6 （500－999）、

7（1000－4999）、8（5000＿）

9種類大分類

1（ブルーワーカー）、2 （ホワイトワーカー）

雇用形態ダミー

勤務状態ダミー

1（常用雇用）、2（臨時雇用）

1（フルタイム）、2（パートタイム）

＊変数

勤続年数、年齢と学歴から求めた経験年数、労働時間（残業を含む）
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  付録6－2

データー買（出所）

変数 年代 単位

            都市別データ

＊地域経済総覧

 卸売商店数     1982年
           1985

 飲食店数（酒場除く）1982

      （酒場のみ）1982

 小売商店数     1982
           1985

 都市公園面積    1984．3

 都市の全面積    1984．4

＊日本都市年鑑

 可住地面積     1984．4

 人口      1984．4
 金融機関数     1984．3

      地方債額 1984

 小学校教員数    1984．5．1

    生徒数    1984．5．1

 中学校教員数    1984．5．1

    生徒数    1984．5．1

 図書館蔵書冊数総数 1984．4，1

 火災出火件数    1984

 交通事故死者数   1984

 公共下水道普及率  1984．3．31

＊日経地域NE ED S 1984

 都市別固定資産税評価率

 都市別地価公示価格（住宅地平均価格）

個

個

個

個

個

個

ha

km2

km2

人

個

千円

人

人

人

人

千冊

作

人

％

％

円

＊固定資産価格等概要調書（土地）

    （自治省税務局固定資産税課） 1982年評価替え分

 全国決定価格総額（固定資産税評価額）          円

 全国可住地決定価格総額（固定資産税評価額）      円

      （可住地とは、森林・原野・湖沼以外の土地である。）

＊住宅統計調査報告（総務庁統計局） 58．10．1（58版）

 通勤時間が30分未満の世帯総数

 世帯の主な働き手が雇用者である普通世帯総数

住宅総数

 舗装道路に面する住宅数

＊気象（気象庁年報）1984

 平均気温

 平均湿度

世帯

世帯

個

個

O．1度

％
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日照時間  （年間）

降水量   （年間）

降雪の深さ （年間）

＊日本の大気汚染状況（ぎょうせい出版）1984（年間）

 二酸化硫黄

 二酸化窒素

 一酸化窒素

 浮遊粒子

0．lha

0．1mm

Cm

PPm
PPm
PPm
l／1000mg／㎞2

＊地域医療計画基礎統計（財団法人・厚生統計協会）

老人福祉施設定員数

児童福祉施設定員数

医師数

歯科医師数

1984．10．1

1984．1011

1984．12．31

1984，12．31

人

人

人

人

＊その他

 スポーツ施設数／商業統計表（通産省） （産業編）｝1985．5．I

 寿命（生命表） 1985（厚生統計協会）国勢調査より計算

 水道料金（日本水道協会） 1984．4

 海に面しているとき1  1984

個

本

円

県別データ

斗犯罪統計書（警察庁刑事局）1984

 認知件数：重要犯罪

      交通関係犯罪総数

     ：少年犯罪総数

件

件

件

＊社会生活統計指標（別冊「統計でみる県のすがた」総務庁統計局）1984

 離婚件数  （年間）                  件

 他県への通勤割合／（昼間入口／夜間人口）／      ％

＊その他

 風水害による被害状況 （日本都市年鑑）1984（被害総額）

 公害苦情件数（県別）1984 （公害紛争処理白書1986年版）

 固定資産評価率 （計算は付録6－4参照）

 交通整備率（道路統計年報）

百万円

件

％

＊データ調整の為のデータ

物価統計調査報告（第1巻）（消費者物価地域差指数）

 1982年（人口10万人以上都市のみ）  （5年毎）

 1987年（人口5万人以上都市のみ）

（総務庁統計局）

    指数

    指数
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    付録6－3

記述統計量（回帰変数）

 変数名

卸冗商店数

飲食点数

酒場数

小売り商店数

都市公園

金融機関

スポーツ

地方債額

資産評価率

小学教育

中学教育

図書冊数

火災件数

交通事故

風雨水害

公害苦情

重要犯罪

交通犯罪

少年犯罪

通勤時間

道路状況

水道料金

人口密度

離婚件数

交通整備

下水道普及率

平均気温

平均湿度

日照時間

降水量

降雪量

海ダミー

二酸化硫黄

二酸化窒素

一酸化窒素

浮遊粒子

医師数

歯科医師数

老人福祉

児童福祉

寿命

観察数

I89

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

189

 平均値

O．0035512

0．0046272

0．O028658

0．O132757

0．0005065

0．OO02396

0．0003675

 17．65771

0．0025042

29．03931

 23．96182

0．0007655

0．0005046

 0．000061

 3．954958

0．5710625

 13．02015

4．407392

 1．584602

0．5616191

0．8449134

745．2116

3833．133

 1．535314

39．11005

 31．8672

 140．455

68．95767

21956．96

 10984．68

 126．2328

0．4338624

9．507937

 19．66138

 16．69312

42．36508

0．0016379

0．O00523

0．0013439

0．O15908

 77．9209

標準偏差

0．0020605

0．0014392

0．0014471

0．0041902

0．0004444

0．0001858

0．0001071

 8．120871

0．0016226

 20．76068

 19．66369

0．0004411

0．0002378

0．0000298

 5．668297

0．2032744

 3．806836

 1．138391

0．3221979

0．2170196

0．0816928

  401．41

3514．732

 1．293633

 11．26351

23．92371

23．22449

3．803457

 1296．54

3568．501

 194．1516

0．4969229

7．215983

 6．57701

9．408066

 11．13071

01000918

0．0001998

0．0008333

0．O066195

0．6140422

 最小値

O．0002141

0．0002304

0．0001431

0．0006989

0．0000144

0．O000127

0．0000159

0．8592508

0．0002108

2．795552

2．247183

    0

0．0000249

    0

    0

0．1815742

 6．68356

2．274207

0．9487052

0．1756919

0．4731547

   330

432．O128

0．0785814

   18．9

    0

    53

    64

  17864

   5420

    0

    0

    3

    4

    2

    19

0．0000606

0．0000226

    0

0．0009847

   76．2

 最大値
0．0147045

0．0117108

0．0082203

0．0495479

0．O04783

0．0024995

0．0007308

40．93551

0．0091372

310．8571

290．3956

0．0028243

0．0027277

 0，000I79

 28．89482

 1．473915

20．15986

7．089548

2．2420003

0．9040672

0．9661217

   4600

33893，56

9．755254

   60，5

   98．9

   223

    79

  25169

  291I5

   1456

    1

    99

    42

    64

    91

0．0048708

0．0015222

0．0052459

0．0419652

  79．25
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      付録6－4

住宅地固定資産税評価率の計算方法

計算に際しては、以下のデータを用いた。データ年は、全て1984年である。

都市別固定資産税総評価額（土地分）

都市別地価公示価格（住宅地平均価格）

都市面積（m2）

都市可住地面積（m2）

全国決定価格総額（固定資産税評価額） （千円）

全国面積（m2）

全国可住地決定価格総額（固定資産税評価額）

  （可住地とは森林・原野・湖沼以外である）

全国可住地面積（m2）

CV
CP

CS

CAS
TV
TS

（千円）AW

ATS

CVのデータには、一可住地と非可住地のデータが含まれているので、この2つを分けることが

必要になる。全国レベルでの可住地と非可住地の評価額の比率が求められるので、その比率が

各都市において等しいと仮定して、可住地に関する固定資産税評価率を計算する。手順は以下

の通りである。

 まず、以上のデータより、非可住地に関するデータを求める。全国非可住地決定価格総額

（固定資産税評価額） （千円）は、TV－ATVとなり、全国非可住地面積（㎜2）は、TS－ATSで

表される。

 次に、非可住地と可住地の評価額の比率を計算する。可住地評価額 （千円／m2）は、AT

V／ATSで表され、非可住地評価額（千円／m2）は、（TV－ATV）ノ（TS－ATS）となる。

 これらから、可住地評価額と非可住地評価額の比率R（＝可住地類／非可住地類）は、

R＝（ATV／TAS）／｛（TV－ATV）ノ（TS－ATS）｝

の式で表される。この式に、実際の数値を当てはめて計算したところ値は、190，692となった。

 以下では、評価率を計算する。まず、都市可住地評価額CAV（ci印available va1uc）1ま、以下の

式から計算される。

CAV＝CV｝｛CAS‡Rノ（CAS｝R＋CS－CAS）｝

次に、この評価額を用いて、評価率ERは以下の計算式で求められる。

ER＝CAV／CP

このERの値を、固定資産税評価率として用いている。
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             付録6－5

順位付けに使われた都市（1987（昭和62年）現在10万人以上都市）の一覧

              都市番号

1100札幌   12207松戸
1202函館   12212佐倉
1203小樽   12216習志野
1204旭川   12217柏
1205室蘭   12219市原
1206釧路   12220流山
1207帯広   12221八千代
1208北見   12222我孫子
1213苫小牧  13100東京都
2201青森   13201人…巨子

2202弘前   13202立川
2203八戸   13203武蔵野
3201盛岡   13204三鷹
4201仙台   13206府中
4202石巻   13208調布

5201秋田  13209町田
6201山形   13210小金井

6204酒田  14100横浜
7201福島   14130川崎
7202会津若松 14201横須賀
7203郡山   14203平塚
7204いわき  14204鎌倉
8201水戸   14205藤沢

8202目立  14206小田原
8203土浦   14207茅ヶ崎
9201宇都宮  14209相模原
9202足利   14211泰野
9208小山   14212厚木
10201前橋   14213大和
10202高崎   15201新潟
10203桐生   15202長岡
10204伊勢崎  15222上越
10205太田   16201富山
11201川越   16202高岡
11202熊谷   17201金沢
11203川口   17203小松
n204浦和   18201福井
11205大宮   19201甲府
11208所沢   20201長野
11214春日部  20202松本
11215狭山   20203上田
11219上尾   21201岐阜
11221草加   21202大垣
11222越谷   21213各務原
11225入間   22201静岡
11230新座   22202浜松
12201千葉   22203沼津
12203市川   22204清水
12204船橋   22207冨士宮
12206木更津  22210富士

22212焼津   29205橿原
22214藤枝   30201和歌山
23100名古屋  31201鳥取
23201豊橋   31202米子
23202岡崎   32201松江
23203一宮   33201岡山
23204瀬戸   33202倉敷
23206春日井  34100広島
23207豊川   34202呉
23210刈谷   34205尾道
23211豊田   34207福山
23212安城   35201下関
23219小牧   35202宇部

24201津  35203山口
24202四日市  35205徳山
24203伊勢   35206防府
24204松阪   35208岩国
24207鈴鹿   36201徳島
25201大津   37201高松
26100京都   38201松山
26204宇治   38202今治
27100大阪   38205新居浜

27201堺  39201高知
27202岸和田  40100北九州
27203豊中   40130福岡

27204池田  40202大牟田
27205吹田   40203久留米
27207高槻   41201佐賀
27209守口   42201長崎
27210枚方   42202佐世保
27211茨木   43201熊本
27212八尾   43202八代
27215寝屋川  44201大分
27217松原   44202別府
27218大東   45201宮崎
27219和泉   45202都城
27220箕面   45203延岡
27222羽曳野  46201鹿児島
27223門真   47201那覇
27227東大阪
28100神戸
28201姫路
28202尼崎
28203明石
28204西宮
28207伊丹
28210加古川

28214宝塚
28217川西
29201奈良
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第7章 財政政策と消費行動
一国と地方の財政システムと住民の期待合理性一＾

第1節はじめに

 公共投資の財源は、主に税と公共債の発行によってまかなわれる。公共債の発行額は、名目

額で増え続けGDP対比で見ても無視できない大きさとなっており、公共債の発行は日本の財政

政策の一つの重要な手段となっている。 （図7－1，7－2，7－3参照）このような公共債の発行を伴う

政策を分析するときには、前章で取り扱ったある一時点での評価ではなく、異時点間にまたが

る評価をしなければならない。なぜなら、公債発行によって資金を集めれば、その期には追加

的な負担は必要ではない一方で、将来に負担が必要となるからである。1公共政策の効果を考え

るとき、住民の将来に対する期待形成・合理性が重要な要素となる。2

中立命題と日本の実証分析

 この住民の将来に対する負担予想に着目すれば、税と債券の代替による財政政策の有効性は

疑わしいものとなる。この議論は、リカードの中立命題と呼ばれている。通常の中立命題は次

のようである。合理的な個人は、国債発行に伴う将来の負担を考慮する。国債が減税に使われ

るとき、実質所得は増加するが、将来の負担を考慮する個人は、消費量は変えずに、貯蓄を増

加させる。よらて個人の消費量は、減税によって全く影響を受けない。すなわち、国債は、な

んら税と変わらず、財政政策は無効になる。

 国債に関する中立命題の検証は、国債が消費や貯蓄とどのような関係にあるか、または国債

を、借り入れによる資産の増加と同等にみなしているかを検証することになる。日本の国債の

中立命題に関するいくつかの実証分析は、主に中立命題は棄却されるという結果を導いている

が、成立する可能性を指摘する分析も存在し、明確な結論は得られていない。〕

．大蔵省財政金融研究所でのミニコンフアレンスの出席者及ぴ中井英雄氏 （近畿大学）からは、貴重なコメントを頂い

た。ここに記して感謝の意を表したい。

I公共支出が異時点にまたがる場合には、各時点において第6章で分析された評価の問題が必要となる。ここでは、違

った側面として、公共支出は一時点でなされるとし、負担が将来になされるという意味での、財源面のみが異時点に

またがる政策に焦点を絞ることにする。つまり、債券発行によって資金を集める形の政策を分析する。
2
もし家計が将来負担を考慮しないならば、その公共政策は大きな効果を持つであろう。しかしながら、家計が将来の

負担を考慮し、貯蓄を増やし消費を減らすならば、公共政策の効果は小さなものになるであろう。

，日本の国債（地方債も含めたもの〕の中立命題の検討を日的として消費関数を推定した実証分析には、落合（1982）、

井堀（1984〕、本間他（1986．1987）がある。落合（1982）は、1970－79年の年次データを用いて推計し、中立命題を棄却して

いる。また、井堀（1984）は、1955－80年の年次データを用いて推定を行い、OLSの推計と租税に関して操作変数を用い

た推計の両方に関して中立命題は棄却されるという結論を得ている。また、本間他（1986）では、1970－84年における各

世代コーホート別のミクロデータを用いて推計し、コーホート別のミクロ推計では、中立命題は棄却されるが、集計

148



地方債発行による財政政策

 既存の実証分析は、公共債の中で主に国債を対象としたものであったが、地方債発行による

地方の財政政策の効果を分析することも重要である。その理由として、次の2つが挙げられる。

 第一に、地方債は、近年の経済安定のために国債と同様の重要な役割を果たしている。日本

における国債の現在高及ぴ地方債の現在高は、図7・1に見られるように、毎年増加している。

また図7－2に見られるように、対国民所得比や対国内総生産比で見ると比率は減少してきてい

るものの、これは平成初期の景気上昇によるものであり、1992年からは景気低迷による税収減

と景気刺激のための支出増により上昇に転じている。また、その比率も国債と地方債をあわせ

るとほぽ6割から7割に達し、決して少ない額であるとは言えない。国債・地方債現在高の対

前年度上昇率が、図7－3に示されている。1992年から伸び率は上昇しているものの、国債現在

高がほぼ一定の伸びを示しているのに対し、地方債は、1991年には減少し、1992年には大きく

のび、国債よりも激しい動きをしている。これは、政府の公共支出の異時点間配分の手段とし

て、国債以上に地方債による財政政策が行わ札でいることがわかる。

 第二に、日本特有の国と地方の財源配分システムは、地方独自の政策に対する将来負担を曖

昧にしている。この曖昧さは、地方住民にとって将来負担の予想を困難にしていると予想され

る。地方の財政政策を分析することによって、日本の財源配分システムが住民の期待合理性に

いかなる影響を与え、それがその政策の効果にどのような影響を与えているのかを分析するこ

とが出来る。

地方債の中立命題と住民の期待合理性

 現実の政府間の財政システムをふまえれば、地方債の中立命題はどのように考えられるので

あろうか？地方債に関する日本の実証分析はこれまでなされていないが、その理由は、日本の

中央集権型システムを前提とする限り、中立命題は成立しないと考えられてきたからである。

中央集権型システムの下では、地方政府は地方債を償還するとしても課税自主権をもたないた

め独自に地方税制度を変更し課税を強化することは出来ない。4また、日本の各地方政府が発行

したマクロ的推計では、中立命題は棄却されないとの結論を得ている。また、本間他（1987）では、1956－83年の年次デ

ータや四半期データを用いでさまざまな推計を行い、総含的には、1970年頃を境にして前半期問では中立命題は棄却

されるものの後半期間では成立している可能性が高いと結論づけている。以上のように、国レベルでの中立命題が成

立しているかに関しては、時期にも依存すると考えられ、明確な結論が得られていない。これら中立命題の議論に関

する海外での理論・実証に関しては、Seater（1993）が詳しい。また、人口移動を考慮した地方債の中立命題に関しては、

第5章を参照。

4地方債の償還に対して課税強化がなされないと考えられる理由に関しては、本稿の基礎となった論文である赤井

（1996）を参照のこと。実際に、1985（昭和60）年以降、税収確保のための目的でなされた増税としては、地方たばこ消石

税の税率引き上げ特例（1986－1988（昭和61－63）年）があるが、この増税は全国画一的なものであり、地方独自の増税で

はない。地方債の採りうる他の政策としては、固定資産税評価率の調整などによる繰税強化や徴税の徹底などが考え

られるかもしれない。これらを住民が予想するならば消費量が減少するが、それほど大きな額ではないであろう。本
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する地方債は中央政府によって規制され中央政府の許可の下でのみ発行される5ため、地方債の

償還費用は国によって補填され、地域住民には影響を与えない。したがって、日本の中央集権

型システムは、財政政策の有効性を左右する住民の将来負担への不安をぬぐいさり、財政政策

は有効となる。

 では、全く地域住民は将来の負担を予想せず、完全なケインズ効果が得られるのであろうか。

地方政府に対する直接的な負担はないとしても、間接的に将来の負担をすることはないのであ

ろうか。実際には、地方住民への直接的な負担がないとしても、地方住民は間接的な負担を強

いられると考えられる。日本の制度を前提にした場合、地方債は必ずしも地域住民の負担では

ないが、それは中央政府の負担、言い換えれば、全国民の負担となる。合理的な個人は、白地

域の地方債の償還に関わる費用を将来国税として負担しなければならないと予想するであろう。

この予想がある限り、完全なケインズ効果は得られない。実際には、他の地域も地方債を発行

しているわけであるから、他地域の地方債の償還にかかわる負担もしなければならない。この

ような予想をする個人を、完全合理的であると呼ぶことにしよう。そのとき、国全体でのケイ

ンズ効果、すなわち、地方債発行による財政政策の民間消費への刺激効果は相殺され、ゼロと

なる。したがって、個人が完全に合理的であるときには、国全体での中立命題‘が成立すると考

えられる。

 地域住民をそこまで合理的であると考えることは非現実的であるかもしれない。白地域の地

方債水準による影響を予想したとしても、はたして他の地域の地方債水準までも予想するであ

ろうか。そこで次に、地域住民は他の地域の地方債水準の変化を考慮せず、白地域の地方債に

対する将来負担のみを考慮すると考えることが自然であろう。このような予想をする行動を、

準合理的であると呼ぶことにしよう。白地域の地方債発行に対し、すべての地域がその負担を

すると考えるので、その発行は、その地域にとって正の効果をもたらす。地方債の特徴は、将

来の負担を予想するという意味で準合理的な個人であっても、他地域の状態を知らない限り、

地方債発行は実質所得上昇の効果を通じて消費を増やすケインズ効果があるということである。

このとき、財政政策は正の効果を持っ一方で、将来負担を予想する分だけその効果が減少する。

この状態を準中立命題が成立すると呼ぶことにする。以上での議論は以下のようにまとめられ

る。

 ●個人が完全合理的であるならば、国全体の消費レベルに関する中立命題が成立する。

 ●個人が準合理的であれば、調整されたケインズ効果が得られる。

 したがって、個人の合理性を検証することによって財政政策の有効性を確かめることが出来

らの効果が無視できるという前提の下で議論を進めるが、実証分析で推計される値に、この効果が含まれていてもか

まわない。

，地方債制度と現状については、高等（1988）、伊多波（1995）及び地方制度調査会編（1995）が詳しい。

‘各地城が同質であれば、各地域でも中立命題が成立するが、各地域が異質であれば、消費量は各地域の地方債発行

額の差によって影響を受ける。
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る。また、地方債が公共支出の増大のために発行され公共支出が消費刺激効果を持っていると

きには、たとえ住民が将来の負担を予想したとしても消費が増大するかもしれない。公共政策

の有効性の検証として、公共支出の消費刺激効果を含めた分析も有益である。

 そこで本章では、実際のデータを用いて以下の3つの実証分析を行うことによって、財政政

策を評価するう。第一に、完全中立命題の検証として、個人が完全合理的であるのかを検証す

る。第二に、準中立命題の検証として、個人が白地域の地方債に関して少しでも国の負担を予

想するという意味で準合理的であるのかを検証する。さらに第三に、住民の期待合理性を通じ

た消費行動だけではなく、公共政策による公共支出が住民に与える影響をも考慮し、支出面を

含めた実際の公共政策が有効であったのかも検証する。

本章の結論

 本章では以下の結論を得る。まず、全地域の地方債残高を考慮しているという完全合理性は

棄却され、国全体での中立命題は成立しないことがわかる。次に、白地域の地方債に関する国

の将来負担を少しでも予想しているかどうかの準合理性の検定では、少なくとも少しのレベル

では、ほとんどの地域でその負担を予想しているという結果が得られ、準中立命題的な結果が

得られる。さらに支出が消費に与える効果も含めた財政政策の総合効果の検証から、特にバブ

ル期の財政政策は消費刺激効果を持っていたとの結論を得た。

本章の構成

 本章は次のように構成される。まず第2節では、地方交付税制度を考慮して、．地方における

中立命題に関するモデルを提示し、仮説の下で成立する係数の関係を探る。第3節では、地域

住民が将来の負担を予想するという意味での合理性をもっているかどうかの検定方法と検定に

使用されたデータの説明をおこなう。第4節では、中立命題に関する検定結果が示される。第

5節では、呼応教支出による効果を含めた全体の消費への影響を見ることによって、財政政策

の評価がなされる。最後に、本章における結論と今後の課題が第6節で述べられる。

第2節 地方債による資金調達モデル

2．1地方政府の予算制約

 中央集権的な関係を考えているので、地方債発行前の収入および支出は、中央政府が算定し

た基準財政収入額と基準財政支出額に等しいとしよう。また、簡単化のために、これらは固定

的なもの（人口や面積：本章では、地域間の人口移動は考慮していない）に依存しており、時

間を通じて変化しないとする。次に、地方債発行により集められた資金は、一部が減税に、し

部が公共支出の増加に使用されると考えられる。ここで、減税率をβとおく。まず、以下の様

τ何らかの外生的要因（景気後退など〕によって生み出された減収を補う形で地方債が発行された場合にも、その地方

債は、減税に使用されたととらえることが出来る。
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に変数を設定する。第ノ地域の基準財政収入額を㍗、第i地域の基準財政支出額をq正とする。

また、中央政府から第ノ地域への第5期の地方交付税をMアとする。第ノ地方政府が第5期に

発行する地方債発行額をψとしよう。地方政府は第エ期から第5期まで地方債を発行し、それ

ぞれの債券は5期問で償還を迎え、第∫≠ノ期から償還が始まると仮定しているので、そのと

き、合理的な住民の予想する地方政府ノの予算制約式は、痘在を第S期として、それぞれ次の

ように表される。

○期    牢十M戸＝G’工

1期    （㍗一β幻十4＋M｝＝G！十（1＿β）4

2期     （㍗一雄戸）十a戸十Mア＝G’工十（1一β）42

s期   （㍗一β昨）十  砕  十  Mア  ＝  G’工 十
     ｝      ｝           ｝           ｝
      地方収入   地方債による貸金  地方交付税による収入  公共支出（一定）

s＋1期   牢十（Mア十1＋（1＋7）＾4）一 （1＋7）s4 ＝  G’工

                    ｝       ｝          地方交付税による収入   地方債の償還コスト 公共支出（一定）

・十・期  牢十（Mア十王十（1＋r）s3戸）一（1＋・ア昨＝G’工 （・≦s）

・十・十・期牢十Mア削＝G’工 （x＝1，2，3．．．．．．．）

（1一β）ψ

地方債1＝よる公共支出増

ここで、この予算制約式を整理すれば地方債発行額が消去されることがわかる。つまり、各地

域の地方債発行額は、全く地方政府の予算制約式に影響を及ぼさないことがわかる。それは、

政府による交付税によって償還資金が完全に補填されるからである。また、基準財政収入額お

よび基準財政支出額は一定であるので、各期のべ一スとなる地方交付税水準（Mア）も地方債発

行額に関わらず異時点問で一定となる。よって、以下では、Mア＝M’と書くことにする。

2．2中央政府の予算制約

 中央政府による公共水準も一定であると仮定する。これは、中央政府の公共支出水準の変化

が国民に与える影響を捨象するためである。 （実際には、中央政府の公共支出及ぴ国債は年度

毎に変化する。実証分析においては、これらの効果をダミー変数を用いて考慮している。）中

央政府は、各地域の所得に比例税〆を課し、税収を集め、一定の公共支出と地方交付税に配分

する。税率が時間に関して内生化されており、ちょうど予算制約式が成り立つように各期の税

率を決定するとしよう。そのとき、予算制約式は、以下のようになる。

0期 C8Ση＝6C＋Σ払
 ’           ’
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1期

S期

s＋1期

S＋X期

S＋S＋X期

牟Σ耳1＝σC＋Σ払
 ’            ’

τξΣ耳㌧σC＋Σ払
 ’            ’

τ31Σ耳J＋1一σC＋Σ払・Σ4（1＋・）s

  ’            ’      ’

τ，、Σ耳s＋工一δC＋Σ払十Σ劣（1＋・）＾

  ’             ’       ’

吃、五Σ耳2s＋㌧σc＋Σ払 （・＝1，2，3…。、．。

  ’              ’

（x≦s）

以上の式から、s＋1期以降2s期までの税率は、地方債発行前の税率をξαとして、次の関

係式を満たすことがわかる。

                    Σ∂戸（1＋・）＾

              τ3、＝垢、十’  、Cα一∫，λ3・・ノ  （1）
                      Σ耳

                       ’

s＋1期から§十s期までは、地方債償還の税収をあげるために、中央政府によって所得税率

が上げられるていることがわかる。

2．3地域住民の予算制約

 合理的な地域住民は、現在すでに発行され、その時期に未だ償還を迎えていない地方債に関

しての知識を持つが、将来発行される地方債に関する知識はもたず、地方債は発行されないも

のと予想する。また、地方政府と中央政府の予算制約式を知っていると仮定する。地域jの住

民における各期の予算制約式は、以下のようになる。

0期     （1＋r）耳一1＋η（1－Cξ）一㍗：0戸十∫戸

1期    （1＋7）耳。＋η（1－C8）一（㍗一助｝）＝4＋斗

S期    （1＋7）∫ダーI＋耳s（1イξ）一（年一β4戸）＝C戸十∫戸

s＋1期   （1＋7）∫戸斗耳s＋一（1一τ31）一㍗：C7＋1＋岬十1

s＋x期   （1＋r）∫戸十工一1＋巧舳（1一τニエ）一㍗＝cタ十■十∫戸十工 （x≦∫）

s＋s＋x期 （1＋7）∫㍗工一1＋耳2舳（1一ξ）一年＝o戸』十■十∫戸s＋工 （x＝1，2，3…．）
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これらの予算制約式に（1）を代入し、各期の貯蓄を消去し、第S期で評価すれば、次の異時点間

を考慮した予算制約式が得られる。

     Cテ十1  0テ十2        r＋一  ∫叶2
  ＋0』十二」一十  ’  十 ．＝ ∫’十二L一十  ’
   ’1＋・（1＋γ）2’’“川’’1＋・（1＋γ）2’’．．．’

                 十β｛劣十（1＋7）ψ一I一←．＿十（1＋7）s－14｝

耳十一Σ冴 耳s＋s一’Σ砕一’（1＋γ）

Σ耳舳   Ση十i

耳s＋1Σ4（1＋・）』■’

Σ耳』十1

                   ’              ’                       ’

ここで、η≡耳（1イξ）一年と定義され、地方債による変化分を考慮しないときの可処分所得

である。また、地域ゴのS期における地方債残高は、ρ戸…砕十（1＋7）砕一1＋、、．．イ1＋7）s－14で

                                      耳s＋工
定義される。さらに、各地域の国全体に占める所得のシェアー（α、≡   ）が異時点間で
                                     Σ耳舳

                                      ’

一定（o’）であるとすると、代入して次の式を得る。

            0予十一 Cデ斗2     ∫i＋1 ∫デ十2
       一十・1・1‡、・（1‡、）・十・…・・…η・1‡、・（1‡、）・・…・ψ一・岬 （2）

すなわち、異時点間の予算制約式においては、地方債が発行されなかった状態での可処分所得、

及びその地域での地方債残高、さらに、将来の負担を考慮することにより、他の地域を含めた

地方全体での地方債残高が、消費に影響を与える。

2．4地域住民の効用最大化行動

効用関数は一般的に以下の形で表されるものとする。
     σ≡≡〃（．．．、．．．ず，cタ十1，．．．；．．．q工，G’工÷（1一β）4，．．．．．G’工十（1一β）a戸，Gチ，．．．．）

ここで、住民の合理性による消費の変化に焦点を絞るために、消費財と公共財は効用関数にお

いて弱分離可能であるとする。8住民の効用最大化行動は、以下の式で表される。

8この仮定は、公共支出が消費財の異時点間の限界代替率に影響を与えないことを保証する。’般的には、地方支出の

変化は、多少なりとも消費に影響を与えると考えられる。そのときには、後に議論する消費関数にも政府支出が独立

変数として入らなければならない。しかし、本章では、中立命題の観点から住民の合理性を議論しており、その点に

焦点を当てるために、この仮定をおいている。政府支出が影響を与えないときには、地方債の変数にかかわる係数制

約は、本質的に住民の合理性を問題にしたときのものと一致する。国レベルでの中立命題の推計では、税収十国債＝

公共支出という式が成立するため、国債等の収入の変数を公共支出の変数で置き換えることが出来る。そのため、推

計式に、公共支出が入ることになる。 （実際に本間他（1987）では、効用関数には、公共支出は直接的には影響を及ぼ

さないが、推計式には、上記の操作により説明変数として登場する。）しかし、地方債の場合には、税収と地方債か

らの収入は、公共支出額と’致しない。なぜなら、地方交付税などの地方移転があるからである。よって、上記のよ

うな置き換えはできないため、地方債がそのまま説明変数として登場する。
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                      J＋I     J＋2
                      c．     c
       MZXσ s必Co．十〇＾十’十 ’ 十
        ・’  ．…’’1・・（1・・）2

ここで、予算制約式（2）の右辺をηアと表している。

．＝∬s
  ’

2．5係数制約

 これらの効用最大化行動の結果導出された第S期の消費が、地方債残高の変化及ぴ今期の可

処分所得から受ける影響は、次のようになる。

             κ7 κア∂叫  κデ
             一＝    ＝一ニュー（β一α、）
             6り戸 ∂町のダ ∂叫

             ∂二7  κデ∂m  ∂ニテ
            ∂Σ〃 示∂Σ毒＝訪（一巧）くO

             ’              ’

               6q  ∂コ7∂岬  κ7

               研  棚ア邸  ∂町

よって、白地域の地方債残高及び全地域の地方債残高合計額と可処分所得の係数の比をとれば、

                        ∂盤
            寡   ∂Σ赤

            ニュ＝β一0、、及び、 ’  ＝一0、          （3）
             κ・   I    κ皿
              ’                      ’

             ”s          ♂s
              ’                      ’

が成立するはずである。また、全く地方債の将来の負担を想定していない（中立命題不成立の

ケース）ならば、

                       ∂コf
              κs      ’
              景   ∂Σ・1

               ’＝β、及び ’  ：0            （4）
              κ7     邸
              ∂叫      研

が成立する。

第3飾 推計モデルとデータの説明

3．1推計モデル

 前節で導出された、仮説に基づいた係数制約が成立しているかの検定を行うために、本節で

は、消費関数を回帰分析を推計する。検証毎に見ていこう。

3．1．1検証1：完全中立命題の検証
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 地域住民が、完全に合理的であるならば、他の地域の地方債の負担が、将来所得税を通して

白地域に課されるということを予想する。そのとき、消費は、その時点での全地域での地方債

残高に依存する。よって、効用最大化行動の結果導出された消費関数は、以下の形で定式化で

きるものとしよう。9

            ・7＝α。十α、（η）十α、（〃）十α、（ΣD戸）十・      （・）

                            ’

ここで、（3）及ぴ（4）から、生が有意に負であるかOであるかを検証することになる。 （α1が有

            α1

意に正であるとき、この検証は、α3が有意に負であるか0であるかの検証と一致する。）有意

に負であれば、完全な中立命題が成立していないとういう帰無仮説は棄却され、地域住民は、

少なくとも少しは、他の地域を考慮した完全な合理性を備えているということになる。

3．1．2検証2：準中立命題の検証（白地域地方債に関する合理性）

 地域住民が白地域の地方債に関しての将来負担のみを考慮する程度に合理的ならば、消費関

数：

               ず＝αo＋α一（η）十α2（刀㌧s）十〃              （6）

において、生一β一α、となる。ここで、α、は正であるから、準合理的であれば、βよりも小

     α1

さくなる。よって、この場合の検定は、係数の比がβよりも有意に小さいかを検定することに

なる。係数の比がβよりも有意に小さければ、準合理的ではないという帰無仮説が棄却され、

地域住民は、少なくとも少しは、準合理的であると考えられる。本章では、準合理的なときに

予想する将来の負担として、中央政府による将来の増税を考慮したが、はじめに述べたように、

将来の固定資産税評価率の上昇や租税徴収の徹底化などを予想していると考えても良い。推計

において準合理的であるという結果が得られる場合には、この両者の予想が含まれているもの

と考えてもいいであろう。

3．2データの説明

 次に、回帰分析に用いるためのデータを説明する。データとしては、1987年年（1987年年）

から1992年（1982年）までの全国47都道府県のデータを使用する。データの出所は、表7－1

にまとめられている。まず、地方債発行が影響を与える消費として、各県、各年代の民間最終

消費支出を用いた。また、第6節で使用される全体消費を求めるために、政府の公共支出とし

て政府最終消費支出を用いた。各地域の所得に関しては、県民所得のデータから国税及ぴ地方

，注6参照
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税を差し引いて、各県の可処分所得を導出した。地方債残高としては、市町村分と県分を足し

あわせて、各年度毎の地方債現在高を計算し、使用した。

第4節 推計及び検定結果

4．1減税率（β）の推計

 実証分析を行うためには、はじめに減税率を知らなければならない。ここでの減税率とは、

地方債発行額の内のどのくらいが減税や減収のための補填に使用されたかである。この減税率

は各年度で変化する可能性がある。また、中央政府の指導の下で地方債は許可されるわけであ

るから、ある年度における減税率は、各地域で同じであると考えていいであろう。よって以下

では、減税率は、年度のみに依存していると考える。地方債発行が税収にどのような影響を与

えているかを見るために、1988年年から1992年までの47都道府県のプールデータを用いて、

以下の形の回帰分析を行った。

地方税収

県民所得

                      地方債純増額
＝α。十｛α1＋α。（年ダミー）十α。（県ダミー）｝（     ）
                       県民所得’

十α。（県ダミー）十α。（年ダミー）十〃

 地方税収も地方債純増額も県民所得の大きな地域で大きくなる傾向があり、その効果を省く

ために、県民所得で除去し調整した後で、回帰している。また、地方債の係数が年度ごとに変

化することを考慮して、係数ダミーで各年度の変化をとらえている。また、一部の地方税が累

進型になっていることや県の規模によって性質が違うことを考慮し、県ダミーとして、政令指

定都市を含む県のダミーと熊本県のダミーを追加した。推計結果は、表7－Iにある。年度ダミ

ーのべ一スは、1992年になっている。ダミーのうちあまり有意な影響を与えていないと思われ

るものは、省かれている。まず、地方債の係数は、有意になっており、地方債発行と地方税収

との間には、相関があることがわかる。また、地方債の係数も、年度ごとに有意に変化してい

ることがわかる。年度ダミーのべ一スは、1992年であるが、1992年に比べ、地方債の係数は、

1988年年から1990年までが小さくなっているのに対し、1991年のみが以上に大きくなってい

る。これは、バブルの影響であると考えられる。定数項のダミーとしても、1991年のみが有意

な影響を及ぼしている。最後に、熊本ダミーが、有意な影響を及ぼしているが、これは、水俣

病関連の地方債発行の結果であろう。それぞ札の年における地方債純増額の係数値は、地方債

が一単位発行されたときに、税収がいくら減少したかを示しており、減税率と考えることが出

来る。すなわち、減税率は、β＝一（α1＋α2）によって求められる。各年度における減税率は、

以下ように推計された。

     減税率
年度   減税率  t
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63 0．91282  3．63629

0．93677  5．42917

0．83436  5．05923

一〇．49241   1．75928

4 0．43164  3．83131

 ここで推計された結果によれば、1988年年から1990年までの間は、ぽぽ1に近い減税率を

示しており、地方債発行による資金が減税に使用されたか、地方債が減収を補填する形で発行

されたことがわかる。1992年は、ぽぽ半分が減税分に当てられたことがわかる。それに対し、

1991年だけは、マイナスの値を示しており、地方債1単位の発行に対し逆にO．5の増税がされ

たことになる。要因としては、景気上昇の影響から自然増収があったとともに財政規模の拡大

が行われたからと考えられる。つまり、この年に発行された地方債は、税収の肩代わりという

性格よりも、公共支出拡大的性格が強い。

 以下では、この減税率を用いて分析を進めるが、参考のために減税率を1とした場合（すべ

て減税に使用された場合）と減税率をOとした場合（すべて公共支出増に使用された場合）も

考えることにする。

4．2分析結果

4．2．1検証1

 検証1を行うとき、第4項はある年度に関して全地域で一定の値をとるため、クロスセクシ

ョンデータによる分析は出来ない。よって、プールデータによる分析を行った。理論的に示さ

れたように、係数値は、所得水準に依存することを考慮し、（5）に基づいて推計式を以下のよう

に定式化した。

                  推計式：

消費量＝α。十α1（県ダミー、年ダミー）十α。（実質可処分所得）

    十｛α。十α。（県ダミー、年ダミー）十α。（県民所得）｝（全地域地方債残高）

    十［α。十α。（県ダミー、年ダミー）

    十｛α。十α。（県ダミー、年ダミー）｝（県民所得）］（地方債残高）十〃

 回帰結果は表7－3に示されている。一部の有意ではない変数は省かれている。推計1は、地

方債残高に対する係数は有意に効いているが、全地域地方債残高に関わる変数の係数はすべて

正の値を示しており、有意に負であるという仮説は棄却される。また、地方債残高の係数に各

地域の所得水準の効果を考慮した推計2においても、マイナスの値を示しているものの有意に

負ではなく、また、全地域地方債残高・県ダミーの係数も有意に負ではない。全地域地方債残
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高・県民所得変数は正に有意であり、計算される係数値も負に有意になることはないことがわ

かる。よって、全地域の地方債残高を考慮して消費を減らす形での完全な中立命題が成立して

いないという帰無仮説は棄却できないことになる。地域住民が他の地域の地方債までを把握で

きないことを考えれば、当然の結果である。逆に、計算された推計値の平均のt値は、推計2

で2．17になり、地方債残高の増加は消費に正の影響を及ぼしていることになる。つまり、消費

拡大の効果があったことになる。

4．2．2検証2

検証2に関しては、（6）に基づき、以下の形の消費関数を用いて、各年度ごとのクロスセクシ

ョン分析を行った。IO

    消費量＝α。十α1（県ダミー）十α。（実質可処分所得）
推計式：
        十｛α。十α。（県ダミー）十α。（県民所得）｝（地方債残高）十〃

消費における固定部分と地方債の及ぼす影響に関して、県の規模の異質性を考慮するために県

ダミーを加えている。また、理論的に導出された可処分所得は、地方債発行がなされなかった

ときの水準であるのに対し、資料から得られるデータは、地方債発行後いくらかの減税がなさ

れたあとのデータであるので、資料から得られたデータに、地方債純増額に推定された減税率

をかけたものを加えて、実質の可処分所得を導出している。 （つまり、実質可処分所得＝可処

分所得十減税率＊地方債純増額）また、地方債の及ぼす影響が理論的にも各地域の所得水準に

依存していることから、係数値が所得に依存する形の式を想定した。回帰結果は、表7－4にあ

る。推計値は、1991年までは、定数項、地方債残高の定数部分及ぴ県ダミーを除いてほぼ有意

で、ぽぽ同じ傾向を示しているが、1992年だけは、すべての変数が有意であるが、他の年度と

は違う傾向を示している。また、理論で予想されたように、地方債残高の係数は所得に依存す

る形になっている。決定係数も、99％以上を示している。また、その推計値より計算された各

地域の地方債残高の推計値及ぴt値と、検証2における係数検定の結果は、表7－5－1から表7－

5－5にある。係数制約の検定を行う方法には、もっともべ一シックなF検定の他に、最近よく使

用される歪度比検定などがあるが、それらは、式全体としての有効性のみを議論しており、各

県によって係数値が違う場合の制約検定は行えない。よって、本章では、県毎の検定を行うた

めに、推計された係数値を変換する形での検定であるデンレタ法を使用することにする。11検定に

おけるt値は、係数制約が成立しているという帰無仮説に基くものであり、この値が大きいほ

m各年度のデータを総合したプールデータによる分析も行ったが、所得係数及ぴ地方債係数において各年度ごとに変

化が見られたため、各年度を別々に推計する方法を採用した。

llデルタ法に関しては、Gr6㎝6（1993）参照。
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ど、帰無仮説が棄却されやすくなる。ここで行う検定は、係数比が減税率よりも有意に小さい

かどうかの片側検定であるので、そのときの帰無仮説を棄却する有意水準10％点、5％点及ぴ1％

点は、一1，282，一1，645及び一2，326となる。

 では、1988年年のデータに基づく結果（表7－5－1）から順に、検定結果を見ていこう。左から、

推定された減税率を用いた検定結果、減税率を1と仮定した検定結果、及び減税率をOとした

検定結果が示されている。推定された減税率を用いた検定結果では、約30県の検定結果の値

が、一2以下を示しており、全く中立命題的行動をとっていないという帰無仮説は棄却されてい

る。すなわち、大都市を除くほぽすべての地域で少なくとも少しは、将来負担を想定し、消費

を減らしていたことがわかる。一方、減税はなされていなかったという仮定のもとでの検定結

果では、ほぼすべての県において、将来の負担は予想していないという結果が得られた。これ

は、減税がなされていない場合には、検定は、効果が0と有意に負に離れているかの検定にな

るため、地方債残高の項が正に効いている限り、地方債発行は、地域住民の消費を減らさなか

ったことになるからである。結果として、減税率がどのくらいであるかによって結論が大きく

左右されることがわかる。次に、1989年（表7－5－2）、1990年（表7－5－3）の結果も、ぽぽ同様

の結果である。1991年（表7－5－4）は、バブルの影響もあるためか、減税率が、他の年度と違い

マイナスの値を示しているため、どの地域においても、将来負担の予想はしていないという結

果が得られた。しかし、もし地方債が完全に減税に当てられたとしたならぱ（減税率＝1）、

この年においても将来負担を予想していたという結果が得られる。1992年（7－5－5）では、1991

年ほどではないものの、推定結果からはほとんどの地域で将来負担予想は見られなかった。ま

た、減税率が1のケースでも、他の年度と違い、将来負担予想をしていないという結果が得ら

れる。

 以上の結果から言えることは、次のようである。1990年までは、地方債の将来負担に少しは

敏感であったが、1991年に将来負担を考慮しないようになり、1992年でもその影響が残ってい

る。これらの理由としては、次の二つの要因が考えられる。第一には、経済状態の変化による

住民の予想の変化である。この時期は、景気が上昇していたバブルの時期であり、各個人は将

来の景気がさらに良くなると信じており、将来の負担に関して楽観的な予想をしていたか、関

心が薄くなっていたからと考えられる。第二に、制度的変更が考えられる。1991年には、地方

債対象事業に関する許可制度の緩和や簡素化がなされた。しかし、同じ程度の制度変更は他の

年にも行われていること、また、この制度変更は地方債発行に関わるものであり、その地方政

府が負担をどのくらいしなければならないのかには関わっていないこと、さらに、これらの変

更が住民に正確に伝わり、住民の予想に影響を与えるとは考えにくいことなどから、第二の要

因が、影響を与えた可能性は低いと考えられる。

 また、もし、地方債が完全に減税に当てられていた場合には、1991年度までは、将来負担を

予想し、1992年には予想が見られなくなっている。最後に、地方債が全く減税に当てられてい

なかった場合には、どの年度においても将来負担を予想していないとの結論が得られる。
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第5節 財政政策の評価

 前節の分析では、地域住民が地方債の償還のための将来の負担を予想して消費を押さえてい

るのかどうかに着目して、地方債発行の効果を分析してきた。しかし、その結論では、減税率

という推定された一つのパラメーターに大きく依存していることも示された。よって本節では、

そのパラメータに依存しない分析を行う。本来、地域住民が合理的であるかを議論する理由は、

地方債発行による資金調達で異時点間の資源配分を行ったとしても、個人が合理的な場合には、

個人が消費量を調整するために、財政政策の効果がクラウドアウトされてしまうからであった。

ここまでの分析では、公共支出拡大による消費への影響を考慮していなかった。しかし、実際

には、公共支出拡大により消費も刺激されるかもしれない。そのときには、消費のクラウドア

ウト効果があったとしても、公共支出の増大を通して、その分以上の消費のクラウドイン効果

があれば、財政政策は正当化されるであろう。個人の合理性を分析することも必要であるが、

個人の行動の結果、財政政策が効果をもっていたのかを知ることも有益であろう。よって本節

では、政府と民間をあわせた総合的な消費が、地方債発行と共に効果的に増大したのかを分析

する。もし、地域住民が地方債発行に伴う将来負担を予想することによって、総合的な地方債

発行の効果がクラウドアウトされていたならば、第2節での議論を応用して、地方税引き前の

可処分所得の係数が、地方債の係数よりも有意に大きくなるはずである。すなわち、検定は、

次の回帰式：

全消費量（民間消費十政府消費）

   ＝αO＋α1（県ダミー）十α。（年ダミー）十α。（地方税引き前可処分所得）

   十［α。十α。（県ダミー）十｛α。十α。（年ダミー）｝県民所得）］（地方債残高）十〃

において、所得と地方債残高の係数を比較することになる。ここで、地方税引き前可処分所得

は、地方税と可処分所得の和になっている、これは、全消費は、地方政府と民間との和の所得

から決まると考えることが出来るからである。また、全消費に影響を及ぼす地方債発行の効果

は、減税による影響と公共支出増による影響の両者を足したものであり、減税率を導入するこ

となく、両者の和である地方債のみで議論できるのである。この回帰結果は表7－6に、また、

その係数から計算された検定結果は表7－7に示されている。表7－7の結果から、すべての年にお

いて、総合的にはプラスの影響が有ることがわかる。12これは、地方債発行による消費増大効果

が、地域住民の消費抑制効果を上回ったからである。有意性を見る限り、有意にプラスの影響

を与えでいる県は、1989年頃から増大し、1992年では、ほとんどの地域でプラスの影響が出て

いる。これは、前節で得られたように、1991年頃から将来負担の予想をしなくなったことと合

致している。

12効果がなかったという帰無仮説を棄却する有意水準10％点、5％点及ぴ1％点は、それぞれ、1，282，一．645及ぴ2，326

である。
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第6節 むすび

 本章では、地方債発行による財政政策の効果を、中立命題という理論的仮説の検証という形

で行った。日本の場合には、地方政府は課税自主権を持たず、本質的には地方の税を上げるこ

とはできない。それゆえ、地方債の償還に関わる費用は、住民に直接的な影響を与えることな

く、ほとんどが中央政府からの補助という形で補填される。そのため、白地域のことのみを考

える地域住民は、あたかも地方債発行には負担が伴わないと考える。また、合理的な住民は、

その負担が、将来の国税の増加となって課されることに気付くであろう。さらに、完全に合理

的な住民は、国税から課される負担は、白地域の地方債発行の償還のための費用だけではなく、

他の地域の地方債償還に関わる費用も含んでいることに気付くであろう。しかし、住民がここ

までの知識を持っと考えることは非現実的である。完全に合理的でない限り、国レベルでの完

全な中立命題は成立せず、地方債による財政政策は効果を持つことになる。

 この観点から、本章の分析は以下の結論を与えている。まず、全地域の地方債残高を考慮し

ているという完全中立命題は棄却された。次に、白地域の地方債の将来負担を予想しているか

どうかの検定では、少なくとも少しのレベルでは、ほとんどの地域で予想しているという準中

立命題的結果を得られた。しかしこの検定結果は、政府が地方債発行によって得られた資金を

減税か公共支出増のどちらにどのくらいまわしているか（つまり、βの水準）に依存していた。

そこで、この効果に依存しない財政政策の総合効果を検証した。その結果、総合的には、財政

政策は消費刺激効果を持っていたとの結論を得た。

 以上本章では、地方債による財政政策の効果を、住民の合理性にかかわる中立命題的見地か

ら議論し、財政政策は有効であるとの結論を得たが、得られた結論は、モデルや推計式の特定

化などに依存していることにも注意しなければならない。また、本章では簡単な推計によるマ

クロ分析を行ったが、今後、動学的なオイラー方程式などの別の手法によるきめ細かなミクロ

分析も必要であろう。
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 表7－1
データの説明

データ名

民間最終消費支出

政府最終消費支出
県民所得
人口

地方債現在高（市町村分）

地方債現在高（県分）

国税収納済額
地方税（県分）

地方税（市町村分）

出所        年版
県民経済計算年報
県民経済計算年報
県民経済計算年報
県民経済計算年報
市町村別決算状況調
地方債統計年報
都道府県別経済統計
都道府県別経済統計
都道府県別経済統計

1995

1995

1995

1995

発行所   使用年

経済企画庁
経済企画庁
経済企画庁
経済企画庁

1987－1992自治省
1989－1994自治省

1989－1994日本銀行

1989－1994日本銀行
1989・1994日本銀行

1987－1992

1987－1992

1987－1992

1987－1992

1987－1992

1987－1992

1987－1992

1987－1992

1987－1992
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 表7－2

減税率の推定

被説明変数＝民間最終消費支出

係数    P一値

定数項

地方債純増額／県民所得

県ダミー

（地方債純増額／県民所得）

1988年ダミー

1991年ダミー

（地方債純増額／県民所得）

（地方債純増額／県民所得）

（地方債純増額／県民所得）

（地方債純増額／県民所得）

決定係数R2
自由度調整済決定係数R2

標準誤差
観測数

・熊本県グミーダミ

・1988年ダミー

・1989年ダミー

・1990年ダミー

・1991年ダミー

0．09041
（45．73）

一0．43164

（一3．83131）

O．01166
（7．58100）

一0．01362

（一3．37817）

0．00366
（1．07395）

一0．00856

（一3．72589）

一0．48117

（一2．14495）

一0．50513

（一3．86521）

一0．40272

（一3．34376）

0．92405
（3．60650）

0．44781

0．42573

0．00885
 235

0．00000

0．00017

0．00000

0，00086

0．28399

0．00025

0．03303

0．00015

0．00097

0．00038

備考：

年ダミー：その年に1をとり、他の年には、0をとるダミー、平成4年がべ一ス
県ダミー：政令指定都市を含む県に関して1をとり

    他の県に関しては、0をとるダミー
（）内の数値は、t値を表す。
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                   表7－3

            消費関数の推定（完全合理性の検証）

                   推計1
被説明変数＝民間最終消費支出

推計2

      プールデータ
定数項

実質可処分所得

地方債残高

全地域地方債残高

全地域地方債残高・県ダミー

全地域地方債残高・県民所得

県ダミー

地方債残高・1988年ダミー

地方債残高・1989年ダミー

地方債残高・1990年ダミー

地方債残高・エ991年ダミー

地方債残高・県民所得・1988年ダミー

地方債残高・県民所得・1989年ダミー

地方債残高・県民所得・1990年ダミー

地方債残高・県民所得・1991年ダミー

地方債残高・県民所得

係数    P一値

一1400229．75
（一1．16645）

 0．12769
（6．59946）

一〇．28335

（一2．79939）

 0．02716
（1．40808）

 0．02199
（O．50301）

7．32367E－09
（28．08916）

一472037．9
（一0．17381）

 0．54158
（4．82386）

 0．37276
（3．94813）

 O．20848
（2．56679）

 O．77701
（5．17348）

0．24467

0．00000

0．00557

0．16049

0．61545

0．00000

0．86218

0．00000

0．00011

0．01092

0．00000

  係数

55909．5023
（0．04337）

  0．03814
（2．08811）

  0．58088
（6．30118）

 一0．00602
（一0．28979）

 一0．00494
（一0．15326）

8．76968E－09
（36．56788）

731404．4724
（0．36551）

  0．29272
（1．99942）

  0．18021
（1．77875）

  0．04740
（0．68642）

  0．18531
（1．49600）

一3．2538E－09

（一0．96178）

一3．9113E－09

（一1．44939）

一3，817E－09

（一1．66031）

一1．4979E－09

（一0．72530）

一1，534E－08

（一9．08002）

P一値

0．96545

0．03794

0．00000

0．77225

0．87833

0．00000

0．71509

0．04680

0．07667

0．49317

0．13609

0．33722

0．14866

0．09828

0．46904

0．00000

決定係数R2
自由度調整済決定係数R2

標準誤差
観測数

 0．99164

 0．99127

487277．8004
  235

 0．99612

 0．99586

335720．8176
  235

備考：

○内の数値は、 t値を表す。
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表7－4

消費関数の推定

被説明変数二反問最終消費支出

1988年   1989年 1990年   1991年 1992年

定数項

実質可所得所得

地方債残高

地方債残高＊県民所得

県ダミー

地方債残高・県ダミー

 係数   係数   係数   係数   係数
80940．9266 116422．8655 123215．5189 181659．0236－344127．157
（0．75512）

［0．45449］

 0．68208
（30．41339）

〔0．00000］

 0．11837
（0．69702）

［O，48972］

（0．90029）

［0．373222コ

 0．67975
（28．33417）

［0．00000］

 0．06197
（0．32667）

〔O．74558］

（1．02958）

［0．30924〕

 0．69430
（33．68584）

〔0．00000］

 0．03406
（0．20799）

〔0．836267］

（1．69597）   （一2．62793）

［0．09747］ 〔0．01203］

 O．68801    0．55679

（38．90937）  （一2．62792）

［0．00000］   ［0．01203］

 0．06134    0．72445

（0．41972）   （4．57683）

［0．67688］   ［0．00004］

1．77335E－08 1．51582E－08 1．35739E－08 1．77426E－08－3．5389E－08

（5．58988）   （4．64770）   （4．97373）   （6．82725）   （一9．45660）

［0，000C0］   ［0．00003コ   ［0．00001］   ［0．00000］   ［0．00000］

218337．4243 57710．0775490012．35783 152504．9693 －728195．11
（O．68222）

［0．498933］

 0．26835
（1．53049）

［0．13358コ

（0．15045）

［0．88115コ

 0．42701
（2．11295）

 O．04074

（0．25558）

［0．79955］

 0．42851
（2．40983）

［O．02053］

（O．46398）

〔0．64511］

 0．32999
（2．05409）

［0．04638］

（一1．69698）

［0．09728］

 0．44653
（2．38139）

［0．02197］

決定係数R2
自由度調整済決定係数R2

標準誤差
観測数

 0．99661    0．99575    0．99688    0．99767    0．99663

 0．99620    0．99523    0．99650    0．99739    0．99622

291290．4822 348213．8025317207．1809288121．1947 355923．9654
  47        47        47        47        47

備考：

（）内の数値は、t値を表す。

〔］内の数値は、p値を表九
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    表7－5－1

検定結果（1988年）

県名

⇒ヒ海道

青森

岩手

宮城

秋囲

山形

福島

茨城
栃木

群馬

埼玉
千葉

東京
神奈川

新潟

富山
石」l1

福井
山梨

長野
岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫
奈良
末口歌山

鳥取
島根

岡山

広島
山口

徳島
香」l1

愛媛
高知

福岡

佐賀

長崎
熊本

大分

宮崎

鹿児島
沖縄

減税率≡
地方債残高

O．912817               減税率二1

制約検定   地方債残高 制約検定
係数

 0．611742

 0．167442

 0．167137

 0．472349

 0．161439

 0．164448

  0．19947

 0．240109

 0．204471

 0．204451

  0．41108

 0．369393

 1．215556

 0．784471

 0．217501

 0．167003

 0．168552

  0．15124

 0．155068

 0．212141

 0．203749

 0．290267

 0．733537

 0．194377

 0．178038

 0．504539

 0．842042

 0．355377

 0．169796

 0．156172

 0．140671

 0．146075

 0．200609

 0．514446

 0．180866

 0．150002

 0．159806

  0．17274

 0．146605

  0．58386

0．149342

 0．171355

 0．187939

 0．165184

0．159863

0．178785

0．156744

t値

  2．47277

 0．984678

   0．9829

 1．931309

 0．949664

 0．967222

 1．170324

 1．402408

 1．199116

 1．198999

 2．313192

 2．102909

 4．256148

 3．085381

 1．273842

 0．982115

 0．991145

 0．890051

 0．912444

 1．243152

 1．194966

 1．681899

 2．912525

 1．140947

 11．046322

 2．059319

 3．272272

2．030331

 0．99839

0．918897

 0．82812

0．859807

 1．176891

2．098395
  1．06274

0．882807

 0．94013

 1．015526

0．862912

2．367362

0．878941

1．007464

 1．103728

0．971515

0．940461

 1．050662

0．922243

検定（t｛直）

一0．04379

－2．65753

－2．65936

－0．61225

－2．6934

－2．67543

－2．46494

－2．2183

－2．4347

－2．43482

－1．1825

－1．43186

2．070818

0．634547

－2．35575

－2．66016

－2．65089

－2．75413

－2．73136

－2．38826

－2．43907

－1．91231

0．43898

－2．49569

－2．59404

－0．48026

0．850042

－1．51643

－2．64345

－2．72479

－2．81678

－2．78478

－2．45805

－0．43968

－2．57705

－2．76148

－2．70314

－2．62582

－2．78164

－0．15659

－2．7654

－2．63412

－2．5345

－2．67103

－2．7028

－2．58955

－2．72138

係数

 0．606498

 0．162278

 0．161971

 0．466291

 0．156239

 0．159266

 0．194492

 0．235369

 0．199523

 0．199502

 0．407337

 0．365408

 1．213836

 0．780235

 0．212629

 0．161836

 0．163394

 0．145981

 0．149831

 0．207237

 0．198797

 0．285819

 0．729004

  0．18937

 0．172936

 0．498669

 0．838142

 0．351309

 0．164645

 0．150942

  0．13535

 0．140786

 0．195639

 0．508634

  0．17578

0．144736

 0．154597

0．167607

 0．141319

0．578453

0．144072

 0．166213

0．182894
01160007

0．154654

0．173687

0．151517

tイ直

  2．44441

 0．951079

 0．949295

 1．900953

 0．915967

 0．933574

 1．137263

 1．370085

 1．166143

 1．166025

  2．28454

 2．073291

 4．238117

 3．059818

 1．241101

 0．948509

 0．957564

 0．856194

 0．878647

 1．210315

  1．16198

 1．650566

2．886108

 1．107798

 1．012897

2．029399

3．247695

2．000397

0．964828

0．885117

  0．7941

0．825869

  1．14385

2．068612

 1．029362

 0．84893

0．906407

0．982013

0．828982

2．338581

0．845054

0．973929

 1．070469

0．937879

 0．90674

1．017249

0．888472

検定（t値）

  一0．3041

 －3．02137

  －3．0232

 －0．87677

 －3．05737

 －3．03934

 －2．82779

 －2．57935

 －2．79736

 －2．79749

 －1．52977

 －1．78333

 1．850305

  0．38274

 －2．71787

 －3．02401

  －3．0147

 －3．11831

 －3．09547

 －2．75061

 －2．80176

－2．27031

  0．18433

 －2．85873

－2．95759

－0．74404

 0．601744

 －1．8692

－3．00723

－3．08888

 －3．18113

－3．14905

－2．82086

 －0．7032

－2．94052

－3．12569

－3．06715

－2．98952

 －3．1459

－0．41795

－3．12962

－2．99785

－2．89775

－3．03492

－3．06681

－2．95308

’3．08546

減税率＝0
地方債残高 制約検定

係数

 0．666701

 0．221835

 0．221549

 0．535796

 0．216197

 0．219023

 0．251912

 0．290077

 0．256609

  0．25659

 0．450636

 0．411488

 1．233744

 0．828911

 0．268846

 0．221422

 0．222878

  0．20662

 0．210214

 0．263812

 0．255931

  0．33718

 0．781079

  0．24713

 0．231786

 0．566026

 0．882976

 0．398325

 0．224046

 0．211251

0．196694

  0．20177

 0．252983

 0．575329

0．234442

 0．205457

 0．214664

0．226811

 0．202267

0．640517

0．204837

 0．22551

0．241084

0．219715

0．214717

0．232488

0．211789

tイ直

 2．776375

 1．350545

 1．348823

 2．257156

 1．316631

 1．333639

 1．530065
  L75378

 1．557862

 1．557749

  2．62319

 2．423771

4．445849

 3．357971

  1．62995

 1．348064

 1．356807

 1．258853

 1．280563

 1．600354

 1．553857

2．022085

3．194565

  1．50169

  1．41021

2．380302

 3．53396

2．354748

 1．363821

 1．286817

 1．198776

 1．229521

 1．536407

2．417846

 1．426092

 1．251829

 1．307394

1．380409

 1．232533

2．675649

1．248079

1．372606

1．465724

1．337798

1．307715

1．414408

 1．29006

検定（t値）

2776375
1350545
1348823
2257156
1316631
1333639
1530065
 1．75378

1557862
1557749
2．62319

2423771
4445849
3357971
1．62995

1348064
1356807
1258853
1280563
1600354
1553857
2022085
3194565
1．50169

1．41021

2380302
3．53396

2354748
1363821
1286817
1198776
1229521
1536407
2417846
1426092
1251829
1307394
1380409
1232533
2675649
1248079
1372606
1465724
1337798
1307715
1414408
1．29006

注 帰無仮説を棄却するためのt値の有意水準10％点、

一1，282，一1，645及び一2，326である。

5％点及ぴ1％点は、
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表7－5－2

検定結果 （1989年）

減税率＝ 0．936773
地方債残高

              減税率＝1

制約検定   地方債残高 制約検定
減税率＝O
地方債残高 制約検定

県名

⇒ヒ海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城
栃木

群馬

埼玉
千葉

東京
神奈川

新潟

富山

石川

福井
山梨

長野
岐阜

静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫
奈良

和歌山
鳥取
島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛
高知

福岡

佐賀

長崎
熊本

大分

宮崎

鹿児島
沖縄

係数

 0．691694

 0．107647

 0．107108

 0．568815

  0．10098

 0．103108

 0．137815

  0．17496

 0．141325
  0114143

 0．335363

 0．299988

 1．258796

 0．858528

 0．150853

 0．105907

 0．107561

 0．092155

 0．095516

 0．147249

   0．1398

  0．21884

 0．812418

 0．131937

  0．11548

 0．593466

 0．906716

 0．283623

  0．11051

 0．095841

 0．082252

 0．086849

 0．136933

 0．606381

 0．117087

 0．090309

 0．100202

 0．112333

 0．087001

 0．668992

 0．089889

 0．111402

 0．125104

 0．105307

 0．099436

 0．116652

 0．097278

t値 検定（t値） 係数

 0．689227

 0．105089

 0．104548

 0．565873

 0．098396

 0．100533

 0．135373

 0．172663

 0．138897

 0．139002

 0．333684

 0．298173

 1．258519

 0．856705

 0．148462

 0．103342

 0．105003

 0．089538

 0．092911

 0．144844

 0．137367

 0．216712

 0．810417

 0．129472

 0．112952

 0．590619

 0．905079

 0．281745

 0．107963

 0．093238

 0．079596

 0．084211

 0．134489

 0．603583

 0．114566

 0．087684

 0．097615

 0．109793

 0．084363

 0．666437

 0．087262

 0．108859

 0．122614

  0．10274

 0．096847

 0．114129

  0．09468

t値

 2．452843

 0．552334

  0．54951

 2．034715

 0．517346
  0152852

 0．709839

 0．901343

 0．728064

 0．728606

  1．67742

 1．515064

 3．892212

 2．966767

 0．777407

 0．543206

 0．551886

 0．470953

 0．488628

 0．758766

 0．720151

 1．122915

 2．831762

 0．679269

 0．593367

 2．120806

 3．101712

 1．438085

0．567341

0．490341

 0．418799

0．443019

 0．7C526

2．165504

 0．601775

0．461234

 0．51326

0．576892

0．443819

 2．377818

0．459023

0．572018

0．643658

0．540063

0．509236

0．599499

0．497894

検定（t値） 係数

 0．728388

 0．145901

 0．145393

 0．612531

 0．139615

 0．141622

 0．174345

 0．209368

 0．177655

 0．177753

 0．360603

  0．32725

 1．263081

 0．885688

 0．186638

  0．14426

  0．14582

 0．131295

 0．134463

  0．18324

 0．176217

  0．25074

 0．842213

 0．168803

 0．153286

 0．635774

 0．931122

  0．31182

   0．1486

  0．13477

 0．121958

 0．126292

 0．173514

  0．64795

 0．154802

 0．129554

 0．138882

 0．150319

 0．126435

 0．706984

 0．129158

 0．149442

 0．162361

 0．143695

  0．13816

 0．154391

 0．136125

t値   検定（t値）

2．465219

0．566732

0．563915
204829

0．531826

0．542974

0．723857

0．914873

0．742037

0．742578

1．688633
152681

3．898526

2．977383

0．791257

0．557626

0．566285
048554

0．503175

0．772663

0．734145

1．135841

2．842875

0．693363

0．607668

2．134149

3．111804

1．450075

0．581704

0．504883

0．433504
045767
071929

2．178724

0．616056

0．475843

0．527749

0．591232

0．458468

2．390423

0．473637
058637

0．657839
055449

0．523735

0．613786

0．512419

0．195124

－2．7664

－2．7693

－0．24391

－2．80226

－2．79083

－2．60265

－2．39832

－2．58345

－2．58288

－1．50804

－1．70298

1．921779

0．766731

－2．53121

－2．77578

－2．76686

－2184952

－2．83155

－2．55099

－2．59179

－2．15457

0．612745

－2．63473

－2．72411

－O．15522

0．923694

－1．79373

－2．75097

－2．82981

－2．90225

－2．87781

－2．60746

－0．10884

－2．71541

－2．85938

－2．80644

－2．74112

  －2．877

0．114763

－2．86162

－2．74615

－2167192
  －2，779

－2．81055

－2．71777

－2．82212

0．033571

－2．9966

－2．99951

－0．40798

－3．03258

－3．02111

－2．83214

’2．6266

－2．81285

－2．81227

－1．72716

－1．92461

1．785006

0．610654

－2．76033

－3．00601

－2．99706

－3．07998

－3．06196

－2．78022

－2．82123

’2．38095

0．454944

－2．86438

－2．95415

－0．3189

0．769569

－2．01645

－2．98111

－3．06021

－3．13284

－3．10835

－2．83698

－0．27229

－2．94542

－3．08986

－3．03677

－2．97123

－3．10754

－0．04736

－3．09211

－2．97627

－2．90174

－3．00924

－3．04089

－2．94778

－3．0525

2．651162

  0．7871

0．784387
225275

0．753467
076421

0．938313

1．121721

0．955788

0．956309

1．859465

170592
3．991461
31136253

1．003081

0．778328
078667

0．708846

0．725849

0．985219

0．948202

1．333288

3．009377
090899

0．826525

2．335023
31262629

1．632965

0．801522

0．727497

0．658652

0．681966

0．933921

2．377692

0．834601

0．699495

0．749538
01810698

0．682736

  2．5799

0．697368

0．806016

0．874816

0．775306

0．745669

0．832415

0．734761

2．651162

  0．7871

0．784387

225275
0．753467

076421
0．938313

1．121721

0．955788

0．956309

1．859465

170592
3．991461

3．136253

1．003081

0．．778328

078667
0．708846

0．725849

0．985219

0．948202
1、一R33288

3．009377

090899
0．826525

2．335023

3．262629

1．632965

0．801522

0．727497

0．658652

0．681966

0．933921

2．377692

0．834601

0．699495

0．749538

0．810698

0．682736

  2．5799

0．697368

0．806016

0．874816

0．775306

0．745669

0．832415

0．734761
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表7－5－3

検定結果（！990年）

県名

ヨヒ海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城
栃木

群馬

埼玉
千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野
岐阜
静岡

愛知

三重

滋賀

京都
大阪

兵庫
奈良

和歌山
鳥取
島根

岡山

広島
山口

徳島

香川

愛媛
高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島
沖縄

減税率＝ 0．834361
地方債残高

              減税率＝1

制約検定   地方債残高 制約検定

係数

 0．656285

  0．07635

 0．077014

 0．539374

 0．071748

 0．073631

 0．106827

 0．143595

 0．110862

 0．108842

  0．29544

 0．267689

  1．18619

 0．818374

 0．118889

  0．07587

 0．077881

 0．062896

 0．064925

 0．116315

 0．109652

 0．182674

 0．767564

 0．101636

 0．083905

 0．561183

 0．869559

 0．243456

 0．080364

 0．066607

 0．053455

 0．057208

 0．105382

 0．574465

 0．085807

  0．06109

 0．070686

 0．081322

 0．057623

 0．633352

 0．060269

 0．079695

 0．094088

 0．073516

 0．069545

 0．086402

 0．067297

t値 検定（t値） 係数

 0．650418

 0．070278

 0．070947

 0．532608

  0．06564

 0．067538

 0．100989

  0．13804

 0．105055

 0．103019

 0．291052

 0．263088

 1．184397

 0．813753

 0，113144

 0．069794

 0．071821

 0．056721

 0．058765

  0．11055

 0．103836

 0．177419

 0．762552

 0．095758

  0．07789

 0．554585

 0．865331

 0．238669

 0．074323

  0．06046

 0．047207

 0．050989

 0．099533

 0．567969

 0．079807

 0．054901

  0．06457

 0．075288

 0．051407

 0．627308

 0．054073

 0．073648

 0．088152

 0．067422

  0．06342

 0．080407

 0．061155

t値 検定（t値）

2．680458

0．465656

0．469688

2．226836

0．437708

0．449149

0．649825

0．869133

0．674064

0．661931
171799

1．571444

4．204415

3．246402

0．722169

046274
0．474948

0．383879

0．396227

070676
  0．6668

1．097497

3．077891

0．618584

0．511463

2．313827

3．407393

1．439994

0．490008

0．406457

0．326366

034924
0．641132

2．366317

0．522983

0．372885

0．431255

0．495812

0．351765

2．594114

0．367885

0．485949

0．573058

0．448449

0．424319

0．526585
041065

0．313679

－3．0507

－3．04655

－0．1644

－3．07946

－3．0677

－2．85839

－2．62298

－2．83272

－2．84558

－1．64243

－1．81999

2．147139
01946204

－2．78151

－3．05371

－3．04112

－3．13454

－3．12194

－2．79795

－2．84042

－2．37027

0．753163

－2．89136

－3．00333

－0．07449

1．134837

－1．97622

－3．02555

－3．11149

－3．19293

－3116977

－2．86758

－0．01984

－2．99137

－3．14574

－3．08609

－3．01955

－3．1672

0．220865

－3．15083

－3．02975

－2．93915

－3．06842

－3．0932

－2．98762

－3．1072

2．

o．

o．

2．

0．

0．

0，

01

0，

1．

1．

4．

3．

0．

0．

0．

0．

0．

0．

0．

1．

3．

0．

0

2

3．

1．

0．

0．

0．

0．

0．

2．

O．

O．

0．

0．

0．

2、

O，

O．

0．

0．

0．

O．

645566
426642
430689
189829

398599

410078
61148

831664
635811

623632
684823

537422
181372

214893
684103
423716
435967
344588
356976
668634
628519
061037
045277
580121
47261
27719

377029
405248
451079
367241

286886
309834
602754
329911

484171

333557
392123
456904
312368
558783
32854

447006
534427
409376
385163
487786
371449

一0．17748

－3．75821

－3．75402

－0．66202

－3．78717

－3．77533

  －3，564

－3．32507

  －3，538

－3．55103

－2．31719

．2．50112

1．725967

0．470728

－3．48611

－3．76124

－3．74855

－3．84259

－3．82992

－3．50278

－3．54581

－3．0672

0．272021

－3．59735

‘3．71045

・0．57124

0．66567

－2．66245

－3．73286

．3．8194

－3．90125

－3．87799

－3．5733

－O．51599

－3．69838

－3．85384

－3．79384

－3．72681

－3．87541

－O．2719

－3．85896

－3．73709

－3．64566

－3．77606

  －3，801

－3．6946

－3．81509

減税率＝0
地方債残高 制約検定

係数

 0．685947

 0．107203

 0．107841

 0．573559

 0．102779

 0．104589

 0．136501

 0．171847

  0．14038

 0．138438

 0．317819

 0．291142

 1．195358

 0．841767

 0．148096

 0．106741

 0．108675

 0．094269

  0．09622

 0．145622

 0．139217

 0．209414

 0．792922

 0．131511

 0．114465

 0．594524

 0．890973

 0．267846

 0，111062

 0．097837

 0．085193

 0．088801

 0．135112

 0．607292

 0．116294

 0．092533

 0．101758

 0．111982

   0．0892

 0．663901

 0．091744

 0．110418

 0．124255

 0．104478

 0．100661

 0．116866

 0．098499

t値   検定（t値）

2．859133

0．668962

0．672919

241674
0．641534

0．652762

0．849528

1．064125

0．873269

0．861386

1．889971
L747983

4．320837

3．407209

092037
  016661

067808
0．588685

060081
0．905285

0．866155

1．287072

3．244526

0．818921

0．713903

2．501765

3．562175

1．620404

0．692856

0．610855

053219
0．554662

0．841012

2．553027

0．725201

0．577887

0．635199

069855
0．557143

277512
0．572977

0．688874

0．774301

0．652076

0．628391

0．728734

0．614972

2．859133

0．668962

0．672919

241674
0．641534

0．652762

0．849528

1．064125

0．873269

0．861386

1．889971

1．747983

4．320837

3．407209

092037
  0．6661

067808
0．588685

060081
0．905285

0．866155

1．287072

3．244526

0．818921

0．713903

2．501765

3．562175

1．620404

0．692856

0．610855

053219
0．554662

0．841012

2．553027

0．725201

0．577887

0．635199

069855
0．557143

277512
0．572977

0．688874

0．774301

0．652076

0．628391

0．728734

0．614972
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表7－5－4

検定結果（1991年）

県名

北海道

青森

岩手
官城
秋E日

山形

福島

茨城

栃木
群馬

埼玉
千葉

東京
神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜
静岡

愛知

三重

滋賀

京都
大阪
兵庫

奈良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島
山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎
熊本

大分

宮崎

鹿児島
沖縄

減税率＝ 一0．49241       減税率＝1
地方債残高     制約検定   地方債残高 制約検定

係数
  0．65227

 0．118033

 0．120069

 0．496665

 0．112665

 0．115093

 0．160562

 0．211055

 0．163736

 0．165363

 0．418988

  0．38164

 1．334318

 0．876051

 0．177096

 0．118844

 0．120537

 0．100756

  0．10219

 0．172929

 0．162594

 0．263106

 0．810574

 0．154803

 0．130338

 0．525639

 0．947771

 0．349307

 0．123649

 0．106077

   0．0876

 0．092861

  0．15939

 0．544002

  0．13132

 0．097831

 0．110856

 0．124112

  0．09344

 0．624029

 0．096851

 0．123938

 0．142696

 0．115161

 0．109823

 0．131864

 0、三06417

t値   検定（t値） 係数

 O．710589

 0．135442

  0．13731

 0．567917

  0．13052

 0．132747

 0．174437

 0．220733

 0．177347

 0．178838

 0．411385

 0．377141

 1．335951

 0．915771

 0．189596

 0．136186

 0．137738

 0．119601

 0．120917

 0．185776

   0．1763

 0．268459

 0．855736

 0．169156

 0．146725

 0．594482

  0．98153

 0．347495

 0．140592

  0．12448

 0．107539

 0．112363

 0．173362

 0．611319

 01147625

 0．116919

 0．128862

 0．141016

 0．112893

 0．684695

 0．116021

 0．140856

 0．158056

 0．132809

 0．127915

 0．148124

 0．124792

t｛直 検定（t値）

2．957879

0．806322

0．820138

2．281113

0．769873

0．786369

1．093228

1．428124

1．114486
112537

2．698737

2．486351

5．184197

3．834051

1．203677

0．811827

0．823309
068887

0．698637

1．175911

1．106838

1．764552

3．591437

1．054598

0二889694
  2．4104

4．085725

2．296361

0．844404

0．725087

0．599183

0．635071

1．085371

2．491649

0．896333

0．668945

0．757584
084754

0．639015

2．838559

0．662269
084636

0．973148
078683

0．750564

0．900016

0．727402

4．490678

3．115157

3．128678

3．834033
307944

3．095613

3．393966

3．714095

3．414457

3．424941

487321
4．685961

6．496748

5．312887

3．500184

3．120546
313178

2．999826

3．009443

347354
3．407088

4．029774
508871

3．356668

3．196604
396079

5．542276

4．516145

3．152404

3．035462

2．911296

2．946769

3．386386

4．040139

3．203074

2．980192

3．067383

3．155467

2．950664

4．376172
297361

3．154314

3．277781

3．096065

3．060492

3．206663

3．037738

3．154244
090893

0．921352

2．553302

0．876156

0．890989

1．166713

1．467141

1．185798

119557
2．601711

2．412706

5．079557

3．922932

1．265852

091388
0．924203

0．803298

0．812085

1．240935

1．178932

1．768397

3．711251

1．132025

0．983877

2．668541

4．141458

2．243399

0．943168

0．835876

0．722597

0．754893

1．159658

2．740858

0．989843

0．785372

0．865105

0．945987

0．758443

3．048714

0．779366

0．944926

1．058866

0．891405

0．858791

0．993153

0．837959

0．120274

－3．65096

－3．63809

－0．51756

－3．68482

－3．66951

－3．38001

－3．05363

－3．35962

－3．34916

－1．70939

－1．94653

2．475355

0．992462

－3．27358

－3．64583

－3．63514

－3．75961

－3．75063

－3．30045

－3．36696

－2．71449

0．745124

－3．41695

－3．57304

－0．39789

1．254311

－2．15423

－3．61545

－3．72625

’3．8417

－3．80895

－3．38753

－0．32217

－3．5668

－3．77792

－3．6962

－3．61252

－3．80534

0．005716

－3．78404

－3．61362

－3．49437

－3．66908

－3．7027

－3．56334

－3．72411

減税率＝O
地方債残高 制約検定

係数

 0．671504

 0．123542

 0．125522

 0．520194

 0．118322

 0．120684

 0．164897

 0．213996

 0．167984

 0．169565

 0．416191

 0．379874

 1．334727

 0．889108

 0．180975

 0．124331

 0．125977

 0．106742

 0．108137

 0．176923

 0．166873

 0．264612

 0．825439

 0．159297

 0．135507

 0．548368

 0．958849

 0．348433

 0．129003

 0，111916

 0．093949

 0．099065

 0．163757

 0．566224

 0．136462

 0．103897

 0．116563

 0．129453

 0．099627

 0．644043

 0．102945

 0．129284

 0．147525

  0．12075

 0．115559

 0．136992

 0．112247

t値   検定（t値）

3．026998
083992

0．853283

2．374991

0．804664
082062

1．117366

1．441064

1．137917

114844
2．667466

246268
515456

3．867988

122414
0．845245
085635

01726307

0．735756

  1．1973

1．130523

1．766065

3．635509

1．080016

0．920555

2．499695

4．108794

2．279414

0．876753

0．761342

0．639539
067426

1．109769

2．578028

0．926975

0．707031

0．792777

0．879786

0．678076

2．912184

0．700573

0．878645

1．001259

0．821067

0．785987

0．930537

0．763582

3．026998

083992
0．853283

2．374991

0．804664

082062．

1．117366

1．441064

1．137917

114844
2．667466

246268
515456

3．867988

122414
0．845245

085635
01726307

0．735756

  1．1973

1．130523

1．766065

3．635509

1．080016

0．920555

2．499695

4．108794

2．279414

0．876753

0．761342

0．639539

067426
1．109769

2．578028

0．926975

0．707031

0．792777

0．879786

0．678076

2．912184

0．700573

0．878645

1．001259

0．821067

0．785987

0．930537

0．763582
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表7－5－5

検定結果 （1992年）

県名

⇒ヒ海道

青森

岩手
宮城

秋田

山形

福島

茨城
栃木

群馬

埼玉
千葉

東京
神奈川

新潟

富山

石川

福井
山梨

長野
岐阜
静岡

愛知

三重

滋賀

京都

大阪

兵庫
奈良

和歌山
鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎
熊本

大分

宮崎

鹿児島
沖縄

減税率＝0．4316432
地方債残高

              減税率＝1

制約検定   地方債残高 制約検定
係数
  0．64718

 0．606698

 0．605507

 0．957659

 0．622483

 0．617057

 0．523815

 0．427057

 0．524965

 0．519316

 0．008908

 0．093589

 －0．64253

 0．197524

 0．492279

  0．60996

 0．605601

 0．645557

 0．645659

 0．500994

 0．522151

 0．326166

 0．364279

  0．53524

 0．589216

 0．901868

 0．085819

  0．15742

  0．59832

 0．636503

 0．671857

 0．661124

0．532424

 0．865435

 0．581522

 0．649829

 0．625534

 0．597653

 0．658878

 0．701761

 0．650209

 0．598354

  0．56283

0．614666

0．626566

0．582435

0．632583

t値

 2．572667

 3．821116

 3．813374

 3．886274

 3．923549

 3．888367

 3．279957

 2．646281

 3．287493

 3．250488

 01050777

  0．54485

 －2．06313

 0．742284

 3．073311

 3．842305

 3．813989

4．072769

4．073422

  3．13043

3．269059

 1．991326

 1．402201

3．354773

3．707376

3．650833

0．316803

0．930033

3．766644

4．014294

4．241959

4．173031

3．336339

3．496647

 3．65723

4．100318

3．943317

3．762303

4．158588

 2．80309

4．102769

3．766864

3．535231

3．872855

3．950005

3．663183

 3．98895

検定（t値）

1．616547

2．304778

229714
2．909579

2．405925

2．371167

1．773038

1．155744

1．780414

1．744206

－131786
－085347
．283399
一016081
1．571117

2．325688

2．297747

2．553562

255421
11626869

1．762375

0．523457

0．476889

1．846296

2．192655

2．676665

－057017
－048936
2．251056

2．495666

2．721385

2．652959

1．828238

2．524417

2．143285

2．580858

2．425463

2．246777

263863
1．842251

2．583286

2．251273

2．023328

2．355847

2．432075

2．149144

2．470589

係数

 0．634664

 0．596939

 0．595737

 0．947884

 0．612863

 0．607389

 0．513324

 0．415712

 0．514485

 0．508786

 －0．00613

 0．079301

 －O．66643

  0．18104

  0．48151

  0．60023

 0．595833

 0．636141

 0．636244

 0．490302

 0．511646

 0．313931

 0．349267

  0．52485

 0．579303

 0．891601

 0．068349

 0．143695

 0．588487

 0．627007

 0．662674

 0．651845

0．522009

0．854846

  0．57154

0．640451

0．615941

0．587814

0．649579

0．689727

0．640834

0．588521

0．552684

0．604977

0．616983

0．572462

0．623053

tイ直

 2．524372

 3．759725

 3．751921

 3．848965
 31862993

 3．827524

  3．21432

  2．57601

 3．221914

 3．184628

 －O．03492

0．461658

－2．14048

0．680667

 3．006124

 3．781087

3．752541

4．013447

4．014106

3．063668

 3．20334

 1．916631

 1．345119

3．289708

 3．64507

3．611467

0．252426

0．848935

3．704814

3．954486

4．184062

4．114551

3．271133

3．455955

3．594525

4．041226

3．882924

3．700438

4．099985

2．756637

4．043697

3．705036

3．471564

3．811884

3．889667

3．600525

3．928932

検定（t値）

 0．314746

 0．260416

 0．252877

 1．589904

 0．360372

 0．325998

  －0．2615

 －0．86011

  －0．2543

 －0．28963

 －3．18419

 －2．75686

 －3．91789

  －1．4042

 －0．45816

 0．281062

 0．253476

 0．506671

 0．507313

 －0．40394

 －0．27191

 －1．46541

 －0．79182

－0．18995

 0．149868

 1．358592

－1．79477

－2．41889

 0．207415

 0．449243

 0．673552

 0．605435

 －0．2076

 1．207785

 0．101277

 0．53377

0．379707

0．203196

0．591183

0．535785

0．536182

0．207629

－0．01657

0．310856

0．386251

 0．10704

0．424392

減税率雪0
地方債残高 制約検定

係数

 O．656774

 0．614249

 0．613066

 0．965146

 0．629926

 0．624537

 0．531928

 0．435827

 0．533071

  0．52746

 0．020518

 0．104623

 －0．62418

 0．210171

 0．500607

 0．617489

  0．61316

 0．652845

 0．652945

 0．509263

 0．530276

 0．335622

 0．375794

 0．543276

 0．596886

 0．909734

 0．099225

 0．168021

0．605928

0．643852

 0．678966

 0．668305

 0．540479

 0．873548

0．589244

0．657088

0．632957

0．605266

0．666075

0．710985

0．657465

0．605962

0．570679

 0．622163

0．633983

0．590151

0．639959

t値

  2．60867

 3．867164

 3．859473

 3．913345

 3．968917

  3．93397

 3．329471

 2．699594

  3．33696

 3．300184

 0．116909

 0．608872

－2．00302

 0．789219

 3．124094

 3．888213

 3．860084

4．117133

 4．117782

 3．180865

3．318641

2．048282
   1．4454

 3．403821

 3．754169

3．679572

0．366022

0．992304

 3．81305

4．059054

4．285163

4．216711

3．385502

3．526463

 3．70435

4．144494

3．988553

3．808738

4．202366

2．837593

4．146928

3．813269

3．583136

 3．91856

3．995196

3．710264

 4．03388

検定（t値）

  2．60867

 3．867164

 3．859473

 3．913345

 3．968917

  3．93397

 3．329471

 2．699594

  3．33696

 3．300184

 0．116909

 0．608872

 －2．00302

 0．789219

 3．124094

 3．888213

 3．860084

4．117133

4．117782

 3．180865

 3．318641

2．048282
   1．4454

 3．403821

3．754169

3．679572

0．366022

0．992304

 3．81305

4．059054

4．285163

4．216711

3．385502

3．526463

 3．70435

4．144494

3．988553

3．808738

4．202366

2．837593

4．146928

3．813269

3．583136

 3．91856

3．995196

3．710264

 4．03388
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             表7－6

      消費関数の推定（公共政策の効果）

被説明変数＝民間最終消費支出十政府最終消費支出

     プールデータ
定数項

地方税引き前可処分所得

地方債残高

地方債残高・県ダミー

1989年ダミー

1990年ダミー

地方債残高・1987年ダミー

地方債残高・1988年ダミー

地方債残高・1989年ダ1一

地方債残高・1990年ダ1一

地方債残高・1991年ダミー

地方債残高・県民所得

地方債残高・県民所得・62年ダミー

地方債残高・県民所得・63年ダミー

地方債残高・県民所得・1年ダミー

地方債残高・県民所得・2年ダミー

地方債残高・県民所得・3年ダミー

決定係数R2
自由度調整済決定係数R2

標準誤差
観測数

備考：

（）内の数値は、 t値を表す。

 係数
一40062．5071
（一〇．83008）

 0．62104
（101．32227）

 0．88864
（13．61196）

 0．34189
（11．30599）

一76453．0982
（一0．78325）

一97439．5982
（一0．98616）

 0．02465
（0．402780）

一0．01233

（一0．21089）

 0．02659
（0．26581）

 0．03722
（0．38144）

一0．03021

（一0．54457）

一7．3001E－09

（一3．50922）

一7．7568E－09

（一4．09740）

一8．5659E－09

（一3．54708）

一7．1749E－09

（一3．15019）

一1．8692E－09

（一1．11767）

一8．6867E－09

（一6．45849）

 0．99612

 0．99586

335720．8176
  235

P一値

0．40724

0．00000

0．00000

0．00000

0．43418

0．32495

0．68742

0．83314

0．79059

0．70318

0．58651

0．00053

0．00006

0．q0046

0．00182

0．26472

0．00000
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検定結果

表7－7

（公共政策の評価）

県名 定値（t値）

1987年  1988年 1989年 1990年 1991年  1992年

⇒ヒ海道

青森

岩手
宮城

秋田

山形

福島
茨城
栃木
群馬

埼玉
千葉

東京

神奈川
新潟
富山

石川

福井
山梨

長野
岐阜
静岡
愛知
三重・

滋賀

京都
大阪
兵庫
奈良

和歌山

鳥取
島根

岡山

広島
山口

徳島

香川

愛媛
高知

福岡

佐賀

長崎
熊本
大分
宮崎

鹿児島
   絹

4．82693

2．68210

2．68226

5．94805

2．73437

2．72008

2．42901

2．12618

2．42607

2．42697

0．79988

1．12837

2．32048

3．65503

2．29126

2．71332

2．69534

2．83373

2．79942

2．34444

2．41951

1．78065

4．15815

2．51507

2．63556

5．74910

3．45803

1．27600

2．66926

2．80354

2．91787

2．86922

2．45944

5．65752

2．59998

2．84024

2．78145

2．65899

2．86375

5．10509

2．84503

2．64997

2．52017

2．72284

2．75942

2．59001

2．78521

4．37671

2．30932

2．30999

5．63028

2．36598

2．33844

2．01713

1．65438

2．00431

1．99591

0．06842

0．48479

1．39139

2．99491

1．86272

2．3327C

2．31309

2．47231

2．43014
1190523

1．99514

1．24517

3．58725

2．09014

2．21645

5．38750

2．87796

0．69098

2．29012

2．43749

2．55953

2．50822

2．03733

5．26444

2．20813

2．47295

2．40467

2．27043
2150559

4．64783

2．48074

2．27107

2．11570

2．33528

2．37818

2．20116

2．41605

3．46028

2．00008

2．00254

4．48539

2105775

2．04097

1．74917

1．44149

1．72751

1．73078

0．06618

C．40611

0．84063
2118584

1．64983

2．03495

2．01634

2．14674

2．11183

1．67676

1．74578

1．09891

2．65957

1．81644

1．93610

4．32561

2．20366

0．61959

1．98024

2．12217

2．21862

2．17816

1．77651

4．18047

1．94166

2．15093

2．08678

1．96911

2．17876

3．66811

2．15390

1．96495

1．84878

2．02315

2．06881

1．92069

2．09459

3．65136

2．14314

2．13595

4．66139

2．18309

2．16936

1．88128

1．56911

1．85553

1．88007

0．21567

0．50226

1．02974

2．37171

1．78603

2．16798

2．14921

2．27593

2．25439

1．82379

1．87133

1．25460

2．93195

1．94382

2．07957

4．52333

2．33267

0．79241

2．11320

2．24955

2．34620

2．31349

1．91767

4．36617

2．08422

2．28428

2．21642

2．10917

2．31060

3．87034

2．28641

2．11285

1．98662

2．17316

2．20161

2．05223

2．22882

4．82048

2．28871

2．27408

5．72098

2．31984

2．30780

2．03892

1．75135

2．03136

2．02807

0．49148

0．74516

2．54010

3．61407

1．95427

2．30272

2．28987

2．40574

2．39172

1．98168

2．04523

1．46852

4．10311

2．09148

2．21832

5．59035

3．52376

0．99963

2．25599

2．37791

2．47162

2．43955

2．06744
5145463

2．23146

2．41255

2．35349

2．26271

2．43757

5．00048

2．41715

2．25118

2．13927

2．31006

2．33462

2．20176

2．36256

6．77314

3．37853

3．37302

7．68850

3．42776

3．41206

3．12512

2．83642

3．13869

3．12918

1．51083

1．80913

4．42556

5．52316

3．04249

3．40626

3．38907

3．50916

3．50526

3．06856

3．13491

2．54966

6．11774

3．17600

3．32588

7．55135

5．50211

2．06862

3．35072

3．48739

3．58168

3．54724

3．17524

7．42175

3．32278

3．51353

’3．45771

3．36145

3．54124

6．94933

3．51440

3．35138

3．24162－

3．40803
－3．43682

3．29880

3．46296
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第8章 住宅市場規制の分析
一借地借家法は賃貸住宅供給を抑制していないのか？一＊

第1節はじめに

 現在の日本の民間借家市場には、2つの特徴がある。第一に、民間住宅に占める借家の割合

が低い。戦前は、日本の大都市における世帯の約8割から9割が民間借家に居住していたのに対

し、戦後は民間住宅のうち民間借家の割合は、3割台でしかない。第二に、現在の日本の民間

借家は、戦前と比べても外国と比べても小規模である。戦前は大阪でも神戸でも借家の部屋数

の最頻値は4室であったのに対し、現在では2室になっている。1諸外国と比べても民間借家の

床面積が現在の日本では狭い。

 第一の特徴である民間借家率が低いことの一因は、昭和16年における借地借家法の改正にあ

ると考えられている。この改正によって借家契約期間が終わった後に契約の更新を借家人が望

む場合には、家主はそれを拒否できない（正当事由制度）ことになった。そのためいったん貸

せば家主自身がその家に戻る場合を除いては、借家人は無期限に居住し続けることができるよ

うになった。これが借家比率を下げた原因であると考えられている。

 第二の特徴である民間借家の小規模化の原因も、同様に借地借家法に求めることができる。

持ち家に対応するような大規模な借家には借家人が長年居住し続ける可能性が大きくあるのに

対し、現在の借地借家法のもとでも学生や若い夫婦を対象としたワンルームマンションなどの

小規模な借家には、借家人が居住し続ける可能性があまりない。よって、大規模な借家の供給

は、借地借家法の存在により契約更新拒否が出来ないために、抑制されるのに対し、小規模な

借家の供給はあまり妨げられない。小規模借家の比率が大きいのは、このことを反映している

と考えられる。

 このように、借地借家法の改正は、戦前に比べ戦後の家族向けの借家供給が少なくなり、し

かも床面積が小さくなった重要な要因であると考えられる。2土地からのキャピタル・ゲイン

が得られると予想されるとき、借家に住むのではなく持ち家を持とうとする動機があるという

仮説が提案されたことがある。しかし借家の場合にも、家主は将来土地付きの借家を売ること

によってキャピタル・ゲインを期待できるから、地価の上昇率が高いときには、家主は借家を

｝本研究では、第一住宅建設協会の助成を受けた。厚く御礼申し上げたい。

1厚生省生活局（1941）および総務庁（1988）参照。

2借家率の絶対的数値は、税の特別措置や持ち家と借家の性質1の遣いなどにも影響を受けると考えられ

るが、戦前と戦後の借家率の変化は借地借家法の改正時期と密接に関わっており、借地借家法の改正が

借家率を小さくした影響は大きいと考えられる。
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供給する動機がある。このため、キャピタル・ゲインの追求が民間借家不足の原因だという仮

説は退けられている。〕したがって、日本の民間借家不足に関する経済学者の間での共通理解

は次のとおりだと言えよう。4

 ①日本では戦前と比べても、諸外国と比べても、床面積の比較的大きな民間借家の供給が少

    ない。

 ②借地借家法は、床面積の比較的大きな民間借家の供給不足を起こしている重要な要因の一

    つである。

 それに対して、森本（1993）は、全く新しい角度から「借地借家法が借家の供給をほとんど阻

害していない」と主張した。借地借家法は、賃貸契約を行うときに家主に不利に働くため、住

宅供給を原則として阻害する。ただし、床面積の狭い借家は、流動性が高いので借地借家法は

家主に対して不利をもたらさない。このため、この法律は狭い借家の供給をあまり阻害せず、

その家賃に対する影響は少ないと考えられる。これに対し、借地借家法に供給阻害効果がある

とすれば、その効果が広い物件では全面的に働くため、その分単位家賃を高くしてしまうはず

である。このため、森本（1994）は、 「借地借家法の影響があるならば、面積の上昇とともに単

位家賃は大きくなる」はずだとした。その上で、実際のデータでは、床面積の増大と共に単位

家賃が下がっていることを森本は観察し、借地借家法の住宅供給に対する阻害効果はないと結

論した。5

 しかし家賃は、建築条件、立地条件など、様々な要因が関係して決定されている。最近八

日ヨ・赤井（1995）は、都心までの通勤距離を数理統計的にコントロールすると、50㎡以上の大き

さのデータに対しては、床面積が広い借家ほど単位家賃が高いことを示した。森本の主張が基

づくデータ上の前提が成り立っていないことを示したわけである。

 さらにこれに対し、森本（1995）は床面積が30～80㎡のデータについては、都心までの通勤距

離をコントロールしても、床面積が広い借家ほど単位家賃が低いことを示した。サンプルを

80㎡以下に限定したのは、全サンプルを含めるとこの関係が成立しないからであろう。しか

し、比較的小面積の借家は、借地借家法の影響が少ないことはよく知られている。問題は、借

家として供給されることが比較的少ない中～大面積の借家における広さと単位家賃の関係であ

る。興味対象はむしろ、80㎡以下のサンプルを除いた80㎡以上のサンプルだと言えよう。八

田・赤井（1995）の結果は、50㎡以上では、森本の元々の主張が成立しないことを示している。

 本車では、床面積が50㎡以上の大きさのデータが用いられていた八回・赤井（1995）の分析を

3例えば、岩田（1994）参照。

4経済学者による借地借家法に関する論文としては、岩田（1976）、宮尾（1992）、金本（1992）、野口（1992）およびそれ

らの文献を参照。

5福井（1994．1995）はこれを批判し、森本（1994）はそれに対する反論を行っている。この森本≡福井論争については岩

田（1994）、森本（1995）、山崎（1995）、久米（1995〕

を参照のこと。
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発展させ、固定費をもコントロールすると全てのデータを用いても単位家賃と借家の広さ（床

面積）の間に正の関係があるということを示すことによって、森本（1995）の反論が正しくない

こと、すなわち、借地借家法は借家の供給を阻害していることを主張する。

 本章は、次のように構成されている。まず第2節では、モデルを述べる。第3節では、固定

費を考慮して、単位家賃と床面積の間の関係を分析する。第4節では、得られた結果をまとめ

るとともに、借地借家法が住宅市場に及ぼす歪みを補完する今後の政策が述べられる。

第2節 モデル

 床面積の拡大とともに単位家賃を引き下げる立地、建築上の要因としては、次の2つが考え

られる。

 第一に、都心への近さ（すなわち通勤時間）である。床面積が広い物件ほど都心から遠くに

立地するものが多い。しかるに遠くに立地するものほど単位家賃は低い。したがって、床面積

が広い物件ほど単位家賃が低い傾向がある。

 第二に、住居建築に占める固定費用の存在である。床面積が大きくなったとしても水回り

（洗面所、台所、風呂等）にかかる費用には固定的部分がある。勿論家が大きくなれば、それ

に応じて台所も風呂も大きくなるだろうが、固定的な部分があることも否めない。固定費の存

在によっても床面積の拡大は、単位家賃を引き下げる効果を持つ。この要因は特に小面積の物

件の家賃を強力に押し上げる効果をもつ。

 これら2つの要因が大きければ、借地借家法が床面積の拡大にともなって単位家賃を引き上

げる効果があっても、それを相殺してしまうだろう。従って、これら二つの要因をコントロー

ルしないで床面積の拡大と共に単位家賃が下がっていることを観察しただけでは、借地借家法

の影響がないとは、必ずしもいえない。

 ただし、 「上の2つの要因のいずれか一つまたは両方をコントロールしたときには、床面積

の拡大につれて単位家賃が上昇する」ことが示されるならば、 「床面積の拡大につれて単位家

賃か下落するから、借地借家法の影響が存在しない」という命題の前提が崩れてしまう。

 八田・赤井（1995）は、床面積の大きい50m2以上の住宅に関しては、第一の要因（通勤距離

による単位家賃引き下げ効果）を調整しただけでも、床面積の増大につれて単位家賃が上昇す

る事を次の回帰式によって示した。

単位家賃＝2332，623＋2．0058床面積

     （21，377）  （2．01）

     一19．0296通勤時間一14．4318築年数十u

      （＿6，131）       （＿4，907）

（7－1）

次2＝0．2722  五2コ0．2609
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但し（）内はそれぞれの変数に対応する。値である。すべての変数において、係数の推定値の

信頼性を表すt値は2を越えており、推定値が棄却される可能性は、5％未満となっている。

すなわち全ての変数が統計的に有意に効いている。注の床面積の係数値の符号は正である。

 しかし、この分析では、50m2未満の小規模住宅はサンプルからはずされている。その理由

は、次のとおりである。

 第一に、狭い賃貸住宅は流動性が高く定住性が低いため、借地借家法の影響がでにくいから

である。借地借家法の効果を検証するには家族が定住を希望するサイズのサンプルで検証すれ

ばすむ。

 第二に、狭いほど単位家賃に対する水まわり固定費の影響が強くでるため、あまり狭いサン

プルを含めると固定費効果が借地借家効果を相殺してしまう。純粋に借地借家のみの効果をみ

るには固定費の影響の少ない、ある程度広いサンプルに限った方がよい。

 もちろん通勤時間だけでなく固定費もコントロールできれば、全サンプルを対象にすること

ができる。本章の目的は、それを行うことである。

 固定費を考慮すれば、家賃は以下の関数によって形成されると考えられる。

家賃＝固定費十！（床面積、都心への通勤時間、住居特性）十m

左辺は、与えられた賃貸物件の家賃、右辺はその物件の特性を表す諸変数である。固定費は、

その定義からすべての物件に共通のものである。さらに、mは．標準回帰モデルの仮定を満た

すものとする。また、この式の両辺を床面積で除することによって、単位家賃は、

単位家賃＝固定費／床面積

   斗9（床面積、都心への通勤時間、住居特性）十” （7－2）

ここで、gO…／O／床面積と定義されている。分析の目的は、この式における床面積変数の

関数が有意に正であるか否かを検証することである。

 固定費を未知数と置いてこの式を回帰すると、通勤時間と固定費の両方を考慮した上での分

析を行うことができる。次節では、データと推定結果を示す。

第3節 データと推定結果

 本章で用いる家賃及ぴ住居特性に関するデータは、八田・赤井（1995）で用いたものと全く同

一であり、週間住宅情報（リクルート杜発行）No．21（1994年6月1日号）から得た。用いられた

データの詳細は、表8－1にまとめられている。この情報誌からは、関西圏全域の情報が得ら

れるが、地域として、大阪の北摂地域のみのデータを用いた。これは、地域ごとの特性を省く
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ためである。多くの地域の中で北摂地域を採用した理由は、すべての地域から一直線に大阪の

中心である大阪駅（梅田駅）に電車がつながっており、都市内への通勤時間が計測しやすいこ

とにある。

 まず（7－2）が線形であるとし、また住居特性として築年数を入れて推計した結果は次の通りで

ある。

単位家賃＝158．4207＋4．9062（床面積）十32680．78（1／床面積）

    （l1，409ゾ．（4，273）．｝  （l1，609）附

一14．5824（通勤時間）一20．7048（築年数）十”

（一5，197）舳．  （一7，556）舳．

（7－3）

R2＝0．5509，a句ustedR2＝0．5446，F（4，285）＝88．00，Prob＞F＝O．00

ただし、（）内は、それぞれの変数に対応するt値である。また、〃は、誤差項を表す。推定値

の信頼性を表すt値は、すべての変数について2を超えており、棄却水準1％において有意であ

る。（式内の＊＊＊は、推定値が1％水準で有為であることを表している。）通勤時間や築年数

に対する係数も予想通り貧を示している。

本章で注目している床面積の係数値の符号は、正の値を示しており、床面積が増えるにつれ

て単位家賃が上昇することを示している。床面積が1平米増えると、単位家賃が5円増え、これ

は、サンプルの平均家賃に対しては、床面積がlOO平米増えると単位家賃が2，5％上昇すること

になる。6このことから、借地借家法は賃貸住宅供給を統計的に有意に抑制していることがわ

かる。

 八日ヨ・赤井（1995）では、通勤時間を考慮するだけで借地借家法の影響があることが示され、

固定費を考慮すれば係数値はより高くなることが予想されていたが、固定費を考慮することに

よって、予想通り、係数値は八田・赤井（1995）で推計された2．0058に比べ、4．9062に上昇してお

り、全サンプルに関して、より明確に抑制効果を確認できたのである。なお、推計結果から明

らかなように、固定費は32680円となり平均家賃120184円の27％となっている。

 次に、通勤時間や築年数が、非線形に効果を及ぼすと仮定した推計結果は、次の通りである。

単位家賃＝1359，149＋3．5331（床面積）十31713．32（1／床面積）

6推計に用いたサンプルの平均単位家賃は19411円／回2であり、平均床面積が、6518m2である。さらに、この推定値

から、通勤時間10分の増加は、単位家賃を145円下落させ、また、築年数の1年の変化は、約20円下落させること

がわかる。つまり、100平米の住居なら、通勤時間10分の増加とともに、家賃が14500円下がり、築年数の1年の

増加とともに、2000円下がることになる。
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（10，633）帖’（3，169）… （11，225ゾ

一2，03X1OI28exp（通勤時間）一45．1715（築年数）十0．7777（築年数）2＋”

（一2，891）．舳    （一8，312）…  （5，037ゾ．

（7－4）

R2＝0．5488，a屯ustedR2＝0．5409，P（5，286）＝69．58，Pmb＞F＝O，00

ただし、（）内は、それぞれの変数に対応するt値である。また、mは、誤差項を表す。この推

計においても、推定値の信頼性を表すt値は、すべての変数について2を超えており、棄却水

準1％において有意である。（式内の＊＊＊は、推定値が1％水準で有意であることを表してい

る。）

 本章で注目している床面積の係数値の符号を見てみよう。この符号は、先の推計と同じよう

に、正の値を示しており、床面積が増えるにつれて単位家賃が上昇することを示している。上

記の両方の推計式で床面積の係数値は有意に正の値を示しており、推計式の形状からは独立で

あることからも、床面積の増大は単位家賃に正の影響を及ぼすという結論ぽ、信頼できるであ

ろう。

 なお、本章の目的からははずれるが、通勤時間と築年数の係数も興味深い結果を示している。

まず、通勤時商は、指数形に近似されている。7推定係数値はマイナスを示しており、通勤時

間の増加は単位家賃を引き下げる効果を持っていることが読みとれる。また、単位家賃の下落

幅は、通勤時間の上昇とともに大きくなる。これは、通勤時間の増加が居住者の限界不効用を

増大させることを示していると考えると直感と整合的であろう。次に、築年数に対する係数を

見てみよう。築年数の効果は、二次近似されている。二次の係数値は、負の値をとっておりU

字型となる。この関数がピークとなるのは、築年数がほぼ30年のところである。つまり、築年

数30年以下の部分では、単位家賃に対して負の符号をもっていることになる。築年数が30年以

上の物件はほとんど旧家屋とみなされ同一視できることや、用いたデータにおいてもほとんど

の物件が築年数30年以下の物件となっている8ことから、予想通り、築年数の経過は、単位家

賃に負の影響を与えていると考えることができるであろう。また、単位家賃の下落幅は、通勤

時間での効果とは逆に、築年数が経過するにつれて小さくなっている。これは、居住物件の減

価償却の割合が年を経過するにつれて小さくなることを反映していると考えると、これも、直

感と整合的であろう。

第4節 むすび

7通勤時間や築年数に関する関数形は、いろいろな関数形の内、より説明カの高いものを選択している。

8サンプルの内、築年数が30年を超えるサンプルは、3つであった。
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 本章では、賃貸住宅に関する個票データを用い、各物件の立地条件及ぴ住居条件を調整して

借地借家法の影響分析を行った。八田・赤井（1995）の結論を補強するために、通勤時間だけ

でなく固定費のコントロールもし、さらに小規模借家まで含めたサンプルを用いた。その結果

から、床面積の上昇とともに単位家賃が上昇する関係があるだけでなく、八田・赤井（1995）で

得られた結果に比べて、この関係がより強くでることが明らかになった。すなわち全サンプル

を用いた分析でも「単位家賃と床面積の間に負の関係があるから、借地借家法の家賃に対する

影響は無視できる」という主張は、前提が成立しないために、退けられた。1941年の借地借家

法の改正は、戦後における民間借家率の著しい低下を引き起こしたと原因といえるであろう。

 借地借家法における正当事由制度は、本来、借家人を守る前提で設定されたが、その制度が

なければ大規模な借家が安く供給されていたであろうから、その制度は大規模な借家に居住す

ることを望むファミリー世帯を保護するどころか、かえってその居住体系に歪みを与えている

と考えられる。この制度を見直すことが必要であるが、実際には、居住生活を守るという観点

から、廃止に関しては反論も大きい。最近、この問題点を補完する役割として、定期借家権の

導入が予定されている。これは、居住時にある一定期間を設定し、その期間以後には、家主が

契約更新の拒否を行うことが出来るというものである。もちろん、その権利を設定することは

家主と借家人の判断に任され強制ではないため、以前からの居住生活を守るという理念は継承

される。この6pti㎝の導入によって、家主にとっての借家供給に対するリスクが緩和され、安

い大規模な借家がより多く供給されると期待される。借地借家法が借家供給に与える歪みをあ

る程度取り除くことによって、ファミリー世帯はより豊かな居住生活を送ることが出来るであ

ろう。
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 表8－1

データの説明

特性 変数 内容

面積 専有面積（マンションは床面積） （m2）

地域特性 徒歩時間 バス停（または、駅）までの徒歩時間（分）

バス乗車時間 駅までのバス乗車時間（分）

電車乗車時間 大阪駅（梅田駅）までの電車乗車時間（分）

住居特性 家賃 売り出し家賃（円）

築年数 （単位年）

注：上記の抽出の際に、以下の加工を施した。

1．種別で2連棟および3連棟のものも、家賃を特定することが困難であるので、省いた。その

  結果得られた標本数は、全データ198となった。

   さらに、これらのデータを下に、通勤時間を徒歩、バス及び電車の所要時間の単純合計

  として作成した。
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第9章 地方分権の厚生分析
一公共政策の決定権限の政府間配分に関する理論分析・

第1節はじめに

 現行の中央集権的なシステムにおける地方政府に対する規制は、現在大きな問題となってい

る。成熟化した今日の社会では、中央政府が全国画一的に政策を行う中央集権的なシステムよ

りも、地方政府が住民の二一ズに合わせて独自の政策を行う地方分権的なシステムが望まれて

いる。そのためには、現在中央政府に与えられている権限を地方政府に移譲しなければならな

い。このような地方分権問題は、長年きまざまな形で私的及ぴ公的な機関によって議論されて

いたものの、中央政府の抵抗などにより進展していなかった。最近になって中央集権的なシス

テムに対する様々な不満を背景に世論が高まり、1995年に地方分権推進法が採択された。それ

を受けて1996年から1997年にかけて地方分権推進委員会がまとめた勧告では、地方分権の必

要性や方向性が明確に示され、中央政府が実質権限を握っていた機関委任事務の廃止や補助金

の整理統合など、かなり具体的で実現性のある報告も盛り込まれている。I

 この機関委任事務とは、中央政府が最終的な政策決定権限を握りながらも、その執行を地方

政府の首長などに委任しているものを示している。ある政策が、中央政府によって決定され地

方に委任されるためには、つまり、機関委任事務とみなされるためには、次の二段階の問題を

解決しなければならない。第一に中央政府と地方政府のどちらが政策の内容を決定する事が社

会的に望ましいのかというということであり、また第二に国レベルと地方レベルのどちらがそ

の政策を執行する事が社会的に望ましいのかということである。各政策が住民の厚生にどのよ

うな影響を与えるのかという観点から、これら2つの問題を検討しなければならない。それぞ

れの政策が住民の厚生に与える影響は時代と共に変化するにもかかわらず、これまでこれらの

問題は、あまりチェックされてこなかった。今、すべての政策に関して、決定及ぴ執行のあり

方を見直す時期が来ている。2

 2つの問題の内、第一の問題は政策決定の権限配分にかかわっており、第二の問題よりも重

要である。3政策の決定権限は、住民にとってより望ましい政策を採ることが出来る主体に配分

1本格的に地方分権を行うためには財政的な資金の流れを抜本的に改革しなければならないが、今回の勧告ではその

改革は見送られた。地方分楮推進委員会の報告に関しては、地方分桁推進委員会（1996ぺ996b，199佃1997b，1997c）を

参照。

一この観点から、地方分権推進委員会は、地方政府が担う事務を、地方公共団体が独自に行うべきウ務（自治事務〕

と、地域問詰整の観点から国が権限を持ちながらも国民の利便性や事務処理の効率性から地方公共団体が受託すべき

事務（法定受託集務）に分けている。

，第二の問題は、執行主体の決定（配分）にかかわっており、その執行は費用が安い主体によってなされるぺきであ

る。政策の内容は櫨限を持った主体によって別に決定されているので、どちらの主体によって執行されても社会への
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されるべきである。決定権限が中央政府におかれている政策の下では、地方政府は中央政府の

出先機関として政策の執行のみを委任されており、地域独自の政策を行えない。もし地方政府

の判断により、中央政府よりも地域住民の二一ズにあった政策を行い、高い厚生を達成するこ

とが出来るのであれば、政策決定の権限を地方に委譲（移譲）することが望ましい。また、中

央政府が政策の決定を行った方が社会的に望ましいケースも存在する。4そのときには、中央政

府が権限を持つべきである。

 したがって、政策決定の権限配分に関しては、それぞれの主体が政策決定を行ったときの住

民厚生への影響を評価し比較することが必要である。5そのときには、権限を持つが故に発生す

るインセンティブの問題を考慮しなければならない。これは、中央政府が権限を持つ場合、そ

の権限を活かし自分の立場を高めるために、最適な水準よりも過剰に地方政府の政策に介入す

るという結果を導く。たとえば、財源に関しても大きな権限を持っ中央政府は、地方の政策に

対し補助金を供給する。6中央政府が政策決定の権限を持つ場合、たとえ地方に補助金を与えて

政策を実行させることが社会的に望ましい場合でも、補助金を与えない別の政策が採用される

かもしれない。これは、権限配分に関わる非効率性である。地方に権限を与え非効率性を除去

することによって、社会厚生はあがるかもしれない。

 しかしながら、これまでの地方分権に関する議論の中において、政策決定の権限配分の問題

に対する経済学的な分析は十分になされていない。Tkole（1994）は、政府内の権限配分の問題に

着目し、企業組織と対比して政府組織のインセンティブ問題を整理している。7また、Aghionand

Tho1e（1994）は、プリンジパル（Pr㎞cipa1）と工一ジェント（Agent）とからなる2階層モデルを用いて

影響は同じである。よって、費用がより小さい主体によって執行されることが望ましい。たとえば、もしある政策の

執行に関して規模の経済が存在するならば、中央政府がその政策を執行するべきである。一方で、地域密着の作業が

必要であれば、近くに位置する地方政府による執行によって費用は安くなる可能性が高い。したがって、執行主体を

決定するためには、それぞれの主体が政策を執行したときにかかる事務コストを比べることが必要である。この問題

はそれぞれの政府での執行の事務費用などを算定する事により、客榎的に判断出来るであろう。

4例としては、他の地域に影響を及ぼす公共プロジェクトがあげられる。他の地域に正のスピルオーバー効果を及ぼ

す公共プロジェクトを地方政府が独自に決定し実行するときには、そのレベルは社会的に過小になることが知られて

いる。

5第6章及ぴ第7章は、この問題を取り扱っている。

‘社会的な観点からは、その補助金は地方政府を通じて住民のために使われるので社会的なロスではないが、中央政

府が利己的である場合には、その補助金は中央政府にとってはロスとみなされる。

τTiro16（1994）は、その前半部分で、産業組織論で議論されたIn㏄ntiv6Th60リをPublicS㏄torに応用する際の問題点と

して、政府にとっては通常複数の目的があること、その目的を評価することが困難であること、Prinoi剛の選好の異

質性などをあげ、また後半では、政府組織内の目的達成のための個人的インセンティブが低い理由として、C町制

Con㏄m （経歴、政府組織内での昇進や雇用への関心）が企業ほど浸透していないこと、既得楮の問題などをあげて

いる。
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企業内部の権限配分を理論的に定式化し、権限配分が投資量や総利潤へ及ぼす効果を分析して

いる。8伊藤・林田（1995）は、Aghion and Tiro1e（1994）のモデルを下に、労働者と事業部長との

対立を考慮した3階層モデルから、分社化の理論付けをおこなっている。

 これらの企業内の権限配分に関わる議論は、丁吐。le（1994）が述べているように、国と地方の権

限配分の問題として展開することが出来る。そこで本章では、地方分権問題を考える一つの視

点として、上で述べた政策決定の権限配分が生み出す非効率性に焦点を当てて住民厚生への影

響を評価し、またその非効率性が発生している下でどのような権限配分が望ましいのかを検討

する。伊藤・林田（1995）のモデルを国・地方間関係に関するモデルに改良し、国・地方間の最

適な権限配分のあり方を明確に導くために、Aghion㎝dTko1e（1994）の単純な2階層モデルを用

いている。その結果、以下の結論が得られる。まず、中央集権的なシステムの下では、伊藤・

林田（1995）と同様の非効率性が発生することを示す。次に、それぞれの権限配分の下で達成で

きる総余剰を比較することによって、本章の目的である最適な権限配分システムを提示する。

また、政策の特性に関する比較静学分析を行い、各政府の行動及び総余剰に与える効果も分析

する。

 本章は次のように構成されている。まず、第2節では、権限配分の形として、中央集権的意

思決定システムと地方分権的意思決定システムを定義し、あるプロジェクト（公共政策）案が

地方政府に生じた場合の中央政府と地方陣府の行動を定式化する。次に第3節では、権限配分

がもたらす非効率性のメカニズムが明らかにされる。また、中央集権的意思決定システムと地

方分権的意思決定システムでの社会厚生の比較をもとに、最適な意思決定システムが導出され

る。第4節では、契約後再交渉が出来るという一般的な仮定の下で中央集権的意思決定システ

ムと地方分権的意思決定システムの厚生比較がなされる。最後に第5節において、まとめと今

後の課題が述べられる。

第2節モデル：意思決定システム

 経済には、意思決定を行う主体として、国と地方政府という2種類の主体が存在すると仮定

する。権限配分の問題に焦点をあてるために、税財源システムは中央集権的であると仮定する。

すなわち、プロジェクトの実行から生み出される税収は中央政府に与えられると仮定する。9し

たがって、本章では、中央政府（戸：Principal）が一つ存在し、その下に〃個の同質の地方政府

（λ：Agent）が存在するという2階層モデノレを考える。

  以下では、まず基礎的な経済構造として、プロジェクトの特徴、中央及ぴ地方政府の行動、

8A蜘㎝㎜dTiro16（1994）は、このモデルの発展として、複数のAg㎝tや複数のPrinci刺が存在するケース等も分析し

ている。柳川（1998）は、このモデルをわかりやすく説明している。

，現在、日本の地方分権推進委員会が進めている議論は、中央集権的な税財源システムの下での櫨限移議のあり方で

あり、本章のモデルに対応している。
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社会の総余剰を説明する。その後、国と地方間の権限配分の形として、中央政府が地方政府の

プロジェクトに介入できる権限を持っという意味での中央集権的意思決定システムと地方政府

が独自にプロジェクトを実行できる地方分権的意思決定システムを想定し、各政府の税収入及

ぴ社会の総余剰を定式化する。

2．1プロジェクトの特徴と政府行動

 ある公共プロジェクトに対する案が地方政府に生じたとき、そのプロジェクトの実行に際し

て、地方政府は中央政府から補助金を得て、そのプロジェクトを実行させようとする。また一

方で、中央政府は、地方が提案したプロジェクトに関わる代替的な案を考慮しながら、どのプ

ロジェクトを行うべきかを選択する。以下では、地方政府の行動と中央政府の行動を順に見る

ことにする。

地方プロジェクトの特徴

 地域に、新規のプロジェクトに対する案が生じたとしよう。このプロジェクト案は以下の特

徴を持っていると仮定する。プロジェクトに関する案が提案された段階では、まだ、そのプロ

ジェクトが社会的利益の上がるものであるかどうかはわからない。実行可能なプロジェクトを

発見するためには、ある費用をかけて現地調査を行う必要がある。プロジェクト発見の調査コ

ストは。である。その費用をかけて調査を行うとき、実行可能なプロジェクトを発見できる確

率をeとする。実行可能なプロジェクトは調査費用をかけて見つけられたものであるから、プ

ロジェクトが実行された場合には確実に、社会的利益の還元としてろの税収が得られるとする。

m本章では、これを住民の満足度を測る指標であると仮定する。H実行時の税収わば、中央政府

によって一方的に徴収される。

地方政府の行動

 地方政府は収入（～）を最大にするように行動するI2。その下でプロジェクト案の調査のレ

ベルを決定する。簡単化のために、そのレベルは、戸0（＝実行しない）もしくは、x＝∫（＝実

lo
{章では、プロジェクトの効果を分析したいので、プロジェクトを実行することは国全体として期待値において望

ましいと仮定する、すなわちeろ一〇＞0を仮定する。

11
ﾀ行されたプロジェクトが住民にとって望ましいものであれぱ、土地や所得の増加を通じて、税収を増大させるで

あろう。ムは、住民効用のレベルを一定に保ったときの、プロジェクトの費用を差し引いた税収の増加分とする。ま

たそのときムは、公共プロジェクトによる住民の満足度の指標と考えられ、ムが大きいほど住民の満足度も大きい。

口住民の効用を一定として地方政府の税収を最大にする問題は、双対性より、地方税収を一定として住民の効用を最

大にする問題と一致する。よって、地方政府はその地域の住民厚生を最大にするように行動していると考えることも

できる。
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付する）の値をとるとする。地方政府は、プロジェクトを実行したときに税収が入る中央政府

から、補助金αをもらうように交渉する。調査実行後の地方政府の収入水準が、実行以前の収

入水準以上であれば、 （すなわち、補助金が調査費用のコスト以上であれば）地方はプロジェ

クトの調査を実行する。

ル肌～ Su句㏄tto住民効用’定
  ■

中央政府の代替プロジェクトの特徴

 地方が独自のプロジェクト調査を行っているときに、中央政府にとって、他の地域や国全体

のことを考慮して、地方とは違った見地から代替的なプロジェクトに対する案を見つける機会

が存在するとする。I］この代替プロジェクト案からの税収が、本来の地方のプロジェクトからの

税収に比べて大きいものになるか、小さいものになるかは、そのプロジェクトの特性に依存す

るであろう。次の例が考えられる。大規模な地方公共財は他の地域ヘスピルオーバーするのが

通常であるから、中央政府が十分な情報を持ち、他の地域も考慮した判断が出来るならば、よ

り大きな納税収を生み出すプロジェクトを見つけることが出来る可能性はある。また逆に、地

方政府にしかわからない地域密着型のプロジェクトであるならば、情報の非対称性により中央

政府の見つけるプロジェクトにはバイアスが生じ、小さな税収しか得られないかもしれない。

以上のように、税収の大小はわからないものの、代替プロジェクトを発見できると仮定するの

は妥当であろう。

 また、地方プロジェクトと同様に、調査水準に依存して、ある確率で実行可能な（正の税収

を生み出す）代替プロジェクトを発見することが出来ると仮定する。調査水準を石とし、

0≦亙≦1の範囲になるようにその単位を基準化する。発見確率は調査水準に依存し、単純化の

ために正比例するとして、調査水準量zで表されるとする。また、調査をする費用として調査

量及び国全体の地域数に依存してG（n，亙）の費用がかかるとする。ここで、〃は地域数を表し

ている。また、費用関数に関してG互（〃，万）＞0，G班（n，亙）＞O，G互（n，0）＝0，G（m，0）＝Oを仮定

u地方政府がプロジェクトの調査を行うときにのみ、中央政府にとって代替プロジェクトを発見できる可能性が存在

するという仮定は、プロジェクトが地方に関わるものである限り、地方政府がプロジェクトの調査を行っていないと

きには中央政府にも地方の現状がわからないであろうということと、地方政府の説明に基づいて中央政府は代替のプ

ロジコ・クド案を検討するという事実から、簡単化のためにおかれている仮定である。この仮定の下では、中央政府は

必ず、地方政府に調査を実行させるような契約を結ぶ。もし。中央政府が地方のプロジェクト案を却下し、かつ地方

政府はそのプロジェクトの調査をしていない状態でさえ、中央政府が代替プロジェクトを見つけることが出来るので

あれば、地方政府にプロジェクトの調査を行わせるような契約を与えないかもしれない。しかし、 ろ＞αである限り．

代替プロジェクトに関係なく、地方政府に調査を行わせることが望ましい。なぜなら、それによって中央政府の期待

税収が増えるからである。本章で用いた費用関数の下ではわ＞αが成立することが付録9－1で示されている。
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する。I4総費用及ぴ限界費用が調査の増加と共に増加し、調査がOの時には、総費用及ぴ限界費

用が共にOであることを表している。また、地域数ηに関する限界費用の変化として、

G互”（n，亙）＜0ならば、中央政府の限界的な調査に対して規模の経済が働いている場合である。

代替プロジェクトが発見され実行されれば、確実に納税収3戸のが得られるとする。

中央政府の行動

 中央政府は、住民効用を一定として、地方への補助金を支払った後に残る税収 （収入）（〃）
                                           ρ

を最大にするように行動する。15そのとき、中央政府は、地方政府に対して調査を行わせるため

に必要な補助金（o）を設定し、代替プロジェクトを実行する事から得られる税収B、地方プ

ロジェクトを実行することから得られる税収あ、地方プロジェクトを実行させるための補助金。、

及び代替プロジェクトの調査費用Gを考慮して、最適な調査水準亙を決定する。その行動は、

以下で表される。

㎜〃ρ Su句eCttO佳民効用一定、～≧∫
 石，o

ここで、∫は、地方政府が調査を実施しないときの税収である。 （∫＝0と仮定しても良い。）

社会の総余剰及ぴ最適資源配分

 相対性の議論により、ある与えられた税収の下で住民の効用を最大にするような資源配分は、

住民効用を一定として政府の税収を最大にする資源配分として置き換えることが出来る。した

がって、社会の総余剰を中央政府と各地方政府の税収和によってとらえ、プロジェクトを実行

することによって生み出される社会の総余剰を最大にする問題を考える。 （期待収入〃は住民

効用を一定に保ったときの税収の純増分であるから、これを最大にする配分は、双対性より、

税収を一定として住民の効用を最大にする配分と一致し、社会厚生は最大となる。）社会の総

余剰を豚C…〃p＋舳ノと表せば、社会的に最適な資源配分は、以下の式に基づいて、社会の総

余剰を最大にするための調査水準炉を求めることによって達成される。

          ∂3（n、万）
14ここで、G盾（n，亙）は、      を意味している。さらに

            班

     c         o                c
G亙（n，1一一）＞m3，（1一一）n（3－eわ）≧G（n，1一一）を仮定するとき、（3九（4）及ぴ（6）での解の存在及び、

     ろe     あe          ろe

地方政府への中央政府による支払いが利得を超えないこと証明できる。また、この仮定は、中央集権的意思決定シス

テムーﾉおいて、中央政府にとってプロジェクトを採用することが採用しないときよりも好ましいための十分条件とな

る。 （付録9－1参照）

旧この行動に関しても、地方政府の時と同様の解釈が可能である。
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ル舳豚C S吻㏄tto住民効用一定

 ～

2．2中央集権的意思決定システム

 国と地方間の権限配分の形として、中央政府がプロジェクト実行に関する決定権限を持つシ

ステムを、中央集権的意思決定システムと定義する。すなわち、中央・地方両政府のプロジェ

クトが発見されたとき、中央政府はそれぞれのプロジェクトが生み出す納税収を比較してどち

らのプロジェクトを行うかを選択する。以下では、まず、プロジェクトが決定される順序を説

明し、そのもとで生み出される両政府の税収を導出する。その後、両政府の税収和として、社

会の総余剰を導出する。

 中央集権的意思決定システムにおけるプロジェクトは次の順序で決定される。

1．地方プロジェクト案の存在：地方政府に、地域独自のプロジェクト案が生じる。

21契約の提示1中央政府は、r地方プロジェクトが実行された場合には、補助金αを与える

  が、それ以外には、補助金は与えない」という契約を提示する。16（この契約からの期待

  補助金が費用よりも大きいならば、地方政府は契約を受け入れ、独自のプロジェクトを実

  行しようとする。

3．地方政府によるプロジェクトの調査1地方政府は、中央政府が提示する契約を受け入れ、

  調査を行う。 （つまりx＝1を選択する。）

4． 中央政府による代替プロジェクトの調査：中央政府は、代替プロジェクトを実行したとき

  の税収（3）、地方政府のプロジェクトを実行したときに得られる実質収入（税収（わ）一補助金

  （α））及び代替プロジェクトヘの調査費用働を考慮して、期待収入を最大にするように、代

  替プロジェクトヘの調査仰を行う

5．地方プロジェクトの発見及ぴ代替プロジェクトの発見：地方政府が、実行可能なプロジェ

  クドを確率eで発見し、確率ノーeで発見に失敗する。また、中央政府が代替プロジェクト

  を確率互で発見し、確率∫一万で発見に失敗する。

6． 中央政府による実行プロジェクトの決定：（1）地方プロジェクトのみ発見されていると

1‘ _約としては、国のプロジェクトが実行されても、（すなわち、地方プロジェクトが実行されなくても）調査を実

施した地方に対し、なんらかの報酬を与えるという契約もありえるが、本稿では、簡単化のためにそのような契約は

結ばれないと仮定する。契約が不完備であるとき、この仮定は正当化される。本章で仮定する中央集権的意思決定シ

ステムにおいて、中央政府に与えられた最終決定権限としての独自システムの実行は、契約に書くことの出来ない事

態が生じたとき（不完備契約）に必要となるコントロールの残余権に基づくものであると考える事が出来る。すなわ

ち、中央集権的意思決定システムでの代替プロジェクトの実行は、契約が完全にかかれないことによって可能となる

場合には、あらかじめ提示する契約には、代替プロジェクト実行に関わる契約は書き込まれない。不完備契約に関す

る議論は、Gm5sm㎜㎜dH舳（1986）及ぴH航mdMoor6（1990）を参照。
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  き、地方プロジェクトが実行される。1（2）代替プロジェクトのみ発見されているとき、

  代替プロジェクトが実行される。：（3）両プロジェクトが発見されているとき、地方プ

  ロジェクトと代替プロジェクトとの間で、中央政府にとって収入の大きいプロジェクトが

  実行される。

 この流れに従ってプロジェクトが実行されるとき、中央集権的意思決定システムの下で達成

される中央政府の期待収入（〃p）および地方政府の期待収入（〃メ）は、それぞれ、次式で表

される。

・ρ＝酬・・（M耐3，ろ一α1）十（1一・）・3｝十（1一万）・｛・・（う一・）十（1一・）・0｝一G（・・亙）

       代替プロジェクト発見時の収入       代替プロジェクト未発見時の期待収入

・戸∫十（1一亙）舳一αグ3≧わ一〇            （9－1）

～＝∫十e〃一αグ3＜ろ一α

中央政府の期待収入（〃p）は、代替プロジェクトを発見したときの期待収入（第1項）、発見

できなかったときの期待収入（第2項）及び代替プロジェクトのコスト（第3項）で構成され

ている。さらに第1項は、権限を持つ中央政府は、代替プロジェクトと地方プロジェクトの両

方が発見されているときに、どちらのプロジェクトを実行するかに関して、地方政府への支払

いを省いた後の両プロジェクトからの収入の大きい方を選択すること示している。もし、

3≧ろ一αであれば、代替プロジェクトを実行し、もし3ぐる一αであれば、たとえ代替プロジ

ェクトを発見していたとしても、地方プロジェクトを実行させることになる。17また、第2項は、

地方政府のプロジェクトの税収の期待和で構成されている。

 一方、地方政府の期待収入（～）は、中央政府のとる行動に依存して変化する。3≧トαの

時には、中央政府は、代替プロジェクトが発見されている限り、それを実行する。よって、代

替プロジェクトが発見されなかったとき（1一万の確率で生じる）にのみ、中央政府から補助

金を受け取ることが出来る。一方で、月＜ろ一αの時には、たとえ中央政府が代替プロジェク

トを発見できたとしても、そのプロジェクトから得られる税収は、地方への補助金を差し引い

た地方プロジェクトからの税収よりも小さいので、中央政府は代替プロジェクトを実行しない。

”oの値は、とりうるプロジェクトによって変化するために、注意が必要である。両政府のプロジェクトが発見されて

            c
いるときに、境界となるαは一となる。理由は以下の通りである。両政府のプロジェクトが発見されているとき、代
            e

                        c
替プロジェクトを実行したときに支払われる。は、α：    であり、地方プロジェクトを実行したときには、
                      （1一万）e

  c        c                 、、           c
σ＝一となるので、     ＞あ一Bのケースには、代替プロソェクトが、またムーB〈一のケースには、地方プ

  e    （1一万）e                e
                   o          o
ロジェクトが実行されることがわかる。しかし、一くムー3く    のケースには、どちらのプロジェクトを実行
                   e ・ （1一亙）θ

するのかは、すぐには決まらないが、それぞれのシステムを実行して結果として得られる税収を比較すれば、必ず、

地方プロジェクトを実施した方が税収が高くなるので、このケースにも、地方プロジェクトが選ばれる。よって、代

                              c
替プロジェクトと地方プロジェクトの選択を行う際の境界となるαの値は、 一となる。
                              e
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（つまり、調査も行わないので、万＝0となる。）よって、地方プロジェクトを発見している

限り、地方に期待補助金（eα）が支払われ、地方のプロジェクトが必ず実行される。これは、

地方分権的意思決定システムと同じであるので、明示的には取り扱わないことにする。18従って、

以下では、3≧ろ一〇のケースを議論する。ここで、もし中央政府の代替プロジェクトと地方プ

ロジェクトを実行したときの期待収入が同じである場合には、中央政府は、代替プロジェクト

を実行すると仮定する。 （この仮定は、本章の結論には、本質的な影響を及ぼさない。）その

とき、（9－1）は次のように書き換えられる。

      ・、＝ 撃 ・（1一万）（・・（かm）・（1一・）・0）一G（・・亙）

         代替的政策発見時の収入     代替的政策未発見時の期待収入               （9－1）’

      ～＝∫十（1一万）e〃一α

 次に、両政府の税収の和として達成される社会の総余剰を導出しよう。地方政府がプロジェ

クトを実行するだけの補助金。を、中央政府が保証するとき （炉ノ）、総余剰〃C…〃p＋舳ノは

次式で表される。

            肌。＝n∫十肋糾（1一五）mろ一G（・，万）一no    （9－2）

2．3地方分権的意思決定システム

 国と地方間の権限配分の形として、地方政府がプロジェクト実行に関する決定権限を持つシ

ステムを、地方分権的意思決定システムと定義する。中央政府がたとえ代替プロジェクトを実

行しようとしても、有益な地方プロジェクトが存在する限り、地方政府は、独自の権限で地方

プロジェクトを実行する。以下では、まず、プロジェクトが決定される順序を説明し、そのも

とで生み出される両政府の税収を導出する。その後、両政府の税収和として、社会の総余剰を

導出する。

 地方分権的意思決定システムにおけるプロジェクトは次の順序で決定される。 （1から5ま

では中央集権的意思決定システムのものと同じである。）

1．地方プロジェクト案の存在：地方政府に、地域独自のプロジェクト案が生じる。

m3＜ろ一αのケースは、たとえ、中央政府が代替プロジェクトを発見していたとしても、そのプロジェクトを実

行しない。なぜなら、地方に補助金を与えたとしても中央政府に残る税収は、代替プロジェクトを実行したときの税

収よりも大きいからである。このケースには、中央政府及ぴ地方政府の期待税収は、それぞれ以下の式で表される。

  ・ρ＝亙｛・・（泌一m）十（1一・）・・3｝十（1一亙）（・・（泌一m）十（1一・）・0）一G（・，亙）

         代替的政策発見時の収入         代替的政策未発見時の期待収入

  〃  ＝∫十exα一。x
   ！

この式は、次節で述べる地方分権的意思決定システムの下での期待税収と同じになる。 （（9－5）を参照）すなわち、地

方プロジェクトからの税収（ム）がB＋αくろほどに大きければ、中央政府も地方プロジェクトを実行する選択を行

うので、実質的には中央集権的意思決定システムと地方分権的意思決定システムは一致することになる。当然ながら、

導かれる資源配分も、地方分権的意思決定システムでのものと同じになる。
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21 契約の提示：中央政府は、 r地方プロジェクトが実行された場合には、補助金αを与える

  が、それ以外には、補助金は与えない」という契約を提示する。

31 地方政府によるプロジェクトヘの調査：地方政府は、中央政府が提示する契約を受け入れ、

  調査を行う。 （つまりx＝1を選択する。）

4、 中央政府による代替プロジェクトヘの調査：中央政府は、代替プロジェクトを実行したと

  きの税収（B）、地方政府のプロジェクトを実行したときに得られる実質収入（税収（ろ）一補助

  金（o））及び代替プロジェクトヘの調査費用ρを考慮して、期待収入を最大にするように、

  代替プロジェクトヘの調査仰を行う

5． 地方プロジェクトの発見及ぴ代替プロジェクトの発見：地方政府が、実行可能なプロジェ

  クドを確率θで発見し、確率∫一θで発見に失敗する。また、中央政府が代替プロジェクト

  を確率亙で発見し、確率ノー万で発見に失敗する。

6． プロジェクトの実行：（1）実行可能な地方プロジェクトが発見されているとき、地方政

  府がプロジェクトの決定権限を持っているので、（代替プロジェクトの発見にかかわらず）

  地方プロジェクトが実行される。：（2）地方プロジェクトが発見されていないとき、中

  央政府による代替プロジェクトが実行される。

 この流れに従ってプロジェクトが実行されるとき、中央政府および地方政府の期待収入は、

それぞれ次の式で表される。

        ・ρ＝・・（泌一価）十（1一・）（五・泌十（1一五）0）一G（・，亙）

            ｝          プロジェクト発見時の収入  プロジェクト未発見時の期待収入            （9－3）

        〃 ＝∫十exα一徹
        ノ

すなわち、中央政府の収入は、地方のプロジェクト成功時の収入（第1項）、地方のプロジェ

クト失敗時の収入（第2項）の期待和と中央政府の代替プロジェクトの費用（第3項）によっ

て構成される。また、地方の収入は、通常時の収入（第1項）、地方プロジェクトの期待収入

（第2項）及びその費用（第3項）によって構成される。

 次に、両政府の税収の和として達成される社会の総余剰を導出しよう。分権化での総余剰は、

次で表される。

            炉。＝〃十・泌十（レe）肋3－G（n，万）一肌     （9州

第3節 政府の最大化行動と最適配分

 本節では、各システム下において、社会的に最適な調査水準及ぴ中央政府の税収最大化行動

の結果として生じる調査水準を導出する。また、プロジェクトの価値や、発見確率の変化が政

府行動に及ぼす効果も検討する。その後、両システムで達成される調査水準及ぴ総余剰を比較

することによって、両システムの違いを分析する。
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3．1中央集権的意思決定システム

社会の総余剰を最大にする最適調査水準

 社会の総余剰を最大にするための最適調査水準”を求めると、その水準は、次の一次条件式

を満たすように決定される。I9ここで内点解の存在を保証するために、3≧eろを仮定する。2。

                〃3＿e〃ろ＿G垣（n，五＊）＝0              （9－5）

この式から、最適調査水準に対して次の命題を得る。

命題9－1集権的意思決定下における中央政府による社会的最適調査水準

ノ． 中央攻麻のκ替プロジェク戸からの魂夜個ノが大きいほど堤道調査水指万＊〃ま大きい。

2．地方功序のプロジェク戸からの魂次ωが〃・さいほど最滋擬査水準r亙＊〃ま大きク㌧

3．春プロジェク戸からの魂次個とわノの砺繊汰きいほど最適誘鰍牌亙つぼ大きい。

4。 誘醐がG垣”≦0の燈質を持つならば地域数ηが大きいほど壌艦水一側斯万っ大き

  い。

この命題の直感は以下である。他の主体の税収が一定の下で中央からの税収が大きくなるか地

方からの税収が小さくなるならば、相対的に中央からの期待税収が高くなるので、中央の代替

プロジェクトをより調査した方が望ましい。Gふ．≦0ならば、地域数の増大と共に調査一単位

あたりの限界費用が小さくなるので、調査を多くした方が望ましい。

中央政府にによる調査水準

 まず、eろ一〇〉0より、中央政府は地方が提案するプロジェクトを受け入れることによって、収

入を上昇させることができる。そのため中央政府は、地方政府に補助金を与えることによって、

プロジェクトを実行させるだけのインセンティブを与えなければならない。そのとき地方政府

の収入がプロジェクトを実行する前と少なくとも同じ水準になるように補助金αを設定する。

                              c
中央政府が設定する最適なαは、（1一亙）e卜。＝0より、α＝    となる。21ここで中央政
                             （1一亙）e

府と地方政府との間には、参加誘因以外の情報の差はないので、中央政府は地方政府のすべて

の追加収入を吸収する事が出来る。このαを所与として、中央政府にとっての代替プロジェク

1，正確には、プロジェクトの調査を行う前よりも総余剰が高くなる必要がある。この証明及ぴ一意解の存在に関して

は、付録9－1を参照。

20この仮定は、期待値において、代替プロジェクトの調査を行うだけの十分な価値があることを意味している。もし、

地方政府が独自に提案するプロジェクトの成功確率がe＝O．5ならばムにくらべて半分以上の利得があることを示して

いる。一方、3くeろのケースには、明らかに、〃＝0が最適であり、地方プロジェクトを実行する事が望ましい。

加この支払い水準が利得凸を超えることはないことの証明は、付録9－1を参照。
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ト発見のための最適調査水準（万C）は、（9－1）’より次式を満たすように決定される。22

              泌一・・（トα）一G亙（・，亙。）＝0      （9－6）

総余剰を最大にする調査水準と中央政府のとる最適水準を比べるとき、Gは増加関数なので、

簡単に亙C＞万＊を得る。互の水準は、代替プロジェクトの発見確率と比例しており、地方プロ

ジェクトを中央政府の代替プロジェクトに変更させる確率になっている。亙＝0のときには、地

方政府は、中央政府に邪魔されることなく、独自のプロジェクトを完全に実行することが出来

る。一方亙がノに近づくほど、独自プロジェクトを実行する可能性は低くなる。よって、厄の

水準は、地方プロジェクトヘの中央政府の介入度とも解釈することができるであろう。そのと

き、次の命題を得る。

命題9－2集権的意思決定下での過剰調査

i簿循酌、意＝、思決ノぎ下てツ丈  ’右上廷蜥／ま扇鰯準よ’ク色週矧な艦をデテい、週矧／こ繍の

チテ動！こ分レλヲ■る。 また、戯さ’れる在ミ会の溜上金索mま4・さくなる。

この命題の直感的理解は次のようである。中央政府は、プロジェクトを実行するために。を各

地方政府に支払わなければならない。よってその分だけ、地方政府のプロジェクトよりも代替

プロジェクトに対する魅力が増し、調査する水準が最適な水準よりも多くなるのである。具体

的には、両プ』ジェクトー単位あたりの社会的価値は、それぞれBとεろであるが、中央政府か

ら見れば、支払い額は地方政府のものとなるので、価値は3とψ一φであり、地方政府のプロジ

ェクトを実行したときの魅力が少なくなっている。中央政府にとっての最適行動は、この両プ

ロジェクトからの収入の差が、限界費用に等しいところまで調査することである。調査量の増

加によって限界費用は逓増するので、社会的価値を見て調査しているときに比べ、eαの分だけ

限界費用が多くなるまで調査する。よって、調査量は社会的な最適な値よりも過大になる。

比較静学（証明は、付録9－2参照）

 以下では、地方プロジェクトの調査コスト（c）、地方プロジェクトの成功確率（e）、及び中央

の代替プロジェクトの税収（B）が、調査水準（〃や総余剰（”C）に及ぼす効果を比較静学分

析する。 （分析結果は、表9－1にまとめられている。）

地方プロジェク戸。鯛ωのア落

費用が減少すれば、中央政府が地方政府に支払わなければならないαの水準が減少し、亙＊と

五Cの雅離幅は減少する。収入は確実に上昇する。Cは、非効率性を生じさせる原因となってい

るので、oの下落は、非効率性を縮小させるからである。それによって豚C（亙‡）（ファースト

：征確には、亙Cのもとで、中央政府の税収が調査前の税収よりも上昇していることが必要である。この証明及ぴi意

解の存在証明は、付録9－1を参照。
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ベストな状態での総余剰）と豚C（亙C）との総余剰格差も減少する。

地方プロジェク戸の成功猶率。θノの上弁

eの上昇は、地方政府の独自プロジェクトの魅力を増大させ、社会的に最適な中央政府の調査量

及ぴ中央集権的意思決定システムのもとでの調査量は共に減少する。成功確率の上昇は社会的

に望ましいので、ファーストベストな状態での総余剰（豚C（亙＊））も豚C（亙C）も増加する。eの

変化が、調査水準の乖離幅（亙。一五＊）に与える影響はG’’’の符号に直接依存する。G’．0く0

のとき、調査量の格差は減少する。総余剰水準の乖離幅（豚C（万＊）一肌C（五C））への効果は

不明である。

代替プロジェク六からの魂次ωo上弁

まず、調査水準への影響を見てみよう。Bの上昇は、中央政府の代替プロジェクトの魅力が増

すため、社会的な調査量とともに中央政府の調査量も増大させる。Bの上昇は、社会的におけ

る期待税収の増大を意味するので、社会的な総余剰は増大する。一方で、3の上昇は中央政府

による調査量を増大させるため、非効率性が上昇する。非効率性の上昇と社会的な税収の上昇

との二つの効果があるため、中央集権的意思決定システムでの税収が上昇するかどうかは不明

となる。最後に、ファーストベストな状態での総余剰と中央集権的意思決定システムでの総余

剰の差に対する効果は、二つに分けられる。それぞれの総余剰の上昇分の差の効果と、中央集

権的意思決定システムでの過剰調査が生み出す非効率性の効果である。まず、中央集権的意思

決定システムの下では過剰調査が行われているので、非効率性の効果を無視するとき、 （つま

り第一の効果に着目するとき、）Bの上昇は、より大きな総余剰の増大をもたらす。よって、

ファーストベストの総余剰との差は縮小し、第一の効果は、負となる。一方で、第二の非効率

性の効果は、総余剰を引き下げるため、正となる。これら二つの効果があり、全体の効果の符

号は、決まらない。

3．2地方分権的意思決定システム

社会の総余剰を最大にする最適調査水準

よって、分権下での総余剰を最大にするための国の調査水準（五十）は次式を満足するように決

定される。23

                （1－e）〃ルG互（n，万十）＝0       （9－7）

この条件式から、命題9－1に対応した形で、次の命題を得る。

蛆正確には、プロジェクトの調査を行う前よりも総余剰が高くなる必要がある。この証明及び一意解の存在に関して

は、付録9－1を参照。
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命題9－3分権的意思決定下における中央政府による社会的最適調査水準

∫一 中央攻狩のκ夢プロジェク戸からの魂炊ωノが大きいほど最適調査水準け＊〃ま大きク㌧

λ 嚇のプロジェク戸からの魂夜。わノは最適誘陸水神石＊〃こ影響を与えない。

ユ 春プロジェク木からの魂次ωどるノの乖離は最適誘鰍揖亙＊〃こ影響を与え伽㌧

4． 繍がG励，≦0の性質を持つならば地域数ηが大きいほど1最適艦水準r亙＊〃ま大き・

  レ㌧

命題9－1では、地方プロジェクトからの税収（わ）が中央政府の代替プロジェクトに対する調査

水準に影響を及ばしていたのに対し、地方分権的意思決定下では（9－7）からわかるように地方プ

ロジェクトからの税収は調査水準に影響を与えない。なぜなら、地方政府に政策の決定権限が

与えられているので、中央政府の調査は、地方プロジェクトが実行されなかったときにのみ、

有効となる。したがって、地方プロジェクトの発見確率はえいきょうするが、地方プロジェク

トの価値は影響しない。

 次に、中央政府が独自に選ぶ調査水準を見てみよう。

中央政府による調査水準

 中央政府にとっての最適調査水準（亙DC）を決定する収入最大化のための条件式は、

                （1一・）・ルG亙（・，亙Dc）＝0      （9－8）

となる。24（9－7）と（9－8）は同じ式であり、同じ調査水準が中央政府によって選ばれる。よって、

万十＝万DCであり、次の命題を得る。

命題9－4分権的意思決定下での最適性

分種敵影原炭足下てば、社会的褒遁調査水準が戯され、また分権化された雄界での最勘姶態

が遂滅される。

しかし、この命題から中央集権的意思決定システムと地方分権的意思決定システムの間の総余

剰は比較できない。なぜなら、分権的世界において最適であっても、社会厚生関数の定義が違

うため、中央集権的世界よりも望ましいとは限らないからである。なお中央政府が地方政府に

         c
支払う補助金はα＝一となる。25
         e

比較静学（証明は、付録9－2参照）

則正確には、亙㏄を選択することによって、中央政府の税収が上昇する事を証明する必要がある。この証明及ぴ一

意解の存在に関しては、付録9－1を参照。

               o
”わe－c＞0の仮定より、わ＞α＝一が満たされている。
               e
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地方分権的意思決定システムにおいても同じ比較静学分析をしてみよう。 （表9－1参照）

地方プロジェク六の鯛。c／o下落

この変化は、調査水準に影響を与えない。費用が減少すれば、中央政府が地方政府に支払わな

ければならない。の水準は減少するが、その支払いは、代替プロジェクトヘの調査の意思決定

とは無関係に決まっているからである。また、収入は費用減少の直接効果を受けて増大する。

地方プロジェク六の成功磨率。θノ。上タ

直感的にわかるように、地方政府の独自プロジェクトの魅力が増大するために、代替プロジェ

クトヘの調査量は減少する。また、中央集権的意思決定システムの下では、eの上昇は、総余剰

（肌C（亙＊）及び豚C（亙C））を増加させたが、地方分権的意思決定システムの下では、総余剰はど

うなるかわからない。eの上昇は、代替プロジェクトヘの調査の減少によって舳の税収を生み

出す一方で、〃棚の税収を減らす。よって、この大小関係に依存する。具体的には総余剰の変

化は、わ一亙DcBの符号に依存している。ここで、万Dcは（9－7）を満たす万であり、月が大きい

ほど大きい。ろに比べ相対的にBが大きいほど、総余剰は減少する可能性が高い。なぜなら、B

が大きいとき、eの上昇は、社会にβをもたらす大きな税収源である中央政府の代替プロジェ

クトヘを禾1」用できる可能性を低くし、地方のプロジェクトが実行される可能性が高くなるから

である。また衛に万DC＜1なので、逆にム＞3のケースには、総余剰は上昇する。．よって次の命

題を得る

命題9－5地方プロジェクト成功確率の上昇による総余剰の減少

色し、Bが〃こ比べて大きいとき、地方プロジェク戸の成功確率の上鼎こ色がかわらず、溜洪

乗燃減少ナる確姓がある。

冷替プロジェク戸からの魂次ωの上タ

Bの上昇は、中央政府による代替プロジェクトの魅力を増加させるので、調査量を増加させる。

また、地方分権的意思決定システムの下では、非効率性がないので、Bの上昇は社会的に望ま

しく、総余剰を確実に増加させる。

3．3調査水準および総余剰の比較

調査水準の比較

 まず、両ケースにおける調査水準を比較してみよう。両ケースの一次条件式より、両プロジ

ェクトからの税収に応じて、次を得る。
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3〉わ⇔万DCく五＊〈亙C

3：ろ⇔五DC＝万・く万C

あ続1続1二㌻グルα （9－9）

           ・ろ≦3・ろ⇔五DC〉万＊，亙＊〈万Cグトα≦・ろ

      ○
ここで、o：一である。わがBよりも小さい場合（ゐ〈8）には、中央集権的意思決定システムで
      e

の調査水準よりも地方分権的意思決定システムでの水準の方が小さい。これは、中央集権的意

思決定システムの下では、より大きな税収が得られる代替プロジェクトを実行できる可能性が

高いので、税収差が大きいほど、地方プロジェクトが優先される地方分権的意思決定システム

に比べ、代替プロジェクトを多く調査しようとするのである。また、わと3の差が小さくなる

ほど、その調査水準の差は相対的に減少し、8＝わのときに、中央集権的意思決定システムでの

最適調査水準（亙＊）と地方分権的意思決定システムでの調査水準（亙㏄）が一致する。

 また、わがBよりも大きい場合（ゐ〉B）には、その程度によって、中央集権的意思決定システ

ムで中央政府がとる行動が変化することは、前節で導出された。すなわち、あが3ぐる一〇を満

たすならぱ、両システムで採られる代替プロジェクトヘの調査水準は一致する。なぜなら、明

らかに地方からの税収が大きい場合には、中央政府も地方にまかせるからである。

 以上、こ；セは、調査水準の大小を比較したが、実際に問題となるのは、両システムで達成

される社会の総余剰（総収入水準）であるので、次にその比較を行うことにしよう。

社会の総余剰の比較

 各ケースにおける総余剰の式を比較してみよう。整理することによって次を得る。

           C…1：豚。＝ル3＋・泌一・肋わ一G（・，万）一肌

           C…2，31〃Dc＝・励十肋3－e肋B－G（・，亙）一no

総余剰の比較に関して次の命題を得る。

（9－2）’

（9－4）’

命題9－6両プロジェクトが同じ価値を持つときの地方分権意思決定システムの最適性

邑しB＝るならば砺クー刃こ勅プる社会槻生灘数は一致し、またρ一カとρ一〇から、地方分種

下での調査大準。万㏄ノ炊中央薬権〒下での最適調査水準r五つと一致ナる。よってそのとき、

地方分循的、託雷次盾1ンステ〃こ勅1てフ7一ス〈ベス戸な配分が遂滅される。

中央集権の下では非効率性が発生していたが、地方分権の下では発生せず、しかも3＝ムのとき

には、中央集権よりも高い税収を達成できる。なぜならβ＝わの時は、社会厚生上は、中央政府

と地方政府のどちらが権限を持っていようともプロジェクトから得られる税収は同じであるか

ら、本質的に差はなくなる。よって、非効率性のない地方分権的意思決定システムが中央集権

的意思決定システムを上回る。
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 では、一般的に、8とろが違う場合には、どちらのシステムがより高い総余剰を達成できる

のであろうか。ここで、次の命題を得る。

命題9－7最適なシステム

Bくわならぱ地方分猶酌，面思次定シヌテ〃こおいて、77一ヌ戸ベス戸な状態が達成される。

     o             c
また、3＋＿くろかっeろ＜ろ＿＿ならば中央隻薦的面思次虐ニンステムにおいて色、C地方分磨
     e          e

酌、託思次定システムと帰様の行動がとられるのη最適状態が達砿される。

これは、簡単に理解できる。まず、両方のシステムにおいて同じ調査水準が採られたとしよう。

そのとき、Bくわより、かならず、地方分権的意思決定システムにおいて総余剰が高くなる。こ

れは、どの様な水準の厄に関しても成立するから、横軸に調査水準、縦軸に総余剰をとれば、

地方分権的意思決定システムにおけるグラフが、とりうるすべての厄に対して必ず上方に来る。

（図9－1のI参照）さらに、地方分権的意思決定システムでは、最適な調査水準が選ばれるの

であるから、そのグラフの頂点を達成できる。この点は、中央集権的意思決定システムのいか

なる点よりも高い総余剰を達成している。よって、ここでは、豚㏄（亙㏄）＞豚C（が）が成立

             ○している。また、さらに3＋一＜ろのときには、たとえ中央集権的意思決定システムであって
             e

も、中央政府は地方のプロジェクトを実行しようとするので、同様に最適が達成できる。

 次に、3＞わのケースを考えてみよう。 （図9－1のnを参照）このときは、先の逆であり、グ

ラフを書げば、すべての点で、中央集権的意思決定システムのグラフが地方分権的意思決定シ

ステムのグラフを上回っている。よって、”C（亙＊）＞”㏄（亙㏄）が成立している。しかし、

中央集権的意思決定システムには非効率性が存在するために、互二〃を達成できず、

豚㏄（万㏄）と豚C（万C）を比較しなければならない。図9－1において、もし、亙C＝研の水準

であるならば、中央集権的意思決定システムの方が望ましく、亙C＝房の水準にあるならば、

地方分権的意思決定システムの方が望ましい。この水準は、cなどの他の外生的要因に依存する。

そこでそれらの外生変数が及ぼす影響を見るために以下では比較静学分析を行う。

総余剰格差に対する比較静学（証明は、付録9－2参照）

 以下では、両プロジェクトで達成されていた総余剰の差が、外生変数の変化によってどのよ

うに変わるのかを比較静学分析する。 （分析結果は、表9－1にまとめられている。）

地方プロジェク六の貞凋。oノの上タ

Cの上昇は亙Cを大きくするので、中央集権的意思決定システムにおける最適調査水準との差

（過大調査）はさらに大きくなり、efnci㎝cylossが増大し税収は減少する。一方で、亙㏄は一

定で税収も変化しないので、以下の興味深い命題を得る。
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命題9－8地方プロジェクトの調査コスト（c）と最適システムl I

地方プロジェク戸の調査コヌ戸ωが大きいほど、分種酌、面思次定システムが望ましくなる可

産性力ぶ斎くなる。

この命題は、直感的に、次のように解釈できる。cが大きいときには、地方政府が提案したプロ

ジェクトを地方政府に実行させるために、より大きな補助金を必要とする。この補助金は、中

央政府にとって地方プロジェクトを実行したときのコストであるから、代替プロジェクトヘの

魅力が増大し、oが大きいほど代替プロジェクトヘの調査が大きくなる。最適な調査水準は、o

の大きさに関係なく一定であるから、この水準の増大は、1OSSをさらに大きくする。一方で、

分権的意思決定システムにおける調査量は、oと独立であるので、変化しない。よって、地方分

権的意思決定システムの総余剰の方が中央集権的意思決定システムにおける総余剰を上回る可

能性が高くなる。 （命題9－9を参照）

地方プロジェク《の成功獲率。θノの上昇

eの上昇には、中央集権的意思決定システムでの非効率性を緩和する効果と、それぞれのシステ

ムでの税収を上昇させる効果がある。第一の効果は中央集権的意思決定システムのみの税収を

増大させるが、第二の効果は、どちらが大きいかは決まらない。

付替プロジェク木からの魂次ωの上昇

月の上昇は、それぞれのシステムでの社会税収を上昇させる効果と、中央集権的意思決定シス

テムでの非効率性を増大させる効果を及ぼす。第一の効果に関しては、3≧わのときに中央集権

的意思決定システムでの増大効果が地方分権的意思決定システムでの増大効果を上回ることを

示すことが出来る。しかし、中央集権的意思決定システムでは、非効率性の増大による税収の

減少効果が存在するため、全体の効果は定まらない。

 ここで、以下の分析を解釈しやすくするために、この効果に関して次の仮定を導入しよう。

（仮定1）必の上昇によって、中央集権的意思決定システムでの税収の上昇分は地方分権的意

                                   棚C
思決定システムでの税収の上昇分よりも大きい。 （〃（亙。一（1－e）亙Dc）＞em一）
                                    棚

 また、Bがわよりも十分に大きいならぱ、中央集権的意思決定システムでの税収が地方分権

的意思決定システムでの税収を上回ると考えられるので、この仮定の下で、以下の命題を得る。

補題

仮定ノの下で、春プロジェク戸の魂次が8＞ムの範馴こあるならばちよラど

豚。（亙。）＝豚㏄（亙Dc）となるよ材撹如とわの差C≡α〉0ノが一つ存在ナる。
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証明

仮定1のもとで、付録9－2より、次を得る。

      ♂（”C（亙C）一”DC（亙DC））＝、（亙・．（1．、）亙㏄）．、、、竺＞。

            棚                    dB

また、B二わならぱ、豚C（万C）く〃DC（亙DC）と、8＞＞わならば、〃C（亙C）＞豚㏄（亙㏄）より、ち

ょうど豚。（亙。）＝豚Dc（亙Dc）となる8とムの差（≡α）が存在する。QED

この命題は、両プロジェクトの税収が同じ状態から、中央政府の代替プロジェクトの税収が増

大する場合、はじめは、中央政府による非効率性により地方分権的意思決定システムのほうが

優勢であるが、税収差が大きくなるにつれて、ある点（3一ろ＝α）を境に、中央集権的意思

決定システムが優勢になることを示している。ここで、αは、中央集権的意思決定システムが

持つ非効率性の大きさと解釈することが出来る。

したがって、上記の議論をまとめれば、最適システムは、Bとわの関係として図9－2のように表

される。図において、中央とは中央集権的意思決定システムが、地方とは地方分権的意思決定

システムが、それぞれ最適である領域を表している。縦軸は、中央プロジェクトからの期待税

収、横軸は、地方プロジェクトからの期待税収をそれぞれ表している。通常は、3＝ろの45度

線上で、最適なシステムが入れ替わるが、過剰介入による中央集権的意思決定システムの非効

率性が生じているので、αの分だけ地方分権的意思決定システムが最適となる領域が拡大する。

 また、地方プロジェクトの調査費用（C）と各意思決定システムでの厚生を等しくさせるよう

な税収差（α）すなわち中央集権システムの非効率性との関係に関して、以下の命題を得る。

命題9－9地方プロジェクトの調査費用（c）と最適システム：■

夜宕ヱの下で、地方プロジェク戸の誘墜竃帰ωの上鼎こよって春意、漂炭定システムでの厚生

を箏しぐさ甘るよラな魂腱。αソな増大ナる。

証明

αは、 豚C（亙C）＝豚DC（万DC）を達成させるような税収差であるから、3＝ろ十αを考慮して

この式をαと。で全微分することによって以下を得る。

      a（豚C（万C）一”DC（万DC））棚伽一a（豚C（亙C）一肌㏄（万㏄））洗

           棚     ∂α        此
付録央。より、・（豚。（万。）一肌Dc（五Dc））＞。及ぴa（豚。（亙。）イ㏄（亙㏄））＞。なので、

            棚               此

此
一＞0
aα

を得る。QED

この命題は次のことを示している。地方プロジェクトのコスト （o）の上昇は、地方政府への楠
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助金を増大させ、中央政府が決定する投資水準の歪みを増大させ、各システムで得られる厚生

が等しくなるための各プロジェクトの税収差（α）、すなわち、中央集権的意思決定システム

が持つ非効率性が大きくなる。言い換えれば、税収差が一定である場合、コストの上昇によっ

て、中央集権的意思決定システムよりも地方分権的意思決定システムの方が望ましいヶ一スが

増大する。つまり、cと各プロジェクトの格差に関して、最適なシステムは図9－3のように表さ

れる。この図からわかるように、地方分権が望ましい領域が拡大する。26次節では、より現実的

な仮定として、再交渉の可能性を導入しよう。

第4節地方分権的意思決定システムでの政府間交渉の可能性

 第3節においては、分権的意思決定システムの下では、たとえ中央政府が地方プロジェクト

よりも高い税収を生み出す代替プロジェクトを発見できるとしても、それを実行することが出

来なかった。しかし、中央政府は地方政府に権限を握られているものの、財源に関してはすべ

ての税収の取得権を握っているので、代替プロジェクトを実行した時に税収が高くなると思え

ば、何らかの方法で代替プロジェクトを実行するような契約を再度提示するであろう。

 本節では、一度契約を地方政府と結んだ後で、中央政府は地方政府に対して再交渉をするこ

とが可能であるとしよう。27そのときに第3節で導かれた最適なシステムがどのように変化する

のかを分析しよう。中央政府は、一度地方政府への支払い。を設定した後、代替プロジェクト

を発見したときには、代替プロジェクトを実行する権利を地方政府から譲り受ける代わりに、

地方政府に追加補助金（∫）を払うという契約を導入するとしよう。そのとき、各主体の収入は、

以下の式で表される。

  ・ρ＝・・｛亙（泌一・・）十（1一亙）（肋一m）｝十（1一・）（肋糾（1一亙）0）一G（・・亙）

        プロジェクト発見時の期待利得       プロジェクト未発見時の期待利得         （9－10）

  ～＝∫十ex｛（1一万）α十五s｝一。x

これらの収入の解釈は、3．2と同じである。ただ、地方のプロジェクトが発見されているときで

も、中央政府は厄の確率で代替プロジェクトを実行し石を得ていることに注意すべきである。

 まず、この追加補助金契約を地方政府が受け入れるためのsの水準を求めよう。地方政府が

26ここでの議論は、cの上昇のみが起きるケースであり、各プロジェクトの利得差は変化しないと考えている。しか

し実際には、コストとプロジェクトの利得差には相関があるかもしれない。例としては、大規模な公共プロジェクト

があげられる。大規模プロジェクトはコストが大きい。また、他の地域へのスピルオーバーも大きく、白地域のみで

プロジェクトを行うよりも他の地域をも考慮してプロジェクトを行った方が、すべての地域にとってより大きな利得

が得られる可能性が高い。（B〉5）よってこのような場合には、cと利得格差は相関を持っているので、上記の議給は

成立しないであろう。この点は、セミナーでの出席者のコメントに恩を受けている。

”実際に、国と地方間ですぐに、このような再交渉がなされると考えることは難しいかもしれないが、繰り返し行わ

れる契約の段階で、長期的には、再交渉が行えるような契約が結ばれると考えることもできるであろう。
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追加補助金契約を受け入れる以前の収入を少なくとも保証しなければならない。もともとの契
     c                                o
約水準。は一であったので、中央政府がとる最適なsは、s＝一＝oとなる。28また中央政府は、
     e                          e

この追加補助金を与えることによって、収入が上昇しないのならば、もともとこの追加補助金

契約を提示しないであろう。そこで、中央政府は、ある調査水準万において、その追加補助金

契約によって収入水準が上昇するならば、再交渉をし、追加補助金契約を結ぶと仮定しよう。

収入水準を比較することによって、もしB〉わならぱ、中央政府にとって追加補助金契約を提示

するインセンティブがあることがわかる。29よってこの節では、B＞わの仮定の下で議論を行う。

 追加補助金契約によって、地方政府の収入は変化せず、中央政府の収入は8〉わである限り上

昇するので、容易にわかるように、総余剰は改善する。この契約の下で、中央政府がとる最適

調査水準は、以下の式を満たす。

                n3－eηわ一G’（五）＝0

この式は、中央集権型モデルにおけるファーストベスト水準を決定する（9－3）と同じであり、よ

って、亙＝亙＊を得る。つまり、中央政府のとる最適調査水準（亙）は、中央集権的意思決定

システムのファーストベスト水準五＊と一致する。しかも、このときの総余剰の定義式は、中

央集権化されたときの総余剰の定義式（9－2）と同じとなる。これは、代替手段を見いだしたとき

には必ず地方政府に代替プロジェクトを実行させているため、実質的な権限が中央政府にある

ときと同じ状態になっているからである。君＝亙＊なので、総余剰〃㏄（互）（＝灰C（亙＊））は、

必ず、中央集権の時の総余剰〃C（五C）よりも改善されているといえる。よって、次の命題を得

る。

命題9－10

嚇猶酌、意＝，蟹決定ニンステーム／こおいて中二廷蜥ガぶ駄渉をデテラ時／こ／ま、 亭磯徽憲二受洗盾シ

ステムでの77一ス戸ベス戸が実冤される。

この命題の意味するところは、直感的には、以下のようである。再交渉の結果として、中央集

権的意思決定システムと同様、代替プロジェクトを見いだしたときには必ずそのプロジェクト

を実行することになるが、権限は地方政府に配分されている分だけ、代替プロジェクトを実行

するためには追加補助金が必要となる。そのため、中央集権的意思決定システムの時に比べ、

代替プロジェクトに対する魅力が減少し、過剰調査が緩和される。また、地方分権的意思決定

システムで再交渉がなされない時に比べ、より大きな税収を生み出す中央政府の代替プロジェ

クトを利用することができる。結果として非効率性が除去され、社会的余剰は改善し、ファー

加ex｛（1一亙）o＋万s｝一徹＝0から導かれる。

”屯し月くbならば、3－sくわ一0なので丑を実行すれば、税収が下落する。よって、そのときには、中央政府に

とって、再交渉をするインセンティブはない。
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ストベストが実現する。

 具体的には、再交渉によって過剰介入が除去される理由は次のように考えられる。中央集権

的意思決定システムにおける過剰介入は、既に説明されたように、それぞれのプロジェクトの

社会的価値がBとeわであるにもかかわらず、中央政府が、βとe伽φとみなして行動すること

から生じていた。ここで再交渉を行い、追加補助金を支払うことによってそれぞれの価値は、

B－eoとe5－eoとなっている。よって、実質的にはBとeわを比較していることと一致し、非効率

性がなくなるのである。

 ここでの結論は、中央政府による代替プロジェクトからの税収が地方政府のプロジェクトか

らの税収よりも大きいとき（すなわち、B＞わ）でも、再交渉の可能性を考慮する限り、権限委

譲をすぺきであることを示している。以上、第3節でもとめられた条件とあわせると、以下の

強い命題を得る。

命題9－11政府間交渉と最適システム

政府間交渉が可能であれば、各政府のプロジェクトからの税収（プロジェクトの価値）の大き

さ！こ灘係なく薦腰委譲をナること、つまク地方分櫨酌、蕾思決定システムが望ましい。したがっ

て、あらゆる政緒／こ蔚して航分稽酌、意偲炭危がのぞましくなるので、攻励幸若として地方

分権が望ましいといえる。

 したがって、上記で得られた結論を図にまとめると、図9－4の様に表される。図9－2と同様に、

中央とは中央集権的意思決定システムが、地方とは地方分権的意思決定システムが、それぞれ

最適である領域を表している。縦軸は、中央プロジェクトからの期待税収、横軸は、地方プロ

ジェクトからの期待税収をそれぞれ表している。再交渉が可能である場合には、地方分権的意

思決定システムは、中央政府の非効率性から生じる部分だけではなく、3＝ろの45度線上のす

べての領域において望ましくなる。

第5節 むすび

 本章では、政府内の規制のあり方として、近来活発な議論がなされている地方分権問題をと

り上げ、権限配分におけるインセンティブの問題を経済学的視点から考察した。中央政府がプ

ロジェクトの実行に関する最終的な決定をくだす権限を所持しているケースを、中央集権的意

思決定システムと呼び、その権限を地方政府が所持しているケースを地方分権釣意思決定シス

テムと呼び、区別した。それらを、企業の組織形態の分野において発展している肘incipal－Agent

Mode1を用いてモデル化し、両システムの下で達成する事ができる総余剰を比較した。まず、

中央集権的意思決定システムでは、地方プロジェクトよりも中央政府が独自に計画するプロジ

ェクトを最適な水準以上に達成しようとし、地方プロジェクトの実行を妨げる事が示された。

これは、権限を保持している事から生じる非効率性であり、地方政府への過剰介入と解釈出来
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る。地方分権的意思決定システムのもとでは、これらの過剰介入問題は生じない。それゆえ、

決定権限の配分を議論する時に、地方政府と中央政府の提示するそれぞれのプロジェクトのど

ちらが社会的に望ましいかだけではなく、それ以外に、中央集権的意思決定システムの下で生

じる過剰介入問題も考慮して最適システムを議論しなければならない。具体的には、地方プロ

ジェクトよりも中央政府によるプロジェクトの方が社会的に望ましい場合でも、地方に権限を

委譲することによって高い総余剰を達成出来る可能性がある。これは、地方分権によって中央

集権的意思決定システムでの非効率性を取り除くことができるからである。また、地方分権的

意思決定システム下において、中央政府と地方財布が交渉できる状態であれば、あらゆる政策

において権限を移譲し、地方分権型システムを構築する事が望ましいという結果が得られた。

 これらの結果を現実の問題からとらえてみれば、以下のことが言えるであろう。まず、中央

集権的な意思決定システムでなければならない政策は、いくつか存在する。本章の分析から、

これは、中央政府によるプロジェクトが地方の提案したプロジェクトよりも明らかに大きな効

果をもたらすような政策である。たとえば、外部性を大きく発生し、国全体に関わるものであ

り、外交政策や防衛などがあげられる。しかしながら、これらの政策は限定的であり、現在中

央政府が意思決定を行っているすべての政策がこのタイプの政策であるとは考えにくい。本章

の分析から、中央集権的意思決定システムには非効率性が伴うため、各政府が提示するプロジ

ェクトに大きな差がないときには地方に権限を移譲することが望ましく、現在の機関委任事務

の中にも、そめような事務は存在している考えられる。そのときには、その事務を廃止して、

地方にすべての権限をゆだねるべきである。また、財源が中央政府に与えられているときには、

たとえ分権的意思決定システムが採用され権限が地方にすべて与えられたとしても、中央政府

には交渉をする余地があるため、本当に必要な政策に対しては交渉の結果として中央政府の提

示したものが実行される。したがって、政府問の交渉が許される限り、地方分権型システムが

うまく機能する可能性が存在する。

 本章では、分析の都合上、地方分権に関わる様々な議論の内、権限に関する非効率性に焦点

をあて議論した。地方分権に関しては他にもたくさんの議論すべき問題があり、本章は一面を

とらえたにすぎないが、地方分権の焦点の一つである権限配分の問題に関する理論的分析を提

供したことでは、今後の分析に向けての意味があるであろう。地方分権のあり方を議論するた

めには、さまざまな問題をひとつひとつ綿密に分析していくことが必要であろう。

参考文献

Aghi㎝，P・and J．T1ro1e（1997）“Foma1and Rea1Authority in Organizati㎝，”〃用〃ψ戸。伽。o’

    万。0〃0m” 105，1－29．

Grossman，S．J．ミmd O．D，Hart（1986）“The Costs㎝d Benefits of Ownership1A Theoリ。f Vertica1㎝d

    Latera1Integration，”Jo〃〃α’ρブ戸。〃た。’亙。o〃。mγg4，691－719．

Hart，O．and J．Moore（1990）“Property Rights and the Nature of the F㎞，”北〃no’ヴ戸。柳た〃

    万。o〃。mγg8，1119－58．

207



井多波良雄（1995）『地方財政システムと地方分権』中央経済杜

伊藤秀史・林田修（1997）「分社化と権限委譲一不完備契約アフローチー」、 『日本経済研究』、

    No．34，89－l17．

地方分権推進委員会（1996a）中間報告一分権型社会の創造一，3／29

地方分権推進委員会（1996b）第1次勧告一分権型社会の創造一，12／20

地方分権推進委員会（1997a）第2次勧告一分権型社会の創造一，7／8

地方分権推進委員会（1997b）第3次勧告一分権型社会の創造一，9／2

地方分権推進委員会（1997c）第4次勧告一分権型社会の創造一，10／9

TiroIe Je㎜（1994）“The Intemal Organization ofGovemment”0ψ〃此。〃。mた戸ψe7∫46，1－29．

柳川範之（1998）“形式的権限と実質的確隈’契約と組織の経済学、連載5、 『経済セミナー』、

    68－74

人1付録9－1

付録9－1では、費用関数の仮定の下で、以下のことを証明する

1 地方政府への補助金が中央政府の税収を越えないこと。

2 中央集権的意思決定システムにおいて、地方のプロジェクトの提案を受け入れながらも、

    代替プロジェクトヘの調査を行うことが、社会的に望ましい。

3 中央集権的意思決定システムにおいて、中央政府にとって、地方のプロジェクトの提案を

    受け入れながらも、代替プロジェクトヘの調査を行うことが望ましい。

4 地方分権的意思決定システムにおいて、地方のプロジェクトの提案を受け入れながらも、

    代替プロジェクトヘの調査を行うことが、社会的に望ましい。

5．地方分権的意思決定システムにおいて、中央政府にとって、地方のプロジェクトの提案を

    受け入れながらも、代替プロジェクトヘの調査を行うことが望ましい。

6：（9－5），（9－6），（9－7）及び（9－8）において一意の解が［O，ηに存在する。

ユの西野

G互（仏1一土）・・3より、調査水準五。は亙。・1一土を満たす。これより、

     ろe                 ろe

     ○ろ＞o＝    が成立し、この支払い水準が税収わを超えることはない。
   （1一亙）e

2の証野
 豚。：〃十万＊泌十（1一亙＊）mわ一G（〃，炉）一〃＞〃となる事を証明する。これは、次

のように示される。まず、ト0を考えよう。このとき、費用関数の仮定G（〃，0）＝Oから、

〃C＝〃十η（eわ＿C）となり、助〉Cの仮定より、”よりも大きくなる。また、”は、この余剰

を最大にするものであるから、あきらかに〃C（”）〉〃が成立する。
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30証野
          C
 事後的に、α＝    になることを用いれば、この証明は、
        （1一万）e

万。泌十（1一亙。）e励一G（n，亙。）一m≧n（eト。）を示すことに等しい。費用関数の仮定より

                    c
以下のように証明される。まず、G亙（n，1一一）〉棚とG班＞Oより、（9－6）から導出される調
                    わe

          ○査水準は、亙。く1一一の関係にある。よって、万。に関して、（1一五。）mろ一no＞Oが成立す
         ゐe

       c               c                o
る。次に、（1一一）〃（3－e5）＞G（n，1一一）の仮定より、万＝1一一のときには、
       ろe        わe         ろe

肋（ポ・ろ）・G（。，五）が成立する。選択される調査水準は、0く亙。く1一三の範囲にあり、

                                  ろe

G班＞0及ぴG（n，0）＝0なので、亙。においても、亙。n（3－eろ）＞G（〃，亙。）が成立する。以

上より、亙Cn3＋（1一亙C）e泌一G（n，亙C）一肌≧n（eろ一C）が成立する。これは、中央政府の

収入最大化行動によって導かれた総余剰もプロジェクト実行によって増大することを示してい

る。よって、代替プロジェクトの調査をすることは、中央政府にとっても、また社会にとって

も望ましレ・。

40証野
 豚Dc＝〃十e泌十（1－e）亙＊n3－G（n，亙＊）一肌＞〃となる事を証明する。これは、次の

ように示される。まず、互＝0を考えよう。このとき、費用関数の仮定G（η，0）当Oから、

〃㏄＝〃十〃（εろ一。）となり、eあ〉cの仮定より、n∫よりも大きくなる。また、万㏄は、この余

剰を裏大にするものであるから、必ず〃DC（〃）＞〃が成立する。

50証野
α一三となるので、この証明は、・か（1一。）亙Dc・ポG（η，亙Dc）一肌・0を示すことに

   e

よって証明される。まず、万Dc＝0のケースを考えてみよう。仮定よりeろ一。＞0なので、

e泌一肌＞0が成立する。また、亙Dcは、e泌一（1－e）万㏄泌一G（n，万㏄）一肌を最大にす

る亙であるから、万Dcのもとで、必ず、e泌一（1－e）五Dc泌一G（n，亙Dc）一no＞0が成立す

る。

60西野
             c
 費用関数の仮定G圧（η，1一一）＞泌、G亙（η，0）＝0及ぴG挑＞0により、（9－5）を満たす〃
             ろe

        ○が、O＜万＊く1一一の範囲に唯一存在する。また、上記の1の証明によりわ＞αなので、（9－6）
        あe
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において、n3－m（ろ一α）＞0であり、同様に（9－6）を満たす互。が、0く万。く1一三の範囲に

                                      わe

唯一存在する。（9－7）及ぴ（9－8）に関しても同様に、［0，1］の範囲に、（9－7）及ぴ（9－8）を満たす五十及

び亙㏄が唯一存在する。

A．2付録9－2

 付録9－2では、比較静学における結果の証明を行う。

A．2．1中央集権的意思決定システムにおける比較静学の証明

。の石落

             班＊  班。
 まず（9－5）及ぴ（9－6）より、  ＝0，  ＞0であり、また常に亙＊く万。なので、cの減少は確
             此    此

実に、亙。一亙＊を小さくする。次に、総余剰に与える影響は、（9－2）より以下のようになる。

等＊）一一1…等（）・（・（月一・1）一・。）筈一・一札・／・

最後の等式は、（9－6）より得られる。次に、総余剰格差は、（9－2）より

〃。（万＊）＿豚。（亙。）＝n（3－eわ）（万＊一亙。）一G（〃，亙＊）十G（〃，万。）と表される。よって、

仰等炉（が）L社外筈）・榊が）筈

            疵C            棚C
           ・T（一・（3一・わ）・G1・（・・互。））一7（m・）・0

を得るので、cの減少によって総余剰格差も減少する。また、（9－5）及ぴ（9－6）からすぐわかるよう

に、c二0（このとき。＝0）のときに亙。＝亙＊となり、総余剰格差もなくなる。

θの上昇

 まず、調査水準への影響を見てみよう。（？一5）及ぴ（9－6）を全微分することによって以下を得る。

           班＊  ＿泌   班C  ＿泌
             ・二         ＜0，一＝         ＜0
           ∂・ G砒（・，亙＊） d・ G班（・，万。）

また、五＊く亙。なので、もしG厄巫〈Oならば、G班（n，五＊）＞G巫（n，亙。）となり、

          3（亙C一亙＊）   1   1
                ＝一〃う（     一      ）く0
            d・   G脆（・，五。）G班（・，亙＊）

を得る。次に、総余剰への影響を見てみよう。（9－2）より以下を得る。

  〃C（亙＊）   班＊ 棚＊
       ＝・（3－eろ）一一G圧 十（1一亙＊）nわ＝（1一〃）泌＞O
    de        de   ae

  〃C（亙C）   ∂亙C 疵C  ＝  疵C        ＝・（3一・ろ） G止一十（1一亙（）泌＝一・m ＋（1一万。）泌＞0
    ∂e     ae ．ae       ae
導出に関して、（9－5）及ぴ（9－6）の条件式を用いている。第2式右辺の第1項は、eの上昇により、
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調査量が減少することによる非効率性の減少分を表している。一方第2項は、eの上昇がもたら

す総余剰の実質的な上昇分である。また、総余剰格差への影響は、上記の式の差として、以下

の式で表される。

          a（”C（五＊）一”（（万C））。、ろ（亙・．万・）十、、竺

              ∂e               de

第1項は、それぞれの状態での総余剰の上昇分の差である。どちらの状態でも総余剰は上昇す

るが、過剰調査を行っているような中央集権的意思決定システムでは、εの上昇による効果を十

分に得られず、総余剰格差は拡大する。一方第2項は、中央集権的意思決定システムにおける

非効率性が緩和されることによる効果であり、格差は縮小する。実際の格差への効果は、これ

らの2つの効果の大小に依存する。

3の上タ

 まず、調査水準への影響を見てみよう。（9－5）及び（9－6）を全微分することによって以下を得る。

          班＊  n   疵C  n
             ＝         〉0，一＝         〉O
           棚G砿（・，万＊） 棚G班（・，万。）

また、亙＊く亙。なので、もしG万巫く0ならば、G挑（n，万＊）＞G砒（n，亙。）となり、

          a（亙C一亙＊）   1    1
                ＝n（    一    ）＞0
            棚  G〃（・，五。）G挑（・，亙＊）

を得る。次に、総余剰への影響を見てみよう。（9－2）より以下を得る。

     〃C（亙＊）   班＊ 疵＊
          ＝η（3－eあ）  G五 十五＊n＝亙＊n〉0
       a8        棚    aB

     ”c（五。）一、（・．、1）班。・互生。亙・”、一、、、棚。、亙・、

       棚        ∂B    aB        棚

導出に関して、（9－5）及び（9－6）の条件式を用いている。第2式右辺の第1項は、βの上昇により

調査量が上昇することによる非効率性の増加を表している。一方第2項は、βの上昇がもたら

す実質的な総余剰の上昇分である。これらの2つの効果が存在するために、θの上昇のケース

とは対照的に、中央集権的意思決定システムにおける総余剰変化は、不明となる。また、総余

剰格差への影響は、上記の式の差として、以下の式で表される。

          ∂（豚C（亙＊）’”C（万C））＝、（万・一万・）、、、、竺

              棚              棚

第1項は、それぞれの状態での社会総余剰の上昇分の差である。どちらの状態でも総余剰は上

昇するが、過剰調査を行っているような中央集権的意思決定システムでは、総余剰格差は縮小

する。一方、第2項は、中央集権的意思決定システムにおける非効率性が増大することによる

効果であり、格差は拡大する。実際の格差への効果は、これらの2つの効果の大小に依存する。

A．2．2地方分権的意思決定システムにおける比較静学の証明

6o下落
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 （9－8）より、次式を得る。

                   班DC
                      ＝O
                    化

すなわち、cの変化は、調査量に影響を与えない。また、総余剰への影響は、

                ”D（（亙D（）一一、く0

                   ao

なので、cの下落は、総余剰を上昇させる。

θの上タ

 （9－8）より次式を得る。

                 疵DC ＿n8
                    ＝一く0
                  ∂e G班

地方の独自プロジェクトが魅力的になるため、代替プロジェクトヘの調査量は減少する。また、

総余剰への影響は、

     3豚㏄（亙㏄）       班㏄
            ＝（（1－e）〃3－GE）   十n（わ一亙㏄月）＝n（わ一亙Dc3）
        3e           ∂e

       棚DC
となる。また、   ＞0なので、3が大きいほど、亙D（3も大きくなる。よって。わに比べ8
        aB

が相対的に大きいならば、負になる。さらに亙DCく1なので、わ〉βならば、正となる。

3の上タ

 （9－8）より次式を得る。

                班DC（1一・）・
                    ＝    ＞0
                 棚  G班

8の上昇は、中央政府による代替プロジェクトの魅力を増大させるので、調査量は増える。

また、総余剰への影響は、

      a豚㏄（亙㏄）       班㏄
             ＝（（1－e）〃3－G亙）  十（1－e）〃＝（1－e）〃
         3e            棚

となる。Bの上昇は、社会的に望ましく、地方分権的意思決定システムの下では非効率性はな

いので、総余剰は大きくなる。

A．2．3総余剰の比較における比較静学の証明

。の上昇

 cが上昇するときの、それぞれのシステムでの総余剰の格差の変化は、A．2．1及ぴA．2．2によ

り、以下となる。

            3（豚（＝（亙（＝）一〃㏄（亙肌＝））

                         ＝一enoく0
                  ac

よって、総余剰格差は減少する。どちらのシステムでの総余剰が高いかは、外生変数に依存す
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るが、cの上昇によって、地方分権的意思決定システムでの総余剰が高くなる可能性が上昇する。

θの上昇

eの効果は、以下のようになる。

        a（豚C（五C）一”DC（亙D（））、、”。（．旦）。、（一五・ろ。班㏄）

             de         ∂e

第1項は、中央集権的意思決定システムでの非効率性の減少による総余剰の増加分であり、正

である。一方第2項は、それぞれのシステムでの実質的総余剰の上昇分の差である。符号は、

定まらない。

Bの上昇

 A．2．2で見たように、地方分権的意思決定システムにおける8の上昇は、厄を上昇させ、総余

剰を上昇させる。両システムにおける総余剰格差に関して、全微分により以下を得る。

        a（”C（万C）一肌DC（万DC））、”（亙・一（1一、）万・・）一、、。亙

             棚                  棚

第1項は、Bの上昇による総余剰の上昇分であり、3〉わのときには、万C＞亙㏄なので正とな

る。一方、第2項は、非効率性の増大による総余剰の減少分であり、負である。実際の格差へ

の効果は、これら2つの効果の大小に依存する。

 本文で述べた仮定1は、第1項の効果が第2項の効果を上回ることを意味する。つまり、仮

               疵。
定1’〃（亙。一（1－e）炉。）＞em一である。そのときには、総余剰格差は増大する。
                棚
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 表9－1

比較静学分析

中央集権的意思決定システム

〃C（則 E“
〃C（EC） 亙C

〃C（亙‡）

黶VC（厄C）
厄C一が

C↓ 十 O 十 ’ 一 一

e↑ 十 ■ 十 一
？

一（ifG㎜＜0）

B↑ 十 十 ？ 十 ？ 十（ifG晒くO）

地方分権的意思決定システム

〃DC（亙DC） 圧㏄

C↓ 十 O

e↑ 一（ifあくくβ）

¥（ifゐ〉〉3）

一

B↑ 十 十

両システムの格差

〃C（亙C）一〃DC（ぴ）

C↑
一

e↑ ？

B↑   ？

i十1仮定1）

        表9－2

             c
効率的なシステム（eろくわ一一のケース）
             e

税収水準 総余剰 総余剰（再交渉後）

ろ十α＜3
〃C（五＊）〉〃（∫（万C）＞〃㏄（亙DC）＃ 肌DC（亙DC）＝肌C（亙＊）＞豚C（亙C）

ろ＜B≦う十α 豚C（万＊）＞〃C（亙D（＝）≧豚C（五C）＃ 豚㏄（五DC）＝〃C（亙＊）＞豚C（亙C）

ろ＝β
豚DC（五DC）＝肌C（亙＊）＞豚C（万C）

一    一    一    一    一

  ○?鼈黶?R＜ろ  e
〃DC（亙DC）＞〃C（五＊）＞豚C（万C）

一   一   一   ．   ’

      o
???＜わ一一
@     e

〃DC（亙D（＝）＝炉（亙（二）・〃C（亙＊）
■   ■   ■   ■   ’

＃の欄は仮定1の下で成立する。
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                図9－1

               総余剰比較

     （I）”くろのケース

（中央プロジェクトからよりも地方プロジェクトからの期待税収が大きいケース）

豚

mOC仰（Case2，3）

地方分権的意思決定システム

での社会効用

 〃C仰（Case l）

 中央集権的意思決定システム

 での社会効用

万・五DC 万

注：中央集権的意思決定システムの過剰介入にかからず、必ず、地方分権的意思決定システム

が高い総余剰を達成出来る。

      （1I）眉＞6のケース

（中央プロジェクトからよりも地方プロジェクトからの期待税収が大きいケース）

     豚

                             mC仰（Case1）

                             中央集権的意思決定システム

                             での社会効用

                               mOC倒（Case2，3）

                               地方分権的意思決定システム

                               での社会効用

’

〆。

?宦?

ﾅのそ

亙DC万・ 坪  巧 亙

注：過剰介入が無い場合には、必ず中央集権的意思決定システムが高い総余剰を達成出来るが、

過剰介入がある場合には、そうなるとは限らない。調査レベルが坪ならば厄DCから速成され

る総余剰よりも高い総余剰を達成出来るが、五三の調査がなされるならば低い総余剰しか達成

出来ない。
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 図9－2

最適システム

3＝わ十α

3

中央

地方

  3＝わ
             c
         3＝ろ一一
             e

地方または、中央

地方

α 3＝eろ

地方

                              ろ

注：中央とは中央集権的意思決定システムが、地方とは地方分権的意思決定システムが、それ

ぞれ最適である領域を表す。縦軸は、中央プロジェクトからの期待税収、横軸は、地方プロジ

ェクトからの期待税収をそれぞれ表す。通常は、3＝うの45度線上で、最適なシステムが入れ

替わるが、過剰介入の可能性がある場合には、地方分権的意思決定システムが最適となる領域

が拡大する。

 図9－3

最適システム

3一ろ，α

0

c

e

中央

地方

地方

地方または、中央

                              ○

注：中央，とは中央集権的意思決定システムが、地方とは地方分権的意思決定システムが、それ

ぞれ最適である領域を表す。縦軸は、中央プロジェクトと地方プロジェクトの期待税収の差を、
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横軸は、地方プロジェクトのコストを表す。通常は、縦軸の0の線上で、最適なシステムが入

れ替わるが、過剰介入の問題が生じる時には、コストの増大とともに、地方分権的意思決定シ

ステムが最適となる領域が拡大する。

    図9－4

最適システム （再交渉後）

3＝ろ十α

3

地方

地方

  3＝わ
   ・…一．．’’．“．8＝ト三

             e

地方または、中央

地方

α 3＝eろ

地方

                              ろ

注：中央とは中央集権的意思決定システムが、地方とは地方分権的意思決定システムが、それ

ぞれ最適である領域を表す。縦軸は、中央プロジェクトからの期待税収、横軸は、地方プロジ

ェクトからの期待税収をそれぞれ表す。通常は、3＝ろの45度線上で、最適なシステムが入れ

替わるが、過剰介入の可能性がある場合には、地方分権的意思決定システムが最適となる領域

が拡大する。さらに、再交渉が可能である場合には、3＝ろの45度線上のすべての領域におい

て、地方分権的意思決定システムが望ましくなる。
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